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270８－１－９ 予 備 品

271８－１－１０ 環境対策

271第２節 骨材製造・貯蔵・輸送設備

271８－２－１ 一次破砕設備

274８－２－２ 骨材洗浄設備

275８－２－３ ふるい分け設備

277８－２－４ 二次・三次破砕設備

278８－２－５ 製砂設備

279８－２－６ 骨材輸送設備

284８－２－７ 骨材貯蔵及び引出し設備

285８－２－８ 建 屋 等

286８－２－９ 付属設備

286８－２－１０ 電気機器

289第３節 コンクリート製造設備

289８－３－１ 受 材 部

289８－３－２ 貯 蔵 部

291８－３－３ 計 量 部
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292８－３－４ 集合ホッパ及びシュート

293８－３－５ 混 練 部

295８－３－６ 建 屋

296８－３－７ 付属設備

296８－３－８ 電気機器

300第４節 コンクリート打込み設備

300８－４－１ 一般事項

300８－４－２ 弧動式ケーブルクレーン

308８－４－３ 走行式ジブクレーン

313８－４－４ タワークレーン（油圧定置式）

315第５節 濁水処理設備

315８－５－１ シックナ

316８－５－２ 脱 水 機

317８－５－３ ポンプ類

318８－５－４ 槽 類

320８－５－５ 中和処理装置

321８－５－６ 建 屋

322８－５－７ 付属設備

323８－５－８ 電気機器

324第６節 給水設備

324８－６－１ 一般事項

324８－６－２ ポンプ設備

325８－６－３ 配 管

325８－６－４ 電気機器

326第７節 コンクリート冷却及び加熱設備

326８－７－１ 一般事項

326８－７－２ 冷凍設備

328８－７－３ 加熱設備

328８－７－４ 熱交換機

329８－７－５ ダ ク ト

329第８節 セメント輸送及び貯蔵設備

329８－８－１ 一般事項

329８－８－２ セメント輸送設備
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330８－８－３ セメント貯蔵設備

331８－８－４ 電気機器

332第９節 コンクリート運搬設備

332８－９－１ 一般事項

332８－９－２ トランスファーカ

333８－９－３ コンクリート運搬台車及び機関車

333第１０節 操作制御設備

333８－１０－１ 共通事項

333８－１０－２ 盤構造及び形式

333８－１０－３ 盤内機器構造

333８－１０－４ 予 備 品

334第９章 ダム施工機械設備（無指定仮設）

334第１節 総 則

334９－１－１ 適 用

334９－１－２ 一般事項

334９－１－３ 準拠基準等

334９－１－４ 使用材料

334９－１－５ 機 能

334９－１－６ 機種改造・変更

335９－１－７ 運転・保守

335９－１－８ 電気機器

335９－１－９ 環境対策

335第２節 骨材製造・貯蔵・輸送設備

335９－２－１ 一般事項

335９－２－２ 一次破砕設備

336９－２－３ 骨材洗浄設備

336９－２－４ ふるい分け設備

337９－２－５ 二次、三次破砕設備

336９－２－６ 製砂設備

337９－２－７ 骨材輸送設備

340９－２－８ 骨材貯蔵及び引出し設備

341９－２－９ 建 屋 等
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341９－２－10 操作及び運転方式

343第３節 コンクリート製造設備

343９－３－１ 一般事項

343９－３－２ 受 材 部

343９－３－３ 貯 蔵 部

343９－３－４ 計 量 部

344９－３－５ サンプリング装置

344第４節 コンクリート打込み設備

344９－４－１ 一般事項

344９－４－２ 弧動式ケーブルクレーン

347９－４－３ 走行式ジブクレーン

348９－４－４ タワークレーン（油圧定置式）

349第５節 濁水処理設備

349９－５－１ 一般事項

349９－５－２ シックナ

349９－５－３ 脱 水 機

350９－５－４ ポンプ類

350９－５－５ 槽 類

350９－５－６ 中和処理装置

350９－５－７ 計測装置

351第６節 給水設備

351９－６－１ 一般事項

351９－６－２ ポンプ設備

351９－６－３ 配 管

351第７節 コンクリート冷却及び加熱設備

351９－７－１ 一般事項

351９－７－２ 冷 凍 機

352９－７－３ 冷 却 塔

352９－７－４ 加熱設備

352９－７－５ 燃料貯油槽

352第８節 セメント輸送及び貯蔵設備

352９－８－１ 一般事項

352９－８－２ セメント輸送設備
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352９－８－３ セメント貯蔵設備

353第９節 コンクリート運搬設備

353９－９－１ 一般事項

353９－９－２ トランスファーカ

353９－９－３ コンクリート運搬台車及び機関車

354第１０章 管理用機械設備

354第１節 総 則

354１０－１－１ 適 用

354１０－１－２ 一般事項

354１０－１－３ 準拠基準等

354１０－１－４ 付属工具

355第２節 昇降設備

355１０－２－１ 一般事項

355１０－２－２ エレベータ

359１０－２－３ モノレー ル

363１０－２－４ インクライン

366１０－２－５ 据 付

366第３節 係船設備

366１０－３－１ 構 造

366１０－３－２ インクライン方式

368１０－３－３ 水位追従方式

369１０－３－４ 使用材料

369１０－３－５ 操作制御設備

370第４節 堤内排水設備

370１０－４－１ 一般事項

371１０－４－２ ポンプ形式

371１０－４－３ 吸吐出管

372１０－４－４ 集 水 井

372１０－４－５ 水位検出装置

372１０－４－６ 操作制御設備

372１０－４－７ 操作方式

372１０－４－８ 表 示
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372１０－４－９ 配 線

372１０－４－１０ 予 備 品

373第５節 流木止設備

373１０－５－１ 構 造

373１０－５－２ 網 場

374１０－５－３ 通船ゲート

375１０－５－４ 据 付

375第６節 水質保全設備

375１０－６－１ 構 造

375１０－６－２ 曝気・循環設備

376１０－６－３ 噴水設備

377１０－６－４ 操作制御設備

377第７節 鋼製付属設備

377１０－７－１ 適 用

378１０－７－２ 一般事項

378１０－７－３ 使用材料

378１０－７－４ 構造計算

378１０－７－５ 鋼製付属設備

380第１１章 水管橋設備

380第１節 総 則

380１１－１－１ 適 用

380１１－１－２ 準拠基準等

380１１－１－３ 銘 板

380第２節 水管橋製作

380１１－２－１ 一般事項

381１１－２－２ 材 料

381１１－２－３ 原 寸

381１１－２－４ 工 作

381１１－２－５ 溶接施工

382１１－２－６ 仮 組 立

382１１－２－７ ボルト結合

382１１－２－８ 工場塗装工
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382第３節 水管橋付属製作

382１１－３－１ 一般事項

382１１－３－２ 歩 廊 等

383１１－３－３ 鋼製耐震連結装置

383１１－３－４ 現場継手

385１１－３－５ 現場塗装工



19

第１章 総 則

第１節 総 則

１－１－１ 適 用

１．適用工事

機械設備工事共通仕様書（以下「共通仕様書」という。）は、独立行政法人水

資源機構（以下「機構」という。）が発注する水門設備、ゴム引布製起伏堰設備、

揚排水ポンプ設備、除塵設備、ダム施工機械設備、管理用機械設備、水管橋設備、

その他これに類する機械設備の新設工事並びに整備工事及び改造工事（以下「工

事」という。）に係る工事請負契約書以下「契約書」という。）及び の設計図書

内容について、統一的な解釈及び運用を図るとともに、その他必要な事項を定め、

もって契約の適正な履行の確保を図るためのものである。

２．共通仕様書の適用

受注者は、共通仕様書の適用にあたっては、建設業法第１８条に定める建設工

事の請負契約の原則に基づく施工管理体制を遵守しなければならない。

３．優先事項

契約書に添付されている図面、特記仕様書及び工事数量総括表に記載された事

項は、この共通仕様書に優先する。

４．設計図書間の不整合

特記仕様書、図面、工事数量総括表の間に相違がある場合、又は図面からの読

み取りと図面に書かれた数字が相違する場合、受注者は監督員に確認して を指示

受けなければならない。

５．設計図書の単位

は、ＳＩ単位を使用するものとする。ＳＩ単位については、ＳＩ単位設計図書

と非ＳＩ単位が併記されている場合は（ ）内を非ＳＩ単位とする。

６．ＳＩ単位

受注者は、実施仕様書、計算書及び工事に必要な詳細図その他監督員に す提出

る書類など全てＳＩ単位を使用するものとする。

なお、非ＳＩ単位の使用が認められているものについては、この限りではない。

１－１－２ 用語の定義

１．発注者

発注者とは、契約職又は分任契約職をいう。
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２．受注者

受注者とは、工事等の実施に関し、発注者と請負契約を締結した個人もしくは

会社その他法人をいう。

３．監督員

本仕様で規定されている監督員とは、契約書第９条第１項の規定に基づき発注

者が選任し、その役職及び氏名を受注者に通知した者をいい、統括監督職員、主

任監督職員、主任監督職員代理、監督職員を総称していう。受注者には主として

主任監督職員、主任監督職員代理及び監督職員が対応する。

４．統括監督職員

本仕様で規定されている総括監督職員とは、工事の監督を統括し、主に受注者

に対する 、 又は 及び関連工事の調整のうち重要なものの処理、及び指示 承諾 協議

の変更、一時中止又は打切りの必要があると認める場合における契約職設計図書

又は分任契約職に対する 等を行うとともに、主任監督職員、主任監督職員代報告

理及び監督職員の指揮監督を行う者をいう。

５．主任監督職員

本仕様で規定されている主任監督職員とは、主に受注者に対する 、 又指示 承諾

は （重要なもの及び軽易なものを除く）の処理、工事実施のための詳細図等協議

（軽易なものを除く）の作成及び交付又は受注者が作成した図面の を行い、承諾

また、契約図書に基づく工程の管理、 、段階確認、工事材料の試験又は検査立会

の実施（他のものに実施させ当該実施を確認することを含む）で重要なものの処

理、関連工事の調整（重要なものを除く）、 の変更（重要なものを除設計図書

く）、一時中止又は打切りの必要があると認める場合における統括監督職員への

を行うとともに、主任監督職員代理及び監督職員の指揮監督を行う者をいう。報告

６．主任監督職員代理

本仕様で規定されている主任監督職員代理とは、監督員のうちからあらかじめ

主任監督職員代理として指定されるもので、主任監督職員に事故がある場合にそ

の職務を代わって行う者をいう。

７．監督職員

指示 承諾 協本仕様で規定されている監督職員とは、主に受注者に対する 、 又は

で軽易なものの処理、工事実施のための詳細図等で軽易なものの作成及び交付議

又は受注者が作成した図面のうち軽易なものの を行い、また、契約図書に基承諾

立会 設づく工程の管理、 、工事材料試験の実施（重要なものは除く。）を行い、

の変更、一時中止又は打切りの必要があると認める場合における主任監督計図書
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職員及び主任監督職員代理への を行う者をいう。報告

８．契約図書

契約図書とは、契約書及び をいう。設計図書

９．設計図書

とは、仕様書、図面、工事数量総括表、現場説明書及び現場説明に対設計図書

する質問回答書をいう。

10．仕様書

仕様書とは、各工事に共通する共通仕様書と各工事ごとに規定される特記仕様

書を総称していう。

11．共通仕様書

共通仕様書とは、各建設作業の順序、使用材料の品質、数量、仕上げの程度、

施工方法等工事を施工するうえで必要な技術的要求、工事内容を説明したものの

うち、あらかじめ定型的な内容を盛り込み作成したものをいう。

12．特記仕様書

特記仕様書とは、共通仕様書を補足し、工事の施工に関する明細又は工事に固

有の技術的要求を定めたものをいう。

なお、 に基づき監督員が受注者に した書面及び受注者が し、設計図書 指示 提出

監督員が した書面は、特記仕様書に含まれる。承諾

13．現場説明書

現場説明書とは、工事の入札に参加する者に対して発注者が当該工事の契約条

件等を説明するための書類をいう。

14．質問回答書

質問回答書とは、質問受付時に入札参加者が提出した契約条件等に関する質問

に対して発注者が回答する書面をいう。

15．図 面

図面とは、入札に際して発注者が示した設計図、発注者から変更又は追加され

た設計図及び工事完成図等をいう。

なお、 に基づき監督員が受注者に した図面及び受注者が し、設計図書 指示 提出

監督員が書面により した図面を含むものとする。承諾

16．承諾図書

承諾図書とは、受注者が設計図書の設備仕様に対し構成機器等を決定した根拠

となる実施仕様書、計算書及び詳細図等を含む図書をいう。

承諾図書の承諾とは、発注者もしくは監督員と受注者が書面により、着工後の
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大きな手戻りによる双方の損害を回避するため、土木施設との関連、管理者の観

点等からの照査の目的で行う確認行為である。

17．実施仕様書

実施仕様書とは、 に基づき、受注者が仕様を明確にするために作成す設計図書

る書面をいい、施工計画書、計算書、詳細図等を反映したものをいう。

18．計算書

計算書とは、 に基づき、受注者が作成する詳細図にかかわる構造、強設計図書

度、機能、数量の計算書をいう。

なお、計算書には、計算条件及び計算過程を明記するものとする。

19．詳細図等

詳細図とは、 及び実施仕様書に基づき、受注者が作成する製作及び据設計図書

付上必要となる図面をいう。

20．工事完成図書

工事完成図書とは、実施仕様書、計算書、詳細図、施工管理記録、数量表、購

入品等機器一覧表及び取扱説明書をいう。

なお、完成図書は、「機械設備工事完成図書作成要領」及び「工事完成図書の

電子納品要領（案）機械設備工事編（国土交通省）」に基づき作成するものとす

る。

21．施工図

施工図とは、 を踏まえて作成される図面のうち、当該設備の維持、修設計図書

理、改造、更新等のために必要なすべての部材の位置・組合せ、機器・部品等の

形状、配管・配線等個々の機材、施工方法について、受注者独自の施工技術に基

づき、現地条件に対応した設備、機器の構造、接続・支持方法、納まり、制御シ

ステム等の詳細及び電子計算機で検討した経緯等を示す図面として作成されたも

ののうち、当該設備に限り使用権を発注者に委譲したものをいう。

なお、施工図は、「機械設備工事完成図書作成要領」及び「工事完成図書の電

子納品要領（案）機械設備工事編（国土交通省）」に基づき作成するものとする。

22. 工事数量総括表

工事数量総括表とは、工事施工に関する工種、設計数量及び規格を示した書類

をいう。

23．指 示

とは、契約図書の定めに基づき、監督員が受注者に対し、工事の施工上必指示

要な事項について書面により示し、実施させることをいう。
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24．承 諾

とは、契約図書に明示された事項について、発注者もしくは監督員又は受承諾

注者が書面により同意することをいう。

25．協 議

とは、書面により契約図書の協議事項について、発注者又は監督員と受注協議

者が対等の立場で合議し、結論を得ることをいう。

26．提 出

とは、監督員が受注者に対し、又は受注者が監督員に対し工事に係わる書提出

面又はその他の資料を説明し、差し出すことをいう。

27．報 告

とは、受注者が監督員に対し、工事の状況又は結果について書面により知報告

らせることをいう。

28．提 示

とは、監督員が受注者に対し、又は受注者が監督員又は検査員に対し工事提示

に係わる書面又はその他の資料を示し、説明することをいう。

29．通 知

通知とは、発注者又は監督員と受注者又は現場代理人の間で、監督員が受注者

に対し、又は受注者が監督員に対し、工事の施工に関する事項について、書面に

より互いに知らせることをいう。

30. 受 理

受理とは、 又は通知された書面を受け取り、内容を把握することをいう。提出

31．連 絡

連絡とは、監督員と受注者又は現場代理人の間で、監督員が受注者に対し、又

は受注者が監督員に対し、契約書第１８条に該当しない事項又は緊急で伝達すべ

き事項について、口頭、ファクシミリ、電子メールなどの署名又は押印が不要な

手段により互いに知らせることをいう。

なお、後日書面による連絡内容の伝達は不要とする。

32．情報共有システム

情報共有システムとは、監督員及び受注者の間の情報を電子的に交換・共有す

ることにより業務効率化を実現するシステムのことをいう。

なお、本システムを用いて作成及び提出等を行った工事帳票については、別途

紙に出力して提出しないものとする。

33．書 面
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書面とは、手書き、印刷物等による工事打合せ簿等の工事帳票をいい、発行年

月日を記載し、署名又は押印したものを有効とする。

ただし、情報共有システムを用いて作成及び提出等を行った工事帳票について

は、署名又は押印がなくても有効とする。

34．工事写真

工事写真とは、工事着手前及び工事完成、また、施工管理の手段として各工事

の施工段階及び工事完成後目視できない箇所の施工状況、出来形寸法、品質管理

状況、工事中の災害写真等を機械設備工事施工管理基準の写真管理に基づき撮影

したものをいう。

35．工事帳票

工事帳票とは、施工計画書、承諾図書、工事打合せ簿、品質管理資料、出来形

管理資料等の定型様式の資料及び工事打合せ簿等に添付して提出される非定型の

資料をいう。

36．工事書類

工事書類とは、工事写真及び工事帳票をいう。

37．契約関係書類

契約関係書類とは、契約書第９条第５項の定めにより監督員を経由して受注者

から発注者へ、又は受注者へ提出される書類をいう。

38．電子成果品

電子成果品とは、電子的手段によって発注者に納品する成果品となる電子デー

タをいう。

39．工事関係書類

工事関係書類とは、契約図書、契約関係書類、工事書類及び工事完成図書をい

う。

40．確 認

確認とは、契約図書に明示された事項について、監督員、検査員又は受注者が

臨場もしくは関係資料により、その内容について契約図書及び承諾図書との適合

を確かめることをいう。

41．立 会

とは、契約図書に明示された項目について、監督員が臨場により、その内立会

容について契約図書及び承諾図書との適合を確かめることをいう。

42．段階確認

段階確認とは、 に明示された施工段階において、監督員が臨場等によ設計図書
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り、出来形、品質、規格、数値等を確認することをいう。

43．工事検査

工事検査とは、検査員が契約書第３１条、第３７条、第３８条に基づいて給付

の完了の確認を行うことをいう。

44．中間検査

中間検査とは、検査日までに完成した出来形部分について、技術的確認等を行

うもので、請負代金の支払いを伴わない検査をいう。

45．検査員

検査員とは、契約書第３１条第２項の規定に基づき、工事検査を行うために発

注者が定めた者をいう。

46．同等以上の品質

同等以上の品質とは、特記仕様書で指定する品質又は特記仕様書に指定がない

場合、監督員が する試験機関の品質確認を得た品質又は監督員の した品承諾 承諾

質をいう。

なお、試験機関において品質を確かめるために必要となる費用は、受注者の負

担とする。

47．工 期

工期とは、契約図書に明示された工事を実施するために要する準備及び後片付

け期間を含めた始期日から終期日までの期間をいう。

48．工事開始日

工事開始日とは、工期の始期日又は において規定する始期日をいう。設計図書

49．工事の着手日

工事の着手日とは、工事開始日以降の実際の工事のための準備工事（現場事務

所等の建設又は測量を開始することをいい、詳細設計を含む工事にあってはそれ

を含む。）の初日をいう。

50．工事

工事とは、本設工事及び仮設工事又はそれらの一部をいう。

51．本設工事

本設工事とは、 に従って、工事目的物を施工するための工事をいう。設計図書

52．仮設工事

仮設工事とは、各種の仮工事であって、工事の施工及び完成に必要とされるも

のをいう。

53．工事区域
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工事区域とは、工事用地、その他 で定める土地又は水面の区域をいう。設計図書

54．整備工事等

整備工事及び改造工事とは、本設工事のうち既設の機械設備について、その機

能の維持及び機能の向上を目的として行う部品・機器の取替、設備又はシステム

の部分的改変等を行う工事をいう。

55．現 場

現場とは、工事を施工する場所及び工事の施工に必要な場所並びに で設計図書

明確に指定される場所をいう。

56．現場発生品

現場発生品とは、工事の施工により現場において副次的に生じたもので、その

所有権は発注者に帰属する。

57．Ｓ Ｉ

ＳＩとは、国際単位系をいう。

58．ＪＩＳ規格

ＪＩＳ規格とは、日本工業規格をいう。

１－１－３ 提出書類

１．一般事項

提受注者は、提出書類を契約図書・関係法令等の書式等に基づいて、監督員に

しなければならない。これに定めのないものは、監督員の する様式によら出 指示

なければならない。

２．設計図書に定めるもの

契約書第９条第５項に規定する「 に定めるもの」とは、請負代金額に設計図書

係わる請求書、代理受領承諾願、監督員に関する措置請求に係わる書類及びその

他現場説明の際指定した書類をいう。

３．変更書類

受注者は、提出書類の内容に変更が生じた場合はその都度、変更書類を し提出

なければならない。

４．詳細書類

受注者は、監督員が特に した事項については、さらに詳細な書類を し指示 提出

なければならない。

５．提出の省略

受注者は、工事の種類や規模等により を必要としないと判断出来る書類に提出
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ついては、監督員の を受けたうえで、 を省略出来るものとする。承諾 提出

６．サンプル等

監督員は、技術的な確認が必要な場合、受注者に対し技術資料・サンプル等の

を求めることが出来る。提出

１－１－４ 承諾図書

１．承諾図書の提出

受注者は、 記載の所定の期間又は監督員と して定めた期間内に承設計図書 協議

諾図書を監督員に して を得るものとする。提出 承諾

２．受注者の責務

承諾図書の は、受注者の責任による設計に基づく工事着工をあくまで発注承諾

者の観点から するものであり、 によって受注者の責務(瑕疵担保責任等)承諾 承諾

が免責又は軽減されるものではない。

３．提出する承諾図書

受注者が する承諾図書の内容は、以下のとおりとする。提出

なお、監督員がその事項について補足を求めた場合には、これに従うものとす

る。

(1) 実施仕様書

① 工事概要

② 設計条件

③ 実施仕様

(ｱ) 詳細仕様

(ｲ) 使用材料

(ｳ) 構造説明

(ｴ) その他必要なもの

(2) 計算書

① 設計計算書

② 計算根拠

③ その他必要なもの

(3) 詳細図等

① 全体図

② 平面図

③ 断面図
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④ 詳細図

⑤ 制御フロー図

⑥ 単線結線図

⑦ その他必要なもの

(4) その他

１－１－５ 提出図書

受注者は、次の図書を監督員に しなければならない。提出

１．工事の着手前に するもの。提出

(1) 施工計画書

２．工事の着手前に し を受けるもの。提出 承諾

(1) 承諾図書

(2) その他特記仕様書に記載したもの

３．工事進捗にあわせて するもの。提出

(1) 施工管理記録書

(2) その他特記仕様書に記載したもの

４．工事完成前に するもの。提出

(1) 工事完成図書

(2) 施 工 図

(3) 工事写真

(4) 施工管理記録書

(5) その他特記仕様書に記載したもの

１－１－６ 施工計画書

１．一般事項

受注者は、工事の着手前に工事目的物を完成するために必要な手順や工法等に

ついての施工計画書を監督員に しなければならない。提出

受注者は施工計画書を遵守し、工事の施工にあたらなければならない。

この場合、受注者は施工計画書に次の事項について記載しなければならない。

また、監督員がその他の項目について補足を求めた場合には、追記するものと

する。

ただし、受注者は軽微な整備工事においては、監督員の を得て記載内容の承諾

一部を省略することが出来る。
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(1) 工事概要

(2) 工 程 表

(3) 工場及び現場組織表（品質管理組織表を含む）

(4) 施工要領

① 製作要領

② 溶接要領

③ 塗装要領

④ 輸送要領

⑤ 主要資材

⑥ 据付要領（主要機械、仮設備計画、工事用地等を含む）

⑦ 確認・検査要領

(5) 施工管理計画（工程、出来高、品質、写真等）

(6) 安全管理（工場、現場）

(7) 指定機械

(8) 緊急時の体制及び対応

(9) 交通管理

(10) 環境対策

(11) 現場作業環境の整備

(12) 再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理方法

(13) そ の 他

２．変更施工計画書

受注者は、施工計画書の内容に重要な変更が生じた場合には、その都度当該工

事に着手する前に変更に関する事項について、変更施工計画書を監督員に し提出

なければならない。

１－１－７ 完成図書及び施工図

１．完成図書及び施工図

受注者は、工事完成時に受注者の費用負担により完成図書及び施工図を機構が

別に定める「機械設備工事完成図書作成要領」及び「工事完成図書の電子納品要

領（案）機械設備工事編（国土交通省）」により作成し、監督員に しなけれ提出

ばならない。

２．施工図の追加及び修正

受注者は、設備の改造、機器更新等が施工された場合で既存の完成図書の内容
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と相異が生じる部分について、内容の追加及び修正を受注者において実施しなけ

ればならない。

１－１－８ ＣＯＲＩＮＳへの登録

受注者は、受注時又は変更時において工事請負代金額が５００万円以上の工事につ

いて、工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）に基づき、受注・変更・完成・訂正時

に工事実績情報として「登録のための確認のお願い」を作成し監督員の確認を受けた

うえ、受注時は契約後、土曜日、日曜日、祝日等を除き１０日以内に、登録内容の変

更時は変更があった日から土曜日、日曜日、祝日等を除き１０日以内に、完成時は工

事完成後、土曜日、日曜日、祝日等を除き１０日以内に、訂正時は適宜登録機関に登

録申請をしなければならない。

登録対象は、工事請負代金額５００万円以上（単価契約の場合は契約総額）の全て

の工事とし、受注・変更・完成・訂正時にそれぞれ登録するものとする。

なお、変更登録時は、工期、技術者に変更が生じた場合に行うものとし、工事請負

代金のみ変更の場合は、原則として登録を必要としない。

また、登録機関発行の「登録内容確認書」が受注者に届いた際には、速やかに監督

員に しなければならない。提示

ただし、変更時と工事完成時の間が１０日間に満たない場合は、変更時の を省提示

略出来るものとする。

１－１－９ 承諾済の承諾図書

契約書第１５条７項、第１７条１項、第１８条５項、第１９条、第２０条、第２１

条、第２２条１項及び第４３条２項の規定を除き、承諾済の承諾図書を変更しようと

するときは、軽微なものを除き、発注者と するものとする。協議

１－１－１０ 受注者による発注者の図面の使用

発注者又は監督員から受注者に提供された 及びその他資料は、発注者の所設計図書

有物とする。

受注者は、これらの資料を発注者の同意を得ないで契約遂行目的以外の使用、複製

又は第三者に開示してはならない。

１－１－１１ 数量の算出

１．一般事項
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受注者は、出来形数量を算出するために出来形測量等を実施しなければならな

い。

なお、出来形測量及び数量の算出等は受注者の負担により行うものとする。

２．出来形数量の根拠

受注者は、 又は監督員が した受注者の提出図書に従って、設計数設計図書 承諾

量をもとに出来形数量を算出し、その結果を監督員からの請求があった場合は速

やかに するとともに、工事完成時までに監督員に しなければならない。提示 提出

設計数量とは、 に基づき算出された数量をいう。設計図書

出来形測量の結果が の寸法に対し、「機械設備工事施工管理基準」又設計図書

は に定める規格値を満足していれば、出来形数量を設計数量とする。設計図書

１－１－１２ 設計図書の照査等

１．図面原図の貸与

受注者からの要求があり、監督員が必要と認めた場合は、受注者に図面の原図

を貸与することが出来る。

ただし、共通仕様書、機構が定める管理基準等、市販、公開されているものに

ついては、受注者が備えなければならない。

２．設計図書の照査

受注者は、施工前及び施工途中において、自らの負担により契約書第１８条第

１項第１号から第５号に係る の照査を行い、該当する事実がある場合は、設計図書

監督員にその事実が確認出来る資料を書面により し、確認を求めなければな提出

らない。

なお、確認出来る資料とは、現地地形図、設計図との対比図、取合い図、施工

図等を含むものとする。

また、受注者は、監督員からさらに詳細な説明又は書面の追加の要求があった

場合は従わなければならない。

３．契約図書等の使用制限

受注者は、契約の目的のために必要とする以外は、契約図書及びその他の図書

を監督員の なくして第三者に使用させ又は伝達してはならない。承諾

１－１－１３ 諸法令の遵守

１．諸法令の遵守

受注者は、当該工事に関する諸法令を遵守し、工事の円滑な進捗を図るととも
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に、諸法令の適用、運用は受注者の責任において行わなければならない。

なお、主な法令は次に示すとおりである。

(1) 会 計 法 （平成１８年６月改正法律第 ５３号）

(2) 建設業法 （平成２４年８月改正法律第 ５３号）

(3) 下請代金支払遅延等防止法 （平成２１年６月改正法律第 ５１号）

(4) 労働基準法 （平成２４年６月改正法律第 ４２号）

(5) 労働安全衛生法 （平成２３年６月改正法律第 ７４号）

(6) 作業環境測定法 （平成２３年６月改正法律第 ７４号）

(7) じん肺法 （平成１６年１２月改正法律第１５０号）

(8) 雇用保険法 （平成２４年３月改正法律第 ９号）

(9) 労働者災害補償保険法 （平成２４年８月改正法律第 ６３号）

(10) 健康保険法 （平成２４年１１月改正法律第 ９８号）

(11) 中小企業退職共済法 （平成２３年４月改正法律第 ２６号）

(12) 建設労働者の雇用の改善等に関する法律

（平成２４年８月改正法律第 ５３号）

(13) 出入国管理及び難民認定法 （平成２４年４月改正法律第 ２７号）

(14) 道 路 法 （平成２３年１２月改正法律第１２２号）

(15) 道路交通法 （平成２４年８月改正法律第 ６７号）

(16) 道路運送法 （平成２３年６月改正法律第 ７４号）

(17) 道路運送車両法 （平成２３年６月改正法律第 ７４号）

(18) 砂 防 法 （平成２２年３月改正法律第 ２０号）

(19) 地すべり等防止法 （平成２４年６月改正法律第 ４２号）

(20) 河 川 法 （平成２３年１２月改正法律第１２２号）

(21) 海 岸 法 （平成２３年５月改正法律第 ３７号）

(22) 港 湾 法 （平成２４年３月改正法律第 １５号）

(23) 港 則 法 （平成２１年７月改正法律第 ６９号）

(24) 下水道法 （平成２３年１２月改正法律第１２２号）

(25) 航 空 法 （平成２３年５月改正法律第 ５４号）

(26) 公有水面埋立法 （平成１６年６月改正法律第 ８４号）

(27) 軌 道 法 （平成１８年３月改正法律第 １９号）

(28) 森 林 法 （平成２４年６月改正法律第 ４２号）

(29) 環境基本法 （平成２４年６月改正法律第 ４７号）

(30) 火薬類取締法 （平成２３年６月改正法律第 ７４号）
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(31) 大気汚染防止法 （平成２３年８月改正法律第１０５号）

(32) 騒音規制法 （平成２３年１２月改正法律第１２２号）

(33) 水質汚濁防止法 （平成２３年８月改正法律第１０５号）

(34) 湖沼水質保全特別措置法 （平成２３年８月改正法律第１０５号）

(35) 振動規制法 （平成２３年１２月改正法律第１２２号）

(36) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（平成２４年８月改正法律第 ５３号）

(37) 文化財保護法 （平成２３年５月改正法律第 ３７号）

(38) 砂利採取法 （平成２３年７月改正法律第 ８４号）

(39) 電気事業法 （平成２４年６月改正法律第 ４７号）

(40) 消 防 法 （平成２４年６月改正法律第 ３８号）

(41) 測 量 法 （平成２３年６月改正法律第 ６１号）

(42) 建築基準法 （平成２４年８月改正法律第 ６７号）

(43) 都市公園法 （平成２３年１２月改正法律第１２２号）

(44) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律

（平成２３年８月改正法律第１０５号）

(45) 土壌汚染対策法 （平成２３年６月改正法律第 ７４号）

(46) 駐車場法 （平成２３年１２月改正法律第１２２号）

(47) 海上交通安全法 （平成２１年７月改正法律第 ６９号）

(48) 海上衝突予防法 （平成１５年６月改正法律第 ６３号）

(49) 海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律

（平成２４年９月改正法律第 ８９号）

(50) 船員法 （平成２４年９月改正法律第 ８７号）

(51) 船舶職員及び小型船舶操縦者法 （平成２０年５月改正法律第 ２６号）

(52) 船舶安全法 （平成２４年９月改正法律第 ８９号）

(53) 自然環境保全法 （平成２３年８月改正法律第１０５号）

(54) 自然公園法 （平成２３年８月改正法律第１０５号）

(55) 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律

（平成２１年６月改正法律第 ５１号）

(56) 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律

（平成１５年７月改正法律第１１９号）

(57) 河川法施行法 （平成２３年１２月改正法律第４２４号）

(58) 技術士法 （平成２３年６月改正法律第 ７４号）

(59) 漁業法 （平成２３年５月改正法律第 ３５号）
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(60) 漁港漁場整備法 （平成２３年８月改正法律第１０５号）

(61) 空港法 （平成２３年８月改正法律第１０５号）

(62) 計量法 （平成２３年８月改正法律第１０５号）

(63) 厚生年金保険法 （平成２４年１１月改正法律第 ９９号）

(64) 航路標識法 （平成１６年６月改正法律第 ８４号）

(65) 資源の有効な利用の促進に関する法律

（平成１４年２月改正法律第 １号）

(66) 最低賃金法 （平成２４年４月改正法律第 ２７号）

(67) 職業安定法 （平成２４年８月改正法律第 ５３号）

(68) 所得税法 （平成２４年３月改正法律第 １６号）

(69) 水産資源保護法 （平成２２年６月改正法律第 ４１号）

(70) 船員保険法 （平成２４年１１月改正法律第 ９８号）

(71) 著作権法 （平成２４年６月改正法律第 ４３号）

(72) 電波法 （平成２３年６月改正法律第 ７４号）

(73) 土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法

（平成２４年４月改正法律第 ２７号）

(74) 労働保険の保険料の徴収等に関する法律

（平成２３年５月改正法律第 ４７号）

(75) 農薬取締法 （平成１９年３月改正法律第 ８号）

(76) 毒物及び劇物取締法 （平成２３年１２月改正法律第１２２号）

(77) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律(バリアフリー新法)

（平成２３年１２月改正法律第１２２号）

(78) 特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律

（平成１７年５月改正法律第 ５１号）

(79) 公共工事の品質確保の促進に関する法律

（平成１７年３月改正法律第 １８号）

(80) 警備業法 （平成２３年６月改正法律第 ６１号）

(81) 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律

（平成２４年６月改正法律第 ４２号）

(82) ダイオキシン類対策特別措置法 （平成２３年８月改正法律第１０５号）

(83) 悪臭防止法 （平成２３年１２月改正法律第１２２号）

(84) 製造物責任法 （平成６年７月改正法律第 ８５号）

(85) エネルギーの使用の合理化に関する法律
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（平成２３年６月改正法律第 ７４号）

２．法令違反の処置

受注者は、諸法令を遵守し、これに違反した場合発生するであろう責務が発注

者に及ばないようにしなければならない。

３．不適当な契約図書の処置

受注者は、当該工事の計画、図面、仕様書及び契約そのものが第１項の諸法令

に照らし不適当であったり矛盾していることが判明した場合には、速やかに監督

員と しなければならない。協議

１－１－１４ 官公庁等への手続等

１．一般事項

受注者は、工事期間中、関係官公庁及びその他の関係機関との連絡を保たなけ

ればならない。

２．関係機関への届出

受注者は、工事施工にあたり受注者の行うべき関係官公庁及びその他の関係機

関への届出等を、法令、条例又は の定めにより実施しなければならない。設計図書

３．諸手続きの提示、提出

受注者は、諸手続きにおいて許可、 等を得たときは、その書面を監督員に承諾

しなければならない。提示

なお、監督員から請求があった場合には、写しを監督員に しなければなら提出

ない。

４．許可承諾条件の遵守

受注者は、手続きに許可承諾条件がある場合これを遵守しなければならない。

なお、受注者は、許可承諾内容が に定める事項と異なる場合、監督員設計図書

と しなければならない。協議

５．コミュニケーション

受注者は、工事の施工にあたり、地域住民との間に紛争が生じないように努め

なければならない。

６．苦情対応

受注者は、地元関係者等から工事の施工に関して苦情があり、受注者が対応す

べき場合は誠意をもってその解決にあたらなければならない。

７．交渉時の注意

受注者は、地方公共団体、地域住民等と工事の施工上必要な交渉を、自らの責
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任において行わなければならない。

また、受注者は、交渉に先立ち監督員に連絡のうえ、これらの交渉にあたって

は誠意をもって対応しなければならない。

８ 交渉内容明確化．

受注者は、前項までの交渉等の内容は、後日紛争とならないよう文書で取り交

わす等明確にしておくとともに、状況を随時監督員に し、 があればそれ報告 指示

に従わなければならない。

１－１－１５ 工事の着手

受注者は、 に定めのある場合を除き、特別の事情がない限り、契約書に定設計図書

める工事始期日以降３０日以内に工事に着手しなければならない。

１－１－１６ 工事中の安全確保

１．安全指針等の遵守

受注者は、国が定める「土木工事安全施工技術指針」（国土交通大臣官房技術

審議官通達、平成２１年３月３１日）、「建設機械施工安全技術指針」（国土交

通省大臣官房技術調査課長、国土交通省総合政策局建設施工企画課長通達、平成

１７年３月３１日）、「港湾工事安全施工指針(社)日本埋立浚渫協会」、「潜水

作業安全施工指針（社）日本潜水協会」及び「作業船団安全運行指針（社）日本

海上起重技術協会」を参考にして、常に工事の安全に留意し現場管理を行い災害

の防止を図らなければならない。

ただし、これらの指針は、当該工事の契約条項を超えて受注者を拘束するもの

ではない。

２．支障行為等の防止

受注者は、工事施工中、監督員及び管理者の許可なくして、流水及び水陸交通

の支障となるような行為又は公衆に支障を及ぼすなどの施工をしてはならない。

３．建設工事公衆災害防止対策要綱

受注者は、国が定める「建設工事公衆災害防止対策要綱」（建設事務次官通達、

平成５年１月１２日）を遵守して災害の防止を図らなければならない。

４．使用する建設機械

受注者は、工事に使用する建設機械の選定、使用等について、 により設計図書

建設機械が指定されている場合には、これに適合した建設機械を使用しなければ

ならない。
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ただし、より条件に合った機械がある場合には、監督員の を得て、それを承諾

使用することが出来る。

５．周辺への支障防止

受注者は、工事箇所及びその周辺にある地上地下の既設構造物に対して支障を

及ぼさないよう必要な措置を施さなければならない。

６．防災体制

受注者は、豪雨、出水、土石流、その他天災に対しては、天気予報などに注意

を払い、常に災害を最小限に食い止めるため防災体制を確立しておかなければな

らない。

７．第三者の立入り禁止措置

受注者は、工事現場付近における事故防止のため一般の立入りを禁止する場合、

その区域に、柵、門扉、立入禁止の標示板等を設けなければならない。

８．安全巡視

受注者は、工事期間中、安全巡視を行い、工事区域及びその周辺の監視あるい

は連絡を行い安全を確保しなければならない。

９．イメージアップ

受注者は、工事現場のイメ－ジアップを図るため、現場事務所、作業員宿舎、

休憩所又は作業環境等の改善を行い、快適な職場を形成するとともに、地域との

積極的なコミュニケ－ション及び現場周辺の美装化に努めなければならない。

10．定期安全研修・訓練等

受注者は、工事着手後、作業員全員の参加により月当たり、半日以上の時間を

割当て、次の各号から実施する内容を選択し、定期的に安全に関する研修・訓練

等を実施しなければならない。

(1) 安全活動のビデオ等視覚資料による安全教育

(2) 当該工事内容等の周知徹底

(3) 工事安全に関する法令、通達、指針等の周知徹底

(4) 当該工事における災害対策訓練

(5) 当該工事現場で予想される事故対策

(6) その他、安全・訓練等として必要な事項

11. 施工計画書

受注者は、工事の内容に応じた安全教育及び安全訓練等の具体的な計画を作成

し、施工計画書に記載しなければならない。

12. 安全教育・訓練等の記録
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受注者は、安全教育及び安全訓練等の実施状況について、ビデオ等又は工事報

提告等に記録した資料を整備及び保管し、監督員の請求があった場合には直ちに

するものとする。示

13．関係機関との連絡

受注者は、所轄警察署、所管海上保安部、道路管理者、鉄道事業者、河川管理

者、港湾管理者、空港管理者、漁港管理者、消防署、労働基準監督署等の関係者

及び関係機関と緊密な連絡を取り、工事中の安全を確保しなければならない。

14．工事関係者の連絡会議

受注者は、工事現場が隣接し又は同一場所において別途工事がある場合は、受

注者間の安全施工に関する緊密な情報交換を行うとともに、非常時における臨機

の措置を定める等の連絡調整を行うため、関係者による工事関係者連絡会議を組

織するものとする。

15．安全衛生協議会の設置

監督員が、労働安全衛生法（平成２３年６月２４日改定、法律第７４号）第３

０条第１項に規定する措置を講じるものとして、同条第２項の規定に基づき、受

注者を指名した場合には、受注者はこれに従うものとする。

16．安全優先

受注者は、工事中における安全の確保をすべてに優先させ、労働安全衛生法

（平成２３年６月２４日改定、法律第７４号）等関連法令に基づく措置を常に講

じておくものとする。特に重機械の運転、電気設備等については、労働安全衛生

規則（労働省令第３２号）、クレーン等安全規則（労働省令第３４号）、或いは

電気設備技術基準（通産省令第６１号）等に基づいて適切な措置を講じておかな

ければならない。

17．災害発生時の応急処置

災害発生時においては、第三者及び作業員等の人命の安全確保をすべてに優先

させるものとし、応急処置を講じるとともに、直ちに関係機関に通報及び監督員

に連絡しなければならない。

18．地下埋設物等の調査

受注者は、工事施工箇所に地下埋設物件等が予想される場合には、当該物件の

位置、深さ等を調査し監督員に しなければならない。報告

19．不明の地下埋設物等の処置

受注者は施工中、管理者不明の地下埋設物等を発見した場合は、監督員に連絡

し、その処置については占用者全体の現地確認を求め、管理者を明確にしなけれ
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ばならない。

20．地下埋設物件等の損害時の措置

受注者は、地下埋設物件等に損害を与えた場合は、直ちに関係機関に通報及び

監督員に連絡し、応急措置をとり、補修しなければならない。

なお、補修については、関係機関及び発注者と のうえ行うものとする。協議

１－１－１７ 爆発及び火災の防止

１．火薬類の使用

受注者は、火薬類の使用については、以下の規定による。

(1) 受注者は、発破作業に使用する火薬類等の危険物を備蓄し、使用する必要が

ある場合、火薬類取締法等関係法令を遵守しなければならない。

また、関係官公庁の指導に従い、爆発等の防止の措置を講じるものとする。

なお、監督員の請求があった場合には、直ちに従事する火薬類取扱保安責任

者の火薬類保安手帳及び従事者手帳を しなければならない。提示

(2) 現地に火薬庫等を設置する場合は、火薬類の盗難防止のための立入防止柵、

警報装置等を設置し保管管理に万全の措置を講ずるとともに、夜間においても、

周辺の監視等を行い安全を確保しなければならない。

(3) 受注者は、火薬類を使用し工事を施工する場合は、使用に先立ち監督員に使

用計画書を しなければならない。提出

２．火気の使用

受注者は、火気の使用については、以下の規定による。

(1) 受注者は、火気の使用を行う場合は、工事中の火災予防のため、その火気の

使用場所及び日時、消火設備等を施工計画書に記載しなければならない。

(2) 受注者は、喫煙等の場所を指定し、指定場所以外での火気の使用を禁止しな

ければならない。

(3) 受注者は、ガソリン、塗料等の可燃物の周辺に火気の使用を禁止する旨の表

示を行い、周辺の整理に努めなければならない。

(4) 受注者は、伐開除根、掘削等により発生した雑木、草等を野焼してはならな

い。

１－１－１８ 後片付け

受注者は、工事の全部又は一部の完成に際して、一切の受注者の機器、余剰資材、

残骸及び各種の仮設物を片付けかつ撤去し、現場及び工事にかかる部分を清掃し、か
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つ整然とした状態にするものとする。

ただし、 において存置するとしたものを除く。設計図書

また、工事検査に必要な足場、はしご等は、監督員の に従って存置し、検査終指示

了後撤去するものとする。

１－１－１９ 環境対策

１．環境保全

受注者は、建設工事に伴う騒音振動対策技術指針（建設大臣官房技術参事官通

達、昭和６２年３月３０日改正）、関連法令並びに仕様書の規定を遵守のうえ、

騒音、振動、大気汚染、水質汚濁等の問題については、施工計画及び工事の実施

の各段階において十分に検討し、周辺地域の環境保全に努めなければならない。

２．苦情対応

受注者は、環境への影響が予知され又は発生した場合は、直ちに応急措置を講

じ監督員に連絡しなければならない。

また、第三者からの環境問題に関する苦情に対しては、誠意をもってその対応

にあたり、その交渉等の内容は、後日紛争とならないよう文書で取り交わす等明

確にしておくとともに、状況を随時監督員に しなければならない。報告

３．注意義務

受注者は、工事の施工に伴い地盤沈下、地下水の断絶等の理由により第三者へ

の損害が生じた場合には、受注者が善良な管理者の注意義務を果たし、その損害

が避け得なかったか否かの判断をするための資料を監督員に しなければなら提出

ない。

４．廃油等の適切な措置

受注者は、工事に使用する作業船等から発生した廃油等を「海洋汚染及び海上

災害の防止に関する法律」に基づき、適切な措置をとらなければならない。

５．水中への落下防止措置

受注者は、水中に工事用資材等が落下しないよう措置を講じるものとする。

また、工事の廃材、残材等を水中に投棄してはならない。落下物が生じた場合

は、受注者は自らの負担で撤去し、処理しなければならない。

６．排出ガス対策型建設機械

受注者は、工事の施工にあたり表１－１－１に示す一般工事用建設機械を使用

する場合は、「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律（平成１７年法律

第５１号）」に基づく技術基準に適合する機械、又は「排出ガス対策型建設機械
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指定要領（平成３年１０月８日付け建設省経機発第２４９号、最終改正平成２２

年３月１８日付け国総施第２９１号）」、「排出ガス対策型建設機械の普及促進

に関する規程（平成１８年３月１７日付け国土交通省告示第３４８号）」もしく

は「第３次排出ガス対策型建設機械指定要領（平成１８年３月１７日付け国総施

第２１５号）」に基づき指定された排出ガス対策型建設機械を使用しなければな

らない。

ただし、平成７年度建設技術評価制度公募課題「建設機械の排出ガス浄化装置

の開発」、又はこれと同等の開発目標で実施された民間開発建設技術の技術審査

・証明事業もしくは建設技術審査照明事業により評価された排出ガス浄化装置を

装着した建設機械についても、排出ガス対策型建設機械と同等と見なすことが出

来る。

なお、これにより難い場合は、監督員と するものとする。協議

表１－１－１ 排出ガス対策型建設機械

機 種 備 考

一般工事用建設機械 ディーゼルエンジ

・バックホウ・トラクタショベル（車輪式）・ブルドーザ・発 ン（エンジン出力

動発電機（可搬式）・空気圧縮機（可搬式）・油圧ユニット(以 ７．５ｋｗ以上２６

下に示す基礎工事用機械のうち、ベースマ シーンとは別に、 ０ｋｗ以下）を搭載

独立したディーゼルエンジン駆動の油圧ユニットを搭載してい した建設機械に限

るもの)；油圧ハンマ、バイブロバンマ、油圧式鋼管圧入・引 る。

抜機、油圧式杭圧入・引抜機、アースオーガ、オールケーシン

グ掘削機、リバースサーキュレーションドリル、アースドリ

ル、地下連続壁施工機、全回転型オールケーシング掘削機）・

ロードローラ、タイヤローラ、振動ローラ・ホイールクレーン

７．特定特殊自動車の燃料

受注者は、軽油を燃料とする特定特殊自動車の使用にあたって、燃料を購入し

て使用するときは、当該特定特殊自動車の製作等に関する事業者又は団体が推奨

する軽油（ガソリンスタンド等で販売されている軽油をいう。）を選択しなけれ

ばならない。

また、監督員から特定特殊自動車に使用した燃料の購入伝票を求められた場合、

しなければならない。提示

なお、軽油を燃料とする特定特殊自動車の使用にあたっては、下請負者等に関
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係法令等を遵守させるものとする。

８．低騒音型・低振動型建設機械

受注者は、建設工事に伴う騒音振動対策技術指針（建設大臣官房技術参事官通

達、昭和６２年３月３０日改正）によって低騒音型・低振動型建設機械を設計図

書で使用を義務付けている場合には、低騒音型・低振動型建設機械の指定に関す

る規定（国土交通省告示、平成１３年４月９日改正）に基づき指定された建設機

械を使用しなければならない。

ただし、施工時期・現場条件等により一部機種の調達が不可能な場合は、認定

機種と同程度と認められる機種又は対策をもって することができる。協議

９．特定調達品目

受注者は、資材、工法、建設機械又は目的物の使用にあたっては、事業ごとの

特性を踏まえ、必要とされる強度や耐久性、機能の確保、コスト等に留意しつつ、

「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成１５年７月改正 法律

第１１９号。「グリーン購入法」という。）」第６条の規定に基づく「環境物品

等の調達の推進に関する基本方針」で定める特定調達品目の使用を積極的に推進

するものとし、その調達実績の集計結果を監督員に するものとする。提出

設なお、集計及び提出の方法や、特定調達品目を使用するに際して必要となる

の変更については、監督員と するものとする。計図書 協議

１－１－２０ 文化財の保護

１．一般事項

受注者は、工事の施工にあたって文化財の保護に十分注意し、使用人等に文化

財の重要性を十分認識させ、工事中に文化財を発見したときは直ちに工事を中止

し、 に関して監督員と しなければならない。設計図書 協議

２．文化財等発見時の処置

受注者が、工事の施工に当たり、文化財その他の埋蔵物を発見した場合は、発

注者との契約に係る工事に起因するものとみなし、発注者が、当該埋蔵物の発見

者としての権利を保有するものである。

１－１－２１ 交通安全管理

１．一般事項

受注者は、工事用運搬路として、公衆に供する道路を使用する時は、積載物の

落下等により、路面を損傷し、あるいは汚損することのないようにするとともに、
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特に第三者に工事公害による損害を与えないようにしなければならない。

なお、第三者に工事公害による損害を及ぼした場合は、契約書第２８条によっ

て処置するものとする。

２．輸送災害の防止

受注者は、工事用車両による土砂、工事用資材及び機械などの輸送を伴う工事

については、関係機関と打合せを行い、交通安全に関する担当者、輸送経路、輸

送期間、輸送方法、輸送担当業者、交通誘導員の配置、標識、安全施設等の設置

場所、その他安全輸送上の事項について計画を立て、災害の防止を図らなければ

ならない。

３．交通安全等輸送計画

受注者は、ダンプトラック等の大型輸送機械で大量の土砂、工事用資材等の輸

送をともなう工事は、事前に関係機関と協議のうえ、交通安全等輸送に関する必

要な事項の計画を立て、施工計画書に記載しなければならない。

なお、受注者は、ダンプトラックを使用する場合、「過積載による違法運行の

防止対策について」（平成６年５月２７日付け６技第４２号、平成１６年１２月

２０日事務連絡）、「直轄工事におけるダンプトラック過積載防止対策要領」

（平成５年７月１９日 建設省技 調発第１６１号 建設省営監発第３２号）、「港

湾関係直轄工事におけるダンプトラック過積載防止対策要領」（平成１２年３月

２４日港建第９７号）に従うものとする。

４．交通安全法令の遵守

受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたっては、交通の安全につ

いて、監督員、道路管理者及び所轄警察署と打合せを行うとともに、道路標識、

区画線及び道路標示に関する命令（平成２２年１２月１７日総理府・国土交通省

令第３号）、道路工事現場における標示施設等の設置基準（建設省道路局長通知、

昭和３７年８月３０日）、道路工事現場における表示施設等の設置基準の一部改

正について（局長通知 平成１８年３月３１日 国道利３７号・国道国防第２０

５号）、道路工事現場における工事情報板及び工事説明看板の設置について（国

土交通省道路局路政課長、国道・防災課長通知 平成１８年３月３１日 国道利

３８号・国道国防第２０６号）及び道路工事保安施設設置基準（案）（建設省道

路局国道第一課通知昭和４７年２月）に基づき、安全対策を講じなければならな

い。

５．工事用道路の維持管理

設計図書 設計図受注者は、 において指定された工事用道路を使用する場合は、
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の定めに従い、工事用道路の維持管理及び補修を行うものとする。書

６．施工計画書

受注者は、指定された工事用道路の使用開始前に当該道路の維持管理、補修及

び使用方法等を施工計画書に記載しなければならない。この場合において、受注

者は、関係機関に所要の手続をとるものとし、発注者が特に する場合を除き、指示

標識の設置その他の必要な措置を行わなければならない。

７．工事用道路使用の責任

発注者が工事用道路に指定するもの以外の工事用道路は、受注者の責任におい

て使用するものとする。

８．工事用道路共用時の処置

受注者は、 に他の受注者と工事用道路を共用する定めがある場合にお設計図書

いては、その定めに従うとともに、関連する受注者と緊密に打合せ、相互の責任

区分を明らかにして使用するものとする。

９．公衆交通の確保

公衆の交通が自由かつ安全に通行するのに支障となる場所に材料又は設備を保

管してはならない。

受注者は、毎日の作業終了時及び何らかの理由により建設作業を中断する時に

は、交通管理者協議で許可された常設作業帯内を除き一般の交通に使用される路

面から全ての設備その他の障害物を撤去しなけれはならない。

10．水上輸送

工事の性質上、受注者が、水上輸送によることを必要とする場合には本条の｢道

路｣は、水門、又は水路に関するその他の構造物と読み替え｢車両｣は船舶と読み替

えるものとする。

11．作業区域の標示等

受注者は、工事の施工にあたっては、作業区域の標示及び関係者への周知など、

必要な安全対策を講じなければならない。

また、作業船等が船舶の輻輳している区域を航行又はえい航する場合、見張り

を強化する等、事故の防止に努めなければならない。

12．水中落下支障物の処置

受注者は、船舶の航行又は漁業の操業に支障をきたす恐れのある物体を水中に

落とした場合、直ちに、その物体を取り除かなければならない。

なお、直ちに取り除けない場合は、標識を設置して危険個所を明示し、関係機

関に通報及び監督員へ連絡しなければならない。
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13．作業船舶機械故障時の処理

受注者は、作業船舶機械が故障した場合、安全の確保に必要な措置を講じなけ

ればならない。

なお、故障により二次災害を招く恐れがある場合は、直ちに応急の措置を講じ、

関係機関に通報及び監督員へ連絡しなければならない。

14．通行許可

受注者は、建設機械、資材等の運搬にあたり、車両制限令（平成２３年１２月

２６日改正 政令第４２４号）第３条における表１－１－２の一般的制限値を超

える車両を通行させる時は、道路法第４７条の２に基づく通行許可を得ているこ

とを確認しなければならない。

ここでいう車両とは、人が乗車し又は貨物が積載されている場合にはその状態

におけるものをいい、他の車両をけん引している場合にはこのけん引されている

車両を含む。

表１－１－２ 一般的制限値

車両の諸元 一 般 的 制 限 値

幅 ２．５ｍ

長 さ １２．０ｍ

高 さ ３．８ｍ

重 量 ・ 総 重 量 ２０．０ｔ（但し、高速自動車国道・指定道路については、軸距・長

さに応じ最大２５．０ｔ）

軸 重 １０．０ｔ

隣接軸重の合計 隣り合う車軸に係る軸距１．８ｍ未満の場合は１８ｔ（隣り合う車軸

に係る軸距が１．３ｍ以上で、かつ、当該隣り合う車軸に係る軸重が

９．５ｔ以下の場合は１９ｔ）、１．８ｍ以上の場合は２０ｔ

輪 荷 重 ５．０ｔ

最 小 回 転 半 径 １２．０ｍ

１－１－２２ 品質証明

受注者は、 で品質証明の対象工事と明示された場合には、次の各号によら設計図書

なければならない。

１．品質証明に従事する者（以下「品質証明員」という。）は、工事施工途中にお

いて必要と認める時期及び検査(完成、既済部分、中間検査をいう。以下同じ。)

の事前に品質確認を行い、受注者はその結果を所定の様式により、検査時までに

監督員へ しなければならない。提出
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２．品質証明員は、当該工事に従事していない社内の者とする。

また、検査員が検査時に を求めた場合、品質証明員は検査に わなけれ立会 立会

ばならない。

３．品質証明は、契約図書及び関係図書に基づき、出来形、品質及び写真管理はも

とより、工事全般にわたり行うものとする。

４．品質証明員の資格は、同種工事において５年以上の技術経験、もしくは社内の

検査・品質管理部門において５年以上の経験を有する者とする。

ただし、監督員の を得た場合はこの限りではない。承諾

５．品質証明員を定めた場合、受注者は書面により氏名、経験及び経歴書を監督員

に しなければならない。提出

なお、品質証明員を変更した場合も同様とする。

１－１－２３ 施工時期及び施工時間の変更

１．施工時期及び施工時間の変更

受注者は、 に施工時期及び施工時間が明示された場合で、その時期及設計図書

び時間を変更する必要がある場合は、あらかじめ監督員と しなければならな協議

い。

２．休日又は夜間作業の連絡

受注者は、 に施工時期及び施工時間が明示された場合で、官公庁の休設計図書

日又は夜間に作業を行うに場合は、事前にその理由を監督員に連絡しなければな

らない。

１－１－２４ 施工管理

１．一般事項

受注者は、工事の施工にあたっては、施工計画書に示される作業手順に従い施

工し、工程、品質及び出来形が に適合するよう、十分な施工管理をしな設計図書

ければならない。

２．施工管理頻度、密度の変更

監督員は、以下に掲げる場合、 に定める品質管理の測定頻度及び出来設計図書

形管理の測定密度を変更することが出来るものとする。この場合、受注者は、監

督員の に従うものとする。これに伴う費用は、受注者の負担とするものとす指示

る。

(1) 工事の初期で作業が定常的になっていない場合
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(2) 管理試験結果が限界値に異常接近した場合

(3) 試験の結果、品質及び出来形に均一性を欠いた場合

(4) 前各号に掲げるもののほか、監督員が必要と判断した場合

３．標示板の設置

受注者は、施工に先立ち工事現場又はその周辺の一般通行人等が見易い場所に、

工事名、工期、発注者名及び受注者名を記載した標示板を設置し、工事完成後は

速やかに標示板を撤去しなければならない。

ただし、標示板の設置が困難な場合は、監督員の を得て省略することが出承諾

来る。

４．施工管理体制の確立

受注者は、契約図書に適合するよう工事を施工するために、自らの責任におい

て、施工管理体制を確立しなければならない。

５．整理整頓

受注者は、工事期間中現場内及び周辺の整理整頓に努めなければならない。

６．周辺への影響防止

受注者は、施工に際し施工現場周辺並びに他の構造物及び施設などへ影響を及

ぼさないよう施工しなければならない。

また、影響が生じた場合には直ちに監督員へ連絡し、その対応方法等に関して

監督員と速やかに しなければならない。協議

なお、損傷が受注者の過失によるものと認められる場合、受注者自らの負担で

原形に復元しなければならない。

７．良好な作業環境の確保

受注者は、作業員が健全な身体と精神を保持出来るよう作業場所、現場事務所

及び作業員宿舎等における良好な作業環境の確保に努めなければならない。

８．発見・拾得物の処置

受注者は、工事中に物件を発見又は拾得した場合、直ちに関係機関へ通報する

とともに、監督員へ連絡しその対応について を受けるものとする。指示

９．工程管理

受注者は、計画工程表に基づき、規定の工期内に工事が円滑に完成するよう工

程管理を行わなければならない。

また、工事の重要段階では、短期の工程表を作成し工程の遅延を防止するもの

とする。

10．記録及び関係書類
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受注者は、機構が定める機械設備工事施工管理基準により施工管理を行い、そ

の記録及び関係書類を直ちに作成、保管し、工事完成時に監督員へ しなけれ提出

ばならない。

ただし、それ以外で監督員からの請求があった場合は、直ちに しなければ提示

ならない。

なお、機構が定める機械設備工事施工管理基準に施工管理が定められていない

工種については、監督員と のうえ、施工管理を行うものとする。協議

１－１－２５ 工程表

提受注者は、契約書第３条に規定する工程表を作成し、監督員を経由して発注者に

しなければならない。出

１－１－２６ 発注者による完成図書等の使用

１．発注者による使用

完成図書は、設計製作過程の技術情報やノウハウ等の企業秘密とされるものを

含む場合があるほか、完成図書が著作物にあたる場合、その著作者は著作権及び

著作者人格権を有している。この点、完成図書に関する著作者人格権を移転する

ことは出来ないが、著作権や物としての所有権は発注者に移転出来るものとする。

また、企業の統廃合により、設計製作過程の技術情報やノウハウ等の企業秘密

とされるものを含む技術が継承される場合も同様な扱いとする。

２．第三者への開示

発注者は、受注者の許諾のない限り完成図書を第三者に開示してはならない。

ただし、以下の場合については第三者に開示出来るものとする。

(1）改造、修理において、施工に携わった受注者が存続しなくなった場合で継承

者がいない場合、又は施工に必要となる図書等を該当改造、修理等の受注者が

使用する場合。

(2) 運転、点検、軽微な修理等において必要となる図書等を当該業務等の受注者

が使用する場合。

ただし、運転、点検、軽微な修理等に必要となる図書等は、発注者と の協議

うえ、完成図書において分冊とし、その旨表示する。

１－１－２７ 創意工夫

受注者は、自ら立案実施した創意工夫や地域社会への貢献として評価出来る項目に
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ついて、工事完成時までに監督員に することが出来る。提出

第２節 関連工事の調整

１－２－１ 受注者相互の協力

受注者は、契約書第２条の規定に基づき隣接工事又は関連工事の受注業者と相互に

協力し、施工しなければならない。

また、他事業者が施工する関連工事が同時に施工される場合にも、これら関係者と

相互に協力しなければならない。

１－２－２ 施設管理

受注者は、工事現場における既存施設（各種公益企業施設を含む。）又は部分使用

施設（契約書第３３条の適用部分）について、施工管理上、契約図書における規定の

協議履行を以っても不都合が生ずる恐れがある場合には、その処置について監督員と

出来る。

なお、当該協議事項は、契約書第９条の規定に基づき処理されるものとする。

第３節 請負代金内訳書

１－３－１ 請負代金内訳書

１．請負代金内訳書

受注者は、契約書第３条に請負代金内訳書（以下「内訳書」という。）を規定

されたときは、内訳書を監督員を通じて発注者に しなければならない。提出

２．内訳書の内容説明

監督員は、内訳書の内容に関し受注者の同意を得て、説明を受けることが出来

るものとする。

ただし、内容に関する 等は行わないものとする。協議

第４節 工事の下請負

１－４－１ 工事の下請負

受注者は、下請負に付する場合には、次の各号に掲げる要件をすべて満たさなけれ

ばならない。

１．受注者は、工事の施工につき総合的に企画、指導及び調整するものであること。

２．下請負者が機構の工事指名競争参加資格者である場合には、営業停止、指名停

止期間中でないこと。
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３．下請負者は、当該下請負工事の施工能力を有すること。

第５節 特許権等の使用

１－５－１ 特許権等

１．一般事項

受注者は、特許権等を使用する場合、 に特許権等の対象である旨明示設計図書

が無く、その使用に関した費用負担を契約書第８条に基づき発注者に求める場合、

権利を有する第三者と使用条件の交渉を行う前に、監督員と しなければなら協議

ない。

２．保全措置

受注者は、業務の遂行により発明又は考案したときは、これを保全するために

必要な措置を講じ、出願及び権利の帰属等については、発注者と しなければ協議

ならない。

３．著作権法に規定される著作物

発注者が、引渡しを受けた契約の目的物が著作権法（平成２４年６月２７日改

正 法律第４３号第２条第１項第１号）に規定される著作物に該当する場合は、

当該著作物の著作権は発注者に帰属するものとする。

なお、前項の規定により出願及び権利等が発注者に帰属する著作物については、

発注者はこれを自由に加除又は編集して利用することが出来る。

第６節 監 督 員

１－６－１ 監 督 員

１．監督員の権限

当該工事における監督員の権限は、契約書第９条第２項に規定した事項である。

２．監督員の権限の行使

監督員がその権限を行使するときは、書面により行うものとする。

ただし、緊急を要する場合は監督員が、受注者に対し口頭による 等を行え指示

るものとする。口頭による 等が行われた場合には、後日書面により監督員と指示

受注者の両者が 内容等を確認するものとする。指示

１－６－２ 現場技術員等

受注者は、 で建設コンサルタント等に委託した現場技術員又は監督補助員設計図書

（以下「現場技術員等」という。）の配置が明示された場合には、次の各号によらな
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ければならない。

１．受注者は、現場技術員等が監督員に代わり現場に臨場し、 等を行う場合に立会

は、その業務に協力しなければならない。

また、書類（計画書、報告書、データ、図面等）の に関し、説明を求めら提出

れた場合はこれに応じなければならない。

指示 承諾 協議２．現場技術員等は、契約書第９条に規定する監督員ではなく、 、 、

及び確認の適否等を行う権限は有しないものである。

ただし、監督員から受注者に対する 又は通知等を現場技術員等を通じて行指示

うことがある。

また、受注者が監督員に対して行う 又は通知は、現場技術員等を通じて行報告

うことが出来る。

第７節 履行報告等

１－７－１ 履行報告

受注者は、契約書第１１条の規定に基づき、工事履行報告書を監督員に しなけ提出

ればならない。

１－７－２ 事故報告書

受注者は、工事の施工中に事故が発生した場合には、直ちに監督員に連絡するとと

もに、 する期日までに、事故報告書を しなければならない。指示 提出

１－７－３ 施工体制台帳

１．一般事項

受注者は、工事を施工するために締結した下請負契約の請負代金額（当該下請

負契約が２以上ある場合は、それらの請負代金の総額）が ３，０００万円以上に

なる場合、「施工体制台帳に係る書類の提出に関する実施要領について」（平成

１３年１０月１日付け１３技第２６０号）又は（平成１３年３月３０日付け国官

技第７０号、国営技第３０号、国港建第１１２号、国空建第６８号）に従って記

載した施工体制台帳を作成し、工事現場に備えるとともに、その写しを監督員に

しなければならない。提出

２．施工体系図

第１項の受注者は、「施工体制台帳に係る書類の提出について」（平成１３年

１０月１日付け１３技第２６０号）又は（平成１３年３月３０日付け国官技第７
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０号、国営技第３０号、国港建第１１２号）に従って、各下請負者の施工の分担

関係を表示した施工体系図を作成し、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に

関する法律に従って、工事関係者が見やすい場所及び公衆が見やすい場所に掲げ

るとともに、その写しを監督員に しなければならない。提出

３．名札等の着用

第１項の受注者は、監理技術者、主任技術者（下請負者を含む）及び第１項の

受注者の専門技術者（専任している場合のみ）に、工事現場内において、工事名、

工期、顔写真、所属会社名及び社印の入った名札等を着用させなければならない。

４．施工体制台帳等変更時の処置

第１項の受注者は、施工体制台帳及び施工体系図に変更が生じた場合は、その

都度速やかに監督員に しなければならない。提出

１－７－４ 臨機の措置

１．一般事項

受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらな

ければならない。

また、受注者は、措置をとった場合には、その内容を直ちに監督員に通知しな

ければならない。

２．天災等

監督員は、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、暴

動その他自然的又は人為的事象（以下「天災等」という。）に伴い、工事目的物

の品質・出来形の確保及び工期の遵守に重大な影響があると認められる時は、受

注者に対して臨機の措置をとることを請求することが出来る。

第８節 工事関係者に対する措置請求

１－８－１ 工事関係者に対する措置請求

１．現場代理人に対する措置

発注者は、現場代理人が工事目的物の品質・出来形の確保及び工期の遵守に関

して、著しく不適当と認められるものがある時は、受注者に対して、その理由を

明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求することが出来る。

２．技術者に対する措置

発注者又は監督員は、主任技術者（監理技術者）、専門技術者（これらの者と

現場代理人を兼務する者を除く。）が工事目的物の品質・出来形の確保及び工期
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の遵守に関して、著しく不適当と認められるものがあるとき時は、受注者に対し

て、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求すること

が出来る。

第９節 調査・試験に対する協力

１－９－１ 調査・試験に対する協力

１．一般事項

受注者は、発注者が自ら又は発注者が指定する第三者が行う調査及び試験に対

して、監督員の によりこれに協力しなければならない。この場合、発注者は、指示

具体的な内容等を事前に受注者に通知するものとする。

２．公共事業労務費調査

受注者は、当該工事が発注者の実施する公共事業労務費調査又は機械設備労務

者賃金調査の対象工事となった場合には、次の各号に掲げる協力をしなければな

らない。

また、工期経過後においても同様とする。

(1) 調査票等に必要事項を正確に記入し、発注者に する等必要な協力をしな提出

ければならない。

(2) 調査票等を した事業所を発注者が事後に訪問して行う調査・指導の対象提出

になった場合には、その実施に協力しなければならない。

(3) 正確な調査票等の が行えるよう、労働基準法等に従い就業規則を作成す提出

るとともに賃金台帳を調製・保存する等、日頃より使用している現場労働者の

賃金時間管理を適切に行わなければならない。

(4) 対象工事の一部について下請契約を締結する場合には、当該下請工事の受注

者（当該下請工事の一部に係る二次以降の下請負人を含む。）が前号と同様の

責務を負う旨を定めなければならない。

３．諸経費動向調査

受注者は、当該工事が発注者の実施する機械設備工事諸経費動向調査の対象工

事となった場合には、調査等の必要な協力をしなければならない。

４．施工実態調査

受注者は、当該工事が発注者の実施する機械設備施工実態調査の対象工事とな

った場合には、調査等の必要な協力をしなければならない。

５．低入札価格調査

受注者は、当該工事が予決令第８５条の基準に基づく価格を下回る価格で落札
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した場合の措置として、「低入札価格調査制度」の調査対象工事となった場合は、

次に掲げる措置をとらなければならない。

(1) 受注者は、発注者の求めに応じて、作成依頼資料を所定の様式に基づき作成

し、監督員を通じて発注者に しなければならない。提出

また、書類の に際して、その内容のヒアリングを求められたときは、受提出

注者はこれに応じなければならない。

(2) 共通仕様書第１章第１節１－１－６に基づく施工計画書の に際して、そ提出

の内容についてヒアリングを求められたときは、受注者はこれに応じなければ

ならない。

６．ＮＥＴＩＳ

受注者は、新技術情報提供システム（ＮＥＴＩＳ）等を利用することにより、

活用することが有用と思われるＮＥＴＩＳ登録技術が明らかになった場合は、監

督員に するものとする。報告

受注者は、「公共工事等における新技術活用システム」に基づきＮＥＴＩＳに

登録されている技術を活用して工事施工する場合には、次の各号に掲げる措置を

しなければならない。

(1) 受注者は、「公共工事等における新技術活用の促進について（平成２２年２

月５日、国官総第２７７号、国官技第２８６号）」、「公共工事等における新

技術活用システム」実施要領について（平成２２年２月５日、国官総第２７８

号、国官技第２８７号、国営施第１８号、国総施第２６０号）」による必要な

措置をとるものとする。

(2) 受注者は、発注者指定型によりＮＥＴＩＳ登録技術の活用が で指定設計図書

されている場合は、当該施工が完了次第、活用効果調査表を発注者へ しな提出

ければならない。

(3) 受注者は、施工者希望型によりＮＥＴＩＳ登録技術を活用した施工を行う場

提出 承合、公共工事等における新技術活用システム活用申請書を発注者に し、

を得なければならない。諾

また、当該施工が完了次第、活用効果調査表を発注者へ しなければなら提出

ない。

７．独自の調査・試験を行う場合の処置

受注者は、工事現場において独自の調査・試験等を行う場合、具体的な内容を

事前に監督員に説明し、 を得なければならない。承諾

また、受注者は、調査・試験等の成果を発表する場合、事前に発注者に説明し、
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を得なければならない。承諾

第１０節 支給材料及び貸与品等

１－１０－１ 支給材料及び貸与品

１．一般事項

受注者は、支給材料及び貸与品を契約書第１５条第８項の規定に基づき善良な

管理者の注意をもって管理しなければならない。

２．受払状況の記録

受注者は、支給材料及び貸与品の受払状況を記録した帳簿を備え付け、常にそ

の残高を明らかにしておかなければならない。

３．支給品精算書

受注者は、工事完成時（完成前に工事工程上、支給材料の精算が可能な場合は、

その時点）に、支給品精算書を監督員を通じて発注者に しなければならない。提出

４．貸与機械の使用

受注者は、貸与建設機械の使用にあたっては、別に定める工事用機械貸付基準

によらなければならない。

５．引渡場所

設計図書 指示契約書第１５条第１項に規定する「引渡場所」は、 又は監督員の

によるものとする。

なお、引渡場所からの積込み、荷卸を含む運搬に係る費用は受注者の負担とす

る。

６．返 還

受注者は、契約書第１５条第９項「不用となった支給材料又は貸与品の返還」

の規定に基づき返還する場合、監督員の に従うものとする。指示

なお、受注者は、返還が完了するまで材料の損失に対する責任を免れることは

できないものとする。

また、返還に要する費用は受注者の負担とする。

７．修理等

受注者は、支給材料及び貸与品の修理等を行う場合、事前に監督員の を得承諾

なければならない。

８．流用の禁止

受注者は、支給材料及び貸与品を他の工事に流用してはならない。

９．所有権
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支給材料及び貸与品の所有権は、受注者が管理する場合でも発注者に属するも

のとする。

１－１０－２ 工事現場発生品

１．一般事項

受注者は、 に明示された現場発生品について、 又は監督員の設計図書 設計図書

する場所で監督員に引き渡すとともに、併せて現場発生品調書を作成し、監指示

督員を通じて発注者に しなければならない。提出

２．設計図書以外の現場発生品の処置

受注者は、第１項以外のものが発生した場合、監督員に連絡し、監督員が引き

渡しを したものについては、監督員の する場所で監督員に引き渡すとと指示 指示

もに、併せて現場発生品調書を作成し、監督員を通じて発注者に しなければ提出

ならない。

３．その他の現場発生品の処置

受注者は、前２項以外の現場発生品を自らの責任で処分しなければならない。

１－１０－３ 建設副産物

１．一般事項

受注者は、掘削により発生した石、砂利、砂その他の材料を工事に用いる場合、

によるものとするが、 に明示されてない場合には、本体工事又設計図書 設計図書

設計図書 協議 設計は に指定された仮設工事にあっては、監督員と するものとし、

に明示されてない任意の仮設工事にあたっては、監督員の を得なければ図書 承諾

ならない。

２．マニフェスト

受注者は、工事製作工に係るものを除く産業廃棄物が搬出される工事にあたっ

ては、産業廃棄物管理票（紙マニフェスト）又は電子マニフェストにより、適正

に処理されていることを確かめるとともに監督員に しなければならない。提示

３．法令遵守

受注者は、「建設副産物適正処理推進要綱の改正について」（平成１４年６月

１２日付け１４技第１４０号）、「建設副産物適正処理推進要綱」(国土交通事務

次官通達、平成１４年５月３０日)、「再生資源の利用の促進に関する法律の施行

について」（平成３年１２月２６日付け３技第１２９号）、「再生資源の利用の

促進について」（建設大臣官房技術審議官通達､平成３年１０月２５日）（航空局
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飛行場部建設課長通達、平成４年１月２４日）、「建設汚泥の再生利用に関する

ガイドラインの策定について」（平成１８年６月１３日付け１８技第３２号）

「建設汚泥の再生利用に関するガイドライン」（国土交通事務次官通達、平成１

８年６月１２日）を遵守して、建設副産物の適正な処理及び再生資源の活用を図

らなければならない。

４．再生資源利用計画

受注者は、土砂、砕石又は加熱アスファルト混合物を工事現場に搬入する場合

には、再生資源利用計画を作成し、施工計画書に含め監督員に しなければな提出

らない。

５．再生資源利用促進計画

受注者は、建設発生土、コンクリ－ト塊、アスファルト・コンクリ－ト塊、建

設発生木材、建設汚泥又は建設混合廃棄物を工事現場から搬出する場合には、再

生資源利用促進計画を作成し、施工計画書に含め監督員に しなければならな提出

い。

６．実施書の提出

受注者は、再生資源利用計画及び再生資源利用促進計画を作成した場合には、

工事完了後速やかに実施状況を記録した「再生資源利用実施書」及び「再生資源

利用促進実施書」を発注者に しなければならない。提出

７．運搬時の飛散防止

受注者は、殻運搬処理を行うにあたり、運搬物が飛散しないよう適正に処理を

行わなければならない。

第１１節 工事用地等の使用

１－１１－１ 工事用地等の使用

１．維持・管理

受注者は、発注者から使用承認あるいは提供を受けた工事用地等は、善良なる

管理者の注意をもって維持・管理するものとする。

２．用地の確保

において受注者が確保するものとされる用地及び工事の施工上受注者設計図書

が必要とする用地については、自ら準備し、確保するものとする。

この場合において、工事の施工上受注者が必要とする用地とは、営繕用地(受注

者の現場事務所、宿舎、駐車場)及び型枠又は鉄筋作業場等自ら受注者が使用する

用地並びに構造物掘削等に伴う借地等をいう。
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３．第三者からの調達用地

受注者は、工事の施工上必要な土地等を第三者から借用又は買収したときは、

その土地等の所有者との間の契約を遵守し、その土地等の使用による苦情又は紛

争が生じないように努めなければならない。

４．用地の返還

受注者は、第１項に規定した工事用地等の使用終了後、 又は監督員の設計図書

に従い復旧のうえ、速やかに発注者に返還しなければならない。工事の完成指示

前に発注者が返還を要求した時も同様とする。

５．復旧費用の負担

発注者は、第１項に規定した工事用地等について受注者が復旧の義務を履行し

ないときは受注者の費用負担において自ら復旧することが出来るものとし、その

費用は受注者に支払うべき請負代金額から控除するものとする。

この場合において、受注者は、復旧に要した費用に関して発注者に異議を申し

立てることが出来ない。

６．用地の使用制限

受注者は、提供を受けた用地を工事用仮設物等の用地以外の目的に使用しては

ならない。

第１２節 設計図書の変更等

１－１２－１ 設計図書の変更等

１．設計図書の変更

設計図書 設計図書 指示の変更とは、入札に際して発注者が示した を、発注者が

した内容及び設計変更の対象となることを認めた 内容に基づき、発注者が修協議

正することをいう。

２．設計図書の変更に伴う請負代金額の変更

工事の契約後、 の内容に変更が生じた場合において、発注者又は受注設計図書

者の発議による のうえ、 の内容変更並びに請負代金額の変更を行う。協議 設計図書

ただし、受注者からの発議に基づく の内容変更のうち、 に明設計図書 設計図書

示された目的及び機能が同等と監督員が判断し、 した の内容につい承諾 設計図書

ては請負代金額の変更を行わないものとする。

この場合、監督員は必要に応じ受注者に対し、これらの技術的証明又は必要な

資料の を求め、打合せを行うものとする。提出

３．請負代金額の変更を伴う設計図書の内容変更
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請負代金額の変更を伴う の内容変更は、次によるものとする。設計図書

(1) 監督員の文書による により、 に明示された設計条件、設計基準、指示 設計図書

仕様、材質、構造及び操作、制御方法等並びに施工方法の変更を行った場合、

発注者と受注者は のうえ、 した日を基準日とし変更するものとする。協議 指示

請負代金額の変更は、 に明示された仕様並びに数量を基本として、設計図書

変更に係わる部分についてのみ行うものとする。

第１３節 工事の中止

１－１３－１ 工事の一時中止

１．一般事項

発注者は、契約書第２０条の規定に基づき次の各号に該当する場合においては、

あらかじめ受注者に対して通知したうえで、必要とする期間、工事の全部又は一

部の施工について一時中止をさせることが出来る。

なお、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動そ

の他自然的又は人為的な事象による工事の中断については、共通仕様書第１章第

１節１－７－４臨機の措置により、受注者は、適切に対応しなければならない。

(1) 埋蔵文化財の調査、発掘の遅延及び埋蔵文化財が新たに発見され、工事の続

行が不適当又は不可能となった場合。

(2) 関連する他の工事の進捗が遅れたため、工事の続行を不適当と認めた場合。

(3) 工事着手後、環境問題等の発生により工事の続行が不適当又は不可能となっ

た場合。

２．発注者の中止権

発注者は、受注者が契約図書に違反し又は監督員の に従わない場合等、監指示

督員が必要と認めた場合には、工事の中止内容を受注者に通知し、工事の全部又

は一部の施工について一時中止させることが出来るものとする。

３．基本計画書の作成

前１項及び２項の場合において、受注者は施工を一時中止する場合は、中止期

間中の維持・管理に関する基本計画書を監督員を通じて発注者に し、 を提出 承諾

得るものとする。

また、受注者は工事の再開に備え工事現場を保全しなければならない。

第１４節 工期の変更方法

１－１４－１ 工期変更
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１．一般事項

契約書第１５条第７項、第１７条第１項、第１８条第５項、第１９条、第２０

条第３項、第２１条及び第４２条第２項の規定に基づく工期の変更について、契

約書第２３条の工期変更協議の対象であるか否かを監督員と受注者との間で確認

する（本条において以下「事前協議」という。）ものとし、監督員はその結果を

受注者に通知するものとする。

２．設計図書の変更等

受注者は、契約書第１８条第５項及び第１９条に基づき の変更又は訂設計図書

正が行われた場合、第１項に示す事前協議において工期変更協議の対象であると

確認された事項について、必要とする変更日数の算出根拠、変更工程表その他必

要な資料を添付のうえ、契約書第２３条第２項に定める協議開始の日までに工期

変更に関して監督員と しなければならない。協議

３．工事の一時中止

受注者は、契約書第２０条に基づく工事の全部若しくは一部の施工が一時中止

となった場合、第１項に示す事前協議において工期変更協議の対象であると確認

された事項について、必要とする変更日数の算出根拠、変更工程表その他必要な

資料を添付のうえ、契約書第２３条第２項に定める協議開始の日までに工期変更

に関して監督員と しなければならない。協議

４．工期の延長

受注者は、契約書第２１条に基づき工期の延長を求める場合、第１項に示す事

前協議において工期変更協議の対象であると確認された事項について、必要とす

る延長日数の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付のうえ、契約書第２

３条第２項に定める協議開始の日までに工期変更に関して監督員と しなけれ協議

ばならない。

５．工期の短縮

受注者は、契約書第２２条第１項に基づき工期の短縮を求められた場合、可能

な短縮日数の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付し、契約書第２３条

第２項に定める協議開始の日までに工期変更に関して監督員と しなければな協議

らない。

第１５節 不可抗力による損害

１－１５－１ 不可抗力による損害

１．工事災害の報告
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受注者は、災害発生後直ちに被害の詳細な状況を把握し、当該被害が契約書第

２９条の規定の適用を受けると思われる場合には、直ちに工事災害通知書を監督

員を通じて発注者に通知しなければならない。

２．設計図書で定めた基準

契約書第２９条第１項に規定する「 で定める基準」とは、次の各号に設計図書

掲げるものをいう。

(1) 波浪、高潮に起因する場合。

波浪、高潮が想定している設計条件以上又は周辺状況から判断してそれと同

等以上と認められる場合。

(2) 降雨に起因する場合次のいずれかに該当する場合とする。

① ２４時間雨量（任意の連続２４時間における雨量をいう。）が８０㎜以上。

② １時間雨量（任意の６０分間における雨量をいう。）が２０㎜以上。

③ 連続雨量（任意の７２時間における雨量をいう。）が １５０㎜以上。

④ その他 で定めた基準。設計図書

(3) 強風に起因する場合。

最大風速（１０分間の平均風速で最大のものをいう。）が１５ｍ／秒以上あ

った場合。

(4) 河川沿いの施設にあたっては、河川の警戒水位以上又はそれに準ずる出水に

より発生した場合。

(5) 地震、津波、高潮及び豪雪に起因する場合。

地震、津波、高潮及び豪雪により生じた災害にあっては、周囲の状況により

判断し、相当の範囲に渡って、他の一般物件にも被害を及ぼしたと認められる

場合。

３．その他

契約書第２９条第２項に規定する「受注者が善良な管理者の注意義務を怠った

ことに基づくもの」とは、 及び契約書第２６条に規定する予防措置を行設計図書

ったと認められないもの及び災害の一因が施工不良等受注者の責によるとされる

ものをいう。

第１６節 検査及び引渡し

１－１６－１ 監督員による確認及び立会等

１．立会簿の提出

受注者は に従って、監督員の が必要な場合は、あらかじめ立会簿設計図書 立会
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を監督員に しなければならない。提出

立会２．監督員の

監督員は、必要に応じ、製作工場又は工事現場において し、又は資料の提立会

出を請求出来るものとし、受注者はこれに協力しなければならない。

３．確認及び の準備等立会

受注者は、監督員による確認及び に必要な準備、人員及び資機材等の提供立会

並びに写真その他資料の整備をするものとする。

なお、監督員が製作工場において確認を行う場合、受注者は監督業務に必要な

設備等の備わった執務室を提供しなければならない。

４．確認及び の時間立会

監督員による確認及び の時間は、監督員の勤務時間内とする。立会

ただし、やむを得ない理由があると監督員が認めた場合は、この限りではない。

５．遵守義務

受注者は、契約書第９条第２項第３号、第１３条第２項又は第１４条第１項も

しくは同条第２項の規定に基づき、監督員の を受け、材料の確認を受けた場立会

合にあっても、契約書第１７条及び第３１条に規定する義務を免れないものとす

る。

６．段階確認

段階確認は、次に掲げる各号に基づいて行うものとする。

(1) 受注者は、 に明示された施工段階においては、段階確認を受けなけ設計図書

ればならない。

(2) 受注者は、事前に段階確認に係わる報告(種別、細別、施工予定時期等)を監

督員に しなければならない。提出

また、監督員から段階確認の実施について通知があった場合には、受注者は

段階確認を受けなければならない。

(3) 受注者は、段階確認に臨場するものとし、監督員の確認を受けた書面を工事

完成時までに しなければならない。提出

標準的な段階確認項目を表１－１６－１に示す。

(4) 受注者は、監督員に完成時不可視になる施工箇所の調査が出来るよう十分な

機会を提供するものとする。

７．段階確認の臨場

監督員は、 に明示された段階確認において臨場を机上とすることが出設計図書

来る。
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この場合において、受注者は、監督員に施工管理記録、写真等の資料を し提示

確認を受けなければならない。

表１－１６－１ 段階確認一覧表

種 別 細 別 確 認 時 期

指 定 仮 設 工 設置完了時

水 門 設 備 仮組立 工場仮組立時

ゴム引布製起伏堰設備 機器性能 工場製作完了時

戸当り据付 ２次コンクリート打設前

据付状態・運転状態 据付完了時

揚 排 水 ポ ン プ 設 備 機器性能 工場製作完了時

除 塵 設 備 仮組立 工場仮組立時

据付状態（芯出し） 本芯出し完了後

（２次コンクリート打設前）

据付状態・運転状態 据付完了時

ダ ム 施 工 機 械 設 備 機器性能 工場製作完了時

仮組立 工場仮組立時

据付状態・運転状態 据付完了時

管 理 用 機 械 設 備 機器性能 工場製作完了時

仮組立 工場仮組立時

据付状態・運転状態 据付完了時

水 管 橋 設 備 仮組立 工場仮組立時

据付状態 据付完了時

各 設 備 共 通 土工(掘削・埋戻し等) 掘削完了時

２次コンクリート 打設前

塗装 塗装完了時

１－１６－２ 工事完成検査

１．工事完成通知書の提出

受注者は、契約書第３１条の規定に基づき、完成届を監督員に しなければ提出

ならない。

２．工事完成検査の要件

受注者は、完成届を監督員に する際には、次の各号に掲げる要件を全て満提出

たさなくてはならない。

(1) （追加、変更指示も含む。）に明示された全ての工事が完成してい設計図書

ること。
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(2) 契約書第１７条第１項の規定に基づき、監督員の請求した改造が完了してい

ること。

(3) により義務付けられた工事写真、出来形管理資料、工事関係図及び設計図書

工事報告書等の資料の整備がすべて完了していること。

(4) 契約変更を行う必要が生じた工事においては、最終変更契約を発注者と締結

していること。

３．検査日の通知

発注者は、工事完成検査に先立って、監督員を通じて受注者に対して検査日を

通知するものとする。

４．検査内容

検査員は、監督員及び受注者の臨場のうえ、工事目的物を対象として契約図書

と対比し、次の各号に掲げる検査を行うものとする。

(1) 工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質、性能及び出来ばえ。

(2) 工事管理状況に関する、書類、記録及び写真等。

５．修補の指示

検査員は、修補の必要があると認めた場合には、受注者に対して、期限を定め

て修補の を行うことが出来る。指示

６．修補期間

修補の完了が確認された場合は、その の日から補修完了の確認の日までの指示

期間は、契約書第３１条第２項に規定する期間に含めないものとする。

７．適用規定

受注者は、当該工事完成検査については、共通仕様書第１－１６－１第３項の

規定を準用する。

１－１６－３ 既済部分検査等

１．一般事項

受注者は、契約書第３７条第２項の部分払の確認の請求を行った場合又は契約

書第３８条第１項の工事の完成の通知を行った場合は、既済部分に係わる検査を

受けなければならない。

２．部分払いの請求

受注者は、契約書第３７条に基づく部分払いの請求を行うときは、前項の検査

を受ける前に工事の出来高に関する資料を作成し、監督員に しなければなら提出

ない。
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３．検査内容

検査員は、監督員及び受注者の臨場のうえ、工事目的物を対象として工事の出

来高に関する資料と対比し、次の各号に掲げる検査を行うものとする。

(1) 工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質、性能及び出来ばえ。

(2) 工事管理状況に関する、書類、記録及び写真等。

４．修 補

受注者は、検査員の による修補については、共通仕様書１－１６－２第５指示

項の規定に従うものとする。

５．適用規定

受注者は、当該既済部分検査については、共通仕様書１－１６－１第３項の規

定を準用する。

６．検査日の通知

発注者は、既済部分検査に先立って、監督員を通じて受注者に対して検査日を

通知するものとする。

７．中間前払金の請求

受注者は、契約書第３４条に基づく中間前払金の請求を行うときは、認定を受

ける前に履行報告書を作成し、監督員に しなければならない。提出

１－１６－４ 中間検査

１．中間検査の適用

中間検査は、 において対象工事と定められた工事について実施するも設計図書

のとする。

２．中間検査の段階

中間検査は、 において定められた段階において行うものとする。設計図書

３．中間検査の時期選定

中間検査の時期選定は、監督員が行うものとし、発注者は中間検査に先立って

受注者に対して中間検査を実施する旨及び検査日を通知するものとする。

４．検査内容

設計図書検査員は、監督員及び受注者の臨場のうえ、工事目的物を対象として

と対比し、次の各号に掲げる検査を行うものとする。

(1) 工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質、性能及び出来ばえ。

(2) 工事管理状況に関する書類、記録及び写真等。

５．適用規定
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中間検査については、共通仕様書１－１６－１第３項及び１－１６－２第３、

４項の規定を準用する。

第１７節 部分使用

１－１７－１ 部分使用

１．一般事項

発注者は、受注者の同意を得て部分使用できる。

２．検査又は確認

受注者は、発注者が契約書第３３条の規定に基づく当該工事に係わる部分使用

を行う場合には、中間検査又は監督員による品質及び出来形等の確認を受けるも

のとする。

第１８節 保 険 等

１－１８－１ 保険の付保及び事故の補償

１．一般事項

受注者は、残存爆発物があると予測される区域で工事に従事する作業船及びそ

の乗組員並びに陸上建設機械等及びその作業員に に定める水雷保険、傷設計図書

害保険及び動産総合保険を付保しなければならない。

２．回航保険

受注者は、作業船、ケーソン等を回航する場合、回航保険を付保しなければな

らない。

３．保険加入の義務

受注者は、雇用保険法、労働者災害補償保険法、健康保険法及び中小企業退職

金共済法の規定により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者等を被保険者とする

これらの保険に加入しなければならない。

４．補償

受注者は、雇用者等の業務に関して生じた負傷、疾病、死亡及びその他の事故

に対して責任をもって適正な補償をしなければならない。

５．掛金収納書の提出

受注者は、建設業退職金共済制度に該当する場合は同組合に加入し、その掛金

収納書（発注者用）を工事請負契約締結後原則１ヵ月以内に、発注者に しな提出

ければならない。
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第１９節 工事測量

１－１９－１ 工事測量

１．一般事項

受注者は、工事着手後速やかに測量を実施し、測量標（仮ＢＭ)、工事用多角点

の設置及び用地境界、中心線、縦断、横断等を確認しなければならない。測量結

果が、 に明示された数値と差異を生じた場合は、監督員に測量結果を速設計図書

やかに し を受けなければならない。提出 指示

なお、測量標（仮ＢＭ）及び多角点を設置するための基準となる点の選定は、

監督員の を受けなければならない。指示

また、受注者は、測量結果を監督員に しなければならない。提出

２．引照点等の設置

受注者は、工事施工に必要な仮水準点、多角点、基線、法線、境界線の引照点

等を設置し、施工期間中適宜これらを確認し、変動や損傷のないよう努めければ

ならない。変動や損傷が生じた場合、監督員に連絡し、速やかに水準測量、多角

測量等を実施し、仮の水準点、多角点、引照点等を復元しなければならない。

３．工事用測量標の取扱い

受注者は、用地幅杭、測量標（仮ＢＭ）、工事用多角点及び重要な工事用測量

標を移設してはならない。

ただし、これを存置することが困難な場合は、監督員の を得て移設するこ承諾

とが出来る。

また、用地幅杭が現存しない場合は、監督員と しなければならない。協議

なお、移設する場合は、隣接土地所有者との間に紛争等が生じないようにしな

ければならない。

４．既存杭の保全

受注者は、工事の施工にあたり、損傷を受ける恐れのある杭又は障害となる杭

の設置換え、移設及び復元を含めて、発注者の設置した既存杭の保全に対して責

任を負わなければならない。

５．水準測量・水深測量

水準測量及び水深測量は、 に明示された基準高あるいは工事用基準面設計図書

を基準として行うものとする。
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第２章 機器及び材料

第１節 総 則

２－１－１ 一般事項

１．適 用

受注者が工事目的物に使用する機器、材料及び部品等（以下「機器等」という

。）は、構造、性能、機能について 及び に記載された基準の品設計図書 設計図書

質又は同等以上の品質を有し、ＪＩＳ規格又はその他関係する規格基準に合格し

た機器等を使用しなければならない。

ただし、監督員が した機器等及び に明示されていない仮設材料に承諾 設計図書

ついては除くものとする。

２．機器等の形状

受注者が工事目的物に使用する機器等については、 に明示された形状、設計図書

寸法、品質、性質、機能等を有しているもので、かつ、錆、腐食、変質、変形等

の異常がないものとしなければならない。

３． に規定されていない機器等設計図書

受注者が工事目的物に使用する に規定されていない機器等は、次の規設計図書

格又はこれと同等以上の品質を有しているものとし、あらかじめ監督員の を承諾

得なければない。

(1) 日本工業規格（ＪＩＳ）

(2) 電気規格調査会基準規格（ＪＥＣ）

(3) 日本電機工業会規格（ＪＥＭ）

(4) 日本電池工業会規格（ＳＢＡ）

(5) 日本電線工業会規格（ＪＣＳ）

(6) 日本溶接協会規格（ＷＥＳ）

(7) 日本水道協会規格（ＪＷＷＡ）

(8) 日本ダクタイル鉄管協会規格（ＪＤＰＡ）

(9) 空気調和衛生工学会規格（ＳＨＡＳＥ）

４．機器及び材料

受注者は、工事に使用する機器及び材料については、日本国内で調達可能なも

のとし、将来とも修理、交換等に支障のないよう、配慮したものを使用しなけれ

ばならない。

５．海外の建設資材の品質証明
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受注者が同等以上の品質を有するものとして、海外の建設資材を用いる場合は、

海外建設資材品質審査・証明事業実施機関が発行する海外建設資材品質審査証明

書（以下「海外建設資材品質審査証明書」という。）を材料の品質を証明する資

料とすることが出来る。

また、ＪＩＳ規格が定まっている建設資材のうち、海外のＪＩＳマーク表示認

証工場以外で生産された建設資材を使用する場合は、海外建設資材品質審査証明

書を監督員に するものとする。提出

ただし、ＪＩＳ認証外の製品として生産・納入されている建設資材については、

海外建設資材品質証明書あるいは、日本国内の公的機関で実施した試験結果資料

を監督員に しなければならない。提出

６．新技術・新素材の採用

受注者は、設備の操作性、信頼性等を向上する目的で使用する新技術・新素材

について、現在及び将来の技術動向を見極めた上で、信頼性、耐久性等の検討を

行い、それらが で規定する機能を満足する場合は、監督員の を得て設計図書 承諾

採用することが出来る。

７．規格値

品質及び出来形の規格値は、 に定めるもののほか、機構が定める管理設計図書

基準によるものとする。

ただし、工種により基準の定めがない場合は、監督員と した結果によるも協議

のとする。

８．中等の品質

契約書第１３条第１項に規定する｢中等の品質｣とは、ＪIＳ規格に適合したもの

又はこれと同等以上の品質を有するもの又は監督員がこれと同等以上の品質を有

すると認めたものをいう。

９．材料の品質証明

受注者は、工事に使用する材料の品質を証明する資料を受注者の責任と費用負

担において整備、保管し、監督員から請求のあった場合は、直ちに提示するとと

もに、検査時に しなければならない。提出

また、 において事前に監督員の確認を受けるものと提示された材料の設計図書

使用にあたっては、品質証明書と照合して確認した資料を事前に監督員に し、提出

確認をを受けなければならない。

10．試験を行う工事材料

受注者は、 において試験を行うこととしている機器等について、ＪＩ設計図書
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設計図書 提Ｓ規格又は で定める方法により、試験を実施し、その結果を監督員に

しなければならない。出

なお、ＪＩＳマーク表示品については試験を省略出来る。

11．材料の保管

受注者は、工事材料を使用するまでにその材質に変質が生じないよう、これを

保管しなければならない。

なお、材質の変質により工事材料の使用が、不適当と監督員から された場指示

合には、これを取替えるとともに、新たに搬入する材料については、再度確認を

受けなければならない。

第２節 機 器

２－２－１ 機 器

１．新品の使用

工事目的物に使用する機器は、新品としなければならない。

２．製造業者の証明書等

当該工事に使用する機器については、製造業者の規格証明書又は試験成績書を

しなければならない。提出

３．銘 板

主要機器には、製造者名、製造年月、形式、製造番号、仕様を明記した銘板を

取付けなければならない。

４．ＪＩＳ規格等

受注者は、工事に使用する機器については、それぞれ次に該当する規格に適合

したものとする。

(1) 油圧機器

ＪＩＳ Ｂ ８３５１ 油圧用ベーンポンプ （２００４ 旧ＪＩＳ規格）

ＪＩＳ Ｂ ８３５２ 油圧用歯車ポンプ （２００４ 旧ＪＩＳ規格）

ＪＩＳ Ｂ ８３５５ 油圧用サブプレート取付形４ポート電磁切換弁

ＪＩＳ Ｂ ８３５７ 油圧用圧力補償付流量調整弁－取付面及び取付寸法

ＪＩＳ Ｂ ８３５８ 油圧用ブラダ形アキュムレータの試験方法

ＪＩＳ Ｂ ８３５９ 油圧用ベーンモータ（口径２０～５０ｍｍ）

（１９９５ 旧ＪＩＳ規格）

ＪＩＳ Ｂ ８３６０ 液圧用鋼線補強ゴムホースアセンブリ

ＪＩＳ Ｂ ８３６２ 液圧用繊維補強樹脂ホースアセンブリ
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ＪＩＳ Ｂ ８３６３ 液圧用ホースアセンブリ継手金具及び附属金具

ＪＩＳ Ｂ ８３６６－１～－５ 油圧・空気圧システム及び機器

ＪＩＳ Ｂ ８３６７－１～－６ 油圧シリンダ取付寸法

(2) クレーン等

ＪＩＳ Ｂ ８８０１ 天井クレーン

ＪＩＳ Ｂ ８８０２ チェーンブロック

ＪＩＳ Ｂ ８８０３ ベルトコンベヤ用ローラ

ＪＩＳ Ｂ ８８０４ 鋼製ローラコンベヤ

ＪＩＳ Ｂ ８８０６ クレーン用鋳鋼製車輪及び鍛鋼製車輪

ＪＩＳ Ｂ ８８０７ クレーン用シーブ

ＪＩＳ Ｂ ８８０８ ポータブルベルトコンベヤ

ＪＩＳ Ｂ ８８１２ チェーンブロック用リンクチェーン

ＪＩＳ Ｂ ８８１３ 電動ウインチ

ＪＩＳ Ｂ ８８１４ ベルトコンベヤ用プーリ

ＪＩＳ Ｂ ８８１５ 電気チェーンブロック

ＪＩＳ Ｂ ８８１６ 巻上用チェーンスリング

ＪＩＳ Ｂ ８８１７ ワイヤロープスリング

ＪＩＳ Ｂ ８８１８ ベルトスリング

ＪＩＳ Ｂ ８８１９ チェーンレバーホイスト

(3) 内燃機関

ＪＩＳ Ｂ ８０１４ 定速回転ディーゼル機関性能試験方法

ＪＩＳ Ｂ ８０１８ 小形陸用ディーゼルエンジン性能試験方法

ＪＩＳ Ｂ ８０４１ ガスタービン－受渡試験方法

ＪＩＳ Ｆ ４３０１ 船用水冷４サイクルディーゼル主機関

(4) 水中ポンプ等

ＪＩＳ Ｂ ８３０１ 遠心ポンプ、斜流ポンプ及び軸流ポンプ－試験方法

ＪＩＳ Ｂ ８３１２ 歯車ポンプ及びねじポンプ－試験方法

ＪＩＳ Ｂ ８３１３ 小形渦巻ポンプ

ＪＩＳ Ｂ ８３１４ 浅井戸用電気井戸ポンプ

ＪＩＳ Ｂ ８３１８ 深井戸用電気井戸ポンプ

ＪＩＳ Ｂ ８３１９ 小形多段遠心ポンプ

ＪＩＳ Ｂ ８３２２ 両吸込渦巻ポンプ

ＪＩＳ Ｂ ８３２３ 水封式真空ポンプ
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ＪＩＳ Ｂ ８３２４ 深井戸用水中モータポンプ

ＪＩＳ Ｂ ８３２５ 設備排水用水中モータポンプ

ＪＩＳ Ｂ ８３４１ 容積形圧縮機－試験及び検査方法

ＪＩＳ Ｂ ８３４２ 小形往復空気圧縮機

(5) 電動機等

ＪＩＳ Ｃ ４２０３ 一般用単相誘導電動機

ＪＩＳ Ｃ ４２１０ 一般用低圧三相かご形誘導電動機

ＪＩＳ Ｃ ４２１２ 高効率低圧三相かご形誘導電動機

ＪＥＣ ２１２０ 直 流 機

ＪＥＣ ２１３０ 同 期 機

ＪＥＣ ２１３７ 誘 導 機

ＪＥＣ ２３１０ 交流断路器

ＪＥＭ １０３８ 電磁接触器

ＪＥＭ １１２０ 圧延補機及びクレーン用直流電動機用直流電磁ブレーキ

ＪＥＭ １２０２ クレーン用全閉形巻線形低圧三相誘導電動機

ＪＥＭ １２４０ クレーン用全閉外扇巻線形低圧三相誘導電動機用交流操

作ブレーキ

ＪＥＣ ２５１２ 地絡方向継電器

ＪＥＭ １３５４ エンジン駆動陸用同期発電機

(6) 操作制御盤等

ＪＩＳ Ｃ ８４８０ キャビネット形分電盤

ＪＥＭ １１９５ コントロールセンタ

ＪＥＭ １２２５ 高圧コンビネーションスタータ

ＪＥＭ １２６５ 低圧金属閉鎖形スイッチギヤ及びコントロールギヤ

ＪＥＭ １３３７ 集中制御用遠方監視制御装置

ＪＥＭ １４２５ 金属閉鎖形スイッチギヤ及びコントロールギヤ

ＪＥＭ １４５９ 配電盤・制御盤の構造及び寸法

ＪＥＭ １４６０ 配電盤・制御盤の定格及び試験

(7) 開閉器類

ＪＩＳ Ｃ ４５０５ マイクロスイッチ （１９９６ 旧ＪＩＳ規格）

ＪＩＳ Ｃ ４５２１ 制御用ボタンスイッチ （１９９７ 旧ＪＩＳ規格）

ＪＩＳ Ｃ ４５２２ 制御用カムスイッチ （１９９７ 旧ＪＩＳ規格）

ＪＩＳ Ｃ ４６０３ 高圧交流遮断器



73

ＪＩＳ Ｃ ４６０５ 高圧交流負荷開閉器

ＪＩＳ Ｃ ４６０６ 屋内用高圧断路器

ＪＩＳ Ｃ ４６０７ 引外し形高圧交流負荷開閉器

ＪＩＳ Ｃ ４６２０ キュービクル式高圧受電設備

ＪＩＳ Ｃ ８３２５ 交流電磁開閉器 （１９９４ 旧ＪＩＳ規格）

ＪＩＳ Ｃ ８３７０ 配線用遮断器 （２００６ 旧ＪＩＳ規格）

ＪＩＳ Ｃ ８３７１ 漏電遮断器 （２００４ 旧ＪＩＳ規格）

ＪＩＳ Ｃ ８２０１－１～－５、－７ 低圧開閉装置及び制御装置

ＪＥＣ ２３００ 交流遮断器

ＪＥＣ ２３１０ 交流断路器

ＪＥＭ １０３８ 電磁接触器

ＪＥＭ １１６７ 高圧交流電磁接触器

(8) 計器及び変成器類

ＪＩＳ Ｃ １１０２－１～－９ 直動式指示電気計器

ＪＩＳ Ｃ １２１１－１、－２ 電力量計（単独計器）

ＪＩＳ Ｃ １２１６－１、－２ 電力量計（変成器付計器）

ＪＩＳ Ｃ １２６３－１、－２ 無効電力量計

ＪＩＳ Ｃ １２８３－１、－２ 電力量､ 無効電力量及び最大需要電力表示

装置（分離形）

ＪＩＳ Ｃ １７３１－１，－２ 計器用変成器（標準用及び一般計器用）

ＪＩＳ Ｃ ４５３０ ヒンジ形電磁リレー （２００６ 旧ＪＩＳ規格）

ＪＥＣ １７４Ｃ 高抵抗接地系用地絡方向継電器

ＪＥＣ １２０１ 計器用変成器（保護継電器用）

ＪＥＣ ２５００ 電力用保護継電器

ＪＥＣ ２５１２ 地絡方向継電器

(9) 継電器類

ＪＩＳ Ｃ ４６０１ 高圧受電用地絡継電装置

ＪＩＳ Ｃ ４６０２ 高圧受電用過電流継電器

ＪＩＳ Ｃ ４６０９ 高圧受電用地絡方向継電装置

ＪＥＣ ２５１０ 過電流継電器

ＪＥＣ ２５１１ 電圧継電器

(10) 電気配線・配管関係

ＪＩＳ Ｃ ３３０７ ６００Ｖビニル絶縁電線（ＩＶ）
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ＪＩＳ Ｃ ３３４０ 屋外用ビニル絶縁電線（ＯＷ）

ＪＩＳ Ｃ ３３４１ 引込用ビニル絶縁電線（ＤＶ）

ＪＩＳ Ｃ ３６０５ ６００Ｖポリエチレンケーブル

ＪＩＳ Ｃ ３６０６ 高圧架橋ポリエチレンケーブル

ＪＩＳ Ｃ ８３０５ 鋼製電線管

ＪＩＳ Ｃ ８４３０ 硬質塩化ビニル電線管

(11) その他電気機器

ＪＩＳ Ｃ ４３０４ 配電用６ＫＶ油入変圧器

ＪＩＳ Ｃ ４３０６ 配電用６ＫＶモールド変圧器

ＪＩＳ Ｃ ４６０４ 高圧限流ヒューズ

ＪＩＳ Ｃ ４６０８ 高圧避雷器（屋内用）

ＪＩＳ Ｃ ４９０１ 低圧進相コンデンサ

ＪＩＳ Ｃ ４９０２－１～－３ 高圧及び特別高圧進相コンデンサ並びに付属

機器

ＪＩＳ Ｃ ４９０６ シンクロ電機

ＪＩＳ Ｃ ６５７５－１～－４ ミニチュアヒューズ

ＪＩＳ Ｃ ７５１６ 表示用電球

ＪＩＳ Ｃ ８１０５－１～－３、－５ 照明器具

ＪＩＳ Ｃ ８３１４ 配電用筒形ヒューズ

ＪＩＳ Ｃ ８３１９ 配線用ねじ込みヒューズ及び栓形ヒューズ

ＪＩＳ Ｃ ８７０４－１、－２ 据置鉛蓄電池

ＪＩＳ Ｃ ８７０６ 据置ニッケルカドミウムアルカリ蓄電池

ＪＩＳ Ｃ ９６０３ 換 気 扇

ＪＥＣ ２０３ 避 雷 器

ＪＥＣ ２１７ 酸化亜鉛形避雷器

ＪＥＣ ２２００ 変 圧 器

ＪＥＣ ２３３０ 電力ヒューズ

ＪＥＭ １２９３ 低圧限流ヒューズ通則

ＳＢＡ ５００６ シール形アルカリ蓄電池

第３節 材 料

２－３－１ 一般事項

１．工事材料の規格証明書
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受注者は、表２－３－１に示す工事材料を使用する場合には、「機械設備工事

施工管理基準」により、製造業者の規格証明書を監督員に しなければならな提出

い。

ただし、油脂類についてはこの限りではない。

表２－３－１ 工事材料

区分 確認材料名 摘要

鋼材一般 主要部材のみ

鋼 材 プレストレストコンクリート（ＰＣ）用鋼材 仮設材は除く

(ポストテンション)

鋼製ぐい及び鋼矢板 仮設材は除く

非鉄金属材料 非鉄金属材料一般 主要部材のみ

セメント及び混和剤 セメント JIS製品以外

混和材料 JIS製品以外

セメントコンクリー セメントコンクリート製品一般 JIS製品以外

ト製品 コンクリート杭、コンクリート矢板 JIS製品以外

塗 料 塗料一般

電気材料 電気材料一般 JIS・JEC･JEM以外

レディーミクストコンクリート JIS製品以外

アスファルト混合物 事前審査制度の

その他 認定混合物を除く

場所打ぐい用レディーミクストコンクリート JIS製品以外

上記外の非金属材料 主要部材のみ

２．金属材料の防食処理

異種金属を使用する場合は、適切な防食処理を行わなければならない。

２－３－２ 見本又は資料の提出

受注者は、 により見本又は資料の を義務づけられている材料について設計図書 提出

は、使用前に見本又は資料を し監督員の を受けなければならない。提出 承諾

２－３－３ 金属材料

受注者は、工事に使用する金属材料については、それぞれ次に該当する規格に適合

したものとする。

１．棒鋼、形鋼、鋼板、鋼帯

ＪＩＳ Ｇ ３１０１ 一般構造用圧延鋼材
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ＪＩＳ Ｇ ３１０３ ボイラ及び圧力容器用炭素鋼及びモリブデン鋼鋼板

ＪＩＳ Ｇ ３１０４ リベット用丸鋼 （２０１１ 旧ＪＩＳ規格）

ＪＩＳ Ｇ ３１０５ チェーン用丸鋼

ＪＩＳ Ｇ ３１０６ 溶接構造用圧延鋼材

ＪＩＳ Ｇ ３１０８ みがき棒鋼用一般鋼材

ＪＩＳ Ｇ ３１０９ ＰＣ鋼棒

ＪＩＳ Ｇ ３１１２ 鉄筋コンクリート用棒鋼

ＪＩＳ Ｇ ３１１４ 溶接構造用耐候性熱間圧延鋼材

ＪＩＳ Ｇ ３１１５ 圧力容器用鋼板

ＪＩＳ Ｇ ３１１６ 高圧ガス容器用鋼板及び鋼帯

ＪＩＳ Ｇ ３１１８ 中・常温圧力容器用炭素鋼鋼板

ＪＩＳ Ｇ ３１１９ ボイラ及び圧力容器用マンガンモリブデン鋼及びマンガ

ンモリブデンニッケル鋼鋼板

ＪＩＳ Ｇ ３１２０ 圧力容器用調質型マンガンモリブデン鋼及びマンガンモ

リブデンニッケル鋼鋼板

ＪＩＳ Ｇ ３１２３ みがき棒鋼

ＪＩＳ Ｇ ３１２４ 中・常温圧力容器用高強度鋼鋼板

ＪＩＳ Ｇ ３１２５ 高耐候性圧延鋼材

ＪＩＳ Ｇ ３１２６ 低温圧力容器用炭素鋼鋼板

ＪＩＳ Ｇ ３１２７ 低温圧力容器用ニッケル鋼鋼板

ＪＩＳ Ｇ ３１２８ 溶接構造用高降伏点鋼板

ＪＩＳ Ｇ ３１２９ 鉄塔用高張力鋼鋼材

ＪＩＳ Ｇ ３１３１ 熱間圧延軟鋼板及び鋼帯

ＪＩＳ Ｇ ３１３２ 鋼管用熱間圧延炭素鋼鋼帯

ＪＩＳ Ｇ ３１４１ 冷間圧延鋼板及び鋼帯

ＪＩＳ Ｇ ３３０２ 溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯

ＪＩＳ Ｇ ３３０３ ぶりき及びぶりき原板

ＪＩＳ Ｇ ３３１１ みがき特殊帯鋼

ＪＩＳ Ｇ ３３１２ 塗装溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯

ＪＩＳ Ｇ ３３１３ 電気亜鉛めっき鋼板及び鋼帯

ＪＩＳ Ｇ ３３２０ 塗装ステンレス鋼板

ＪＩＳ Ｇ ３３５０ 一般構造用軽量形鋼

２．鋼 管
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ＪＩＳ Ｇ ３４２９ 高圧ガス容器用継目無鋼管

ＪＩＳ Ｇ ３４４１ 機械構造用合金鋼鋼管

ＪＩＳ Ｇ ３４４２ 水配管用亜鉛めっき鋼管

ＪＩＳ Ｇ ３４４３ 水輸送用塗覆装鋼管

ＪＩＳ Ｇ ３４４３－１ 水輸送用塗覆装鋼管直管

ＪＩＳ Ｇ ３４４３－２ 水輸送用塗覆装鋼管異形管

（２００７ 旧ＪＩＳ Ｇ ３４５１）

ＪＩＳ Ｇ ３４４３－３ 水輸送用塗覆装鋼管外面プラスチック被覆

ＪＩＳ Ｇ ３４４３－４ 水輸送用塗覆装鋼管内面エポキシ樹脂塗装

ＪＩＳ Ｇ ３４４４ 一般構造用炭素鋼管

ＪＩＳ Ｇ ３４４５ 機械構造用炭素鋼鋼管

ＪＩＳ Ｇ ３４４６ 機械構造用ステンレス鋼鋼管

ＪＩＳ Ｇ ３４４７ ステンレス鋼サニタリー管

ＪＩＳ Ｇ ３４４８ 一般配管用ステンレス鋼鋼管

ＪＩＳ Ｇ ３４５２ 配管用炭素鋼鋼管

ＪＩＳ Ｇ ３４５４ 圧力配管用炭素鋼鋼管

ＪＩＳ Ｇ ３４５５ 高圧配管用炭素鋼鋼管

ＪＩＳ Ｇ ３４５６ 高温配管用炭素鋼鋼管

ＪＩＳ Ｇ ３４５７ 配管用アーク溶接炭素鋼鋼管

ＪＩＳ Ｇ ３４５８ 配管用合金鋼鋼管

ＪＩＳ Ｇ ３４５９ 配管用ステンレス鋼鋼管

ＪＩＳ Ｇ ３４６０ 低温配管用鋼管

ＪＩＳ Ｇ ３４６１ ボイラ・熱交換器用炭素鋼鋼管

ＪＩＳ Ｇ ３４６２ ボイラ・熱交換器用合金鋼鋼管

ＪＩＳ Ｇ ３４６３ ボイラ・熱交換器用ステンレス鋼鋼管

ＪＩＳ Ｇ ３４６４ 低温熱交換器用鋼管

ＪＩＳ Ｇ ３４６６ 一般構造用角形鋼管

ＪＩＳ Ｇ ３４６７ 加熱炉用鋼管

ＪＩＳ Ｇ ３４６８ 配管用溶接大径ステンレス鋼鋼管

ＪＩＳ Ｇ ３４６９ ポリエチレン被覆鋼管

ＪＩＳ Ｈ ８６４１ 溶融亜鉛めっき鋼管

３．線 材

ＪＩＳ Ｇ ３５０６ 硬鋼線材



78

ＪＩＳ Ｇ ３５０７－１ 冷間圧造用炭素鋼線

（２００３ 旧ＪＩＳ Ｇ ３５３９）

ＪＩＳ Ｇ ３５２１ 硬鋼線

ＪＩＳ Ｇ ３５２２ ピアノ線

ＪＩＳ Ｇ ３５２３ 被覆アーク溶接棒用心線

ＪＩＳ Ｇ ３５２５ ワイヤロープ

ＪＩＳ Ｇ ３５３２ 鉄 線

ＪＩＳ Ｇ ３５３３ バーブドワイヤ

ＪＩＳ Ｇ ３５３６ ＰＣ鋼線およびＰＣ鋼より線

ＪＩＳ Ｇ ３５３７ 亜鉛めっき鋼より線

ＪＩＳ Ｇ ３５３８ ＰＣ硬鋼線

ＪＩＳ Ｇ ３５４０ 操作用ワイヤロープ

ＪＩＳ Ｇ ３５４２ 着色塗装亜鉛めっき鉄線

ＪＩＳ Ｇ ３５４３ 合成樹脂被覆鉄線

ＪＩＳ Ｇ ３５４４ 溶融アルミニウムめっき鉄線及び鋼線

ＪＩＳ Ｇ ３５４５ 冷間圧造用ボロン鋼線 （２００３ 旧ＪＩＳ規格）

ＪＩＳ Ｇ ３５４６ 異形線ロープ

ＪＩＳ Ｇ ３５４７ 亜鉛めっき鉄線

ＪＩＳ Ｇ ３５４８ 亜鉛めっき鋼線

４．クラッド鋼

ＪＩＳ Ｇ ３６０１ ステンレスクラッド鋼

ＪＩＳ Ｇ ３６０２ ニッケル及びニッケル合金クラッド鋼

ＪＩＳ Ｇ ３６０３ チタンクラッド鋼

ＪＩＳ Ｇ ３６０４ 銅及び銅合金クラッド鋼

５．機械構造用炭素鋼、合金鋼

ＪＩＳ Ｇ ４０５１ 機械構造用炭素鋼鋼材

ＪＩＳ Ｇ ４０５２ 焼入性を保証した構造用鋼鋼材（Ｈ鋼）

ＪＩＳ Ｇ ４０５３ 機械構造用合金鋼鋼材

ニッケルクロム鋼鋼材 （２００３ 旧ＪＩＳ Ｇ ４１０２）

ニッケルクロムモリブデン鋼鋼材 （２００３ 旧ＪＩＳ Ｇ ４１０３）

クロム鋼鋼材 （２００３ 旧ＪＩＳ Ｇ ４１０４）

クロムモリブデン鋼鋼材 （２００３ 旧ＪＩＳ Ｇ ４１０５）

機械構造用マンガン鋼鋼材及びマンガンクロム鋼鋼材
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（２００３ 旧ＪＩＳ Ｇ ４１０６）

ＪＩＳ Ｇ ４１０７ 高温用合金鋼ボルト材

ＪＩＳ Ｇ ４１０８ 特殊用途合金鋼ボルト用棒鋼

ＪＩＳ Ｇ ４１０９ ボイラ及び圧力容器用クロムモリブデン鋼鋼板

ＪＩＳ Ｇ ４１１０ 高温圧力容器用高強度クロムモリブデン鋼及びクロムモ

リブデンバナジウム鋼鋼板

ＪＩＳ Ｇ ５１１１ 構造用高張力炭素鋼及び低合金鋼鋳鋼品

６．特殊用途鋼

ＪＩＳ Ｇ ４３０３ ステンレス鋼棒

ＪＩＳ Ｇ ４３０４ 熱間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯

ＪＩＳ Ｇ ４３０５ 冷間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯

ＪＩＳ Ｇ ４３０８ ステンレス鋼線材

ＪＩＳ Ｇ ４３０９ ステンレス鋼線

ＪＩＳ Ｇ ４３１１ 耐熱鋼棒及び線材

ＪＩＳ Ｇ ４３１２ 耐熱鋼板及び鋼帯

ＪＩＳ Ｇ ４３１３ ばね用ステンレス鋼帯

ＪＩＳ Ｇ ４３１４ ばね用ステンレス鋼線

ＪＩＳ Ｇ ４３１５ 冷間圧造用ステンレス鋼線

ＪＩＳ Ｇ ４３１６ 溶接用ステンレス鋼線材

ＪＩＳ Ｇ ４３１７ 熱間成形ステンレス鋼形鋼

ＪＩＳ Ｇ ４３１８ 冷間仕上ステンレス鋼棒

ＪＩＳ Ｇ ４３１９ ステンレス鋼鍛鋼品用鋼片

ＪＩＳ Ｇ ４３２０ 冷間成形ステンレス鋼等辺山形鋼

７．鋳鍛鋼品

ＪＩＳ Ｅ ５４０２－１、－２ 鉄道車両用－一体車輪－

ＪＩＳ Ｇ ３２０１ 炭素鋼鍛鋼品

ＪＩＳ Ｇ ３２０２ 圧力容器用炭素鋼鍛鋼品

ＪＩＳ Ｇ ３２０３ 高温圧力容器用合金鋼鍛鋼品

ＪＩＳ Ｇ ３２０４ 圧力容器用調質型合金鋼鍛鋼品

ＪＩＳ Ｇ ３２０５ 低温圧力容器用鍛鋼品

ＪＩＳ Ｇ ３２０６ 高温圧力容器用高強度クロムモリブデン鋼鍛鋼品

ＪＩＳ Ｇ ３２１４ 圧力容器用ステンレス鋼鍛鋼品

ＪＩＳ Ｇ ３２２１ クロムモリブデン鋼鍛鋼品
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ＪＩＳ Ｇ ３２２２ ニッケルクロムモリブデン鋼鍛鋼品

ＪＩＳ Ｇ ５１０１ 炭素鋼鋳鋼品

ＪＩＳ Ｇ ５１０２ 溶接構造用鋳鋼品

ＪＩＳ Ｇ ５１１１ 構造用高張力炭素鋼及び低合金鋼鋳鋼品

ＪＩＳ Ｇ ５１２１ ステンレス鋼鋳鋼品

ＪＩＳ Ｇ ５１２２ 耐熱鋼及び耐熱合金鋳造品

ＪＩＳ Ｇ ５１３１ 高マンガン鋼鋳鋼品

ＪＩＳ Ｇ ５１５１ 高温高圧用鋳鋼品

ＪＩＳ Ｇ ５１５２ 低温高圧用鋳鋼品

ＪＩＳ Ｇ ５２０１ 溶接構造用遠心力鋳鋼管

ＪＩＳ Ｇ ５２０２ 高温高圧用遠心力鋳鋼管

ＪＩＳ Ｇ ５５０１ ねずみ鋳鉄品

ＪＩＳ Ｇ ５５０２ 球状黒鉛鋳鉄品

ＪＩＳ Ｇ ５５０３ オーステンパ球状黒鉛鋳鉄品

ＪＩＳ Ｇ ５５０４ 低温用厚肉フェライト球状黒鉛鋳鉄品

ＪＩＳ Ｇ ５５１０ オーステナイト鋳鉄品

ＪＩＳ Ｇ ５５１１ 鉄系低熱膨張鋳鉄品

ＪＩＳ Ｇ ５５２５ 排水用鋳鉄管

ＪＩＳ Ｇ ５５２６ ダクタイル鋳鉄管

ＪＩＳ Ｇ ５５２７ ダクタイル鋳鉄異形管

ＪＩＳ Ｇ ５５２８ ダクタイル鋳鉄管内面エポキシ樹脂粉体塗装

ＪＩＳ Ｇ ５７０５ 可鍛鋳鉄品

８．レール

ＪＩＳ Ｅ １１０１ 普通レール及び分岐機器類用特殊レール

ＪＩＳ Ｅ １１０３ 軽レール

ＪＩＳ Ｅ １１２０ 熱処理レール

ＪＩＳ Ｅ １１２２ 中継レール

９．ボルト用鋼材

ＪＩＳ Ｂ １１８０ 六角ボルト

ＪＩＳ Ｂ １１８１ 六角ナット

ＪＩＳ Ｂ １１８６ 摩擦接合用高力六角ボルト、六角ナット、平座金のセッ

ト

ＪＩＳ Ｂ １１９８ 頭付きスタッド
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10．溶接材料

ＪＩＳ Ｚ ３２１１ 軟鋼、高張力鋼及び低温用鋼用被覆アーク溶接棒

ＪＩＳ Ｚ ３２１４ 耐候性鋼用被覆アーク溶接棒

ＪＩＳ Ｚ ３２２１ ステンレス鋼被覆アーク溶接棒

ＪＩＳ Ｚ ３３１２ 軟鋼、高張力鋼及び低温用鋼用のマグ溶接及びミグ溶接

ソリッドワイヤ

ＪＩＳ Ｚ ３３１３ 軟鋼、高張力鋼及び低温用鋼用アーク溶接フラックス入

りワイヤ

ＪＩＳ Ｚ ３３１５ 耐候性鋼用のマグ溶接及びミグ溶接用ソリッドワイヤ

ＪＩＳ Ｚ ３３１６ 軟鋼、高張力鋼及び低温用鋼用ティグ溶接溶加棒及びソ

リッドワイヤ

ＪＩＳ Ｚ ３３２０ 耐候性鋼用炭酸ガスアーク溶接フラックス入りワイヤ

ＪＩＳ Ｚ ３３２１ 溶接用ステンレス鋼溶加棒、ソリッドワイヤ及び鋼帯

ＪＩＳ Ｚ ３３２３ ステンレス鋼アーク溶接フラックス入りワイヤ及び溶加

棒

ＪＩＳ Ｚ ３２２４ ニッケル及びニッケル合金被覆アーク溶接棒

ＪＩＳ Ｚ ３３５１ 炭素鋼及び低合金鋼用サブマージアーク溶接ソリッドワ

イヤ

ＪＩＳ Ｚ ３３５２ サブマージアーク溶接フラックス

２－３－４ 非鉄金属材料

受注者は、工事に使用する非鉄金属材料については、それぞれ次に該当する規格に

適合したもの又は同等以上の品質のものでなければならない。

１．伸 銅 品

ＪＩＳ Ｈ ３１００ 銅及び銅合金の板並びに条

ＪＩＳ Ｈ ３１１０ りん青銅及び洋白の板並びに条

ＪＩＳ Ｈ ３１３０ ばね用のベリリウム銅、チタン銅、りん青銅、ニッケル

－すず銅及び洋白の板並びに条

ＪＩＳ Ｈ ３１４０ 銅ブスバー

ＪＩＳ Ｈ ３２５０ 銅及び銅合金の棒

ＪＩＳ Ｈ ３２６０ 銅及び銅合金線

ＪＩＳ Ｈ ３２７０ ベリリウム銅、りん青銅及び洋白の棒並びに線

ＪＩＳ Ｈ ３３００ 銅及び銅合金継目無管
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ＪＩＳ Ｈ ３３２０ 銅及び銅合金溶接管

ＪＩＳ Ｈ ３４０１ 銅及び銅合金の管継手

２．アルミニウム合金

ＪＩＳ Ｈ ４０００ アルミニウム及びアルミニウム合金の板及び条

ＪＩＳ Ｈ ４００１ アルミニウム及びアルミニウム合金の焼付け塗装板及び

条

ＪＩＳ Ｈ ４０４０ アルミニウム及びアルミニウム合金の棒及び線

ＪＩＳ Ｈ ４０８０ アルミニウム及びアルミニウム合金継目無管

ＪＩＳ Ｈ ４０９０ アルミニウム及びアルミニウム合金溶接管

ＪＩＳ Ｈ ４１００ アルミニウム及びアルミニウム合金の押出形材

ＪＩＳ Ｈ ４１４０ アルミニウム及びアルミニウム合金鍛造品

３．鋳 物

ＪＩＳ Ｈ ５１２０ 銅及び銅合金鋳物

ＪＩＳ Ｈ ５１２１ 銅合金連続鋳造鋳物

ＪＩＳ Ｈ ５２０２ アルミニウム合金鋳物

ＪＩＳ Ｈ ５２０３ マグネシウム合金鋳物

ＪＩＳ Ｈ ５３０１ 亜鉛合金ダイカスト

ＪＩＳ Ｈ ５３０２ アルミニウム合金ダイカスト

ＪＩＳ Ｈ ５３０３ マグネシウム合金ダイカスト

ＪＩＳ Ｈ ５４０１ ホワイトメタル

ＪＩＳ Ｈ ５５０１ 超硬合金 （１９９６ 旧ＪＩＳ規格）

ＪＩＳ Ｈ ５６０１ 硬鉛鋳物

ＪＩＳ Ｈ ５７０１ ニッケル及びニッケル合金鋳物

ＪＩＳ Ｈ ５８０１ チタン及びチタン合金鋳物

ＪＩＳ Ｈ ６１２５ 防食用マグネシウム陽極

２－３－５ 非金属材料

受注者は工事に使用する非金属材料については、それぞれ次に該当する規格に適合

したもの又はこれと同等以上の品質を有するものでなければならない。

１．油 脂

ＪＩＳ Ｋ ２２０２ 自動車ガソリン

ＪＩＳ Ｋ ２２０３ 灯 油

ＪＩＳ Ｋ ２２０４ 軽 油
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ＪＩＳ Ｋ ２２０５ 重 油

ＪＩＳ Ｋ ２２１３ タービン油

ＪＩＳ Ｋ ２２１５ 内燃機関用潤滑油

ＪＩＳ Ｋ ２２１９ ギヤー油

ＪＩＳ Ｋ ２２２０ グリース

ＪＩＳ Ｋ ２２３８ マシン油

ＪＩＳ Ｋ ２２３９ 軸 受 油

２．塗料等

ＪＩＳ Ｋ ５５１１ 油性調合ペイント

ＪＩＳ Ｋ ５５１６ 合成樹脂調合ペイント

ＪＩＳ Ｋ ５５３１ ニトロセルロースラッカー

ＪＩＳ Ｋ ５５３３ ラッカー系シーラー

ＪＩＳ Ｋ ５５３５ ラッカー系下地塗料

ＪＩＳ Ｋ ５５３８ ラッカー系シンナー （２００６ 旧ＪＩＳ規格品）

ＪＩＳ Ｋ ５５５１ 構造物用さび止めペイント

ＪＩＳ Ｋ ５５５２ ジンクリッチプライマー

ＪＩＳ Ｋ ５５５３ 厚膜形ジンクリッチペイント

ＪＩＳ Ｋ ５５５４ フェノール樹脂系雲母状酸化鉄塗料

（２００６ 旧ＪＩＳ規格品）

ＪＩＳ Ｋ ５５５５ エポキシ樹脂雲母状酸化鉄塗料

（２００６ 旧ＪＩＳ規格品）

ＪＩＳ Ｋ ５５６２ フタル酸樹脂ワニス

ＪＩＳ Ｋ ５５７２ フタル酸樹脂エナメル

ＪＩＳ Ｋ ５５８１ 塩化ビニル樹脂ワニス （２００３ 旧ＪＩＳ規格品）

ＪＩＳ Ｋ ５５８２ 塩化ビニル樹脂エナメル

ＪＩＳ Ｋ ５５８３ 塩化ビニル樹脂プライマー(２００３ 旧ＪＩＳ規格品）

ＪＩＳ Ｋ ５５９１ 油性系下地塗料

ＪＩＳ Ｋ ５６２１ 一般用さび止めペイント

ＪＩＳ Ｋ ５６２４ 塩基性クロム酸鉛さび止めペイント

（２００６ 旧ＪＩＳ規格品）

ＪＩＳ Ｋ ５６２７ ジンククロメートさび止めペイント

（２００６ 旧ＪＩＳ規格品）

ＪＩＳ Ｋ ５６２８ 鉛丹ジンククロメートさび止めペイント
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（２００６ 旧ＪＩＳ規格品）

ＪＩＳ Ｋ ５６２９ 鉛酸カルシウムさび止めペイント

ＪＩＳ Ｋ ５６３３ エッチングプライマー

ＪＩＳ Ｋ ５６５７ 鋼構造物用ポリウレタン樹脂塗料

（２００２ 旧ＪＩＳ規格品）

ＪＩＳ Ｋ ５６５９ 鋼構造物用耐候性塗料

ＪＩＳ Ｋ ５６６４ タールエポキシ樹脂塗料 (２００６ 旧ＪＩＳ規格品）

３．ゴ ム

ＪＩＳ Ｋ ６３２２ 布層コンベヤゴムベルト

ＪＩＳ Ｋ ６３２３ 一般用Ｖベルト

ＪＩＳ Ｋ ６３２８ ゴム引布 （１９９９ 旧ＪＩＳ規格）

ＪＩＳ Ｋ ６３３１ 送水用ゴムホース（ウォーターホース）

ＪＩＳ Ｋ ６３８０ ゴムパッキン材料

４．その他

ＪＩＳ Ａ ５３５０ 強化プラスチック複合管

ＪＩＳ Ａ ５３７２ プレキャスト鉄筋コンクリート製品

ＪＩＳ Ａ ９５０４ 人造鉱物繊維保温材

ＪＩＳ Ａ ９５１１ 発泡プラスチック保温材

ＪＩＳ Ｂ １５１１ 転がり軸受総則

ＪＩＳ Ｂ １８０１ 伝動用ローラチェーン及びブシュチェーン

ＪＩＳ Ｂ ２０１１ 青 銅 弁

ＪＩＳ Ｂ ２０３１ ねずみ鋳鉄弁

ＪＩＳ Ｂ ２０５１ 可鍛鋳鉄１０Ｋねじ込み形弁

ＪＩＳ Ｂ ２０６２ 水道用仕切弁

ＪＩＳ Ｂ ２２２０ 鋼製管フランジ

ＪＩＳ Ｂ ２２３９ 鋳鉄製管フランジ

ＪＩＳ Ｂ ２３０１ ねじ込み式可鍛鋳鉄製管継手

ＪＩＳ Ｂ ２３０２ ねじ込み式鋼管製管継手

ＪＩＳ Ｂ ２３１１ 一般配管用鋼製突合せ溶接式管継手

ＪＩＳ Ｂ ２３１２ 配管用鋼製突合せ溶接式管継手

ＪＩＳ Ｂ ２７０６ 皿ばね

ＪＩＳ Ｇ ５５２６ ダクタイル鋳鉄管

ＪＩＳ Ｋ ６７４２ 水道用硬質ポリ塩化ビニル管
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ＪＩＳ Ｋ ６７６１ 一般用ポリエチレン管

ＪＩＳ Ｋ ６７６２ 水道用ポリエチレン二層管

ＪＩＳ Ｋ ６７９２ 水道用ポリブデン管

ＪＩＳ Ｋ ６７９３ 水道用ポリブデン管継手
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第３章 共通施工

第１節 総 則

３－１－１ 一般事項

受注者は、機械設備の工事にあたっては に明示された設備の目的、使用条設計図書

件に対して機能を発揮出来るよう施工しなければならない。

３－１－２ 安全施工

１．施工前

受注者は施工にあたって、現場の条件を調査し工事の円滑な履行を図らなけれ

ばならない。

２．施工後

受注者は施工が完了した場合、工事範囲内の清掃等を行ない工事の残存物が放

置されていないことを確認しなければならない。

第２節 製 作

３－２－１ 原 寸 等

１．一般事項

受注者は、工作に着手する前に原寸図又は他の方法で図面の不備や製作上、据

付上に支障がないことを確かめなければならない。

２．鋼製巻尺の使用

受注者は、工場と現場の鋼製巻尺の使用にあたっては温度補正を行わなければ

ならない。

３．鋼製巻尺基準

鋼製巻尺は、ＪＩＳ Ｂ ７５１２（鋼製巻尺）１級品を使用しなければならな

い。

３－２－２ 工 作

受注者は、工作にあたって された詳細図に基づき、当該設備の機能と精度に適承諾

した工作法を採用するとともに、材料等に悪影響を及ぼさないよう次の点に留意しな

ければならない。

(1) けがきを行う場合は、墨線・ポンチ等により行い、タガネを使用してはならな

い。
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なお、ＳＭ５７０級以上の材質にはポンチも使用してはならない。

(2) 主要部材は、主たる応力の方向と圧延方向を一致させるよう加工しなければな

らない。

なお、主要部材とは、設備を構成する強度部材等の主要な部材をいう。

(3) 鋼材を切断する場合は、適切な方法により切断をしなければならない。

なお、主要部材を切断する場合は、自動切断により行わなければならない。

(4) 歯車、軸ジャーナル部、ネジ等は機械加工により機能上必要な精度と表面粗さ

に仕上げなければならない。

(5) 主要部分に使用する鋼板をわん曲させる場合は、プレス又はロール機にて一様

に曲げなければならない。

(6) ボルト孔、リベット孔等の孔あけ加工は、適切な方法により正確に行い、必要

に応じリーマ通しを行うものとする。

ただし、レーザ加工は、ステンレス鋼で１２㎜以上、その他の鋼材で１９㎜以

上の板厚には適用しないものとする。

さらに、押し抜き加工は、主要部材の加工及び板厚１２㎜以上の二次部材の加

工には適用しないものとする。

なお、二次部材とは、設備を構成する主要部材以外の部材をいう。

(7) 鋳鉄品は、溶接を行ってはならない。

ただし、補修等で必要な場合は、監督員の を得るものとする。承諾

(8) 部材の接合は、溶接接合、ボルト接合、リベット接合、ネジ接合の方法により

行わなければならない。

接着材料等による接合、圧接接合（鉄筋を除く）、ろう付等を行う場合は、監

督員の を得るものとする。承諾

(9) ステンレス鋼のグラインダ加工をする場合は、もらい錆防止のために、普通鋼

に使用した砥石を使用してはならない。

(10) 機械加工面、溶接開先などの非塗装面は適切な防錆処理を施さなければならな

い。

(11) 鋼材の欠陥補修方法は、表３－２－１に示すとおりとする。

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾
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表３－２－１ 欠陥補修方法

欠陥の種類 補修方法

鋼材の表面傷で、あばた、かき傷 表面はグラインダ仕上げする。局部的に深い

など範囲が明瞭なもの 傷がある場合は、溶接で肉盛りし、グライン

ダ仕上げする。

鋼材の表面傷で、へげ、われなど 欠陥部をアークエアガウジング等により不良

範囲が不明瞭なもの 部分を除去したのち溶接で肉盛りし、グライ

ンダ仕上げする。

鋼材端面の層状割れ アークエアガウジング等により板厚の１／４

程度の深さにガウジングしたのち溶接で肉盛

りし、グラインダ仕上げをする。

３－２－３ 仮 組 立

受注者は、仮組立にあたって変形を防止するため、次の事項に留意しなければなら

ない。

(1) 仮組立を行う場合は、支持材によって各部材に自重以外の力が掛からないよう

にしなければならない。

(2) 仮組立において、現場ボルト接合又は現場リベット接合部はそれぞれの孔数の

３０％以上のボルト及びドリフトピンを使用して堅固に締結しなければならない。

３－２－４ ステンレス鋼の表面処理

１．一般事項

受注者は、ステンレス鋼について工作により不動態化処理が必要となる箇所及

び に明示された箇所について酸洗いあるいは電解研磨により表面処理を設計図書

施すものとする。

また、工事完了までの間、ステンレス鋼表面に軟鋼材等の粉塵等が付着しない

よう、表面を保護しなければならない。

第３節 溶 接

３－３－１ 一般事項

１．施工計画

提受注者は、部材の継手性能を満足するよう次の事項を記載した施工計画書を

したうえで施工しなければならない。出

(1) 鋼材の種類と特性
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(2) 溶接方法、開先形状及び溶接材料の種類と特性

(3) 組合わせる材片の加工・組立精度、溶接部分の清浄度と乾燥状態

(4) 溶接材料の乾燥状態

(5) 溶接環境と溶接順序

(6) 溶接部の検査方法

２．作業者資格

受注者は、主要部の溶接にあたっては表３－３－１に該当する試験、もしくは

同等以上の検定試験に合格した溶接工を従事させなければならない。

また、受注者は、その工事に従事する溶接工の名簿を監督員に しなければ提出

ならない。

表３－３－１ 溶接工の資格一覧

溶接方法 資 格

溶接する継手の板厚及び溶接姿勢に対応した

被覆アーク溶接 ＪＩＳ Ｚ ３８０１「手溶接技術検定におけ

（手溶接） る試験方法及び判定基準」の認定試験に合格し

た者

溶接する継手の板厚及び溶接姿勢に対応した

半自動溶接 ＪＩＳ Ｚ ３８４１「半自動溶接技術検定に

おける試験方法及び判定基準」の認定試験に

合格した者

溶接する継手の板厚及び溶接姿勢に関係なく

サブマージアーク溶接 ＪＩＳ Ｚ ３８０１「手溶接技術検定におけ

（自動溶接） る試験方法及び判定基準」の「Ａ－２Ｆ」の

認定試験に合格した者

溶接方法及び溶接姿勢に対応したＪＩＳ Ｚ

ステンレス鋼の溶接 ３８２１「ステンレス鋼溶接技術検定におけ

る試験方法及び判定基準」の認定試験に合格

した者

(1) その他の資格

アルミニウムの溶接には、ＪＩＳ Ｚ ３８１１（アルミニウム溶接技術検定

における試験方法及び判定基準）の資格によるものとし、これら以外の溶接や

特殊鋼、非鉄金属等の溶接は、これらに熟練した溶接工を従事させなければな

らない。

３．溶接方法の選定、その他

(1) 受注者は、溶接方法及び母材の種類等により、適合する溶接棒を選定しなけ
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ればならない。

(2) 受注者は溶接施工にあたっては、次の事項に従わなければならない。

① 溶接部近傍の塗料、錆、油脂、水分、ミルスケールは完全に除去しなければ

ならない。

② 溶接にあたっては、材質、板厚、脚長等に応じた電圧・電流を選定すること。

特に既設設備との溶接を行う場合は、ひずみ等により機能、外観等に影響を

及ぼすことのないよう施工方法を検討する。

③ 手溶接の溶接姿勢は下向き溶接とする。

なお、製作上又は工程上やむを得ない場合には他の溶接姿勢によることが出

来る。

④ 主要部材の工場における板継溶接は、自動又は半自動溶接とすること。

なお、溶接線長が短い等の理由により自動又は半自動溶接が採用できない場

合には、手溶接を用いることが出来る。

４．溶接環境

受注者は、溶接現場の気象が次に該当する時は、溶接作業を行ってはならない。

(1) 雨天又は作業中に雨天になる恐れがあり、かつ防護施設を設けていない場合。

(2) 溶接施工部に次に示す風速以上の風があたる場合。

① 風速２ｍ／ｓ（半自動溶接）

② 風速５ｍ／ｓ（手動溶接）

(3) 気温が５℃以下の場合。

ただし、予熱等の措置を施す場合はこの限りではない。

(4) その他監督員が溶接を行うのが適切でないと認めた場合。

３－３－２ 溶接施工試験

１．一般事項

で明示された場合及び監督員の を得て特殊な溶接法を採用する場設計図書 承諾

合は、受注者の責任と費用負担により実際の施工条件に準じた条件で溶接施工試

験を行わなければならない。

ただし、受注者がすでに同種の施工試験又は施工実施の経験を持つ場合、資料

の ・検討により監督員の を得て、溶接施工試験を省略することが出来る。提出 承諾

２．溶接施工試験

溶接施工試験は、溶接継手の種類に応じて引張試験、曲げ試験、衝撃試験等を

行うものとする。
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なお、溶接施工試験の試験方法及び判定基準は表３－３－２とし、これによら

ない場合は、 によるほか、適用する技術基準等によるものとする。設計図書

表３－３－２ 溶接施工試験の試験方法及び判定基準

試験の種類 試 験 項 目 溶 接 方 法 試 験 片 の 試 験 片 の 試 験 方 法 判 定 基 準

形 状 個 数

引 張 試 験 図3-3-１に JIS Z 3121 ２ JIS Z 2241 引張強さが母材の

よる 1号 規格値以上

型曲げ試験 JIS Z 3122 ２ JIS Z 3122 原則として、亀裂

(19mm未満 が生じてはならな

裏曲げ) い。ただし、いか

突 合 せ (19mm以上 なる方向にも3mmを

溶 接 試 験 側曲げ) 超える又は著しい

欠陥がなければ合

格とする。

JIS Z 2202 各部位に JIS Z 2242 溶接金属及び溶接

衝 撃 試 験 Ｖノッチ試 つき 熱影響部で母材の

(ステンレ 験片 ３ 規格値以上(それぞ

ス鋼は除 れ３個の平均値)

く) (試験片採集位置は図3-3-2による）

マクロ試験 － １ JIS G 0553 欠陥があってはな

に準ずる らない

放射線透過 － 試験片継 JIS Z 3104 ２類以上

試験 手全長 または

JIS Z 3106

す み 肉 マクロ試験 図3-3-3に 図3-3-3 １ JIS G 0553 欠陥があってはな

溶 接 試 験 よる による に準ずる らない

浸 透 探 傷 試験片継 JIS Z 2343 割れ、2mm超の独立

試 験 手全長 -1 ・連続の線状又は

円形状、4mm超の分

散の指示模様は不

合格

最 高 硬 さ 最 高 硬 さ 図3-3-4に 図3-3-4 に １ JIS Z 2244 ＨＶ ≦370

試 験 試 験 よる よる

引 張 試 験 JIS B 1198 JIS B 1198 ３ JIS Z 2241 降伏点は235N/㎟以

上、引張強さは400

ス タ ッ ド ～550N/㎟以上、伸

溶 接 試 験 びは20%以上とす

る。ただし、溶接

部で切れてはいけ

ない。

曲 げ 試 験 JIS Z 3145 JIS Z 3145 ３ JIS Z 3145 溶接部に亀裂を生

じてはならない。

（注）ステンレスクラッド鋼溶接施工試験において、必要な場合は、ＪＩＳ Ｚ

３０４３（ステンレスクラッド鋼溶接施工方法の確認試験方法）を適用

すること。
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図３－３－１ 突合せ溶接試験、試験体形状及び試験片採取位置

図３－３－２ 衝撃試験片採取位置

図３－３－３ すみ肉溶接試験、試験体形状及び試験片採取位置

図３－３－４ 最高硬さ試験、試験体形状及び試験片採取位置
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３－３－３ 溶接材料

１．一般事項

受注者は、溶接材料の選定にあたって、要求継手性能を満足させるため、母材

の材質、強度、その他使用箇所の条件及び溶接施工条件等を考慮し、適切な溶接

材料を表３－３－３に基づき選定しなければならない。

表３－３－３ 溶接材料規格

分類 溶接材料規格

被覆アーク溶接棒 ＪＩＳ Ｚ ３２１１ 軟鋼、高張力鋼及び低温用鋼用被覆アーク

溶接棒

ＪＩＳ Ｚ ３２１４ 耐候性鋼用被覆アーク溶接棒

マグ溶接用ソリッ ＪＩＳ Ｚ ３３１２ 軟鋼、高張力鋼及び低温用のマグ溶接及び

ドワイヤ ミグ溶接ソリッドワイヤ

ＪＩＳ Ｚ ３３１５ 耐候性鋼用のマグ溶接及びミグ溶接用ソリ

ッドワイヤ

マグ溶接用フラッ ＪＩＳ Ｚ ３３１３ 軟鋼、高張力鋼及び低温用鋼用アーク溶接

クス入りワイヤ フラックス入りワイヤ

ＪＩＳ Ｚ ３３２０ 耐候性鋼用炭酸ガスアーク溶接フラックス

入りワイヤ

サブマージアーク ＪＩＳ Ｚ ３１８３ 炭素鋼及び低合金鋼用サブマージアーク溶

溶接材料（注） 着金属の品質区分

ＪＩＳ Ｚ ３３５１ 軟鋼及び高張力鋼用エレクロトスラグ溶接

ソリッドワイヤ並びにフラックス

ＪＩＳ Ｚ ３３５２ サブマージアーク溶接用フラックス

ステンレス鋼用溶 ＪＩＳ Ｚ ３２２１ ステンレス鋼被覆アーク溶接棒

接材料 ＪＩＳ Ｚ ３３２１ 溶接用ステンレス鋼溶加棒、ソリッドワイ

ヤ及び鋼帯

ＪＩＳ Ｚ ３３２３ ステンレス鋼アーク溶接フラックス入りワ

イヤ及び溶加棒

ＪＩＳ Ｚ ３３２４ サブマージアーク溶接によるステンレス鋼

溶着金属の品質区分及び試験方法

（注）サブマージアーク溶接材料は、ＪＩＳ Ｚ ３１８３（炭素鋼及び低合金鋼

用サブマージアーク溶着金属の品質区分及び試験方法）に基づく、該当す

るＪＩＳの溶接ワイヤとフラックスの組合せによること。

２．溶接材料

使用する溶接材料は、表３－３－４に基づき、要求される成分、機械的性質等

を満足しなければならない。
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表３－３－４ 鋼材の組合せによる溶接材料の使用区分

鋼材の組合せ 使用区分

強度の同じ鋼材を溶接する場合 母材と同等もしくはそれ以上の機械的性質を有す

る溶接材料

強度の異なる鋼材を溶接する場合 低強度の母材と同等もしくはそれ以上の機械的性

質を有する溶接材料

じん性の同じ鋼材を溶接する場合 母材の要求値と同等もしくはそれ以上のじん性を

有する溶接材料

じん性の異なる鋼材を溶接する場合 低じん性側の母材の要求値と同等もしくはそれ以

上のじん性を有する溶接材料

耐候性鋼と普通鋼を溶接する場合 母材と同等もしくはそれ以上の機械的性質、じん

性を満足する溶接材料

耐候性鋼と耐候性鋼を溶接する場合 母材と同等もしくはそれ以上の機械的性質、じん

性及び耐候性能を満足する溶接材料

鋼種の異なる異材溶接又はクラッド 溶接金属成分の希釈に対処し、耐食性能及び割れ

鋼の溶接をする場合 対策を満足する溶接材料

３．被覆アーク溶接棒

受注者は適用鋼種及び板厚により、被覆アーク溶接棒の使用区分を表３－３－

５に従って選定しなければならない。

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

表３－３－５ 被覆アーク溶接棒の使用区分

被 覆 材 の 系 統 適 用 鋼 種 及 び 板 厚（㎜）

低 水 素 系 以 外 の ＳＳ４００、ＳＭ４００（ｔ≦２５）

ア ー ク 溶 接 棒 ＳＳ４００、ＳＭ４００ （２５＜ｔ≦４０:予熱を行なう場合）

低 水 素 系 の ＳＳ４００、ＳＭ４００（２５＜t≦４０:予熱を行なわない場合）

ア ー ク 溶 接 棒 ＳＭ４９０以上、耐候性鋼（ＳＭＡ４００他）

（注） 主要部に使用するＳＳ４００は、最大板厚２２㎜以下とし、溶接施工性

について監督員の を得るものとする。承諾

溶接施工性は、溶接割れ感受性組成（ＰＣＭ）で確認することを基本と

し、次に示す溶接感受性組成算出式においてＰＣＭが０．３％以下でな

ければならない。

Si Mn Ni Cr Mo Cu V
5BＰＣＭ（％)＝Ｃ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

30 20 60 20 15 20 10
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上記の算出が困難な場合は、炭素等量（Ｃｅｑ）で確認することも出

来るものとし、その場合は、次に示す炭素等量算出式においてＣｅｑが

０．４％以下でなければならない。

Si Mn
Ｃｅｑ（％)＝Ｃ＋ ＋

24 6

４．被覆アーク溶接棒の乾燥

受注者は、被覆アーク溶接棒を表３－３－６に従って乾燥させなければならな

い。

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

表３－３－６ 被覆アーク溶接棒の乾燥温度と時間

溶接棒の種類 溶接棒の状態 乾燥温度 乾燥時間

低水素系以外の 乾燥（開封）後１２時間以

被覆アーク溶接棒 上経過したとき、もしくは １００～１５０℃ １時間以上

吸湿した溶接棒

低水素系被覆 乾燥（開封）後４時間以上

アーク溶接棒 経過したとき、もしくは吸 ３００～４００℃ １時間以上

湿した溶接棒

オーステナイト系 乾燥（開封）後４時間以上

ステンレス鋼の被 経過したとき、もしくは吸 １５０～２５０℃ ３０～６０分

覆アーク溶接棒 湿した溶接棒

５．フラックスの乾燥

受注者は、サブマージアーク溶接に用いるフラックスを表３－３－７に従って

乾燥させなければならない。

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

表３－３－７ フラックスの乾燥の温度と時間

フラックスの種類 乾 燥 温 度 乾 燥 時 間

溶融フラックス １５０ ～ ２００℃ １時間以上

ボンドフラックス ２００ ～ ２５０℃ １時間以上
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３－３－４ 材片の組合せ精度

１．厚さが異なる鋼板の突合せ溶接

受注者は、材厚の差が３㎜以上ある主要部材の突合せ溶接を行う場合は、厚い

板に１／４以下の勾配を付けて薄い方の厚さに合わせるものとする。

２．材片の組合せ精度

受注者は、材片の組合せ精度については表３－３－８の値としなければならな

い。

ただし、溶接施工試験によって誤差の許容量が確認された場合は、次の値以上

とすることが出来る。

表３－３－８ 材片の組合せ精度

項 目 組 合 せ 精 度

ルート間隔の誤差 規定値の±２．０㎜

（±１．０㎜）

区 分 母材板厚

板厚 水 門 扉 t≦２５ ２㎜以下

方向 t＞２５ ３㎜以下

突合せ溶接 材片 放 流 管 の 管 胴 t≦２０ １㎜以下

の段 ２０＜t＜６０ 母材板厚の５％以下

違い t≧６０ ３㎜以下

付属設備や放流 t≦１０ ２㎜以下

管のガーダ等の t＞１０ 母材板厚の２０％

主要耐圧部 ただし３㎜以下

裏 当 金 を 用 い る 場 合 の 密 着 度 ０．５㎜以下

開 先 角 度 規定値±１０°（±５°）

すみ肉溶接 材 片 の 密 着 度 １．０㎜以下

（注）表中の（ ）内はサブマージアーク溶接に適用する。

また、ルート間隔０の場合の精度は２．０㎜（１．０㎜）とする。

３－３－５ 予 熱

１．一般事項

部材の溶接においては、次により適切に予熱しなければならない。

(1) 予熱は、溶接線から両側１０㎝以上、アーク前方１０㎝以上の範囲を行わな

ければならない。
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(2) 溶接割れ感受性組成（ＰＣＭ）により予熱温度を適切に決定しなければなら

ない。

なお、予熱温度（ＴＰ）は、次の算定式によるものとする。

ただし、ＳＳ４００（板厚≦２２㎜）及びＳＭ４００（板厚≦２５㎜）及び

二次部材の予熱の要否について、ＰＣＭ値算出が困難な場合、炭素当量（Ｃｅ

ｑ）にて算出出来るものとし、炭素当量（Ｃｅｑ）が０．４０％を超える場合

は、溶接割れ感受性組成（ＰＣＭ）を確認し、予熱を行うものとする

また、ＰＣＭが表３－３－９の範囲にある場合は、表３－３－１０の予熱温

度を適用するものとする。

ＴＰ（℃）＝１，４４０ＰＷ－３９２

ＰＷ＝ＰＣＭ＋ＨＧＬ／６０＋Ｋ／４０，０００

溶接金属の拡散性水素量（ＨＧＬ）：低水素系被覆アーク溶接の場合

２ｍｌ／１００ｇ

サブマージアーク溶接の場合

１ｍｌ／１００ｇ

ガスシールドアーク溶接の場合

１ｍｌ／１００ｇ

溶接継ぎ手の拘束度（Ｋ）：２００ｔＮ／㎜・㎜

表３－３－９ 予熱温度の標準を適用するＰＣＭの条件（％）

SM490 SM520 SMA490W鋼種

SM400 SMA400W
SM490Y SM570 SMA570W板厚（㎜）

２５以下 ０．２４％ ０．２４％ ０．２６％ ０．２６％ ０．２６％

以 下 以 下 以 下 以 下 以 下

２５を超え ０．２４％ ０．２４％ ０．２６％ ０．２７％ ０．２７％

５０以下 以 下 以 下 以 下 以 下 以 下

－ －５０を超え ０．２４％ ０．２７％ ０．２９％

１００以下 以 下 以 下 以 下
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表３－３－１０ 予熱温度の標準

（℃）予熱温度

鋼 種 溶接方法 板厚区分（㎜）

２５以下 ２５超～ ４０超～ ５０超～ ７５超～

４０以下 ５０以下 ７５以下 １００以下

低水素系以外

－ － －の溶接棒によ 予熱なし ４０～６０

る被覆アーク

溶接

低水素系の溶SM400
２０ ２０～４０ ４０～６０ ６０～８０接棒による被 予熱なし

覆アーク溶接

サブマージア

ーク溶接

２０ ２０～４０ ４０～６０ガスシールド 予熱なし 予熱なし

アーク溶接

低水素系の溶

－ －接棒による被 予熱なし ２０ ２０～４０

覆アーク溶接

サブマージアSMA400W
－ －ーク溶接 予熱なし 予熱なし ２０

ガスシールド

アーク溶接

低水素系の溶

２０～４０ ４０～６０ ６０～８０ ８０～ １００～接棒による被

１００ １２０SM490 覆アーク溶接

サブマージアSM490Y
２０ ２０～４０ ６０～８０ ８０～ーク溶接 予熱なし

１００ガスシールド

アーク溶接

低水素系の溶

２０～４０ ６０～８０ ６０～８０ １００～ １２０～接棒による被

１２０ １４０SM520 覆アーク溶接

サブマージアSM570
４０～６０ ４０～６０ ８０～ １００～ーク溶接 予熱なし

１００ １２０ガスシールド

アーク溶接

低水素系の溶

－ －接棒による被 ２０～４０ ６０～８０ ６０～８０

覆アーク溶接SMA490W
サブマージアSMA570W

－ －ーク溶接 予熱なし ４０～６０ ４０～６０

ガスシールド

アーク溶接

（注）予熱なしについては、気温（室内の場合は室温）が５℃以下の場合は２０

℃以上に予熱する。

(3) 仮付溶接は、前項で算出した温度＋５０℃を予熱温度とする。

(4) 最高硬さ試験において予熱なしで最高硬さ（Ｈｖ）が３７０を超えた場合は、

予熱しなければならない。

(5) 十分な施工性を確保でき、品質に影響がない場合は、監督員の により予承諾
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熱を行わなくても良いものとする。

(6) オーステナイト系及びオーステナイト・フェライト系のステンレス鋼は、予

熱・後熱を実施しないものとする。

(7) 受注者は、マルテンサイト系のステンレス鋼の予熱・後熱を表３－３－１１

に従って実施しなければならない。

表３－３－１１ 予熱後熱条件

分 類 母 材 予 熱 後 熱 条 件

ＳＵＳ４０３ ・Ｄ４１０では、予熱 ２００～４００ ℃

マルテンサイト系 ＳＵＳ４１０ 後熱 ８４０～８７０ ℃を行う。

・Ｄ３０９、Ｄ３１０では、予熱 １００～２００℃

を行う。

(8) 鋼材のミルシートから次式により計算した炭素当量が０．４０％を超える場

合。

Mn Si Ni Cr Mo V Cu
Ceq＝C＋― ＋ ― ＋ ― ＋ ― ＋ ― ＋ ― ＋(―)(％)

6 24 40 5 4 14 13

３－３－６ 焼なまし

１．一般事項

受注者は、次の事項のいずれかに該当する場合、溶接後炉内加熱による応力除

去焼なましを行わなければならない。

(1) ４９０Ｎ/㎟以上の強度の鋳鍛鋼品と鋼板を溶接で組み立てた部材で、溶接に

よる熱影響部の延性や切欠じん性が低下し、構造部材として支障がある部材。

(2) 溶接継手が集中して残留応力による変形が発生して機能が損なわれると認め

られる部材。

(3) 厚板を溶接して組立て、その後機械加工を行い所定の精度が必要な部材。

２．炉中焼なまし

受注者は炉中焼なましを、ＪＩＳ Ｚ ３７００（溶接後熱処理方法）（又はこ

れと同等もしくはそれ以上の規格）に従って実施しなければならない。

３．焼なましが困難な大型構造物

受注者は、現地で溶接を行うため応力除去焼なましが困難な大形構造物の場合、

調質を行った鋼材などで脆性破壊の恐れのない場合等は、前項の条件にかかわら

ず監督員の を得て他の方法に変えることが出来る。承諾
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４．応力除去焼なまし

受注者は、オーステナイト系及びオーステナイト・フェライト系ステンレス鋼

の応力除去焼なましを行ってはならない。

ただし、溶接後機械加工を行い、所定の精度を確保するために焼なましが必要

な場合は、次の事項によるものとする。

(1) 低炭素（炭素含有量０．０３％以下）オーステナイト系ステンレス鋼を使用

する。

(2) 応力除去焼なまし後、酸洗いを行い、酸化皮膜を除去する。

(3) 焼なましの温度と保持時間は、次のとおりとする。

焼きなましの温度：８５０～９００℃

保 持 時 間：厚さ２５㎜で１時間

２５㎜を超える場合は２５㎜につき６０分加算

３－３－７ 溶接施工

１．仮付け溶接

(1) 本溶接の一部となる仮付け溶接は、本溶接と同等の施工方法を行うものとす

る。

なお、仮付け溶接の品質は、本溶接同様に良好なものにしなければならない。

(2) 仮付け溶接は、本溶接を行う溶接工と同等の資格を持つ者を従事させるもの

とする。

(3) 仮付け溶接のすみ肉（又は換算）脚長は４㎜以上とし、長さは５０㎜以上と

する。

(4) 仮付け溶接は、組立終了後までにスラグを除去し、溶接部表面に割れがない

事を確認するものとする。

２．組 立

受注者は、部材の組立については補助治具を有効に利用し、無理のない姿勢で

溶接出来るように考慮しなければならない。

また、母材と異なる材質の支持材やストロングバックなどを母材に仮付けする

ことは避けなければならない。

３．溶接施工

(1) 溶接前の部材の清掃と乾燥

溶接線近傍の黒皮、錆、塗料、油などの有害物は、適切に除去しなければな

らない。



101

また、水分が付着している場合は、溶接近傍を乾燥しなければならない。

(2) エンドタブ

① 突合せ溶接などの施工にあたっては、溶接の始端、終端にエンドタブを使用

しなければならない。

② 母材がステンレス鋼の場合は、エンドタブは同じ種類のステンレス鋼を使用

しなければならない。

③ エンドタブは、溶接終了後、材質に応じた切断方法により除去し、その跡を

グラインダ仕上げするものとする。

(3) すみ肉溶接の施工

材片の隅角部で終わるすみ肉溶接は、スカラップを設け隅角部をまわして連

続的に施工しなければならない。

(4) 突合せ溶接の施工

突合せ溶接に際しては、裏溶接を行わなければならない。

ただし、裏側が完全に溶け込む溶接方法等の場合はこの限りではない。

なお、裏溶接する前にはアークエアガウジング等により裏はつりを行い、表

溶接部の不完全溶接部を完全に除去するものとする。

(5) ステンレスの溶接施工

ステンレス鋼の溶接に使用する溶接材料は、設計で要求されるステンレス鋼

の特性が確保出来るものを使用して施工しなければならない。

４．異材溶接施工

受注者は、ステンレス鋼と炭素鋼との溶接及びステンレスクラッド鋼の溶接は、

耐食性及び割れを考慮し、適切な溶接材料、継手形状、施工法を選定しなければ

ならない。

５．溶接順序

(1) 本溶接を行うにあたっては、部材又は継手形状、母材の材質、板厚並び溶接

方法、溶接姿勢に応じ、ひずみ、変形を極力少なくするよう、溶接順序、溶接

速度、アーク電流、ア―ク電圧等に注意しなければならない。

(2) 交差溶接継手の溶接は、一般の溶接継手と同様に、残留応力の軽減及び溶接

熱履歴による母材の硬化、脆性化を防止出来る溶接工法を採用しなければなら

ない。

６．ガスシールドアーク溶接

ガスシールドアーク溶接については、風防を十分に行い、アーク近傍の風速が

３ｍ／ｓを超えないよう施工しなければならない。
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３－３－８ 検査方法

受注者は主要な溶接部について、表３－３－１２に示す検査を実施しなければなら

ない。

表３－３－１２ 検査方法

種 類 継手区分 検査項目 検査方法

割れ・ピット・オーバラップ・ 目視

外観・寸法検査 全 般 アークストライク

アンダーカット 目視・スケール

突合せ溶接 余盛高さ ・ゲージ

すみ肉溶接 脚長

全 般 表面欠陥 浸透探傷試験

非破壊検査 磁粉探傷試験

突合せ溶接 内部欠陥 放射線透過試験

超音波探傷試験

耐食性検査 クラッド鋼 耐食性 硫酸銅試験

１．検査方法

(1) 非破壊試験方法

① 放射線透過試験

放射線透過試験の方法及びきずの分類方法は、次のＪＩＳにより行う。

ＪＩＳ Ｚ ３１０４ 鋼溶接継手の放射線透過試験方法

ＪＩＳ Ｚ ３１０６ ステンレス鋼溶接継手の放射線透過試験方法

② 超音波探傷試験

超音波探傷試験の方法及び試験結果の分類方法は、次のＪＩＳにより行う。

ＪＩＳ Ｚ ３０６０ 鋼溶接継手の超音波探傷試験方法

③ 浸透探傷試験

浸透探傷試験の方法及び指示模様の分類方法は、次のＪＩＳにより行う。

ＪＩＳ Ｚ ２３４３－１ 非破壊試験－浸透探傷試験－

第１部：一般通則：浸透探傷試験方法及び浸透指示模様の分類

④ 磁粉探傷試験

磁粉探傷試験の方法及び試験結果の分類方法は、次のＪＩＳにより行う。

ＪＩＳ Ｇ ０５６５ 鉄鋼材料の磁粉探傷試験方法及び磁粉指示模様の

分類
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３－３－９ 欠陥部の補修

１．一般事項

受注者は、欠陥部の補修にあたっては、次の事項に留意しなければならない。

(1) 補修によって母材に与える影響を検討し、注意深く行わなければならない。

(2) 補修方法は表３－３－１３に示すとおりとする。

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

表３－３－１３ 欠陥の補修方法

欠 陥 の 種 類 補 修 方 法

母材表面に凹みを生じた部分は、溶接肉盛りの後グラインダ

ア ー ク ス ト ラ イ ク 仕上げする。わずかな痕跡のある程度のものは、グラインダ

仕上げのみでよい。

仮 付 け 溶 接 欠陥部をアークエアガウジング等で除去し、必要であれば再

度仮付け溶接を行う。

溶 接 わ れ われ部分を完全に除去し、発生原因を究明して、それに応じ

た再溶接を行う。

溶接ビード表面のピット グラインダやアークエアガウジングでその部分を除去し、再

溶接する。

オ ー バ ラ ッ プ グラインダで削り整形する。

溶接ビード表面の凹凸 グラインダ仕上げする。

ア ン ダ カ ッ ト ビード溶接した後、グラインダ仕上げする。

内部欠陥

（融合不良・溶込み不良 アークエアガウジングでその部分を除去し、再溶接する。

・ブローホール・スラグ

巻込み）

ハンマ打撃検査で溶接部の破損したものは完全に除去し、母

ス タ ッ ド 溶 接 の 欠 陥 材面を整えたのち再溶接する。

アンダカット余盛不足に対する被覆棒での補修溶接は行わな

い。

(3) 補修溶接のビード長さは４０㎜以上とし、予熱等の配慮を行うものとする。

(4) ステンレス鋼をアークエアガウジングをする場合は、ガウジング後グライン

ダにて炭素を除去し、補修を行わなければならない。

２．矯 正

受注者は、溶接によって部材の変形が生じた場合、プレス又はガス炎加熱法に

よって矯正しなければならない。

ただし、ガス炎加熱方法を用いる場合の加熱時の鋼材表面温度は、焼なまし温
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度以下とし、赤熱状態からの水冷は行ってはならない。

なお、調質鋼については、加熱による機械的性質への影響に配慮して温度管理

を行わなければならない。

３．ステンレス鋼の加熱温度

受注者はステンレス鋼、特にオーステナイト系ステンレス鋼を加熱する場合、

鋭敏化を起こさない加熱温度で処理しなければならない。

第４節 ボルト接合等

３－４－１ 一般事項

１．添接材

ボルト接合及びリベット接合の添接材は、表３－４－１に示す値以上とする。

表３－４－１ 添接材の最小板厚

添 接 材 の 種 類 片 面 添 接 材 両 面 添 接 材

主継手 その他継手 一般の場合 さら頭の場合

添 接 材 の 厚 さ １．２５ｔ １．０ｔ ０．６ｔ ０．７ｔ

（注）表中のｔは、母材の厚さ（㎜）を示す。

２．せん断縁

受注者は、主要接合部板端のせん断縁については板厚の１／４以上（最小３

㎜）に相当する幅を削り取らなければならない。

ただし、板端が平滑な場合はそのまま使用することが出来る。

３－４－２ 普通ボルト接合

１．一般事項

ボルトは、ねじ部でせん断力を受けさせてはならない。

２．ゆるむ恐れのある箇所

振動等で、ゆるむ恐れのある箇所のボルト接合に使用されるナットのゆるみ止

めはロックナット、ピン、小ねじ、特殊座金等の確実なものを使用し、ナットの

ゆるみが設備の機能を損なう又は重大な事故を生じる恐れのある箇所については、

二重のゆるみ止めを施すものとする。

特に、軸方向に荷重が作用するボルト接合については、ボルト締付時のボルト
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軸力の管理と接合される部材の剛性に留意しなければならない。

３．鋳鍛造品

鋳鍛造品の締付け箇所は、座ぐり等の処置を行うものとする。

４．ボルト孔

ボルト孔は、板面に対して垂直にあけるものとし、ボルト孔直径はボルト呼び

径に対して適切な隙間を加えたものとする。

５．接合面

受注者は、接合にあたっては、接合面の異物を除去、清掃を行い部材相互間が

密着するように締付けなければならない。

３－４－３ 高力ボルト接合

１．一般事項

摩擦接合に使用するボルト・ナット・座金は、ＪＩＳ Ｂ １１８６（摩擦接合

用高力六角ボルト・六角ナット・平座金のセット）もしくはこれと同等の規格の

ものを用いなければならない。

２．孔径及び精度

ボルトの孔径及び精度は、表３－４－２、表３－４－３に示すとおりとする。

表３－４－２ ボルトの孔径

ボ ル ト の 呼 び（㎜) ボ ル ト の 孔 径(㎜)

摩 擦 接 合 支 圧 接 合

Ｍ２０ ２２．５ ２１．５

Ｍ２２ ２４．５ ２３．５

Ｍ２４ ２６．５ ２５．５

表３－４－３ ボルトの孔径の許容量

ボ ル ト の 呼 び（㎜) 孔 径 の 許 容 量(㎜)

摩 擦 接 合 支 圧 接 合

Ｍ２０ ＋０．５ ＋０．３

Ｍ２２ ＋０．５ ＋０．３

Ｍ２４ ＋０．５ ＋０．３

（注）摩擦接合の場合は、１ボルト群の２０％に対しては、＋１．０mmまで認

めてもよいものとする。
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３．高力ボルト支圧接合

高力ボルト支圧接合の場合は、打込式高力ボルト接合によるものとする。

４．高力ボルト継手の接合

受注者は、高力ボルト継手の接合を摩擦接合とする場合、接合される材片の接

触面を０．４以上のすべり係数が得られるように次に示す処理を施さなければな

らない。

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

(1) 接触面を塗装しない場合、接触面は黒皮を除去して粗面とする。材片の締付

けにあたっては接触面の浮錆、油、泥などを十分に清掃して取り除く。

(2) 接触面を塗装する場合、表３－４－４に示す条件に従い、厚膜形無機ジンク

リッチペイントを使用する。

表３－４－４ 厚膜形無機ジンクリッチペイントを塗布する場合の条件

項 目 条 件

接 触 面 片 面 あ た り の 最 小 乾 燥 塗 膜 厚 ３０μｍ以上

接 触 面 の 合 計 乾 燥 塗 膜 厚 ９０～２００μｍ以上

乾 燥 塗 膜 中 の 亜 鉛 含 有 量 ８０％以上

亜 鉛 末 の 粒 径 （ ５ ０ ％ 平 均 粒 径 ） １０μｍ程度以上

(3) 亜鉛めっきの場合、すべり係数が０．４以上確保出来るよう表面処理を行う

ものとする。

５．プライマ塗装

支圧接合の場合は、プライマ塗装の除去を省略することが出来る。

６．添 接

受注者は、部材と添接板あるいはガセットとを締付けにより密着させなければ

ならない。表面にくい違いのでた部材を添接する場合には、表３－４－５による

ものとする。

表３－４－５ 表面にくい違いがある部材の添接

実際のくい違い量 処 理 方 法

１㎜以下 処理不要。

３㎜未満 くい違い量テーパをつけて落とす。

３㎜以上 充填材を入れる。
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７．ボルト締付器具等

受注者は、ボルト締付器具等については、定期的に目盛校正を行いその精度が

確認されたものを用いなければならない。

なお、目盛校正は締付け施工前に行わなければならない。

また、ボルト締付器具等に振動、衝撃を与えた場合も実施するものとする。

８．ボルトの締付け

ボルト軸力の導入は、ナットをまわして行うものとする。

ただし、やむをえず頭まわしを行う場合は、受注者の責任と費用負担によりト

ルク係数値の変化を確認しておかなければならない。

９．トルク法

受注者は、ボルトの締付けをトルク法によって行う場合、締付ボルト軸力がボ

ルトに均一に導入されるよう締付トルクを調整しなければならない。

10．締付ボルト軸力

(1) 受注者は、摩擦接合及び支圧接合のボルトを表３－４－６に示すボルト軸力

が得られるように締付けなければならない。

表３－４－６ 設計ボルト軸力

ボルトの等級 呼び径 設計ボルト軸力

Ｍ２０ １３３kＮ

Ｆ８Ｔ Ｍ２２ １６５kＮ

Ｍ２４ １９２kＮ

Ｍ２０ １６５kＮ

Ｆ１０Ｔ Ｍ２２ ２０５kＮ

Ｍ２４ ２３８kＮ

(2) 受注者は、締付ボルト軸力を設計ボルト軸力の１０％増しにして締付けるも

のとする。

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

(3) 受注者は、トルシア形高力ボルトの締付ボルトについては、ボルトを締付け

る前に一つの製造ロットから５組の供試セットを無作為に抽出し、軸力試験を

行わなければならない。

また、試験の結果の平均値が表３－４－７及び表３－４－８に示す範囲に入

らなければならない。



108

表３－４－７ 常温時（10℃～30℃）の締付ボルト軸力の平均値

ボルトの等級 ねじの呼び １製造ロットのセットの締付

ボルト軸力の平均値

Ｍ２０ １７２～２０２kＮ

Ｓ１０Ｔ Ｍ２２ ２１２～２４９kＮ

Ｍ２４ ２４７～２９０kＮ

表３－４－８ 常温以外（0℃～10℃、30℃～60℃）の締付ボルト軸力の平均値

ボルトの等級 ねじの呼び １製造ロットのセットの締付け

ボルト軸力の平均値

Ｍ２０ １６７～２１１kＮ

Ｓ１０Ｔ Ｍ２２ ２０７～２６１kＮ

Ｍ２４ ２４１～３０４kＮ

11．締付確認

提(1) 受注者は、ボルト締付後、締付確認を速やかに行い、その結果を監督員に

しなければならない。出

(2) 受注者は、ボルトの締付確認を次のように行うものとする。

① トルク法による場合は、次のいずれかの方法により締付け、確認を行うも

のとする。

1) 自動記録計の記録紙により、ボルト全数について行うものとする。

2) トルクレンチにより、各ボルト群の１０％のボルト本数を標準として締

付確認を行うものとする。

② トルシア形高力ボルトの場合は、全数につきピンテールの切断の確認とマ

ーキングによる外観確認を行うものとする。

③ 回転法による場合は、全数につきマーキングによる外観確認を行い、締付

角度が次に規定する範囲内であることを確認するものとする。

回転が不足のものは、所定回転角まで増し締付けを実施する。回転角が過

大なものについては、新しいボルトセットに取替え締め直しを実施する。

なお、回転法は、Ｆ８Ｔ、Ｂ８Ｔのみに用いるものとする。

1) ボルト長が径の５倍以下の場合：１／３回転(１２０°)±３０°

2) ボルト長が径の５倍を超える場合：施工条件に一致した予備試験により

目標回転角を決定する

12．高力ボルトの採用

高力ボルトの採用にあたっては、水密に関係が無い場所、錆の発生を防止出来
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る場所とし、水の浸透する箇所、ボルトが腐食する恐れがある箇所、母材と添接

材の合わせ面の防食が困難な箇所等に使用してはならない。

13．高力ボルトの規格

高力ボルトを使用する場合は、Ｆ８Ｔ、Ｆ１０Ｔを使用することを原則とし、

それ以外の高力ボルトを使用する場合は、監督員の を得なければならない。承諾

14．溶接と高力ボルト摩擦接合の共用

受注者は、溶接と高力ボルト摩擦接合とを共用する場合、溶接の完了後に高力

ボルトを締付けるものとする。

溶接に伴う変形については、設計時に考慮するか又は施工時に変形に留意して

施工する等の対策を施すこととする。

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

３－４－４ リベット接合

１．一般事項

リベット接合にあたっては、リベット接合に従事した経験を有する者に施工さ

せなければならない。

２．規 格

リベット材と母材の組合せについては表３－４－９に示すもの、もしくはこれ

と同等以上のものを使用しなければならない。

表３－４－９ リベット材と母材の組合せ

母 材 リベット材

一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

溶接構造用圧延鋼材 ＳＭ４００ ＳＶ３３０又はＳＶ４００

耐候性熱間圧延鋼材 ＳＭＡ４００

溶接構造用圧延鋼材 ＳＭ４９０ ＳＶ４００

耐候性熱間圧延鋼材 ＳＭＡ４９０

（注）上表により難い場合は、ＳＳ４００にて曲げ性及び縦圧性その他品質を

確認し、ＳＶ４００規格を満足すれば使用することが出来る。

３．リベットの孔直径

リベットの孔直径は、適用する技術基準等によるほか、 によるものと設計図書

する。
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４．事前作業

受注者は、リベット打ちに先だち鋼材の接触面を清掃し、リベット孔を正しく

重ね、仮締めボルト及びドリフトピン等によって締付けを行わなければならない。

５．リベット打ち

受注者は、リベット打ちにあたっては、リベットハンマを使用し、また、当て

盤には空気当て盤を使用しなければならない。

なお、スペースの制約から空気当て盤を使用できない場合には、人力当て盤を

用いるものとする。

６．リベットの欠陥

打ったリベットは、リベット孔を満たし、リベット頭は規定の形状を保ち、ゆ

るみ、焼きすぎ及び有害な割れ、剥離などの欠陥があってはならない｡

７．加 熱

受注者は、リベット全体を９００～１，１００℃程度に均一に加熱し、スケー

ルなどの付着物を取り除いた後、温度が降下しないうちに手早くリベット締めを

行わなければならない｡

なお、加熱しすぎたリベットは、使用してはならない。

８．プライマ塗装

受注者は、接合される材片の接触面に、プライマ塗装を行わなければならない｡

９．検 査

受注者は、リベット施工完了後、速やかに検査を行い、欠陥のあるリベットは

切取り、再びリベット締めをしなければならない｡

10．リベットの補修

受注者は、ゆるいリベットについてはコーキングや冷却後の追い打ちによる補

修をしてはならない。不良リベットを切り取る場合には、母材に損傷を与えたり、

付近のリベットをゆるませたりする恐れのない方法を採用しなければならない｡

第５節 塗 装

３－５－１ 一般事項

１．基 準

受注者は、塗装にあたっては、 によるほか「機械設備工事塗装要領設計図書

（案）・同解説（国土交通省）」による。

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

２．塗り重ね



111

塗料を塗り重ねる場合は、下地となる塗料への影響及び付着性を考慮し塗料を

選定しなければならない。

３．禁止事項

受注者は、次に示す条件となる場合には塗装を行ってはならない。

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

(1) 塗料ごとに許容される温度・湿度範囲を外れるとき。

(2) 塗装表面が結露しているとき、もしくは結露の恐れがあるとき。

(3) 風が強いとき又は塵埃が多く、かつ防護施設を設けていない場合。

(4) 塗料の乾燥前に降雪、降雨、降霜もしくは霧の恐れがある屋外作業の場合。

(5) 被塗装面が５０℃以上又は５℃以下となるとき。

(6) その他監督員が不適当と認めた場合。

４．保 管

塗料は、引火性が高く危険であるため取扱い及び管理に注意しなければならな

い。

また、直射日光を受けない場所に保管しなければならない。

５．攪 拌

塗料は、開缶後に容器の底部に顔料が沈澱しないように攪拌したうえ、速やか

に使用しなければならない。

６．塗装塗布方法

受注者は、エアレススプレー又はハケ等を使用し、塗り残し、気泡、むら等が

なく全面が均一な厚さとなるように塗装しなければならない。

７．必要膜厚の確保

受注者は、溶接部やボルト接合部分及びその他構造の複雑な部分についても、

標準膜厚の７０％以上を確保しなければならない。

８．塗装禁止箇所

受注者は、塗装によって機能上支障が生じる箇所（リミットスイッチ類、摺動

部、歯車歯面部、ローラ踏面、水密ゴムやワイヤロープ等）については、塗装し

てはならない。

また、施工にあたっては、これら箇所に塗料が付着しないようにしなければな

らない。

９．機械加工面等への処理

機械加工面、溶接開先などの非塗装面は、適切な防錆処理を施さなければなら

ない。
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10．素地調整

受注者は、素地調整完了まで、速やかに施工しなければならない。

11．塗装間隔

受注者は、塗り重ねを行う場合は、適切な塗装間隔を確保しなければならない。

12．水 没

水没するものについては、水没するまでに塗装後必要な養生（乾燥）日数を確

保しなければならない。

13．換 気

受注者は、密閉部内面の塗装にあたっては換気を行い、火気及び引火の恐れの

ある静電気の発生を防止し、作業員の安全を確保しなければならない。

14．周囲への配慮

受注者は、塗装にあたって、周囲の環境対策、防塵対策を施さなければならな

い。

15．塗装色

(1) に明示されてない箇所に行う塗装の色については、監督員の を設計図書 承諾

受けなければならない。

(2) 上塗りに用いる塗料は、変退色の小さなものでなければならない。

16．配管系統の塗装色

(1) 配管の系統が多く、識別が困難な場合は、表３－５－１に示す塗装を行うこ

ととする。

なお、ステンレス鋼管等の塗装できない配管については塗色と同じ色テープ

を巻くものとする。

表３－５－１ 配管系統の塗装色

配 管 系 統 名 塗 装 色

燃 料 系 統 赤 色

作 動 油 系 統 黄 色

潤 滑 油 系 統 橙 色

空 気 系 統 白 色

排 気 系 統 銀 色

清 水 系 統 淡 青 色

原 水 系 統 濃 青 色
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３－５－２ 素地調整

１．一般事項

受注者は、被塗装物表面の素地調整を行った後、塗装を行わなければならない。

なお、素地調整は、 に明示された素地調整種別に応じて、表３－５－設計図書

２の仕様を適用しなければならない。

表３－５－２ 素地調整

素地調整 施工後の金属面
素地調整の内容

種 別 （ＩＳＯ ８５０１－１）

１種 ブラストによる処理を行い、塗膜、さび、その Ｓａ２ １／２相当

他付着物を除去し、正常な金属面とする。

２種 ブラスト又はパワーツールによる処理を行い、 Ｓａ２、Ｓｔ３相当

塗膜、さび、その他付着物を全て除去する。

パワーツールによる処理を行い、活膜部以外の

３種 塗膜不良部（ふくれ、はがれ、われ等）、さ Ｓｔ３相当

び、その他付着物を全て除去する。

４種 パワーツール等による処理を行い、塗膜表面の Ｓｔ２相当

劣化物、その他付着物を除去する。

２．一次プライマ

受注者は、素地調整を行ったときは発錆防止等のため、ただちに金属前処理塗

装（以下「一次プライマ」という。）を施さなければならない。

一次プライマは、エッチングプライマ又はジンクリッチプライマのいずれかと

する。

３．汚れの除去

受注者は、素地又は前層塗装に付着した油脂、汚れや海塩粒子などの有害物質

を塗装の前に入念に除去しなければならない。

４．有害薬品の使用禁止

受注者は、施工に際し、有害な薬品を用いてはならない。

５．周辺環境への配慮

現場において素地調整を行う場合は、ブラスト材及び劣化塗膜片などの飛散に

よる周辺環境への影響を及ぼさないよう適切な措置を施すものとする。

６．その他

受注者は、塗替塗装時の素地調整面については、速やかに第１層目を塗るもの
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とする。

なお、天候の急変その他の事情で同日中に第１層目を塗り終えることができな

かった場合は、塗り残し面を再度素地調整しなければならない。

３－５－３ 工場塗装

１．一般事項

組立後塗装困難となる部分は、監督員の を得てあらかじめ塗装を完了させ承諾

るものとする。

２．現場溶接部分の塗装

受注者は、現場溶接を行う部分及び溶接線から幅１０㎝の部分（両側２０㎝）

は、一次プライマ以外の塗装を行ってはならない。

ただし、母材板厚、溶接方法、姿勢、裏はつりの有無等によって熱影響範囲が

異なるため必要に応じて適宜決定しなければならない。

３．コンクリート接触面の塗装

受注者は、コンクリートとの接触面については塗装を行ってはならない。

ただし、コンクリート付着強度に影響を与えないプライマはこの限りではない。

４．機械加工面の処理

受注者は、開閉装置等の機械仕上げ面に、防錆油等を塗布しなければならない。

５．非塗装面の処理

受注者は、溶接開先面など非塗装面に、適切な防錆処理を施さなければならな

い。

ただし、溶接及び塗膜に悪影響を及ぼす恐れのあるものについては溶接及び塗

装前に除去しなければならない。

なお、受注者は防錆剤仕様については、監督員の を得なければならない。承諾

３－５－４ 現場塗装

１．一般事項

受注者は、塗装中に他の構造物や周囲に塗料等を飛散させてはならない。

なお、飛散の恐れがある場合には適切な処置を講ずるものとする。

２．汚れの除去

受注者は、工場塗装した塗装面に塗り重ねる場合、付着した油脂、汚れや海塩

粒子などの有害物質を入念に除去しなければならない。
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３．塗装間隔

受注者は、各層の塗装養生期間を適切に保たなければならない。

なお、各塗料ごとの塗装間隔を超えた場合は、塗料の種類に応じて肌荒らし等

の処置を施すものとする。

４．塗膜の補修

受注者は、施工済みの塗膜が損傷した場合、補修しなければならない。

なお、補修塗装を行う場合の塗装仕様及び乾燥時間は施工済みの塗装と同一の

ものとしなければならない。

５．塩分測定

受注者は、海上輸送部材・海岸部に置かれた部材等、塩分付着の疑いがある場

合は、受注者の費用負担により被覆面の塩分測定を行い、塩分量が１００ｍｇ／

㎡（ＮａＣｌ換算）以上付着している場合は、表面の塩分除去を行わなければな

らない。

３－５－５ 塗装記録

受注者は、塗装が完了後、塗装年月、塗料及び素地調整の種類（名称、規格）、塗

料、会社名、塗装回数、施工者名、塗装面積等を記録した塗装記録を監督員の し指示

た位置に表示しなければならない。

第６節 防 食

３－６－１ 溶融亜鉛めっき

１．水没部分のめっき

水没する部分は、めっきをしてはならない。

２．規 格

受注者は、溶融亜鉛めっきの種類、付着量、試験等をＪＩＳ Ｈ ８６４１（溶

融亜鉛めっき)、ＪＩＳ Ｈ ０４０１（溶融亜鉛めっき試験方法）又はこれらと同

等以上の規定に従って行わなければならない。

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

３．めっき作業

受注者は、溶融亜鉛めっき作業をＪＩＳ Ｈ ９１２４（溶融亜鉛めっき作業指

針）又はこれらと同等以上の規定に従って行わなければならない。

４．表面の洗浄

受注者は、素材の表面については油脂類を除去し、酸化物（黒皮、赤錆等）を
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酸洗い又はブラスト等によって完全に除去しなければならない。

また、フラックス処理により活性化を促し、良好な亜鉛の付着を図らなければ

ならない。

なお、水素脆性の恐れがある鋼材は酸洗いをしてはならない。

５．予熱温度

予熱乾燥は約１２０℃とし、亜鉛（めっき）浴温度は、鋼材の場合約４３０～

４７０℃、ボルト・ナットの場合約４８０～５５０℃とする。

６．空気だまり、変形の防止

受注者は、めっき槽に漬ける際に空気だまりが出来ない様な設計をしなければ

ならない。

また、密閉された部材や熱変形の恐れのある部材をめっきする場合は 空気抜、

きや変形防止材を設ける等の処置を施さなければならない。

７．熱変形

受注者は、溶融亜鉛めっきを施工するにあたって、構造物に有害な熱変形を生

じさせないよう設計を行わなければならない。

８．付着量

付着量は、 に明示された場合を除き、表３－６－１による。設計図書

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

表３－６－１ 溶融亜鉛めっき付着量

記 号 付着量(g/㎡) 適 用

ＨＤＺ３５ ３５０以上 厚さ１㎜以上２㎜以下の鋼材・鋼製品、直径１２㎜以上のボル

ト・ナット及び厚さ２．３㎜を超える座金類

ＨＤＺ４０ ４００以上 厚さ２㎜を超え３㎜以下の鋼材・鋼製品及び鋳鍛造品類

ＨＤＺ４５ ４５０以上 厚さ３㎜を超え５㎜以下の鋼材・鋼製品及び鋳鍛造品類

ＨＤＺ５０ ５００以上 厚さ５㎜を超える鋼材・鋼製品及び鋳鍛造品類

ＨＤＺ５５ ５５０以上 過酷な腐食環境下で使用される鋼材・鋼製品及び鋳鍛造品類

３－６－２ 金属溶射

１．水没部の金属溶射

水没する部分は、金属溶射をしてはならない。

２．規 格

受注者は、亜鉛、アルミニウム及びそれらの合金溶射は、ＪＩＳ Ｈ ８３００

（溶射被膜の品質）、ＪＩＳ Ｈ ９３００（溶射作業標準）の規定に従って行わ
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なければならない。

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

３．作業員

受注者は、溶射工事にあたっては、職業能力開発推進法に基づき実施された金

属溶射に関わる検定に合格したものに作業を行わせなければならない。

ただし、受注者は溶射工事の経験を６ヶ月以上有する作業員で、監督員が同等

以上の資格を有すると認めた作業員に作業を行なわせることが出来る。

４．前処理

前処理は、共通仕様書３－５－２第１項の１種ケレン（ＩＳＯ ８５０１－１

Ｓａ２ １／２相当以上）とし溶射の種類及び等級に応じてブラスト材等の粒度を

選定するものとする。

５．協議事項

受注者は、溶射にあたっては、次の事項の処理方法について監督員と しな協議

ければならない。

(1) ケレン作業又は溶射作業にあたって死角となるもの。

(2) 作業中破損又は変形の恐れのあるもの。

(3) 表面状態が著しく不良のもの又は欠陥のあるもの。

(4) 著しく角張った端部のあるもの。

６．膜 厚

受注者は、 に明示された場合を除き、膜厚は０．１５㎜（片面膜厚）設計図書

以上としなければならない。

３－６－３ 電気防食

１．一般事項

電気防食は、外部電源方式又は流電陽極方式とし、選定は によるもの設計図書

とする。

２．防食電位

受注者は、電気防食を施工した場合、基準電極により電位を確認しなければな

らない。

なお、電位は基準電極に応じて、それぞれ表３－６－２より低い電位でなけれ

ばならない。
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表３－６－２ 各種金属の防食電位

金 属 種 防 食 目 標 防食電位（Ｖ）

鉄 鋼 部 分 －０．６０以下

全 面 －０．７７以下

アルミニウム合金 部分若しくは全面 －０．８７～－１．０５

ス テ ン レ ス 鋼 部分若しくは全面 －０．５０以下

（注）1.電位は、飽和甘こう電極基準値を示す。

2.人工海水塩化銀電極の場合は、－０．０１Ｖを加える。

３．電極の位置

受注者は、外部電源方式における電源電圧はＤＣ６０Ｖ以下にし、電極の位置

を被防食体に対し電流分布を良好にするように定めなければならない。

４．防食対象物への接続

受注者は、外部電源方式の場合、極をとり違えることなく防食対象物に確実に

接続しなければならない。

なお、防食対象物の近傍に他の鋼構造物がある場合には、それが腐食しないよ

う対策を行わなければならない。

５．陽極材

流電陽極方式に使用する陽極材はアルミニウム合金、マグネシウム合金、亜鉛

合金とし、防食対象物への取付けはボルト又は溶接によるものとする。

承諾なお、陽極材として上記以外のものを用いる場合には、受注者は監督員の

を得なければならない。

第７節 輸 送

３－７－１ 輸 送

１．一般事項

受注者は、現場への製品及び機材等の搬入に先立ち、搬入の方法、経路、時期、

現場事情等について施工計画書に記載し しなければならない。提出

２．事前協議

受注者は、輸送に先立ち、必要に応じ所轄警察署及び道路管理者と するも協議

のとする。
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また、これらの費用は受注者の負担とする。

３．輸送中の損傷

受注者は、輸送中に製品等に損傷を与えた場合は監督員に速やかに した後、報告

に従い受注者の責任と費用負担により処置を講じなければならない。指示

３－７－２ 荷 造 り

１．一般事項

受注者は、輸送中の製品の損傷、汚損、腐食を防止するために受注者の責任と

費用負担により発送前に堅固に荷造りしなければならない。

２．軸等の輸送

受注者は、軸、歯車、軸受等の輸送にあたっては、傷及び錆を生じさせてはな

らない。

３．ワイヤロープ等の輸送

受注者は、ワイヤロープ、ゴムベルト、電線等の輸送にあたっては折り曲げ等

により変形を生じさせてはならない。

４．計器類の輸送

受注者は、計器、操作盤等の輸送にあたっては緩衝材により保護するとともに

雨や塵挨の悪影響が及ばないようにしなければならない。

５．鋳物類の輸送

受注者は、特に鋳物類の輸送にあたっては衝撃等により損傷を生じさせてはな

らない。

６．海上輸送

受注者は、機器を海上輸送する場合の梱包要領は、ＪＩＳ Ｚ ０３０１（防湿

包装方法）、ＪＩＳ Ｚ ０３０３（さび止め包装方法通則）に準拠するものとし、

必要な塩害対策及び耐熱処理を処さなければならない。

３－７－３ 積 卸 し

１．一般事項

受注者は、製品の積卸しにあたっては作業員の安全を確保し、製品に変形、損

傷等が生じないようにしなければならない。

２．積重ね

受注者は、製品を積重ねする場合は台座、敷材等を使用し製品に損傷を与えて

はならない。
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３．積卸し

受注者は、積卸しにあたっては、玉掛け用ワイヤロープによる傷、変形等を生

じさせてはならない。

４．計器の積卸し

受注者は、計器、操作盤等の積卸しにあたっては有害な衝撃を与えてはならな

い。

５．資 格

受注者は、資格を必要とする作業については、有資格者を従事させるものとす

る。

３－７－４ 仮 置 き

１．一般事項

受注者は、工事現場で製品及び材料を仮置きする場合、 に明示された設計図書

指定場所又は監督員と した場所に、整理整頓して仮置きしなければならない。協議

２．原動機等の仮置き

受注者は、原動機、減速機、電動機、操作盤、計器等は屋内に仮置きしなけれ

ばならない。

ただし、屋外専用として設計されているものは、この限りではない。

３．ワイヤロープ等の仮置き

受注者は、ワイヤロープ、スピンドル、ベアリング等を仮置きする場合、高温、

多湿な場所をなるべくさけ、保管に際しては油脂を塗布する等の防錆処置を講じ

なければならない。

４．未塗装製品の仮置き

受注者は、塗装していない製品を長期間仮置きする場合、シート等により保護

しなければならない。

５．製品の仮置き

受注者は、製品を仮置きする場合、枕木等の上に仮置きしなければならない。

６．仮置き時の防護

受注者は、製品が仮置き台からの転倒、他部材との接触による損傷がないよう

に受注者の責任と費用負担により防護しなければならない。

７．損傷等

受注者は、仮置き中に製品及び材料に損傷、汚損、腐食が生じた場合、監督員

に した後、 に従い受注者の責任と費用負担による処置を講じなければな報告 指示
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らない。

３－７－５ 保 管

受注者は契約期間中、現場での製品、機材等の保管を受注者の責任において行わな

ければならない。

また、保管中の盗難、損失、損傷等を防止しなければならない。

第８節 据 付

３－８－１ 一般事項

１．受注者は、施工計画書に記載した要領に基づき、安全かつ設備機能を損なわな

いよう据付けしなければならない。

また、工事の据付作業にあたっては、品質機能の確保を図るため、同種工事の

経験を有する作業者を従事させなければならない。

さらに、資格を必要とする作業については、有資格者を従事させるものとする。

３－８－２ 仮設機材

１．一般事項

受注者は、据付に必要な仮設資材及び機械器具を に明示された条件に設計図書

基づき、受注者の責任と費用負担により準備しなければならない。

２．必要電力等

受注者は、据付に必要な電力、光熱、用水等を に明示された条件に基設計図書

づき、受注者の責任と費用負担により準備しなければならない。

３．倉庫等

受注者は、倉庫、現場事務所、作業員宿舎、通信設備等については に設計図書

明示された条件に基づき、受注者の責任と費用負担により準備しなければならな

い。

３－８－３ 据 付

１．据付基準点

受注者は、据付に先立ち、据付に必要な据付基準点（ＢＭ）を監督員の の立会

もとに確認しなければならない。

なお、据付基準点は、 又は監督員の によるものとする。設計図書 指示

２．仮基準点
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受注者が据付に使用する仮基準点（仮ＢＭ）の設置（更新を含む）は、測量に

関する有資格者が行うものとする。

なお、仮ＢＭ、引照点の設置及び維持管理は、受注者の負担とする。

３．精 度

受注者は、詳細図及び工場での仮組検査記録等をもとに、規定の許容差内に正

確に据付なければならない。

４．不可視部分の段階確認

受注者は、コンクリート埋設物についてはコンクリート打設前に、地中埋設物

については埋戻し前に、現場溶接を行う水門の扉体等については溶接前に、監督

員による段階確認を受けなければならない。

なお、段階確認については、共通仕様書第１章１－１６－１によるものとする。

５．重量物の据付

受注者は、重量物の据付にあたってはクレーン等の機材を使用して行うものと

し、据付中のものを不安定な状態に放置してはならない。

６．安全確保

受注者は、据付にあたって、受注者の責任と費用負担により据付架台等を設置

し、施工の安全を確保しなければならない。

７．災害後の作業

受注者は、据付中に地震、強風、大雨等があった場合、再度作業を開始する前

に、機材、足場、地盤等の状態及び現場内の環境を点検し安全を確認してから作

業を行わなければならない。

８．埋設金物の据付

受注者は、別途工事のコンクリート構造物に金物を埋設する場合、事前に監督

員と しなければならない。埋設金物の据付は、 に明示された条件に協議 設計図書

基づいて行わなければならない。

９．コンクリート打設

受注者は、コンクリート打設の際、機器等にコンクリートが付着する恐れのあ

る部分については、事前に機器等を保護しなければならない。

10．養 生

受注者は、据付したすべての機器については据付後から工事完了まで、損傷、

腐食、汚れ等が生じないように養生して注意を払わなければならない。
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第９節 配 管

３－９－１ 一般事項

１．配管材料

受注者は、配管材料の選定については流体の種類、使用環境、施工方法に応じ

たものを選ばなければならない。

２．配管位置等

受注者は、配管図等に基づいて、配管の位置、勾配、接続及び支持を正確に行

わなければならない。

また、施工後、機器の運転に伴う振動等の影響を受けないよう考慮しなければ

ならない。

３．管の切断

受注者は、管の切断にあたって、断面が変化しないように管軸心に対して直角

に切断し、切口は平滑に仕上げ、管を接合するまえに内部を点検し、削りくず等

の異物のないことを確認しなければならない。

なお、配管の施工を一時中断する場合は、管や機器の内部に異物が混入しない

ようにカバーやキャップ等で保護しなければならない。

４．管の接合

受注者は、管の接合についてはねじ接合、フランジ接合又は溶接接合で行い、

ねじ接合はＪＩＳ等に準拠したものとし、フランジ接合は適切なパッキン等を使

用してボルトを均等に締付けて行わなければならない。ステンレス鋼管の溶接接

合は、ＴＩＧ溶接法等適切な方法によらなければならない。

なお、油圧配管用にホースを使用する場合は、ソケット接合によってもよいも

のとする。

５．継 手

受注者は、配管の立上がり部、管路途中の機器の取付け両端等には、フランジ

継手又はユニオン継手を設け、管及び機器の取外しが容易なものにしなければな

らない。

６．凍結の恐れのある配管

受注者は、凍結の恐れのある配管については、 に明示された条件に基設計図書

づき保温又は配管内の排水等が出来るようにしなければならない。

７．変位等の対策

受注者は、振動、温度変化、不等沈下及び相対変位が予測される継目等の箇所

については、可とう伸縮継手等を設けなければならない。
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なお、地震等による不等沈下等、受注者が変位量を予測できない箇所の対策に

ついては による。設計図書

８．水密性の確保

受注者は、水密性が要求されるコンクリート壁面等を貫通する配管は、シーリ

ング材等により間隙を充填しなければならない。

９．防火壁

受注者は、防火壁等を貫通する配管の間隙をモルタル等の不燃材料で充填しな

ければならない。

10. 高熱を発する排気管

受注者は、高熱を発する排気管については壁貫通部の間隙を断熱材料で充填し、

壁に悪影響を与えないようにするとともに、高熱部に対して容易に触れる恐れの

ないように処置を施し配管しなければならない。

11. 油配管

油配管は、煙突などの火気部、高熱部等に対して影響を受けない間隔を保持す

るものとする。

12. 防護対策、隔壁

受注者は、配管が電気配線と同一近接又は交差する場合、「電気設備に関する

技術基準を定める省令」（以下「電気設備技術基準」という）第２０４条に従っ

て防護対策を施さなければならない。

なお、電気配線と同一ピット内に配管する場合は、配線との間に鋼板等による

隔壁を設けるものとする。

ただし、燃料配管と電気配線を同一ピット内に配管する場合は､燃料配管を下に

配置し、配線との間に鋼板等の隔壁を設けなければならない｡

13. 横走り配管及び立管の布設

受注者は、横走り配管には排水等の可能な勾配を設け、立管には中間振れ止め

を施し、最下部を固定しなければならない。

なお、中間振れ止めは、伸縮を可能にするものとする。

14. 油圧配管用の管材

受注者は、油圧配管用の管材はステンレス鋼管とし、現場での切断、曲げ加工、

溶接等が終了後、酸洗いを行い、配管完了後にフラッシング油で配管内を洗浄し

なければならない。

なお、工場において酸洗いを行って現場に納入し、現場にて、切断、曲げ加工、

溶接等を行わない油圧配管については、酸洗いを省略出来る。
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15. 圧力配管

受注者は、油圧配管等の圧力配管を施工する場合は、配管終了後、定格圧力の

１．５倍以上の圧力で２分間の耐圧試験を行い、漏れがないことを確認するもの

とする。

ただし、油圧シリンダ等のアクチュエータについては、工場における単体の耐

圧試験を行うものとし、現地据付後に耐圧試験を実施してはならない。

16. 色区分等

受注者は、露出・ピット内配管を共通仕様書第３章３－５－１第１６項に規定

された塗色により色区分するとともに、通常の状態における流れ方向及び行き先

を適当な間隔で表示しなければならない。

また、管路のバルブ等には通常における「常時開」「常時閉」等の状態表示の

名札を付けるものとする。

３－９－２ 地中配管

１．一般事項

地中埋設管はステンレス鋼管とし、土質条件等を考慮して選定する。炭素鋼鋼

管を使用する場合は、昭和４９年自治省告示第９９号（製造所及び取扱所の位置、

構造及び設備の技術上の基準の細目を定める告示）第３条に規定する塗覆装を行

うものとする。

２．衝撃防護

受注者は、埋設管の分岐部、曲がり部などの衝撃を受けやすい箇所には、必要

に応じてコンクリートもしくは他の方法で衝撃防護を行わなければならない。

３．ねじ接合

受注者は、地中埋設の油配管でねじ接合を行う場合は、継手部に適切な点検口

を設けなければならない。

４．地中配管

受注者は、地中配管を行う場合には、次の事項に留意して掘削・埋戻しを行わ

なければならない。

(1) 掘削幅は、地中配管の施工が可能な最小幅とする。

(2) 受注者は、掘削を所定の深さまで行った後、転石や突起物を取除き突固めを

行うとともに、掘削土を埋戻す場合は下層土は下層に、上層土は上層とし埋設

表示テープを敷設し埋戻しを行わなければならない。

ただし、コンクリート巻立て又はＵ字側溝等のコンクリート二次製品等で保
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護される場合は、この限りではない。

なお、掘削土を埋戻しに使用しない場合は、監督員の を得た良質土によ承諾

り行わなければならない。

(3) 埋戻しは、１層の仕上り厚さが３０㎝ごととなるよう均一に締固めて、順次

行わなければならない。

(4) 受注者は、掘削にあたって埋設物を発見した場合は、速やかに監督員と処置

方法について しなければならない。協議

(5) 道路の掘削工事の施工にあたっては、交通の安全につき、道路管理者及び所

轄警察署と するとともに、関係法令に基づき、安全対策を講じなければな協議

らない。

なお、舗装の切取りはカッタ等により行い、周囲に損傷を与えないようにす

るとともに、埋設後は原形に復旧しなければならない。

３－９－３ 露出配管

１．一般事項

露出配管は、取付け取外しに適した各配管の相互間隔を保つとともに、支持金

物、台座等により床、壁面より同様な間隔を保ち整然と配管するものとする。

また、配管数が多い場合は同系統の配管を集約させるものとする。

２．支持間隔

受注者は、露出配管の支持間隔を表３－９－１のとおりにしなければならない。

また、吊り金具で支持する場合は、地震等により脱落のないように支持し、床

上配管は台座等で支持するものとする。

表３－９－１ 露出配管の支持間隔（単位：ｍ）

呼 び 径 （ Ａ ） ２０以下 ２５～４０ ５０～８０ １００ ～ １５０ ２００以上

間 隔 鋼管 １．８以下 ２．０以下 ３．０以下 ４．０以下 ５．０以下

- - - -銅管 １．０以下

３－９－４ ピット内配管

１．一般事項

受注者は、配管支持金物を、排水に支障のないようピット側壁又は底部に設け

なければならない。

また、ピットには取外し可能な蓋を設置し、ガタツキ防止対策を施さなければ
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ならない。

２．配管方法

受注者は、ピット内では管を交錯させないように配管し、ピットより立上げる

場合は鉛直に立上げなければならない。

３．排水管

受注者は、ピットには、排水を考慮して勾配をつけ排水管を設置しなければな

らない。

また、必要に応じて集水枡を設けなければならない。

ただし、油圧配管等で外部に油が漏れると影響のあるものについては、ピット

外部に排水しないようにしなければならない。

４．ピット施工

受注者は、ピット施工にあたっては型わく等を使用して施工し、 に明設計図書

示された場合にはモルタル仕上を行わなければならない。

５．支持間隔

受注者は、ピット内配管の支持間隔を共通仕様書第３章３－９－３第２項のと

おりにしなければならない。

第１０節 電気配線

３－１０－１ 一般事項

１．一般事項

受注者は、関係法令に基づいて電気配線を行わなければならない。

２．離隔距離

受注者は、信号用ケーブルと動力用ケーブルを同一ピット内等に設ける場合は

定められた離隔距離を確保して布設するものとする。やむを得ず接近する場合は、

適宜防護対策を施さなければならない。

なお、外部の温度が５０℃以上となる排気管等の発熱部と配線とは、１５㎝以

上離すものとする。

３．電線の接続

受注者は、次により電線の接続を行わなければならない。

(1) 電線の接続は、ジョイントボックス等で行い、管又はフロアダクト等の内部

で接続してはならない。

なお、機器と操作盤等の途中では、配線を接続しないものとする。

(2) 電線の接続部分は、電線の被覆部分と同等以上の絶縁効力があるように処理
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するものとする。

(3) 電線相互の接続は、圧着接続端子等の接続金具を使用して行うものとする。

４．電線と機器の接続

受注者は、次により電線と機器の接続を行わなければならない。

(1) 接続は、振動等により緩む恐れのある場合、スプリングワッシャ等を用いた

対策をとるものとする。

(2) 電線と機器端子の接続点は、電気的及び機械的に適切な工具を使用し確実に

行い、接続点に張力が加わらないよう接続するものとする。

(3) 機器端子が押ねじ形、クランプ形、押締形、又はこれに類する構造の場合は

端子の構造に適した太さの電線を１本接続するものとする。

ただし、１端子に２本以上の電線を接続出来る構造の端子には、２本まで接

続してよいものとする。

(4) 巻き締め構造の端子には、電線をねじのまわりに３／４周以上１周以下巻き

付けるものとする。

(5) コード吊り金具は、コードファスナを使用するか、適当な張力止めを行い端

子に直接質量がかからないようにする。

(6) 電動機接続箇所の立上部の短小な配管には、可とう電線管を用いるものとす

る。

ただし、接続用端子を付属していないもの及びエントランスキャップ以後な

どの配線はテープ巻きとする。

(7) 水中電動機に付属するキャブタイヤケーブルの接続点は、水気のないところ

に設けるものとする。

５．ビニル電線の色別

受注者は、ビニル電線を使用する場合は、表３－１０－１のとおり色別しなけ

ればならない。

(1) 接地線は、緑色とする。

また、色別困難な場合は、端子部においてビニルキャップ等で識別してもよ

いものとする。

なお、ビニル電線以外でもこの色別を準用するものとする。

(2) 電線を分岐する場合は分岐前の色別による。

ただし、分電盤２次側の単相２線式回路の電圧側の色は、赤、黒、いずれか

の色に統一してもよいものとする。
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表３－１０－１ ビニル電線の色別

電圧種別 電 気 方 式 接 地 側 電 圧 側

高 圧 三相３線式 赤・白・青―

単相２線式 赤 ・ 黒―

低 圧 単相３線式 白又は薄青 赤 ・ 青

三相３線式 ― 赤・白・青

三相４線式 白又は薄青 赤・白・青

直 流 負極 青 正極 赤

６．絶縁抵抗

絶縁抵抗及び絶縁耐力は、次によるものとする。

(1) 低圧電線路における電線相互間及び電線と大地間の絶縁抵抗値は、開閉器な

どで区切る電路ごとに５００Ｖ絶縁抵抗計で測定する。

(2) 低圧における据付時の絶縁抵抗値は、５ＭΩとする。

なお、整備・点検時においては、１ＭΩを目安に総合的に判断する。

(3) 高圧の屋内配線、架空配線及び地中配線に対する絶縁耐力は、電線相互間及

び電線と大地間に最大使用電圧の１．５倍の試験電圧を加え、連続して１０分

間これに耐えることとする。

ただし、交流用ケーブルにおいては交流による試験電圧の２倍の直流電圧に

よって試験を行ってもよい。

３－１０－２ 金属管配線

１．一般事項

金属管配線に用いる電線は、絶縁電線等（屋外用ビニル電線は除く）とし、金

属管の種類は屋内配線ではＪＩＳ Ｃ ８３０５（鋼製電線管）の薄鋼電線管、屋

外配線又はコンクリート埋設部ではＪＩＳ Ｃ ８３０５（鋼製電線管）の厚鋼電

線管を使用するものとする。

２．電線管

電線管は、電線の占積率が３２％以下となる大きさを基本とする。

ただし、管長さが６ｍ以下で途中の屈曲が少なく容易に電線を引き替えること

が出来る場合は、電線の占積率は４８％以下とすることが出来る。

また、端口及び内面は電線の被覆を損傷しないようになめらかなものとする。

３．プルボックス等

受注者は、電線管の配線が１区間で３０ｍを超える場合又は技術上必要と認め
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られる箇所には、プルボックス又はジョイントボックス等を設けなければならな

い。

４．電線管の固定

受注者は、電線管を固定する場合は、サドル又はハンガー等の支持金物により

取付け、その支持間隔は２ｍ以下としなければならない。

なお、管端、管相互又は管とボックス等の接続点では、管端、接続点に近い個

所も固定しなければならない。

５．管の曲げ半径

管の曲げ半径は、管内径の６倍以上とし、曲げ角度は９０°を超えてはならな

いものとする。

また、１区間の屈曲箇所は４ヶ所以下とし、曲げ角度の合計が２７０°を超え

てはならない。２７０°を超える場合には、プルボックス又はジョイントボック

スを設けなければならない。

６．予備配線

受注者は、予備配管に通線用のビニル被覆鉄線（心線径１．６㎜以上）を入れ

ておかなければならない。

７．ボンディング

受注者は、接地を施す配管とボックス（ねじ込形を除く）との接続箇所には、

電動機容量又は配線用しゃ断器などの定格電流に応じた太さの裸軟銅線によるボ

ンディングを行わなければならない。

なお、ボンド線の太さは、表３－１０－３及び表３－１０－４に示す値のもの

を使用する。

表３－１０－３ ボンド線の太さ

配線用しゃ断器などの定格電流（Ａ） ボンド線の太さ

１００ 以下 ２．０㎟ 以上

２２５ 以下 ５．５㎟ 以上

６００ 以下 １４．０㎟ 以上

表３－１０－４ 電動機用配管のボンド線の太さ

２００Ｖ級電動機 ４００Ｖ級電動機 ボンド線の太さ

７．５ｋＷ 以下 １５ｋＷ 以下 ２．０㎟ 以上

２２ｋＷ 以下 ４５ｋＷ 以下 ５．５㎟ 以上

３７ｋＷ 以下 ７５ｋＷ 以下 １４．０㎟ 以上
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８．接地工事

受注者は、金属配管路の接地工事については、関係法令に従って行なわなけれ

ばならない。

９．支持間隔

垂直に布設する管路内の電線は、ボックス等により表３－１０－５に示す間隔

で支持するものとする。

表３－１０－５ 垂直管路内の電線支持間隔

電線の太さ（㎟) 支持間隔(ｍ)

３８ 以下 ３０ 以下

１００ 以下 ２５ 以下

１５０ 以下 ２０ 以下

２５０ 以下 １５ 以下

２５０ 超過 １２ 以下

10．管の埋設等

受注者は、 により管の埋設又は貫通施工を行わなければならないが、設計図書

障害物がある場合などは監督員と しなければならない。協議

11. コンクリートに埋設する管

受注者は、コンクリートに埋設する管には、管端にパイプキャップ、ブッシン

グキャップ等を用いて水気、塵埃等の進入を防ぐとともに、コンクリート打設後

に型枠を取り外した後、速やかに管路の清掃及び導通確認を行わなければならな

い。

12. 管の切り口

受注者は、管の切り口をリーマ等で平滑に仕上げ、雨のかかる場所では管端を

下向きに曲げ雨水が侵入しないようにしなければならない。

また、受注者は湿気、水分のある場所に布設する配管及びジョイントボックス

等に防湿又は防水処理を施さなければならない。

３－１０－３ 合成樹脂管配線

１．一般事項

コンクリート埋設部は、ＪＩＳ Ｇ ８４３０（硬質塩化ビニル電線管）、地中

埋設部は、ＪＩＳ Ｃ ３６５３（電力用ケーブルの地中埋設の施工方法）に適用

する電線管を使用するものとする。
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２．管の固定

受注者は、管を固定する場合はサドル等の支持金物により取付け、その支持間

隔は１．５ｍ以下としなければならない。

３．コンクリートへの埋設管

受注者は、管をコンクリートに埋設する場合、打設時の温度差による伸縮を考

慮して伸縮カップリングを設けなければならない。

４．コンクリートへの埋設以外の管路

受注者は、コンクリート埋設管以外の管路においても伸縮の生じる箇所に伸縮

カップリングを設けるものとし、伸縮カップリング部分はルーズ接続しなければ

ならない。

５．管相互接続

受注者は、管相互の接続はカップリングにより行うものとし、専用の接着材を

用いて完全に接続しなければならない。

６．その他

その他については、共通仕様書第３章３－１０－２に準じて行うものとする。

３－１０－４ ケーブル配線

１．一般事項

ケーブルラックの水平支持間隔は、鋼製では２ｍ、アルミ製では１．５ｍを基

本とする。

ただし、直接部と直接部以外の接続点は、接続に近い箇所で支持する。

また、受注者はケーブルラック又は支持する金物は、天井及び壁などの構造体

にラック本体及び布設されるケーブルなどの荷重に耐える強度を有する吊りボル

ト又はアンカーボルトを用いて取付けるものとする。

２．垂直支持間隔

ケーブルラックの垂直支持間隔は３ｍ以下とする。

ただし、配線室内などの部分は、６ｍ以下の範囲内で各階支持としてもよいも

のとする。

３．ボンディング

受注者は、ケーブルラックの端部及び自在形屈曲部に共通仕様書第３章３－１

０－２第７項に準じたボンディングを行い、電気的に接続するものとする。

４．ケーブルの布設

受注者は、ケーブルをケーブルラック上に絡み合うことなく布設し、水平部で
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は３ｍ以下、垂直部では１．５ｍ以下の間隔ごとに結束してケーブルラックに留

めなければならない。

５．名 札

受注者は、ケーブルの両端及び必要な箇所にプラスチック製等の名札を取り付

け、回路の種別や行先などを表示しなければならない。

６．支持間隔

受注者は、ケーブルを構造物に沿って配線する場合にはケーブルに適合するサ

ドルなどで被覆を損傷しないように堅固に取付け、その支持間隔は２ｍ以下とし

なければならない。

ただし、側面、下面及び人の触れる恐れのある場所では１ｍ以下としなければ

ならない。

７．ケーブルの折り曲げ

受注者は、ケーブルを曲げる場合には被覆が傷まぬようにし、その屈曲半径は

高圧の場合ケーブル径の８倍（単芯ケーブルの場合１０倍)以上、低圧の場合６倍

（単芯ケーブルの場合８倍）以上とし、光ケーブルの場合は種類、径に応じた屈

曲半径としなければならない。

８．ケーブルの保護

受注者は、ケーブルが構造物を貫通する場合には合成樹脂等でケーブルを保護

しなければならない。

また、管が移動しないように管止めも施さなければならない。

３－１０－５ 地中配線

１．一般事項

地中配線の電線はケーブルとし、配線は管路式、直接埋設式又は暗渠式による

ものとし、選定は によるものとする。設計図書

２．地中配管

受注者は、地中配管を行う場合には、次の事項に留意して掘削・埋戻しを行わ

なければならない。

(1) 掘削幅は、地中配管の施工が可能な最小幅とする。

(2) 受注者は、掘削を所定の深さまで行った後、転石や突起物を取除き突固めを

行うとともに、掘削土を埋戻す場合は下層土は下層に、上層土は上層とし埋設

表示テープを敷設し埋戻しを行わなければならない。

ただし、コンクリート巻立て又はＵ字側溝等のコンクリート二次製品等で保
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護される場合は、この限りではない。

なお、掘削土を埋戻しに使用しない場合は、監督員の を得た良質土によ承諾

り行わなければならない。

(3) 埋戻しは、１層の仕上り厚さが３０㎝ごととなるよう均一に締固めて、順次

行わなければならない。

(4) 受注者は、掘削にあたって埋設物を発見した場合は、速やかに監督員と処置

方法について しなければならない。協議

(5) 道路の掘削工事の施工にあたっては、交通の安全につき、道路管理者及び所

轄警察署と するとともに、関係法令に基づき、安全対策を講じなければな協議

らない。

なお、舗装の切取りはカッター等により行い、周囲に損傷を与えないように

するとともに、埋設後は原形に復旧しなければならない。

３．ケーブルの接続

受注者は、ケーブルの接続を行う場合には防水性のある接続材を用いハンドホ

ール又はマンホールで行うものとし、ハンドホール内等ではケーブルには余裕を

もたせなければならない。

また、受注者はハンドホール等の要所でケーブルにプラスチック製等の名札を

取付け、回路の種別、行き先等を表示しなければならない。

４．ハンドホール等

受注者は、 にて施工を指示されている場合、ハンドホール、マンホー設計図書

ルに関して次の施工を行わなければならない。

(1) ハンドホール、マンホールの大きさ及び構造は、ケーブルの引き入れ及び曲

げに適したものとする。その構造は鉄筋コンクリート造りとし、その中の水を

排除出来るものとし、マンホール首部はモルタル仕上げとする。

(2) マンホールの壁には、ケーブル及び接続部等を支える支持金物を堅固に取付

け支持金物には木製又は陶製の枕を設ける。

(3) マンホール蓋は、鋳鉄製で水の侵入し難い構造とし、車輌その他重量物の圧

力を受ける恐れのある場所では、それに耐える強度を有するものとする。マン

ホール蓋、ハンドホール蓋にはそれぞれに用途、その他の必要事項を表示する

ものとする。

(4) 深さ１．４ｍを超えるマンホールを設置したときは、昇降用金属梯子を１施

設に対して１台具備するものとする。

ただし、タラップ付マンホールの場合は必要ないものとする。
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５．管路式

受注者は、管路式の場合の施工について次の事項を遵守しなければならない。

(1) 地中埋設の管は、曲げてはならない。やむを得ず曲げる場合には、監督員の

により埋設管の位置を表示するマークを地表に埋め込まなければならない。指示

(2) 配管には防錆処理を行うものとする。

(3) ケーブルの引き入れに先立ち管内を清掃し、ケーブルは丁寧に引き入れ、管

端部はケーブルを損傷しないように保護する。

６．直接埋設式

受注者は、直接埋設式の場合の施工について次の事項を遵守しなければならな

い。

(1) 地面を掘削し、トラフをすき間のないように敷きならべて、その中にケーブ

ルを布設し、トラフ内には川砂又は山砂を充填する。

(2) 合成樹脂管を布設する場合は、掘削後、上記(1) に準じ川砂又は山砂を均一

に５０㎜程度敷均した後に布設し、管の上部を同材質の砂を用いて締固めしな

ければならない。

(3) 管又はトラフの土かぶりは０．６ｍ以上とし、車輌その他重量物の圧力を受

ける恐れのある場所は１．２ｍ以上とする。

３－１０－６ プルボックス

１．一般事項

プルボックス又は支持する金物は、天井スラブ及び壁などの構造体に、吊りボ

ルト又はアンカーボルトを用いて取付けるものとする。

２．支持点数

プルボックスの支持点数は、４箇所以上とする。

ただし、長辺の長さが３００㎜以下のものは、２箇所としてもよい。

３－１０－７ 電力柱及び通信柱

１．建 柱

(1) 鉄筋コンクリート柱又は鋼管を柱体とする鉄柱（以下「鋼管柱」という）で、

末口１９㎝以下及び設計荷重が６．８７Ｎ以下の架空電線路の支持物の根入れ

は、全長が１５ｍ以下の場合は全長の１／６以上、１５ｍを越え１６ｍ以下の

場合は、２．５ｍ以上とする。

ただし、傾斜地、岩盤などでは、根入れ長さを適宜増減してもよい。
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(2) 水田その他地盤が軟弱な箇所では、特に堅牢な１．２ｍ以上の根かせを使用

し、その埋設深さは、地下０．３ｍ以上とする。

(3) コンクリート根かせは、径１２㎜以上の亜鉛めっきＵボルトで締付けるもの

とする。

(4) 建柱場所付近に支障物がある場合は、損傷を与えないようにしなければなら

ない。

(5) 鋼板組立柱は、太い部材から組立を行うものとし、接合方法に注意し、連結

するものとする。

(6) 鋼板組立柱には、以下の場合に底板を使用する。

ただし、コンクリート基礎を使用した場合は、この限りではない。

① 引留柱及び角度柱で支線を取付ける場合。

② 変圧器などの重量物を取付ける場合。

③ 地盤が湿地、その他軟弱な場合。

(7) 鋼板組立柱の地表面から２．４ｍ以上の位置に足場ボルトを取付けるものと

する。

(8) 鋼板組立柱の根入れは１段目の地表面高まで、内部に砂又は生コンクリート

を充填するものとする。

(9) 架空電線路の支持物は、足場金具及び名札（建設年月日、管理番号、その他

指定事項記載）を設けるものとする。

なお、足場金具等は、道路に平行に取付けるものとし、地上２．６ｍの箇所

により、低圧架空線では最下部電線の下方約１．２ｍ、高圧架空線では高圧用

アームの下方約１．２ｍの箇所まで、順次柱の両側に交互に取付け、最上部は

２本取付けるものとする。

(10) Ｈ柱を構成する電柱材料は、同一材料を使用するものとする。

２．支 線

(1) 支線の安全率は２．５以上とし、許容引張荷重は４．３１ｋＮ以上とする。

(2) 支線は、素線を３条以上より合わせたものとし、素線には直径２．０㎜以上

で、かつ引張強さが６８６Ｎ／㎟以上の亜鉛めっき鋼線を使用する。

また、支線を支持物に取付ける場合には、適合した支線バンドを用いて取付

けるものとする。

(3) 支線の根かせの埋設深さは本柱根入れの深さによるものとする。

(4) 高圧架空電線路に使用する支線には玉がいしを取付け、その位置は支線が切

断された場合にも地上２．５ｍ以上となる箇所とする。
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(5) 人及び車両の交通に支障の恐れがある支線には、支線ガードを設けるものと

する。

３．腕 金

(1) 腕金は、これに架線する電線の太さ及び条数に適合するものとする。

なお、腕金にがいしを取付ける場合は、必要に応じ亜鉛めっきを施したがい

し振止用金具を使用するものとする。

(2) 腕金は、１回線に１本設けるものとし、負荷側に取付けるものとする。

なお、電線引留柱においては、鋼板組立柱にあっては電線の張力側、その他

の電柱にあっては電線の張力の反対側とする。

(3) 腕金は、電線路の内角が大きい場合は、電柱をはさみ２本抱き合わせとし、

内角が小さい場合は、両方向に対し別々に設けるものとする。

(4) 腕金の取付けは、高圧の高いものから、また同一電圧のものは、遠方へ送電

するものから順次上から下へ取付けるものとする。

(5) 腕金相互の間隔は、上下段の電線がスリートジャンプにより混触するのを防

止するため、高圧線相互間及び高圧線と低圧線は０．８ｍ、低圧線相互間は０．

６ｍを標準とする。

ただし、最上部の腕金の取付位置は柱頭より０．２５ｍ下がりとする。

(6) 腕金は、亜鉛めっきボルトなどを用いて支持物に取付けるものとし、必要に

応じアームタイにより補強し取付けるものとする。

(7) コンクリート柱、鋼材組立柱などで貫通ボルト穴のない場合には、腕金はア

ームバンドで取付け、アームタイはアームバンドで取付けるものとする。

(8) 抱え腕金となる場合は、抱ボルトを使用し、平行となるよう締付けるものと

する。

(9) 腕金の取付穴加工は、防食処理前に行うものとする。

(10) がいしは、架線の状況により、ピンがいし、引留がいしなど使用箇所に適し

た、がいしを選定して使用するものとする。

(11) がいし間の距離は、高圧線間０．４ｍ以上、低圧線間０．３ｍ以上とする。

なお、昇降用の空間を設ける場合は、支持物（電柱等）の左右側を０．３ｍ

以上とする。

(12) バインド線は、銅ビニルバインド線によるものとする。

なお、電線が３．２㎜以下の場合は、太さ１．６㎜とし、ピンがいしのバイ

ンド法は両たすき３回一重とする。電線が４．０㎜以上の場合は、２．０㎜と

し、ピンがいしのバインド法は、両たすき３回二重とする。
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４．支 柱

(1) コンクリート柱に支柱を取付ける場合には、適合した取付金具を使用するも

のとする。

(2) 支柱を設ける箇所の地盤が軟弱な場合には、沈下を防止するものとする。

５．鋼板組立柱

(1) 鋼管柱は厚さ２．３㎜以上で内外面をめっき又は塗装を施したもので、電気

設備技術基準の解釈第５９条第７号（鋼管柱の規格）に適合したものとする。

(2) 鋼管柱設置は、１．のコンクリート柱に準ずるものとする。

(3) 鋼板組立柱は、テーパーを有した厚さ１．０㎜以上の亜鉛めっき溶接鋼管及

び高杭張力鋼板によりテーパ状に組み立てたものとする。

(4) 鋼板組立柱の根元は、基礎コンクリート又は平板を敷くものとする。

(5) 鋼板組立柱の根入れは１段目の地表面まで、内部に砂又は生コンクリートを

充填するものとする。

(6) 鋼板組立柱の足場ボルトは、地表面から２．４ｍ以上の位置に取付けるも

のとする。

３－１０－８ 接 地

１．接 地 線

接地線は、緑色のビニル電線を使用し、その太さは、下記による。

ただし、ビニルケーブルの一芯を接地線として使用する場合は、原則として緑

色の心線とするが、これにより難い場合は端部に緑色の色別を施す。

(1) Ａ種接地工事

① 接地母線及び避雷器 １４㎟以上

② その他の場合 ５．５㎟以上

(2) Ｂ種接地工事は、表３－１０－１による。

表３－１０－１ Ｂ種接地工事の接地線の太さ

変 圧 器 １ 相 分 の 容 量 接地線の太さ

１００Ｖ級 ２００Ｖ級 ４００Ｖ級 銅 アルミ

２．６㎜以上 ３．２㎜以上５ｋＶＡまで １０ｋＶＡまで ２０ｋＶＡまで

３．２㎜以上 １４㎟以上１０ｋＶＡまで ２０ｋＶＡまで ４０ｋＶＡまで

１４㎟以上 ２２㎟以上２０ｋＶＡまで ４０ｋＶＡまで ７５ｋＶＡまで

２２㎟以上 ３８㎟以上４０ｋＶＡまで ７５ｋＶＡまで １５０ｋＶＡまで

３８㎟以上 ６０㎟以上６０ｋＶＡまで １２５ｋＶＡまで ２５０ｋＶＡまで
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６０㎟以上 ６０㎟以上７５ｋＶＡまで １５０ｋＶＡまで ３００ｋＶＡまで

６０㎟以上 １００㎟以上１００ｋＶＡまで ２００ｋＶＡまで ４００ｋＶＡまで

１００㎟以上 １２５㎟以上１７５ｋＶＡまで ３５０ｋＶＡまで ７００ｋＶＡまで

（注）「変圧器１相分の容量」とは、次の値をいう。

なお、単相３線式は２００Ｖ級を適用する。

1) ３相変圧器の場合は、定格容量の１／３。

2) 単相変圧器と同容量のΔ結線又はＹ結線の場合は、単相変圧器の１

台分の定格容量。

3) 単相変圧器と同容量のＶ結線の場合は、単相変圧器の１台分の定格

容量、異容量のＶ結線の場合は、大きい容量の単相変圧器の定格容量。

4) 表３－１０－１により選定した接地線の太さが、表３－１０－２に

より変圧器の低圧側を保護する配線用しゃ断器などに基づいて選定さ

れる 太さより細い場合は、表３－１０－２により選定するものとする。

(3) Ｃ種接地工事及びＤ種接地工事は、表３－１０－２による。

なお、表３－１０－２に該当しない場合は、１．６㎜以上とする。

表３－１０－２ Ｃ種及びＤ種接地線工事の接地線の太さ

接地線の太さ

接地する機械 移動して使用する機械器具

器具の金属性 に接地を施す場合において

外箱、配管な 一般の場合 可とう製を必要とする部分

どの低圧電路 にコード又はキャブタイヤ

の電源側に施 ケーブルを使用する場合

設される過電

流しゃ断器の ２心を接地

うち最小の定 単心のもの 線として使銅 アルミ

格電流容量 の太さ 用する場合

の１心の太

さ

１．２５㎟以上 ０．７５㎟以上２０Ａ以下 １．６㎜以上 ２㎟以上 ２．６㎜以上

１．２５㎟以上３０Ａ以下 １．６㎜以上 ２㎟以上 ２．６㎜以上 ２㎟以上

５０Ａ以下 ２．６㎜以上 ３．５㎟以上 ２．６㎜以上 ３．５㎟以上 ２㎟以上

１００Ａ以下 ２．６㎜以上 ５．５㎟以上 ３．２㎜以上 ５．５㎟以上 ３．５㎟以上

１５０Ａ以下 ８㎟以上 １４㎟以上 ８㎟以上 ５．５㎟以上

２００Ａ以下 １４㎟以上 ２２㎟以上 １４㎟以上 ５．５㎟以上

４００Ａ以下 ２２㎟以上 ３８㎟以上 ２２㎟以上 １４㎟以上

６００Ａ以下 ３８㎟以上 ６０㎟以上 ３８㎟以上 ２２㎟以上
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８００Ａ以下 ６０㎟以上 ８０㎟以上 ５０㎟以上 ３０㎟以上

１，０００Ａ ６０㎟以上 １００㎟以上 ６０㎟以上 ３０㎟以上

以下

１，２００Ａ １００㎟以上 １２５㎟以上 ８０㎟以上 ３８㎟以上

以下

（注）電動機の定格出力が上表を超過するときは、配線用しゃ断器などの定格

電流に基づいて接地線の太さを選定する。

２．Ａ種接地工事の電気工作物

(1) 高圧及び特別高圧の機器の鉄台及び金属製外箱。

ただし、高圧の機器で人が触れる恐れがないように木柱、コンクリート柱そ

の他これに類するものの上に施設を設置する場合、鉄台又は外箱の周囲に適当

な絶縁台を設けた場合は、省略することが出来る。

(2) 特別高圧計器用変成器の二次側電路。

(3) 高圧及び特別高圧計器用変成器の鉄心。

ただし、外箱のない計器用変成器がゴム、合成樹脂などの絶縁物で被覆され

たものは、この限りではない。

(4) 高圧及び特別高圧の電路に施設する避雷器及び放出筒その他避雷器に代わる

装置。

(5) 特別高圧電路と高圧電路とを結合する変圧器の高圧側に設ける放電装置。

(6) 高圧ケーブルを収める金属管、防護装置の金属製部分、ケーブルラック、金

属製接続箱及びケーブルの被覆に使用する金属体。

ただし、地中などで人が触れる恐れがないように設置する場合は、Ｄ種接地

工事とすることが出来る。

３．Ｂ種接地工事の電気工作物

(1) 高圧電路と低圧電路とを結合する変圧器の低圧側中性点。

ただし、低圧電路の使用電圧が３００Ｖ以下の場合において変圧器の構造又

は配電方式により変圧器の中性点に施工できない場合は、低圧側の一端子とす

る。

(2) 高圧及び特別高圧と低圧電路とを結合する変圧器であって、その高圧又は特

別高圧巻線と低圧巻線との間の金属製混触防止板。
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(3) 特別高圧電路と低圧電路とを結合する変圧器の低圧側の中性点（接地抵抗値

１０Ω以下）。

ただし、低圧電路の使用電圧が３００Ｖ以下の場合においては、前項(1) に

よる。

４．Ｃ種接地工事の電気工作物

(1) ３００Ｖを超える低圧用の機器の鉄台及び金属製外箱。

(2) ３００Ｖを超える低圧計器用変成器の鉄心。

ただし、外箱のない計器用変成器がゴム、合成樹脂その他の絶縁物で被覆さ

れたものはこの限りではない。

(3) ３００Ｖを超える低圧ケーブル配線による電線路のケーブルを収める金属管、

ケーブルの防護装置の金属製部分、ケーブルラック、金属製接続箱、ケーブル

の金属被覆。

(4) 合成樹脂管配線による３００Ｖを超える低圧屋内配線に使用する金属製プル

ボックス及び粉じん防爆形フレキシブルフィッティング。

(5) 金属管配線、可とう電線管配線、金属ダクト配線、バスダクト配線による３

００Ｖを超える低圧屋内配線の管、ダクト。

(6) 低圧屋内配線と弱電流電線を隔壁を設けて収める場合の電線保護物の金属部

分。

(7) ガス蒸気危険場所及び粉じん危険場所内の低圧の電気機器の外箱、鉄枠、照

明器具、可搬形機器、キャビネット、金属管とその付属品の露出した金属製部

分。

５．Ｄ種接地工事の電気工作物

(1) 高圧地中線路に接続する金属製外箱。

(2) 使用電圧３００Ｖ以下の機器の鉄台及び金属製外箱。

(3) 使用電圧３００Ｖ以下の計器用変成器の鉄心。

ただし、外箱のない計器用変成器がゴム、合成樹脂その他の絶縁物で被覆し

たものはこの限りでない。

(4) 低圧又は高圧架空配線にケーブルを使用し、これをちょう架する場合のちょ

う架用線及びケーブルの被覆に使用する金属体。

ただし、低圧架空配線の場合、ちょう架用線に絶縁電線又はこれと同等以上

の絶縁効力のあるものを使用する場合は、ちょう架用線の接地を省略出来る。

(5) 地中配線を収める金属製の暗きょ、管及び管路、金属製の配線接続箱並びに

地中配線の金属被覆。
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(6) 使用電圧が３００Ｖを超える低圧又は高圧計器用変成器の２次側電路。

(7) 使用電圧が３００Ｖ以下の、低圧の合成樹脂管配線に使用する金属製プルボ

ックス及び粉じん防爆形フレキシブルフィッティング。

(8) 使用電圧が３００Ｖ以下の、低圧の金属管配線、可とう電線管配線、金属ダ

クト配線、ライティングダクト配線、バスダクト配線、フロアダクト配線、金

属線ぴ配線に使用する管、ダクト、線ぴ及びその付属品、使用電圧が３００Ｖ

以下のケーブル配線に使用するケーブル防護装置の金属製部分、金属製接続箱、

ケーブルラック、ケーブルの金属被覆など。

(9) 分電盤、開閉器箱などの金属製外箱。

(10) 変電設備の金属製支持管など。

(11) 外灯の金属製部分。

(12) マンホール又はハンドホール内の、金属製低圧ケーブル支持材並びに低圧ケ

ーブル立上りの、防護用金属製保護管など。

(13) 平形保護層配線における、以下の部分。

① 金属保護層、ジョイントボックス及び差込接続器の金属製外箱。

② 電線の接地用導体。

第１１節 付帯土木工事

３－１１－１ 床掘り・埋戻し

１．埋設物

受注者は、埋設物を発見した場合は、処理方法について監督員と しなけれ協議

ばならない。

２．床堀りの施工

受注者は、付帯土木工事における床掘りの施工にあたり、地質の硬軟、地形及

び現地の状況を考慮して に明示された工事目的物の深さまで掘り下げな設計図書

ければならない。

３．異常時の処置

受注者は、床掘りにより崩壊又は破損の恐れがある構造物等を発見した場合に

は、応急措置を講ずるとともに直ちにその対応等について監督員と しなけれ協議

ばならない。

４．床堀りの仕上げ

受注者は、床掘りの仕上がり面においては、地山を乱さないように、かつ不陸

が生じないように施工しなければならない。
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５．岩盤床堀りの仕上げ

受注者は、岩盤床掘りを発破によって行う場合には、 に明示された仕設計図書

上げ面を超えて発破を行わないように施工しなければならない。

万一誤って仕上げ面を超えて発破を行った場合は、計画仕上がり面まで修復し

なければならない。

６．排水処理

受注者は、床掘り箇所の湧水及び滞水などは、ポンプあるいは排水溝を設ける

などして排除しなければならない。

７．過掘りの処理

受注者は、施工上やむを得ず、既設構造物等を に明示された断面を超設計図書

えて床掘りの必要が生じた場合には、事前に監督員と しなければならない。協議

８．埋戻し材料

受注者は、監督員が する構造物の埋戻し材料については、この仕様書にお指示

ける関係各項に定めた土質のものを用いなければならない。

９．埋戻し箇所の締固め

受注者は、埋戻しにあたり、埋戻し箇所の残材、廃物、木くず等を撤去し、一

層の仕上り厚を３０㎝以下を基本として十分締固めながら埋戻さなければならな

い。

10．埋戻し箇所の排水

受注者は、埋戻し箇所に湧水及び滞水などがある場合には、施工前に排水しな

ければならない。

11．狭隘箇所等の埋戻し

受注者は、構造物の隣接箇所や狭い箇所において埋戻しを行う場合は、小型締

固め機械を使用し均一になるように仕上げなければならない。

なお、これにより難い場合は、 に関して監督員と するものとする。設計図書 協議

12．埋設物周辺の埋戻し

受注者は、埋戻しを行うにあたり埋設構造物がある場合は、偏土圧が作用しな

いように、埋戻さなければならない。

13．水密性の確保

受注者は、河川構造物付近のように水密性を確保しなければならない箇所の埋

戻しにあたり、埋戻し材に含まれる石等が一ケ所に集中しないように施工しなけ

ればならない。

14．適切な含水比の確保
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受注者は、埋戻しの施工にあたり、適切な含水比の状態で行わなければならな

い。

３－１１－２ 二次コンクリート

１．一般事項

受注者は、箱抜き等に充てんする補助的コンクリート（以下「二次コンクリー

ト」という。）は、レディーミクストコンクリートＪＩＳ Ａ ５３０８（レディ

ーミクストコンクリート）を使用するものとする。

ただし、配管貫通孔充填用等の少量コンクリートについては、この限りではな

い。

２．二次コンクリートの強度

受注者は、二次コンクリートの強度については に明示された場合を除設計図書

き本体と同じ強度のコンクリートを打設しなければならない。

ただし、日打設量が１０㎥未満の場合は、配合試験を要しないものとする。

３．打設高さ

受注者は、二次コンクリートの１回（１日）の打設高さを施工計画書に明記し

なければならない。

また、受注者はこれを変更する場合には、施工前に施工計画書の記載内容を変

更しなければならない。

４．打設時間

受注者は、コンクリートを速やかに運搬し、直ちに打込み、締固めなければな

らない。練りまぜてから打ち終わるまでの時間は、外気温が２５℃を超えるとき

で１．５時間、２５℃以下の時で２時間を超えないものとする。

これ以外で施工する可能性がある場合は、監督員と しなければならない。協議

なお、この時間中、コンクリートを日光、風雨等に対し保護しなければならな

い。

５．コンクリートの打継ぎ

受注者は、硬化したコンクリートに、新コンクリートを打継ぐ場合には、その

打込み前に、型枠をしめ直し、硬化したコンクリートの表面のレイタンス、緩ん

だ骨材粒、品質の悪いコンクリート、雑物などを取除き吸水させなければならな

い。

また、受注者は、構造物の品質を確保する必要と判断した場合には、旧コンク

リートの打継面を、ワイヤブラシで表面を削るか、チッピング等により粗にして
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十分吸水させ、セメントペースト、モルタルあるいは湿潤面用エポキシ樹脂など

を塗った後、新コンクリートを打継がなければならない。

６．二次コンクリート打設

受注者は、二次コンクリート打設にあたっては著しい材料分離が生じないよう

に打ち込まなければならない。

また、一区画内の二次コンクリートについては、これを完了するまで連続して

打設しなければならない。

７．養 生

受注者は、二次コンクリート打設後、硬化に必要な温度及び湿度条件を保ち、

有害な作用の影響を受けないように養生するものとし、早強ポルトランドセメン

トは３日以上、普通ポルトランドセメントは５日以上常に湿潤状態に保たねばな

らない。

３－１１－３ 構造物取壊し

１．一般事項

受注者は、コンクリート構造物取壊し及びコンクリートはつりを行うにあたり、

本体構造物の一部を撤去する場合には、本体構造物に損傷を与えないように施工

しなければならない。

２．舗装版取壊し

受注者は、舗装版取壊しを行うにあたり、他に影響を与えないように施工しな

ければならない。

３．石積み取壊し等

受注者は、石積み取壊し、コンクリートブロック撤去及び吹付法面取壊しを行

うにあたり、地山法面の雨水による浸食や土砂崩れを発生させないよう施工しな

ければならない。

４．鋼材切断

受注者は、鋼材切断を行うにあたり、本体部材として兼用されている部分にお

いて、本体の部材に悪影響を与えないように処理しなければならない。

５．鋼矢板及びＨ鋼杭の引抜き跡の充填

受注者は、鋼矢板及びＨ鋼杭の引抜き跡の空洞を砂等で充填てんするなどして

地盤沈下を生じないようにしなければならない。

６．根固めブロック撤去

受注者は、根固めブロック撤去を行うにあたり、根固めブロックに付着した土
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砂、泥土、ゴミを現場内において取り除いた後、運搬しなければならない。

７．建設副産物

受注者は、工事の施工に伴い生じた建設副産物について、共通仕様書第１章１

－１０－３建設副産物の規定によらなければならない。

８．運搬時の飛散防止

受注者は、殻運搬処理を行うにあたり、運搬物が飛散しないように適正な処理

を行わなければならない。

第１２節 そ の 他

３－１２－１ そ の 他

その他土木工事については、土木工事共通仕様書による。

その他電気工事については、電気通信設備工事共通仕様書による。
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第４章 水門設備

第１節 総 則

４－１－１ 適 用

この章は、ダム用水門設備及び河川用水門設備（以下「水門設備」という。）に適

用する。

なお、ダム用水門設備は、放流設備、制水設備、取水設備、放流管、放流ゲート・

バルブをいい、河川用水門設備には、河川に設置する水門、堰、樋門及び水路に設け

る水位調節用門扉、排水・放水用門扉等を含むものとする。

４－１－２ 一般事項

１．水門設備の構造

水門設備は、 に明示された水位等の荷重条件に対して必要な強度、剛設計図書

性を有し、耐久性に富み、安全な構造とする。

２．水門設備の機能

水門設備は、水密を保ち、開閉が確実であるとともに、運転操作及び維持管理

の容易な構造とする。

４－１－３ 準拠基準等

水門設備の施工にあたっては、 によるほか、次の基準等による。設計図書

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

(1) 機械設備管理指針 （水資源機構）

(2) 機械設備工事施工管理基準 （水資源機構）

（3) 機側操作設備設計指針【ゲート設備編】 （水資源機構）

(4) 河川管理施設等構造令および同施行規則 （国土交通省）

(5) 国土交通省河川砂防技術基準 （国土交通省）

(6) ダム・堰施設技術基準（案） （ダム・堰施設技術協会）

(7) ゲート用開閉装置（機械式）設計要領（案） （ダム・堰施設技術協会）

(8) ゲート用開閉装置（油圧式）設計要領（案） （ダム・堰施設技術協会）

(9) 鋼製起伏ゲート設計要領（案） （ダム・堰施設技術協会）

(10) ダム・堰施設検査要領（案）（同解説） （ダム・堰施設技術協会）

(11) 水門・樋門ゲート設計要領（案） （ダム・堰施設技術協会）

(12) 電気設備に関する技術基準を定める省令 （経済産業省）
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(13) 電気設備に関する技術基準の細目を定める省令 （経済産業省）

(14) 電気事業法の規程に基づく主任技術者の資格等に関する省令 （経済産業省）

(15) コンクリート標準示方書 （日本土木学会）

(16) 鋼構造架設設計施工指針 （日本土木学会）

(17) 鋼構造設計規準 （日本建築学会）

(18) 電気学会電気規格調査会標準規格 （ＪＥＣ）

(19) 日本電機工業会規格 （ＪＥＭ）

（20) 日本工業規格 （ＪＩＳ）

４－１－４ 使用材料

１．最小板厚

水門設備に使用する主要部材の最小板厚は、適用する技術基準によるものとす

る。

２．鋼板の板厚・余裕厚

水門設備に使用する主要部材の材質に対する鋼板の板厚使用範囲及び余裕厚は、

適用する技術基準によるものとする。

３．防食対策

設据付後に塗装が不可能な水門扉、その他保守管理の困難な部材については、

に明示された防食対策を施すものとする。計図書

４－１－５ 構造計算及び容量計算

水門設備及び付属設備の構造計算及び容量計算は、 によるものとする。設計図書

４－１－６ 銘 板

１．銘板の明示内容

水門設備には、水門扉等の名称・径間・扉高（放流バルブ口径）、設置年月、

製作会社名等を明示した銘板を設けなければならない。

２．銘板の仕様

銘板は、ＪＩＳ Ｚ ８３０４（銘板の設計基準）に準ずるものとし、仕様は表

４－１－１を標準とする。
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表４－１－１ 銘板の仕様

仕 様 エッチング（凸式）銘板又は機械彫刻式銘板

寸 法 ２００×３１５（㎜）、２５０×４００（㎜）

３１５×５００（㎜）、４００×６３０（㎜）

材 質 黄銅板、青銅鋳物、ステンレス鋼板のいずれか

４－１－７ 操作要領説明板

１．一般事項

水門設備の機側操作室には、操作の手順等を記入した、「操作要領説明板」を

設けなければならない。

なお、「操作要領説明板」の材質は、アクリル製とする。

４－１－８ 付属工具

１．付属工具

受注者は、水門設備の保守管理に必要な付属工具を納品するものとする。

なお、付属工具数量表を工具納品時に添付するものとする。

第２節 扉体及び戸当り等

４－２－１ 扉 体

１．一般事項

扉体は、 に基づく荷重に対する強度と剛性を有するとともに、振動、設計図書

衝撃、座屈に対する安全な構造とし、水密確保、放流、排砂を考慮したもので、

有害な振動及びキャビテーションを起こさない形状とする。

また、扉体が流水に対して水理的に適切な形状とするために次の事項について

留意すること。

(1) 下端放流を行うゲートの扉体底面板については、水理的に良好な構造とする。

また、扉体下端リップ部形状は、放流時の水理力により有害な振動が発生し

ないような構造として、水脈はく離点を明確にするものとする。

(2) 扉体上部を越流する場合は、有害な負圧が生じない形状とするとともに、越

流水脈による振動発生が予想される場合は、スポイラ等により振動を防止する

構造とする。

また、扉体の上部の左右端には整流板を設け、整流作用及びシーブ、ワイヤ

ロープ等の保護を図るものとする。
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(3) 取水設備の扉体・通水部は、空気の巻込みや有害な振動が発生しない構造と

する。

２．他の構造物との干渉

扉体のあらゆる開度において他の構造物と干渉せず、円滑に開閉動作が出来る

配置とする。

３．転 倒

扉体動作範囲全ての位置において、風や地震時慣性力によって扉体が転倒しな

い構造とする。

４．接合方法

主桁の構造は、溶接接合とする。

ただし、監督員と のうえリベット及びボルト接合又はピン接合によること協議

が出来る。

５．スキンプレート

(1) スキンプレートは、水密の働きをし、上流と下流の分界点となるので、その

取付位置を扉体の構造、水理特性及び保守管理等を考慮して決定するものとす

る。

(2) スキンプレートは、水圧荷重に対して支持条件に合った構造系として設計を

行うものとする。

６．サイドローラ・シュー

扉体には、必要に応じてサイドローラ又はシューを設けるものとする。その他

必要がある場合には、扉体を円滑に開閉、保持させるための補助ローラを設ける

ものとする。

７．溜 水

扉体には、溜水が生じない構造とする。

８．溶 接

扉体を溶接接合する場合には、連続溶接としなければならない。

９．塗 装

扉体には、塗装不可能な部分を生じさせてはならない。

なお、箱形断面や他の部材等との隙間が小さいなど、構造上やむを得ず塗装不

可能な部分が生じる場合は、十分な防食対策を施すかステンレス鋼材等耐食性を

考慮した鋼材を使用するものとする。

ただし、完全密閉部の内面についてはこの限りではない。

10．点検・整備時の配慮
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扉体は、必要に応じて点検・整備のために吊上げ脱着可能な構造とする。

11．保守点検用の構造

扉体には、必要に応じて保守点検用の歩廊・手摺・タラップ等を設けるものと

する。

12．扉体の分割

扉体の分割にあたっては、次によるものとする。

(1) 分割箇所は、断面性能上応力が低い箇所とする。

(2) 分割箇所の現場接合が容易に出来る箇所とする。

(3) 分割ブロックは、輸送及び据付時に変形をしないよう必要に応じて支持材で

保持するものとする。

13．シェル構造ローラゲート

シェル構造ローラゲートの扉体は、底面板には通水口を設け、扉体背面又は上

面には、給排気口を設けるものとする。

なお、通水口（小口径のものを除く）及びマンホールは補強板で補強し、通水

口はごみの侵入が防止出来る構造とする。

14．半円形多段式ゲート

半円形多段式ゲートの扉体は、両端をヒンジとした半円ア－チ桁で構成し、支

承部には主ローラ及びガイドを設けるものとする。

15．円形ゲート

円形ゲートの扉体は、その上・下端部に補強リングを設け、その円周上にガイ

ドローラを設けるものとする。

16．直線多段式ゲート

直線多段式ゲートは、扉体と戸当り間の止水性について適切な処置を講ずるも

のとする。

17. 保安ゲート

保安ゲートは、次によるものとする。

(1) 保安ゲートは、取水塔あるいは取水ゲートの内外に所定値以上の設計水位差

が発生した場合に、無動力で確実に開閉が可能なものとする。

(2) 保安ゲートの通水断面積は、所定の条件で、設計水位差以上の水位差が発生

しないものとする。

(3) 保安ゲートは、開閉が確認出来る機構のものとする。

18．起伏ゲート

起伏ゲートの扉体は、操作可能な開度において有害な振動を起こさない形状、
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支持構造とする。

また、扉体は倒伏が確実に行えるよう空気穴、扉体重量を考慮した構造とする。

19．扉体付シーブ

扉体付シーブは、次によるものとする。

(1) 扉体のシーブ部は、保守点検が容易にでき、取外しが可能な構造とし､シーブ

軸は回転しないように回り止めを施すものとする。

なお、シーブ軸は休止装置と兼用しないものとする。

(2) 扉体のシーブ軸受は、無給油滑り軸受を使用し、シーブ軸はステンレス鋼又

は硬質クロームめっき（２５μｍ／層×２層以上）を施した材料を使用する

ものとする。

なお、めっきを施した材料の場合は、ジャーナル部の軸端まで施すものとす

る。

(3) 扉体シーブ軸受への給油は、作業が容易に出来る位置へグリースニップル又

は給油管を取付けるものとする｡

(4) 扉体のシーブ部は､ ワイヤロープはずれ防止のための処置を施すものとする｡

(5) シーブの取付位置は、扉体の重心計算を行って決定するものとする。

(6) 越流型ゲートのシーブには、水流が直接当たらないように対策を講ずるもの

とする。

４－２－２ 支 承 部

１．一般事項

支承部は、扉体等に作用する荷重を安全に戸当り又は固定部へ伝達することが

出来る強度及び剛性を有する構造とする。

２．保守管理

支承部は、扉体を円滑に操作でき、保守管理の容易な形式・構造とする。

３．ローラ部

ローラ部については、次によるものとする。

(1) ローラ部は荷重に対して安全で、扉体のたわみ、傾斜、温度変化による伸縮

に対応出来る強度及び構造を有するものとする。

(2) 主ローラの取付位置は、扉体に加わる荷重を出来るだけ均等に支持するよう

に配置する。

(3) ローラ及びローラ軸は、分解出来る構造とする。

また、ローラ部は、保守点検時に回転確認が行えるものとする。
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(4) ローラ軸受には、無給油滑り軸受、軸にはステンレス鋼を使用するものとす

る。

(5) ローラ軸は、回転しないように回り止めを施すものとする。

(6) ローラ軸受への給油は、作業が容易に出来る位置へグリースニップル又は給

油管を取付けるものとする。

４．摺動部

摺動部は、扉体からの荷重を戸当り側に十分安全に伝達させるものとし、また

操作時に円滑な動作が得られるようにするものとする。

４－２－３ 水密構造

１．一般事項

水密部構造は、扉体全閉時において必要な水密を保持出来るものとし、かつ保

守管理の容易なものとする。

２．たわみ・伸縮

水密部構造は、水圧や温度変化による扉体のたわみや伸縮に対して水密が保持

出来るものとする。

３．流水・流介物

水密部構造は、水密部に対し流水及び流介物による損傷を受けにくい構造とす

る。

４．振動・キャビテーション

水密構造は、有害な振動、キャビテーションを起こさない構造とする。

５．摺動抵抗

水密構造は、摺動抵抗を小さく、まくれを生じない構造とする。

また、将来ゴムが劣化した場合にも、まくれが生じにくい構造とする。

６．多段式ゲート

多段式ゲートの扉間水密構造の決定にあたっては、ローラと戸溝のクリアラン

スによる扉体の傾き、水圧荷重による扉体のたわみ量を考慮するものとする。

７．底部水密部の形状

下端放流形式の底部水密部形状には、最小開度放流時に有害な振動が発生しな

いよう考慮するものとする。

８．水密ゴムの材質等

水密ゴムの材質は、 によるものとし、形状・寸法に対し、ゲート設備設計図書

の使用条件（全閉時作用水圧、操作時作用水圧、操作頻度）、設置場所の自然条
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件を考慮するものとする。

９．水密ゴムの取付

水密ゴムの取付位置と構造は、保守管理の作業性を考慮して決定するものとす

る。

また、取付部は、将来の水密ゴムの取替えが容易に行える構造とする。

４－２－４ 戸 当 り

１．一般事項

戸当りの形状は、水門扉の形式に適したものとする。

２．構造・強度

ローラゲート及びスライドゲートの戸当りは、作用荷重他によって生ずる反力

を確実に堰柱、堤体等のコンクリート構造部分に伝達出来る構造及び強度を有す

るものとする。

３．戸溝形状

ローラゲート及びスライドゲートの戸溝の形状及び寸法は、ゲート操作時の流

水の影響を考慮して決定するものとする。

４．クリアランス

ローラゲート及びスライドゲートの戸溝と扉体（主ローラ、フロントローラ及

びサイドローラ）とのクリアランス決定にあたっては、水密性の確保、扉体の円

滑な開閉、扉体休止装置の作動、操作時・着床時の扉体の傾き及び温度変化によ

る扉体の伸縮を考慮するものとする。

５．底部戸当り

コンクリート継目と交差する底部戸当りには、床版コンクリートの継目に合わ

せ水密を保持し伸縮に追従出来る伸縮継手を設けるものとする。

なお、底部戸当りを直接打設施工で行う場合は、箱抜き施工に比べコンクリー

トの伸縮量が大きいため、コンクリート打設後にコンクリートクラックが発生し

ないよう、コンクリート打設時には伸縮継手を伸縮可能状態とする。

また、伸縮継手は堤体コンクリートの止水板と接続するものとする。

６．水密面及びローラ踏面

水密面及びローラ踏面は、次によるものとする。

(1) 戸当りの水密ゴム当り面には、ステンレス鋼を使用するものとする。

(2) ローラゲート戸当りのローラ踏面は、ステンレス鋼とし、硬度は主ローラの

硬度以上とするものとする。
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(3) 戸当りは、所定の精度で製作・据付を行うものとする。

また、水密面及びローラ踏面は所定の平滑度を有し、水密を確保しローラや

シューの通過が円滑に行えるものとする。

７．戸当りの構造

戸当りの構造決定にあたっては、現地での据付作業及びコンクリート充填作業

を考慮した構造とする。

８．保守点検の考慮

戸当りの構造決定にあたっては、将来の水密ゴムの取替え、扉体端部の点検、

ローラの保守点検及び取替えを考慮した構造の取外し戸当り等を設置するものと

する。

４－２－５ 固 定 部

１．一般事項

固定部は、次によるものとする。

(1) 固定部は、作用荷重について、安全確実に堰柱又は堤体へ伝達する構造であ

るとともに、強度と剛性を有し、扉体並びに支承部の形式、荷重の大きさ、荷

重を伝達する堰柱又は堤体の構造に適した形状とする。

(2) 回転摺動部は、確実に回転摺動するとともに、所定の開閉力に対して過大な

摩擦力とならないものとする。

(3) 軸受への給油は、作業が容易に出来る位置へグリースニップル又は給油管を

取付けるものとする。

２．ラジアルゲート

ラジアルゲートは、次によるものとする。

(1) トラニオン軸受部は、トラニオン軸受からのピンの抜け落ち及びゲート操作

時の共回りを防止する構造とする。

(2) トラニオン軸受部は、スラスト方向力、ラジアル方向力にも対応出来る構造

とする。

(3) トラニオン軸受には、無給油滑り軸受を使用し、軸の材質はステンレス鋼を

標準とする。

(4) トラニオンガーダは、温度変化による伸縮に対応出来る構造とする。

(5) 支圧板方式のアンカレージは、上流端に設計荷重を支持できる面積の支圧板

を有するとともに、テンションビームを全長にわたってコンクリートから絶縁

するものとして部材断面を決定するものとする。
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なお、絶縁材の種類及び厚さは、監督員の を受けなければならない。承諾

(6) 付着方式のアンカレージは、堤体コンクリートとの剥離が生じない配置及び

構造とする。

(7) ＰＣアンカ方式のアンカレージは、荷重の分散が均等になるようにアンカ配

置及び本数を定めるものとし、所定の機能を確保するための緊張力を確実に導

入出来る構造とする。

３．起伏ゲート

起伏ゲートの固定部は、地震の慣性力及び偏流等による横荷重に対して、扉体

の横移動を防止する構造とする。

４．マイタゲート

マイタゲートの固定部は、扉体の開閉に必要な回転摺動を確実に行うとともに、

任意開度における扉体自重及び水圧荷重を支持出来る構造とする。

第３節 開閉装置

４－３－１ 開閉装置

１．一般事項

開閉装置は、使用条件や設置環境等を考慮するとともに長期にわたり確実に開

閉出来る耐久性を有し、保守管理の容易な構造とする。

また、フレームは、荷重を確実に堰柱、門柱、堤体又は架台に伝達するととも

に、滴下付着した油脂類の清掃が容易に出来るもので、溜水の生じない構造とす

る。

２．動力伝達部

動力伝達部は、耐久性に富み、滑りや過大な遊びのないものとする。

３．電動機

電動機は、使用条件に対応した頻度で始動、停止を繰り返し運転しても支障の

ないものとする。

また、±１０％の電圧変動あるいは、±５％の周波数変動に対して定格出力の

使用に支障のないものとする。

４．点検・整備用設備

開閉装置室には、 に明示された位置に点検・整備用設備を設けるもの設計図書

とし、吊金具の場合には許容吊荷重を表示するものとする。

５．表示部

機械式開度計の表示部は、機側の操作位置から見やすい位置に設けるものとす
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る。

６．制限装置

開閉装置には、開閉限界での逸脱を防止するため、リミットスイッチやストッ

パなどを設けるものとする。

７．アンカーボルト

ラック式開閉装置等の固定用アンカボルトは、押し下げ時の反力を考慮し、コ

ンクリート構造物と強固に固定するものとする。

４－３－２ 保護装置等

１．一般事項

開閉装置には、水門扉の目的及び使用環境、開閉装置構造を考慮した、確実に

作動する保護装置を設けるものとし、非常用の保護装置は、通常使用する保護装

置とは独立して作動するものとする。

なお、開閉装置に具備すべき保護装置については、関連する基準等による。

２．過負荷防止装置

過負荷防止装置は、保護継電器（３Ｅリレー）等の電気的なものを基本として、

開閉装置の形式に合わせて他形式の過負荷防止装置と併用するものとする。

３．扉体傾斜調整装置

左右独立した開閉装置を有する設備には、左右開閉装置の同調誤差により生ず

る扉体の傾斜を調整する扉体傾斜調整装置を設けるものとする。

４．インターロック装置

主動力と予備動力（手動を含む）の切替時においては、同時操作が不可能とな

るインターロック装置を設けるものとする。

また、切替中に扉体の自然落下を防止する機構又は装置を設けるものとする。

５．メッセンジャーワイヤ

メッセンジャーワイヤはステンレス鋼製とし、堰柱等に接触しないものとする。

また、シーブには、はずれ止め防止措置を行うものとする。

６．ストッパ等

手動式及びエンジン駆動式開閉装置を使用した場合、扉体の上昇により戸当り

からのはずれがないようストッパ等を設けなければならない。

４－３－３ ワイヤロープウインチ式開閉装置

１．一般事項
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動力伝達歯車、ドラム、軸は、両端支持構造とする。

なお、これによらない場合は、監督員の を得なければならない。承諾

２．安全カバー

歯車、ブレーキその他高速回転部には、取外し及び点検が容易な安全カバーを

設けるとともに、歯車部には給油、点検用の窓を設けるものとする。

３．油圧装置

ワイヤロープウインチ式開閉装置を油圧式とする場合は、 によるほか設計図書

油圧装置に係わる仕様は、４－３－４油圧式開閉装置によるものとする。

４．電動機形式

電動機形式は、 に明示された場合を除き、かご形、特殊かご形又は巻設計図書

線形とし、保護構造は原則として全閉防まつ外被表面冷却自力形で、絶縁はＥ種

（ＪＩＳ Ｃ ４００３）以上とする。

５．制動装置

制動装置は、次によるものとする。

(1) 動力伝達系統には確実に制動出来る２系列の制動装置を設置するものとする。

(2) 開閉方向にかかわらずセルフロックが可能な減速機を使用する場合は、１系

列（電動機内蔵制動機）でよいものとする。

(3) 内燃機関又は手動の開閉装置には、扉体の自重降下を防止する制動装置を設

けるものとする。

６．減速装置

減速装置は、次によるものとする。

(1) 減速装置は、耐久性に富み、かつ保守管理の容易なものとする。

(2) 密閉形減速機には、油面計、ドレーンプラグ、給油口等を設けるものとする。

７．動力伝達軸等

動力伝達軸等は、次によるものとする。

(1) 動力伝達軸及び継手については、所定の伝達動力、自重及びその他の外力に

対応出来る強度と剛性を有するものとする。

なお、その他の外力は、 によるものとする。設計図書

(2) 軸にキー溝又はスプライン機械工作加工を施す場合は、これによる切欠効果

を考慮するものとする。

(3) 軸径は、応力集中を配慮して急激な変化を避けるものとする。

８．軸 受

軸受は、次によるものとする。
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(1) 主要な軸受への給油については、個別給油もしくはその他の給油方式により

確実に給油出来る構造とする。

(2) 軸受の取付けボルトは、確実なゆるみ止めを行うものとする。

(3) 回転を伝える動力伝達軸の軸受は、同一軸に対して３箇所以上設けないもの

とする。

９．歯 車

歯車は、動力伝達に必要な強度、硬度、精度を有するものとする。

10．ドラム

ドラムは、次によるものとする。

(1) ドラムは、ロープ溝付構造とし、ロープ溝については機械加工を施すものと

する。捨て巻数は３巻以上とし、ワイヤロープの端部はドラムに確実に固定す

るものとする。

(2) 鋼板製溶接構造の場合は、必要に応じて焼なまし等の応力除去処理を行うも

のとする。

(3) ドラム及びドラムギヤの下には、清掃時に脱着が容易な油受を設けるものと

する。

11．ワイヤロープ

ワイヤロープは、次によるものとする。

(1) ワイヤロープは、プレテンション加工を施したものを使用し、ステンレス鋼

製以外のワイヤロープは、亜鉛めっき加工等の防錆処理を施したものを使用す

るものとする。

なお、プレテンション加工は、ワイヤロープ規格破断荷重の４０％で３０分

間保持し、これを２回繰り返すものとする。

(2) ワイヤロープには、環境条件等に適したロープ油を選択し塗布するものとす

る。

(3) 端末加工については、ドラム固定部以外は合金鋳込みソケット止めとする。

(4) ワイヤロープの端末には、扉体の傾斜やワイヤロープの伸びを容易に補正出

来る調整金物を取付けるものとする。

12．シーブ部

シーブ部は、次によるものとする。

(1) シーブ部は、保守点検が容易にでき、取外しが可能な構造とし、シーブ軸は

回転しないように回り止めを施すものとする。

なお、シーブ軸は、休止装置と兼用しないものとする。
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(2) シーブ軸受は無給油滑り軸受を使用し、シーブ軸の材質はステンレス鋼を標

準とする。

(3) シーブ軸受への給油は、作業が容易に出来る位置へグリースニップル又は給

油管を取付けるものとする。

(4) シーブ部には、ワイヤロープはずれ防止のための処置を施すものとする。

13．休止装置

扉体休止装置を設ける場合は、原則として手動式又は着脱を扉体の上昇・下降

により自動的に行う無動力式とする。

また、操作性を考慮して電動式とする場合は、手動でも操作出来るようにする。

４－３－４ 油圧式開閉装置

１．作動油

使用する作動油については、使用機器の温度変化その他の使用条件を満足する

ものとし、装置は作動油の入替え、補給、空気抜き等が容易なものとする。

２．油圧配管

コンクリートの継目及び機器の立ち上がりに油圧配管を設ける場合は、その構

造はフレキシブルなものとする。

３．油圧力

油圧装置の油圧力については、７ＭＰａ、１４ＭＰａ又は２１ＭＰａを標準と

し、選定は によるものとする。設計図書

４．油圧ユニット

油圧ユニットは、次によるものとする。

(1) 電動機直結形油圧ポンプ、作動油タンク、リリーフバルブ、方向制御弁、油

量調整弁、作動油自動ろ過装置等により構成され、使用する機器材料は耐久性

に富んだものとする。

なお、 に明示された場合を除き、各ゲートごとに１基ずつ設けるも設計図書

のとする。

(2) 油圧発生部・制御部は、油圧ユニット１台に対して１００％容量のものを２

系列設けるものを標準とし、交互運転、単独運転とも可能な構造とする。

(3) 駆動機器、制御機器、計器類等には、全体を覆う鋼製カバーを設けるものと

し、前面には両開き扉を付けるものとする。

また、両開き扉には、内部監視可能なように一部透明窓を設けるものとする。

なお、カバーは内部機器類の点検・保守管理が容易な構造とする。
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(4) 油圧ポンプ吐出側には、使用条件に適したアンロード回路を構成するものと

する。

５．油圧配管

油圧配管は、次によるものとする。

(1) 油圧ユニット内外の油圧配管の材質は、ステンレス鋼とする。

また、管継手もステンレス鋼とし、伸縮、沈下等に対応出来る構造のものを

使用するものとする。

(2) 油圧ユニットと油圧配管との間に、点検時の作動油の流出を防止する目的で、

吐出側、戻り側に各々ストップバルブを設ける。

なお、ストップバルブの材質は、ステンレス鋼とする。

(3) 油圧ユニットと油圧配管との接続口は、ＪＩＳ Ｂ ２２９１（油圧用２１Ｍ

Ｐａ管フランジ）とし、材質はステンレス鋼とする。

また、フランジ取付けボルトの材質もステンレス鋼とする。

(4) 油圧配管用のゴムホースを用いる場合は、使用範囲は可能な限り短くする。

なお、ゴムホースの口金には耐食性材を使用するとともに、ホースの取替え

時を考慮して、両端部にはストップバルブを設けるものとする。

(5) 開閉装置架台における配管の配置は床下とし、同架台上より点検出来るよう

に架台床面は取外し可能な構造とする。

６．作動油タンク

作動油タンクは、次によるものとする。

(1) 容量は、シリンダ寸法、配管長さ、アキュムレータ容量及びポンプの運転時

間を考慮し、タンク内の油温が使用作動油及び使用ポンプの適性温度以下に保

たれるように決定するものとし、材質は、ステンレス鋼とする。

また、油面計、給油口、排油口、エアブリーザ、温度計を備えるものとし、

設置地域又は使用条件によっては、ヒータも備えるものとする。

(2) 作動油タンクは、作動油の量及び質が容易に確認でき、点検・保守管理が容

易な構造とする。

(3) 作動油タンクの設置条件により、作動油タンクの保守点検又は作動油の取替

え等保守作業時等もしくは予測し得ない作動油タンクの破損時等に作動油が直

接河川等へ流出することが考えられる場合は、油受け等の流出防止対策を施す

ものとする。

また、作動油の量が指定数量を超える場合、又は指定数量の１／５を超える

場合は、消防法令又は市町村条令等を遵守するものとする。
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７．油圧シリンダ

油圧シリンダは、次によるものとする。

(1) 油圧シリンダは、開閉に必要な容量とストロークを有するとともに、その材

料は耐圧性、耐久性に富んだものとし、圧力、荷重、振動及び座屈等に対する

必要な強度を持つものとする。

また、点検・整備が容易な構造とし、特にパッキン類は、耐油性等を有する

ものを使用するものとし、塩素成分を含有しないノンアスベスト系を用いるも

のとする。

(2) ピストンロッドの材質はステンレス鋼とし、 に明示された場合を除設計図書

き、表面に硬質クロムメッキ（２５μｍ／層×２層以上）を施すものとする。

(3) ピストンパッキン取付部は、パッキンがめくれにくい構造とする。

８．油圧モータ

油圧モータは、次によるものとする。

(1) 開閉に必要なトルクと回転数を有するとともに、信頼性が高く耐久性を持つ

ものとする。

また、点検・整備が容易なものとする。

(2) 油圧モータの形式は、 に明示された場合を除き、往復式（ピストン設計図書

モータ）とする。

９．開度保持装置

長時間にわたり部分開度放流等を行う水門扉には、所定の開度変化が生じた場

合に警報を発するように警報装置を設けるものとし、自動復帰は、 に明設計図書

示された場合を除き、行わないものとする。

第４節 放 流 管

４－４－１ 放 流 管

１．材 質

放流管の管胴板・整流管・整流板及び内張管の材質は、原則としてステンレス

鋼又はステンレスクラッド鋼を用いるものとする。

２．内面仕上げ

放流管内面は、継手部を除き突起等のない平滑なものとする。管胴板継ぎ手部

の取合・段違い及び余盛り高さについては、水理的に支障のないものとする。

３．分 割

放流管は、放流管の製作・据付けに支障のない範囲で各ブロックの寸法を大き
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く分割することを原則とし、現場接合部の少ない構造とする。

４．伸縮継手・マンホール

放流管・整流管・整流板及び内張管には、必要な箇所に伸縮継手・マンホール

などを設けるものとする。

５．放流管の強度・剛性

放流管の強度及び剛性については、据付施工時の外圧、使用時の内圧又は浸透

圧に耐え得るものとする。

なお、設計にあたっては、コンクリートの強度を期待しないものとする。

６．止水板

放流管呑口下流部には、止水板を設けるものとする。

ただし、止水板の機能を有する構造とした場合には、設けなくてもよい。

７．放流管外面構造

放流管の外面については、その周囲に確実にコンクリートを充填出来る構造と

する。特に、矩形断面の大容量放流管の場合は、据付架台、スティフナ等に空気

が溜まらないように空気孔等を考慮した構造とし、据付架台はダム堤体のコンク

リート継目にかからない構造とする。

８．露出管

露出管には管の自重、管内の水重及び管軸に対し直角方向の地震時慣性力に対

応した支台を適切な間隔で設けるものとする。

９．露出管支台

露出管の支台は、管軸方向の移動を拘束しない構造とし、管路の湾曲部に作用

する遠心力、不平均力及び温度応力を十分考慮した構造・配置とする。

10．損傷防止

主ゲート直下流部の水路壁面がキャビテーションにより損傷することを防止す

るために、整流板・整流管又は内張管を設けるものとする。

11．放流管等の強度・剛性

放流管等は、 に明示された荷重に対する十分な強度と剛性を有するも設計図書

のとする。

なお、コンクリート打設圧及びグラウト注入圧に対しては、内部支保工等で補

強して座屈及び変形を防止するものとする。

12．空気の取入口、吐出口及び管の分岐部

空気の取入口、吐出口及び管の分岐部は、振動、騒音などの障害が生じない形

状とする。
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13．空気管

空気管は、据付時のコンクリート打設による外圧及び使用時の負圧等に耐える

ものとする。

14．空気の取り入れ口

空気の取り入れ口の危険箇所には、転落や吸い込まれ等の安全対策を施すとと

もに、防鳥設備を設置するものとする。

15．空気管横断箇所

空気管がダム堤体等の継目を横断する場合には、横断箇所へ伸縮継手を設ける

ものとする。

16．水圧バランス状態で操作するゲート

水圧バランス状態で操作するゲートには、充水装置を設け、充水装置には水圧

のバランス状況を確認出来る装置を設けるものとする。

17．充水管

充水管等が取付く箇所の放流管側には、必要に応じて、キャビテーション対策

としたオフセットを設けなければならない。

18．充水弁

充水管を設ける場合の充水弁には、主バルブと副バルブを設置し、常時は副バ

ルブを開、主バルブを閉状態とし、主バルブで操作する構造とする。

また、主バルブが故障した時には、副バルブで止水し、任意の水位で主バルブ

を取外して修理出来る構造とする。

19．充水管の材料等

充水管の材料には、ステンレス管を使用するものとし、冬季に凍結の恐れのあ

る場所に設ける場合は、 に明示された保温装置又は凍結防止装置を設け設計図書

るものとする。

また、充水管がダム堤体の継目等を横切る箇所には、伸縮継手を設けるものと

する。

第５節 小容量放流設備用ゲート・バルブ

４－５－１ 小容量放流設備用ゲート・バルブ

１．一般事項

小容量放流設備用ゲート・バルブの構造は、 に明示された操作水深及設計図書

び放流調節範囲において、有害なキャビテーションや有害な振動の生じないもの

とし、また、堅牢でかつ点検・保守管理が容易な構造とする。
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なお、予備ゲート、副ゲート及び副バルブについては、 に明示された設計図書

場合を除き、緊急時の流水しゃ断操作が行えるものとする。

２．水密部

小容量放流設備用ゲート・バルブの水密部は、全閉時において必要な水密を確

保しなければならない。

３．吊り金具等

小容量放流設備用ゲート･バルブには、分解可能な各ブロックごとに吊り荷重を

明示した吊りピースを具備させるとともに、バルブ室天井にもこれに対応した吊

り金具を設置するものとする。

なお、その仕様・構造等については、 によるものとする。設計図書

４．空気管・空気弁

小容量放流設備用ゲート･バルブには、充水時の排気、放流時の給気が行える容

量の空気管又は空気弁を設けるものとし、空気弁の下部には止水弁を併設するも

のとする。

５．凍結防止

設計冬季に凍結の恐れのある場所に設ける小容量放流設備用ゲート･バルブは、

に明示された凍結防止対策を施すものとする。図書

第６節 付属設備

４－６－１ スクリーン

スクリーンは、次によるものとする。

(1) スクリーン及びその支持構造物は、 に明示された設計条件に見合っ設計図書

た構造、強度、剛性を有するものとする。

(2) スクリーンは、水理特性がよく、渦、水流による共振その他の障害が生じに

くい構造とする。

(3) スクリーンは、平鋼を用いたバースクリーンを通しボルトにより締め付ける

パネル構造を標準とする。

ただし、 により溶接構造と明示された場合は、この限りではない。設計図書

(4) スクリーンパネルは、取水塔又は受桁などから取外し可能な構造とする。

４－６－２ 取 水 塔

取水塔は、次によるものとする。

(1) 取水塔は、設計荷重に対して必要な強度と剛性を有するとともに、荷重を基
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礎又は堤体に安全確実に伝達する構造とする。

(2) 取水塔に使用する材料は、ステンレス鋼とする。

なお、ステンレス鋼を使用した場合で堤体設置型の場合は、温度差による伸

縮を考慮する。

(3) 取水塔は、取水ゲートが必要な機能を発揮出来るとともに点検・整備等が容

易に行えるような構造とする。

(4) 取水塔廻りが冬季に凍結の恐れのある場合は、 に明示された凍結防設計図書

止対策を施すものとする。

４－６－３ 開閉装置架台

開閉装置架台は、予想される荷重に対して十分な強度と剛性を有する構造とし、点

検・整備のためのスペースを確保出来る大きさのものとする。

４－６－４ 凍結防止装置

凍結防止装置は、次によるものとし、仕様・構造等は によるものとする。設計図書

(1) 凍結防止装置は、設置位置、対象物の熱容量、温度条件等を考慮し、信頼性、

耐久性の高い構造のものを使用するものとする。

(2) 鋼管発熱式凍結防止装置を使用する場合は、次の事項を遵守するものとする。

① 発熱鋼管は亜鉛めっきを施すものとし、管の接続は溶接接合ソケットを使

用するものとする。

ただし、コンクリート継目の伸縮継手部には、水密構造の管継手を使用す

るものとする。

② 電線の接続は、プルボックス又はジョイントボックス内で行い、発熱鋼管

内では接続しないものとする。

③ 発熱鋼管の扉体又は戸当り等への取付けは、直接溶接するかボルトで取付

けるものとする。

④ 発熱鋼管を対象物に取付ける場合で片面だけで加熱する場合は、その反対

側を断熱材等で覆い、加熱効果を高めるものとする。

(3) 気泡式、熱媒循環式、電熱線式等の凍結防止装置を使用する場合は、次の事

項を遵守するものとする。

① 気泡式では、運転時の圧縮空気が、装置の休止時に管内で冷却結露して凍

結を起こさないよう対策を講じるものとするとともに、圧縮空気に油分が含

まれる場合は、油分除去のためにフィルター等を設けるものとする
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② 気泡式を取水設備に適用する場合は、下流の放流管やゲート付近で水理的

悪影響の発生を防止するために、また流量計の精度に悪影響を与えないよう

に、取水流速と気泡の上昇位置速度等に配慮するものとする。

③ 熱媒循環式では、配管保温材の吸湿による機能の低下等に留意するものと

する。

④ 電熱線式は漏電対策を施すとともに、点検・保守管理に対し十分配慮する

ものとする。

４－６－５ 防鳥対策

開閉装置開口部には、防鳥対策を施すものとする。

４－６－６ 鋼製付属設備

１．組立、据付架台

組立、据付架台は、次によるものとする。

(1) 組立、据付架台は、予想される荷重に対して必要な構造、強度を有するもの

とする。

(2) 据付架台は、据付精度を保持出来る剛性を有するものとする。

(3) コンクリートに埋設される据付架台は、コンクリートが充填出来る構造とし、

空気の溜まらないような構造とする。

第７節 監視操作制御設備及び電源設備

４－７－１ 監視操作制御設備及び電源設備

１．一般事項

監視操作制御設備及び電源設備（以下、本節において「監視操作制御設備等」

という。）については、ＪＩＳ、ＪＥＣ、ＪＥＭ等の関係法規及び電気設備技術

基準による。

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

２．監視操作制御設備等

監視操作制御設備等については、整然と配置し、運転、操作、点検・整備等に

必要な空間や通路の幅を確保しなければならない。

３．監視操作制御設備等の構造

監視操作制御設備等の構造については、地震及び振動に対して容易に転倒せず、

機器の脱落等が生じない構造にするとともに、屋外に設置するものについては、
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風雨等に対しても安全なものとしなければならない。

４．監視操作制御設備等に使用する機器

監視操作制御設備等に使用する機器については、良質なもので、互換性、信頼

性、耐久性が高く、点検・保守管理の容易な構造としなければならない。

５．電源容量

監視操作制御設備等の電源容量については、 によるものとする。設計図書

６．接地等

監視操作制御設備等については、電気設備技術基準により、接地を確実に行い、

盤、機器は、必要な絶縁抵抗、絶縁耐力を有し、かつ適切な容量のものにしなけ

ればならない。

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

７．高圧受電部等の危険部分

監視操作制御設備等の高圧受電部等の危険部分については、操作及び点検・補

修に対して安全な構造としなければならない。

８．保護装置

監視操作制御設備等の各保護装置については、保護協調を行い、確実な保護形

成を採用しなければならない。

９．絶 縁

監視操作制御設備等の絶縁については、絶縁協調を行い確実な保護を行なわな

ければならない。

10．各盤の配線及び構造

監視操作制御設備等の各盤の配線及び構造等については、ＪＥＭ １４２５（金

属閉鎖形スイッチギヤ及びコントロールギヤ）、ＪＥＭ １２６５（低圧金属閉鎖

形スイッチギヤ及びコントロールギヤ）、ＪＥＭ １４５９（配電盤、制御盤の構

造及び寸法）等の該当する規格による。

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

11．商用周波耐電圧

監視操作制御設備等の商用周波耐電圧は、次によるものとする。

(1) ６ｋＶ回路 : 対地間 １６，０００Ｖ（６号Ｂ）

(2) ６ｋＶ回路 : 対地間 ２２，０００Ｖ（６号Ａ）

(3) ４００Ｖ回路 : 対地間 ２，０００Ｖ

(4) ２００／１００回路 : 対地間 １，５００Ｖ

(5) 制御回路 : 対地間 １，５００Ｖ
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（半導体回路を除く） （６０Ｖ以下の場合は１，０００Ｖ）

12．配線方式

監視操作制御設備等の配線方式は、次によるものとする。

(1) 電線の種類及び電線被覆の色別は、ＪＥＭ １４２５、ＪＥＭ １２６５等の

該当する規格による。

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

(2) 主回路に特殊な絶縁電線を使用する場合及びシールド電線を使用する場合は、

電線被覆の色別はこの限りでない。

(3) 電子回路や継電器等の器具の内部配線に対しては、本項を適用しない。

13．盤名称板

監視操作制御設備等の盤名称板は、ＪＥＭ １４２５によるもののほか、次によ

るものとする。

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

また、保護継電器や漏電遮断器等は、用途が分かるように名称板又はシールを

付けるものとする。

(1) 名称板の大きさ ： ６３×３１５（㎜）程度

(2) 材 質 ： プラスチック（非照光）

(3) 文字書体 ： 丸ゴシック体

(4) 記入文字 ： 監督員の による。指示

14．ＰＬＣ機能

監視操作制御設備等にＰＬＣを用いた場合の仕様は、次のとおりとする。

(1) プログラム演算を実行する機能を持つものとする。

(2) ＰＬＣ外部にある各種入力機器と電気的に接続するインターフェース機能を

持つものとする。

(3) 他のＰＬＣや装置と通信を介してデータの授受を行うネットワーク機能を持

つものとする。

(4) ＰＬＣを含む制御システムの統合的な稼働率を高める機能を持つものとする。

(5) プログラムの作成、保管、ドキュメント作成、制御状態等のモニタリング機

能を持つものとする。

15．電圧降下

監視操作制御設備等にPLC等を導入する場合には、制御電源の瞬間的な電圧低下

等に考慮し設計するものとする。
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４－７－２ 盤構造及び形式

盤構造及び型式については、機側操作設備設計指針（水資源機構 平成１５年４月）

承（以下「設計指針」という。）によるものとし、これにより難い場合は、監督員の

を得なければならない。諾

１．盤外箱板厚

盤は、形鋼、鋼板を使用するものとし、盤外箱の板厚は表４－７－１を標準

とする。

なお、屋外用盤には必要に応じてしゃ熱板等を設けるものとし、窓ガラスがあ

る場合は、防犯を考慮して網入りガラスとする。

（単位：㎜以上）表４－７－１ 盤外箱標準板厚

箇 所 扉 天井板 その他

盤形式 底面板

屋内自立形 扉に器具付 ３．２(３．０) １．６(２．０) １．６(２．０)

扉に器具無 ２．３(２．０) １．６(２．０) １．６(２．０)

コ ン ト ロ ー ル セ ン タ 形 １．６(２．０) １．６(２．０) ２．３(２．０)

屋 内 用 ス タ ン ド 形 ２．３(２．０) １．６(２．０) １．６(２．０)

屋 外 用 ス タ ン ド 形 ２．３(２．０) １．６(２．０) １．６(２．０)

屋 外 用 自 立 形 ３．２(３．０) １．６(２．０) ２．３(２．０)

壁 掛 形 １．６(２．０) １．６(２．０) １．６(２．０)

搭 載 形 １．６(２．０) １．６(２．０) １．６(２．０)

（注） （ ）内はステンレス鋼を使用した場合

２．盤内の配置

盤は、組立てた状態において金属部相互が電気的に連結しているものとし、盤

内は機器の配置、配線の処理等を考慮したものとする。

３．銘板・表示装置

盤には非照光式名称銘板を設けるとともに、 に明示された表示装置を設計図書

設けるものとする。

４．閉鎖自立形の盤

閉鎖自立形の盤（コントロールセンタ形等を除く）には、盤内照明灯を設ける

とともに、屋外盤及び に明示された盤には、スペースヒータを設けるも設計図書

のとする。

また、電子機器を有する場合には、適切な熱対策を施すものとする。
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５．盤構造

高圧受電設備、高圧変電設備等の各盤は、断路器、しゃ断器、変圧器等の容量

に応じた、段積、列盤等の構造とする。

６．台車等

盤内の各機器が単体で相当質量を有する機器で、かつ点検・保守管理を必要と

するものは、台車等を設け引出し又は押し込みが容易に行えるとともに、常時は

移動しないような構造とする。

７．施 錠

盤類は、施錠付とし前面扉を閉めた状態で、各種表示が確認出来るものとする。

ただし、防犯上表示窓がない方がよい場合はこの限りではない。

なお、盤の施錠部は、テロ及び防犯対策を考慮したものとする。

８．盤下面

盤下面は､鋼板構造とし､電線等の貫通部はパテ等により密閉処理を行うものと

する｡

ただし、フリーアクセスフロアに設ける場合はこの限りではない｡

９．塗 装

盤の塗装については、次によるものとする。

(1) 塗 料 メラミン樹脂系塗料

(2) 塗装色 マンセル５Ｙ７／１

４－７－３ 盤内機器構造

盤内機器構造については、設計指針によるものとし、これにより難い場合は、監督

員の を得なければならない。承諾

１．一般事項

盤内機器及び盤類は、 に明示された場合を除き、ＪＥＭ １４２５及び設計図書

ＪＥＭ １２６５の標準状態で支障のないものとする。

また、水門等の操作盤の状態表示については、 で明示されてない限り設計図書

適用する技術基準によるものとする。

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

２．盤内機器及び盤類

盤内機器及び盤類については、設計指針に基づくほか、 で明示された設計図書

場合を除き、次によるものとする。

(1) 計器用変圧器、変流器の確度階級は、１．０級又は１Ｐ級（ＪＩＳ Ｃ １１
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０２（指示電気計器））以上とする。

(2) 指示計器は、角形、丸胴、埋込形、広角度目盛とし、誤差階級は、電圧計、

電流計、電力計については１．５級、周波数計は１．０級、力率計は位相角に

おいて±４°（ＪＩＳ Ｃ １１０２（指示電気計器））とする。

(3) 高圧交流しゃ断器の定格しゃ断時間は、５サイクル以下とし定格耐電圧は、

ＪＩＳ Ｃ ４６０３（交流遮断機）による。

(4) 高圧断路器の絶縁階級は、６号Ａとする。

(5) 高圧用交流電磁接触器及び交流電磁開閉器は、絶縁階級を６号Ｂ又は３号Ｂ、

開閉ひん度の号列を５号、寿命の種別を３種とする。

(6) 高圧用変圧器の絶縁階級は、６号Ａとする。

(7) モールド変圧器と乾式変圧器の場合には、１５０ｋＶＡ以上、油入変圧器の

場合には、５００ｋＶＡ以上のものにダイヤル式温度計（警報接点付）を付属

させるものとする。

(8) 高圧進相コンデンサ（直列リアクトル付）は、放電装置付とする。

(9) 避雷器は、保守のため引外し可能な構造とする。

(10) 零相変流器は、貫通形又はリード線付形とする。

(11) 計器用変成器は、高圧用についてはエポキシ又は合成ゴムモールド形、低圧

用については上記のほかポリエステルモールド形又は同等以上のものとする。

(12) ゲート操作用開閉器は、 で明示された場合を除き、押しボタンスイ設計図書

ッチ、切換用開閉器はカムスイッチとし、ハンドル及びスイッチ形状は表４－

７－２のとおりとする。

表４－７－２ ハンドル及びスイッチ形状

用 途 ハンドル及びスイッチ形状

主機（始動、停止） ピストル又は釦

系統機器（始動、停止） 菊平、ステッキ形又は釦

断路器、接触器（入、切） 卵形又は釦

電流計・電圧計切換スイッチ 菊平

バルブ（開、閉、停止） 卵形又は釦

ゲート（開、閉、停止） 卵形、菊平又は釦

切換開閉器 卵形又は釦

非常停止 釦

警報停止 釦

表示消灯又は表示復帰 釦

ランプ表示 釦
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４－７－４ 操作制御

操作制御については、設計指針によるものとし、これにより難い場合は、監督員の

を得なければならない。承諾

１．機側・遠方の優先

水門等の操作においては、機側操作を遠方操作より優先させるものとし、必ず

インターロックを設けるものとする。

２．同時起動の回避

複数の水門等の操作制御においては、同時起動しないように別々の操作系統を

設けるものとし、別々の操作系統を設けない場合は、必要に応じてインターロッ

クを設けるものとする。

３．盤面表示

故障、状態表示は、 で明示されてない限り設計指針に基づくものとす設計図書

る。

(1) 故障表示は、重故障、軽故障に分類し、重故障は警報と同時にランプ表示を

行い停止させ、軽故障は警報と同時にランプ表示を行うものとする。

なお、表示灯は で明示された場合を除き、ＬＥＤランプとする。設計図書

また、警報は必要に応じベル又はブザーとし、警報時間の設定を調節出来る

ものとする。

(2) 故障表示は、 に明示された場合を除き、遠方操作盤では、故障表示設計図書

回路のリセットが不可能なものとする。

(3) 自家用発電設備の故障表示項目は、設備形式を考慮して次の項目から選定す

るものとする。

① 内燃機関過速度

② 内燃機関潤滑油圧低下

③ 内燃機関冷却水温度上昇

④ 機関始動渋滞

⑤ 発電機過電圧

⑥ 発電機過電流

⑦ 低電圧

⑧ 地絡

⑨ その他重要なもの
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４－７－５ 機側操作盤

機側操作盤については、設計指針によるものとし、これにより難い場合は、監督員

の を得なければならない。承諾

１．設置条件

機側操作盤は、設置場所や気象条件に対応出来るものとする。

２．操作性

機側操作盤に設ける計器、表示灯、開閉器は、操作が容易な構造で、誤操作の

生じない配置とする。

３．制御機器

操作は一挙動方式とし、設計指針に規定するものを設けなければならない。

４．遠方端子

機側操作盤から遠方監視操作盤への信号受渡し方法については、設計指針によ

るものとする。

また、端子台以外の方法で接続する場合は、 によるものとする。設計図書

５．雷対策

機側操作盤等には、避雷器、耐電雷トランス等を設置し、雷対策を施さなけれ

ばならない。

４－７－６ 遠方監視操作盤

１．開閉器等

遠方監視操作盤には、対象となる水門等ごとに操作開閉器及び非常停止開閉器

を設けるものとし、操作は２挙動方式にするものとする。

２．表 示

遠方監視操作盤には、対象となる水門等ごとに、開度計、状態表示灯、故障表

示灯を設けるものとし、それぞれ系統、操作順序を考慮して誤操作の生じにくい

ように整然と配置するものとする。

３．グラフィック表示

遠方監視操作盤にグラフィック表示を行う場合は、 に明示された場合設計図書

を除き、液晶式としなければならない。

４．制御機器

遠方監視操作盤には、機側操作盤からの受渡信号に対応した継電器等を設ける

ものとする。

５．盤形式
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遠方監視操作盤の形式は、 によるものとする。設計図書

４－７－７ 開 度 計

１．一般事項

開度計は、設置場所と気象条件等に影響されない構造で、信頼性、耐久性の高

いものとし、型式、測定範囲は、 によるものとする。設計図書

(1) 機械式開度計は、自立形の全閉防雨形とし、揚程と必要精度により単針又は

２針式目盛板付のものとする。

(2) シンクロ式開度計は、ＪＩＳ Ｃ ４９０６（シンクロ電機）に準じたものと

し、電源電圧が定格の±１０％以内で支障のないものとする。

２．避雷器

磁気スケール式及びリードスイッチ式開度計により信号を送信する場合、専用

の避雷器を設けるものとする。

３．メッセンジャーワイヤ

受注者は、開度計にメッセンジャーワイヤを使用する場合、その材質をステン

レス鋼製とし、ワイヤのたるみ、からみ等のない構造とするものとする。

４－７－８ 水位測定装置

１．一般事項

水位測定装置は、必要な精度が得られ、耐久性に富んだものとし、型式、測定

箇所及び測定範囲は、 によるものとする。設計図書

２．避雷器

屋外に設置する水位測定装置には、 に明示された場合を除き、避雷器設計図書

を設け、機器の保護が行えるものとする。

３．防波管・保護管

防波管・保護管は、水質、波浪、設置条件等を考慮して波浪、ごみ、生物、泥

等により影響の生じない構造とする。

また、選定にあたっては、耐候性、耐久性があり、衝撃に強いものとしなけれ

ばならない。

４．フロート

フロートを設ける場合は、合成樹脂又はステンレス鋼製とするものとする。

５．表示・変換方法

表示方式及び計測信号の変換方法等については、 によるものとする。設計図書
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４－７－９ 流 量 計

１．一般事項

流量計の形式選定は、 によるものとする。設計図書

また、水質、測定範囲、測定、精度、設置場所等を考慮するものとする。

２．電磁流量計

電磁流量計には、 に明示された場合を除き、次によるものとする。設計図書

(1) 精度は、フルスケールで±１．０％以下とする。

(2) 取付方法は、フランジ取付とし、片側を遊動フランジ付短管とする。

(3) 管内面は、テフロン又はポリウレタン等でライニング加工を行うものとする。

(4) 検出部の上流側には、管径の５倍以上の長さの直管部を設けるものとする。

３．超音波流量計

超音波流量計は、 に明示された場合を除き、次によるものとする。設計図書

(1) 精度は、フルスケールで±１．５％以下とする。

(2) 検出部は、取外し可能なものとし、検出部と変換器間の配線は、同軸ケーブ

ル等を使用するものとする。

(3) 検出部の上流側には、管径の１０倍以上、下流側には管径の５倍以上の直管

部を設けるものとする。

ただし、２直径１回反射式の場合は、設置条件を考慮したうえで直管部を上

記の１／２としても良いものとする。

４－７－１０ 高圧受電設備

１．一般事項

高圧受電設備は、商用の高圧電線路から電源を引込受電し、安全、確実に二次

側へ引渡しが出来る構造する。

２．避雷器

高圧受電設備には、避雷器を設けるものとする。

３．避雷器の接地

避雷器の接地は、単独接地とし、他の接地極から２ｍ以上離すものとする。

４．地絡保護

高圧受電設備は、地絡継電器及び零相変流器を設け、地絡に対して、保護する

構造とする。

なお、方向地絡継電器を設ける場合は、 によるものとする。設計図書
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５．電路・機器の保護

高圧受電設備は、過電流継電器を設け、電路及び機器を保護する構造とする。

６．取引用積算電力量計及び変成器

高圧受電設備は、電力会社支給の取引用積算電力量計及び変成器を取付けられ

る構造とする。

７．断路器・しゃ断器

高圧受電設備の引込主回路には、断路器及びしゃ断器を設けなければならない。

なお、 に明示された場合を除き、断路器は遠方手動操作方式とし、し設計図書

ゃ断器は電磁又は電動操作方式真空しゃ断器とする。

８．計測機器等

高圧受電設備には、電圧計、電流計、電力計、力率計を設けるとともに監視又

は制御に必要な変成器、継電器を設けなければならない。

９．盤構造

高圧受電設備に使用する盤は、閉鎖自立形とし、前面は扉構造、後面は扉、固

定又はビス止引掛式構造とする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

４－７－１１ 高圧変電設備

１．一般事項

設計図高圧変電設備は、高圧受電設備又は高圧自家発電設備からの高圧電源を

に明示された電圧に降圧するとともに保護を行い、分岐しなければならない。書

ただし、分岐は によるものとする。設計図書

２．変圧器の容量

変圧器の容量は、 に示す負荷に対して余裕を持ったものとしなければ設計図書

ならない。

設なお、変圧器形式は、油入自冷式、乾式自冷式又はモールド式とし、選定は

によるものとする。計図書

３．油入自冷式変圧器

油入自冷式変圧器を使用する場合は、油面計及び排油栓等を設けなければなら

ない。

なお、油劣化防止装置を設ける場合は、 によるものとする。設計図書

４．回路の分岐

主電動機用回路、系統機器動力用回路、照明用回路への分岐は、それぞれ独立
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した構造とする。

なお、分岐した主回路に設ける変圧器の一次側には、しゃ断器又はヒューズ付

交流負荷開閉器を設けるものとし、その選定は によるものとする。設計図書

５．盤構造

高圧変電設備に使用する盤は、閉鎖自立形とし、前面は扉構造、後面は扉、固

定又はビス止引掛式構造とする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

４－７－１２ 低圧受電設備

１．一般事項

低圧受電設備には、商用の低圧電線路から引込受電し、安全、確実に二次側へ

引渡しが出来る構造とする。

２．受 電

動力用と照明用の受電については、各々で独立させなければならない。

３．配線用しゃ断器

動力用引込主回路、照明用引込主回路には、各々に配線用しゃ断器を設けなけ

ればならない。

４．分岐回路

低圧受電設備に負荷系統ごとの分岐回路を設ける場合は、系統ごとに配線用し

ゃ断器を設けなければならない。

なお、低圧受電設備から直接機器に電源を供給する動力用回路及び照明用回路

には、配線用しゃ断器又は漏電しゃ断器を設けなければならない。

５．電源の切換え

商用と発電機設備からの電源を切換える場合は、確実に切換えを行い、二次側

へ引渡しが出来る構造とする。

６．変圧器

発電機からの低圧電源を変圧する変圧器については、 に明示された場設計図書

合を除き、乾式自冷式とし、耐湿性の高い構造とする。

７．変成器・継電器

低圧受電設備については、監視、制御及び保護用変成器、継電器等を設けなけ

ればならない。

８．盤構造

低圧受電設備に使用する盤は閉鎖自立形とし、前面は扉構造、後面は扉、固定
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又はビス止引掛式構造とし、壁掛形は前面扉の後面固定式とする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

４－７－１３ 自家発電設備

１．一般事項

自家発電設備については、 に明示された場合を除き、ＪＥＭ １３５４設計図書

（エンジン駆動陸用交流発電機）、ＪＥＭ ２１３１（ガスタービン駆動同期発電

機）によらなければならない。

なお、主原動機の仕様詳細、構造等については、共通仕様書第６章揚排水ポン

プ設備によるものとする。

２．内燃機関

発電機用内燃機関については、 に明示された場合を除き、次によるも設計図書

のとする。

(1) ディーゼル機関の過速度耐力は、発電機を直結した状態で無負荷にて定格回

転数の１１０％で１分間運転して異常のないものとする。

また、ガスタービンにあっては定格回転数の１０５％で１分間運転して異常

のないものとする。

(2) ディーゼル機関の過負荷耐力は、発電機を直結した状態で原動機出力の１１

０％で、３０分間運転しても異常のないものとする。

(3) 定格負荷を遮断した場合、ディーゼル機関の場合回転数が９００ｍｉｎ 超－１

過のとき８秒以内に、９００ｍｉｎ 以下のとき１５秒以内に復帰するものと－１

する。

また、ガスタービンにあっては、１５秒以内に復帰するものとする。

(4) 発電機用内燃機関の仕様は、次のとおりとする。

ディーゼル機関

形 式 ４サイクルディーゼル機関

燃焼室方式 直接噴射式又は予燃焼室式

潤滑方式 強制潤滑式

冷却方式 水冷式又はラジエータ式

始動方式 圧縮空気式又は電気式

使用燃料 軽油（ＪＩＳ Ｋ ２２０４)

Ａ重油(ＪＩＳ Ｋ ２２０５ １種２号）

ガスタービン
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形 式 単純開放サイクル一軸又は二軸式

燃焼室方式 単筒缶形又は円環形

潤滑方式 強制潤滑式

冷却方式 空冷式

始動方式 電気式又は圧縮空気式

使用燃料 灯油（ＪＩＳ Ｋ ２２０３）

軽油（ＪＩＳ Ｋ ２２０４)

Ａ重油(ＪＩＳ Ｋ ２２０５ １種２号）

(5) 発電機用内燃機関の付属品、予備品及び工具については、共通仕様書第６章

揚排水ポンプ設備に準ずるものとする。

３．発電機

(1) 一般事項

発電機は、 に明示された場合を除き、次による。設計図書

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

① 過電流耐力は、定格出力に対応した定格電流の１５０％を１５秒間、定格

電流の１１０％を３０分間通じても実用上故障のないものとする。

② 過速度耐力は、無負荷定格回転数の１２０％で２分間運転しても機械的に

耐えるものとする。

③ 総合電圧変動率は、定格力率の状態で、無負荷及び全負荷から負荷を漸次

変動させた場合の電圧変動率が最大値で定格電圧の±３．５％以内となるよ

う設計しなければならない。

④ 最大電圧降下率は、発電機が定格周波数で、無負荷運転中、定格電圧で定

格電流の１００％（力率０．４以下）に相当する負荷（１００％インピーダ

ンス）を突然加えた場合の電圧変動率の最大値とし、投入したとき定格電圧

の３０％以下に収まり、２秒以内に最終の定常電圧の－３％以内に復帰する

ものとする。

ただし、この場合、原動機の速度変動率を考慮し励磁装置の特性を含むも

のとする。

⑤ 耐電圧は定格周波数において電機子各巻線と大地間には発電機定格電圧の

２倍に１，０００Ｖを加えたもの（最低１，５００Ｖ）を、界磁巻線と大地

間には励磁定格電圧の１０倍（最低１，５００Ｖ）をそれぞれ１分間印加し

ても異常のないものとする。

⑥ 発電機の仕様は、次によるものとする。
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形 式 （キュービクル外）交流同期開放防滴保護形

（キュービクル内）交流同期開放保護形

方 式 三相３線式

冷却方式 自由通風

絶縁種類 低圧用Ｅ種以上

励磁方式 ブラシレス又は静止励磁

(2) 付属品

付属品は、発電機１台に対して次のものを具備するものとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

軸受温度検出装置及び温度計 １台式

固定子温度検出装置 １台式

共通ベース １台式

基礎ボルト・ナット １台式

(3) 燃料貯油槽

自家発電設備の燃料貯油槽については、共通仕様書第６章第８節６－８－４

によるものとする。

４．発電機盤

(1) 一般事項

発電機盤は、 に明示された場合を除き、発電機毎に独立した構造と設計図書

する。

(2) 機器類

発電機盤には、操作場所切換開閉器、運転方式切換開閉器、操作開閉器、非

常停止開閉器、電圧計、電流計、周波数計を設けるものとする。

なお、発電機を自動始動とする場合は、 によるものとする。設計図書

(3) 保護継電器類

発電機盤については、保護継電器類を設けるとともに、監視又は制御に必要

な変成器、継電器を設けるものとする。

(4) 表示部

発電機盤については、状態表示器、故障表示器（一括形重故障及び軽故障）

を設けるものとする。

(5) 盤構造

発電機盤は、閉鎖自立形、スタンド形、壁掛形又は搭載形とし、前面は扉構

造、後面は扉、固定又はビス止引掛式構造とする。
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なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

５．直流電源設備

(1) 一般事項

直流電源設備の容量は、負荷に対し余裕のあるものとしなければならない。

(2) 充電方式

充電方式は、入力電源が復帰したとき自動的に回復充電を行い、浮動充電に

移行するものとし、手動操作により均等充電が行える方式としなければならな

い。

(3) 整流装置

整流装置は、自動定電圧定電流装置付サイリスタ整流装置とし、整流は全波

整流としなければならない。

(4) 蓄電池

蓄電池は、ＪＩＳ Ｃ ８７０４、ＳＢＡ ３００７「据置鉛蓄電池」（ＨＳ

Ｅ）、ＳＢＡ ３０１８「陰極吸収式シール形据置鉛蓄電池」（ＭＳＥ）、ＳＢ

Ａ ５００５「ベント形アルカリ蓄電池（ＡＨ）（ＡＨＨ）」、ＳＢＡ ５００

６「シール形置きアルカリ電池（Ａ）（ＡＨＨ）」（ＡＨＨ－Ｅ）に適合する

ものとし、陰極吸収シール形据置鉛畜電池（ＭＳＥ）又は、シール形置きアル

カリ蓄電池（Ａ）（ＡＨＨ）を使用する場合を除き、減液警報装置を設けなけ

ればならない。

なお、選定は によるものとする。設計図書

(5) 銘 板

蓄電池には、形式、容量、製造者名、製造年月日、期限を記入した銘板を設

けなければならない。

(6) 構 造

直流電源設備は、蓄電池の保守点検を考慮した盤内スペースを確保しなけれ

ばならない。

ただし、補水、液面の点検を行う必要がある蓄電池を設置している場合は、

蓄電池を台車に載せ容易に引出し又は押し込み可能なものとし、常時は、固定

した構造とする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(7) 負荷電圧補償装置・継電器

直流電源設備は、負荷電圧補償装置を設けるとともに、電圧計、電流計及び

監視、制御に必要な継電器等を設けなければならない。
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(8) 回 路

直流電源設備の交流入力回路及び出力分岐回路は、開閉器等を設けなければ

ならない。

(9) 盤構造

直流電源設備の盤は、閉鎖自立形とし、前面は扉構造、後面は扉、固定又は

ビス止引掛式構造とする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(10) 直流電源設備の付属品

設計図書シール形蓄電池を使用する場合を除き直流電源設備には、次のうち

に明示されたものを具備するものとする。

温 度 計 １個

スポイト １個

ロ ー ト １個

吸込比重計 １個

取 び ん １個

付属品収納箱 １個

精 製 水（シール形又は触媒方式の場合を除く） １８リットル

６．無停電電源設備

(1) 一般事項

無停電電源装置の切替回路は、 で明示されてない限り、常時インバ設計図書

ータ給電、同期切替方式とする。

(2) 整流器

整流器は、１０ｋＶＡ以下の容量の場合には、トランジスタ方式とし、１０

ｋＶＡを超える容量の場合には、トランジスタ方式又はサイリスタ方式とする。

(3) 容 量

無停電電源装置の容量は、 で明示されてない場合、ＰＬＣ、運転支設計図書

援装置の消費電力合計に２０％の余裕を見込んだものとする。

なお、停電時の保持時間は１００％負荷時約１０分間とし、自家発電設備が

ない場合は、これ以上の保持時間をとるものとする。

(4) 盤形式

無停電電源装置の盤形式は、 で明示されてない限り、小型パッケー設計図書

ジの汎用品を使用するものとする。
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第８節 予 備 品

４－８－１ 予 備 品

予備品は、監視操作制御設備及び電源設備に対して次の予備品のうち当該設備で使

用した機器等を納品するものとする。

(1) ランプ、制御回路ヒューズ（設置している場合）

現用の１０％以上（最低１個以上)

(2) ＬＥＤ 現用各種ごとに１個

(3) 補助リレー類 現用各種ごとに１個

(4) 電力ヒューズ（設置している場合） 現用各種ごとに１組（三相分）

(5) 予備品取替に必要な専用工具（必要な場合） １式

(6) 予備品箱 １式
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第５章 ゴム引布製起伏堰設備

第１節 総 則

５－１－１ 適 用

この章は、ゴム引布製起伏堰（以下「ゴム堰」という。）設備に適用する。

なお、ゴム堰は、袋状のゴム引布製の扉体（以下「袋体」という。）を有し、空気

又は水を膨張媒体として袋体に充填し、もしくは袋体から排除することによって起伏

及び倒伏させる形式の堰をいう。

５－１－２ 一般事項

１．ゴム堰設備の構造

ゴム堰設備は、 に明示された水位等の荷重条件に対し安全で、耐久性設計図書

を有し、保守が容易な構造とする。

２．ゴム堰設備の機能

ゴム堰設備は、袋体の気密性又は水密性と堰の止水性が確保され、起立及び倒

伏が確実であるとともに、収縮時には完全倒伏するような構造とする。

５－１－３ 準拠基準等

ゴム堰設備の施工にあたっては、 によるほか、次の基準等による。設計図書

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

(1) 国土交通省河川砂防技術基準 （国土交通省）

(2) ダム・堰施設技術基準（案） （ダム・堰施設技術協会）

(3) ゴム引布製起伏堰技術基準（案） （国土開発技術研究センター）

５－１－４ 使用材料

１．ゴム堰設備に使用する材料は、 に明示された気象及び荷重条件に対設計図書

して必要な強度、安全性、剛性、耐疲労性及び耐摩耗性を有するものとする。

２．ゴム堰設備の袋体以外に使用する金属等材料については、 によるも設計図書

のとする。

５－１－５ 構造計算及び容量計算

ゴム堰設備の構造計算及び容量計算は、 によるものとする。設計図書
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５－１－６ 銘 板

銘板は、共通仕様書第４章第１節４－１－６によるものとする。

５－１－７ 操作要領説明板

操作要領説明板は、共通仕様書第４章第１節４－１－７によるものとする。

５－１－８ 付属工具

受注者は、ゴム堰設備の保守管理に必要な付属工具を納品するものとする。

なお、付属工具数量表を工具納品時に添付するものとする。

第２節 袋 体 等

５－２－１ 袋 体

１．膨張媒体

袋体の膨張媒体は、 によるものとする。設計図書

２．倒伏方式

袋体の倒伏方式は、 によるものとする。設計図書

３．固定方式

袋体の固定方式は、 によるものとする。設計図書

４．材質及び仕様

ゴム引布の材質及び仕様は、 によるものとする。設計図書

５．形 状

袋体は、ゴム引布の特性及び水位変化による袋体変形特性を考慮し、堰の機能

を損なわない形状とする。

６．構 造

袋体は、 に基づく荷重に対して必要な強度と剛性を有するとともに、設計図書

振動、衝撃、座屈に対して安全な構造とする。

また、流介物の衝撃にも耐える強度を有するもので、かつ保守管理の容易な構

造とする。

７．ゴム引布の外層ゴム

袋体の外層ゴムは、劣化、摩耗、損傷に対して十分な耐久性を有する厚さをも

って設計しなければならない。

８．堰 高

袋体は、 に明示された設計条件において、必要な堰高を確保するもの設計図書
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とする。

９．気密性又は水密性

袋体は、 に明示された設計条件において、確実な気密性又は水密性を設計図書

有するとともに、堰としての止水性を確保するものとする。

10．倒伏時の状態

袋体の倒伏時には、袋体膨張媒体を完全に排除し完全倒伏するよう設計しなけ

ればならない。

５－２－２ 固 定 部

１．取付固定の構造及び取付角度

袋体の袋体積載床版、側壁及び堰柱等への取付固定は、膨張媒体が漏洩したり、

上流水が越流以外の形態で下流に流出しない構造とする。

また、袋体の側壁部への取付角度は、側壁部付近の袋体に応力集中等が発生し

ない適切な角度とする。

２．取付金具

袋体取付金具は、袋体に作用する力を均一に保持出来る構造とする。

５－２－３ 袋体付属諸装置

１．構 造

袋体が完全倒伏するよう、膨張媒体が完全に排除される処置を施すものとする。

また、床版との摩擦あるいは流介物等による袋体の損傷を防止する対策を講じ

るものとする。

２．損傷防止対策

袋体等には、転石等による損傷を防止するため、適切な損傷防止対策を講じる

ものとする。

３．振動防止対策

袋体等には、適切な振動防止対策を講じるものとする。

４．排水処理対策

袋体には、侵入水による内圧検知管及び給排管の閉塞を防止するため、適切な

排水処理対策を講じるものとする。

第３節 操作設備

５－３－１ 一般事項
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１．操作方式

ゴム堰設備の操作方式は、 によるものとする。設計図書

５－３－２ 起立装置

起立装置の容量は、 明示された起立時間を満足するものとする。設計図書に

５－３－３ 倒伏装置

１．膨張媒体の排除方式

袋体膨張媒体の排除方式は、 によるものとする。設計図書

２．倒伏装置

倒伏装置は、確実に作動する構造とする。

５－３－４ 安全装置

１．過給防止装置

膨張媒体の過給による袋体の破損防止のため、過給防止装置を設けるものとす

る。

なお、過給防止装置の形式は、 によるものとする。設計図書

２．倒伏安全装置

倒伏装置が故障した場合に、袋体の倒伏を確実にするため、倒伏安全装置を設

けるものとする。

なお、倒伏安全装置の形式は、 によるものとする。設計図書

３．規模又は容量

安全装置の規模又は容量は、膨張媒体圧入速度に対応したものとする。

なお、倒伏装置と兼ねる場合は、倒伏速度に対応した規模又は容量とする。

５－３－５ 外水位検知装置

外水位（堰上流水位）検知装置は、 によるものとする。設計図書

５－３－６ 袋体内圧検知装置

袋体内圧検知装置は、 によるものとする。設計図書

５－３－７ 配 管

１．給排能力及び耐久性
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膨張媒体給排管は、起伏速度に対応した十分な給排能力を持つともとに、耐久

性を有するものとする。

２．地盤変形対策

配管は、不同沈下等の地盤変形に対して安全な構造とする。

３．堤防横断対策

配管が堤防を横断する場合は、付近の河岸及び河川管理施設の構造に支障を及

ぼさない構造とする。

５－３－８ 動力設備

１．起立装置及び倒伏装置

起立装置及び倒伏装置の動力設備は、 によるものとする。設計図書

２．予備動力設備

予備動力設備は、 によるものとする。設計図書

５－３－９ 監視操作制御設備及び電源設備

監視操作制御設備及び電源設備については、共通仕様書第４章第７節によるものと

する。
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第６章 揚排水ポンプ設備

第１節 総 則

６－１－１ 適 用

この章は、揚排水機場に設置される主ポンプ設備とその関連設備並びに付属設備に

適用する。

なお、対象となる主ポンプ設備の形式は、横軸及び立軸軸流・斜流ポンプ、横軸・

立軸渦巻ポンプ、水中モータポンプとする。

６－１－２ 一般事項

１．共通事項

(1) 構造及び性能は、 に明示された設計条件、仕様に対して十分な機能設計図書

を有し、耐久性、安全性、操作性及び維持管理を考慮したものとする。

(2) ポンプ起動時、停止時（急停止含む）等の過渡的状態における不安定因子に

よる不具合に対しても高い信頼性を有するものとする。

２．排水ポンプ設備

(1) 始動性及び長時間運転に対し高い信頼性を有する構造とする。

(2) に明示された範囲での水位の変動への確実な対応が可能な設備とす設計図書

る。

(3) 外的要因に影響されない高い信頼性を有する構造とする。

３．揚水ポンプ設備

(1) 高頻度、長時間運転における高い信頼性を有する構造とする。

(2) に明示された条件の範囲で需要水量変動に対し、スムーズかつ効率設計図書

よく追従が可能なものとする。

６－１－３ 準拠基準等

揚排水ポンプ設備の施工にあたっては、 によるほか、次の基準等による。設計図書

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

(1) 機械設備管理指針 （水資源機構）

(2) 機械設備工事施工管理基準 （水資源機構）

(3) 河川管理施設等構造令および同施行規則 （国土交通省）

(4) 国土交通省河川砂防技術基準（案） （国土交通省）

(5) 揚排水機場設備点検・整備指針（案） （国土交通省）
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(6) 揚排水ﾎﾟﾝﾌﾟ設備技術基準・設計指針（案）（同解説）

（河川ポンプ施設技術協会）

(7) ダム・堰施設技術基準（案） （ダム・堰施設技術協会）

(8) 土地改良事業計画設計基準 設計「ポンプ場」基準（案） （農林水産省）

(9) クレーン等安全規則 （厚生労働省）

(10) クレーン等構造規格 （厚生労働省）

(11) ボイラ及び圧力容器安全規則 （厚生労働省）

(12) 危険物の規制に関する規則 （総務省）

(13) 電気設備に関する技術基準を定める省令 （経済産業省）

(14) 電気設備に関する技術基準の細目を定める省令 （経済産業省）

(15) 電気事業法の規定に基づく主任技術者の資格等に関する省令 （経済産業省）

(16) コンクリート標準示方書 （日本土木学会）

(17) 電気学会電気規格調査会標準規格 （ＪＥＣ）

(18) 日本電機工業会規格 （ＪＥＭ）

(19) 日本工業規格 （ＪＩＳ）

６－１－４ 銘 板

１．銘板の明示内容

主ポンプには形式、口径、揚程、吐出し量、ポンプ回転速度、製造年月、製造

会社名等を、原動機及び減速機には形式、原動機定格出力及び回転数（減速比）、

製造年月、製造会社名等を明示した銘板を設けなければならない。

２．銘板の仕様

銘板は、ＪＩＳ Ｚ ８３０４（銘板の設計基準）に準ずるものとし、仕様は表

６－１－１を標準とする。

表６－１－１ 銘板の仕様

仕 様 エッチング（凸式）銘板又は機械彫刻式銘板

寸 法 口径１，０００㎜未満の場合 ８０㎜×１２５㎜以上

口径１，０００㎜以上の場合 １２５㎜×２００㎜以上

材 質 黄銅板又はステンレス鋼板

６－１－５ 操作要領説明板

ポンプ設備の操作室には、操作の手順等を記入した、「操作要領説明板」を設けな
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ければならない。

なお、「操作要領説明板」の材質は、アクリル製とする。

６－１－６ 付属工具

受注者は、主ポンプ設備等の保守管理に必要な付属工具を納品するものとする。

なお、付属工具数量表を工具納品時に添付するものとする。

第２節 主ポンプ設備

６－２－１ 一般事項

１．主ポンプ設備の仕様

主ポンプ設備の仕様は、 によるものとする。設計図書

２．主ポンプ設備の設計

(1) 主ポンプ設備は、運転に支障がある偏流や旋回流が生じないもので、振動、

騒音が少なく円滑に運転が出来るとともに、 に明示された水利条件に設計図書

対して、キャビテーションが発生しないものでなければならない。

(2) 主ポンプの構造は、その用途に適し連続運転に耐える堅牢なもので、運転上

支障となる空気流入などの現象が発生しないものとする。

また、点検等が容易なものでなければならない。

(3) ポンプ設備は、流水による管路損失が少なく、耐摩耗性、耐食性に優れてい

るとともに、内外面とも平滑な面を有し欠陥があってはならない。

６－２－２ 立軸（軸流・斜流）ポンプ

１．ケーシングの内部形状

ケーシングの内部形状は、流水による抵抗が少なく、平滑な面に仕上げるもの

とする。

２．点検孔

ケーシングに点検孔を設ける場合は、 によるものとする。設計図書

３．羽根車

羽根車は、流水による摩擦損失を少なくするように、特に平滑な面に仕上げる

ものとし、回転に対しては回転機械－剛性ロータの釣合い良さ（ＪＩＳ Ｂ ０９

０５）のＧ６．３以上の精度を有するものとする。

４．主 軸

主軸は、動力伝達に対して十分な強度と寸法を有し、運転範囲において十分安
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全でなければならない。

なお、水中軸受部にはスリーブを設けるとともに、中間軸継手を設けて据付、

分解、点検が容易なものとする。

５．揚水管

揚水管はフランジ継手とし、分解組立が容易な構造とする。

６．吐出しエルボ

吐出しエルボは、フランジ曲管形状とし、主軸の貫通部には適切な軸封装置を

設けるものとする。

７．ポンプ据付台床

ポンプ据付台床は、吸込水位がポンプ据付台床レベルより上にある場合は、水

密構造とする。

８．架 台

一床式ポンプの場合の減速機台及び原動機台並びに二床式ポンプの減速機架台

は、鋼製とする。

９．ポンプ羽根車推力の支持方式

ポンプ羽根車推力の支持方式は、次によるものとする。

(1) 二床式の場合は、ポンプスラスト軸受で支持するものとし、減速機及び原動

機とポンプとの軸継手は、たわみ軸継手又は自在継手を用いるものとする。

(2) 一床式の場合は、ポンプのスラスト軸受又は駆動設備軸受で支持するものと

する。

10．ポンプスラスト軸受

ポンプ羽根車推力をポンプスラスト軸受で支持する場合は、減速機及び原動機

とポンプとの軸継手は、たわみ軸継手又は自在継手を用い、ポンプスラスト軸受

は、スラスト軸受台を設け、回転体の軸方向位置の調整が可能なものとする。

また、減速機及び原動機等で支持する場合は、固定軸継手を用い、中間スペー

サや調節リング等で軸の縦方向位置を調節可能な構造とする。

11．水中軸受

水中軸受は、次によるものとする。

(1) 水中軸受は、セラミックス軸受とする。

(2) 希釈海水（塩素イオン濃度２００ｐｐｍ程度以上）中使用の水中軸受におい

ては、海水用セラミックス軸受とする。

(3) セラミックス軸受以外のゴム軸受及び潤滑水回収式の場合は、 によ設計図書

るものとする。
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12．付属品

付属品は、主ポンプ１台に対して次のものを具備するものとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) 中間軸 １台分

(2) 軸継手及び安全カバー １台分

(3) 連成計及びコック付導管 １台分

(4) 電磁弁又は電動弁 １台分

(5) 自動空気抜弁 １台分

(6) 点検梯子及び架台等（口径１，０００㎜以上） １台分

(7) ポンプ取付台床 １台分

(8) スラスト軸受温度計（指示接点付） １台分

(9) 基礎ボルト・ナット １台分

(10) 小配管、小弁類等 １台分

(11) 潤滑油 １台分

13．予備品

予備品は、１台のポンプに対し次に示す部品のうち当該設備に使用した部品を

予備品として納品しなければならない。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) 軸受及びスリーブ（同一口径、同一形状毎） １台分

(2) 軸封部用パッキン １台分

６－２－３ 横軸（軸流・斜流）ポンプ

１．ケーシングの内部形状

ケーシングの内部形状は、流水による抵抗の少ないもので、平滑な面に仕上げ

るものとし、ケーシングは、軸芯面で上下に２分割出来る構造とする。

２．ケーシング

ケーシング上部には、点検孔、満水検知器、計器用スタンド座及び吊手を設け、

ケーシング下部には、据付用脚、外部軸受胴ブラケットを設けるものとする。

３．羽根車

羽根車は、流水による摩擦損失を少なくするように、特に平滑な面に仕上げる

ものとし、回転に対しては回転機械－剛性ロータの釣合い良さ（ＪＩＳ Ｂ ０９

０５）のＧ６．３以上の精度を有するものとする。

４．主 軸
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主軸は、動力伝達に対して十分な強度と寸法を有し、運転範囲において十分安

全であること。

なお、軸受に接する部分は精密な仕上げを行うものとする。

また、水中軸受部及び軸封部パッキン部には、スリーブを設けるものとする。

５．スタフィングボックス

スタフィングボックスには、グランドパッキンを挿入し、パッキンの中間部に

ランタンリングを設け、清浄水を注入したとき空気の混入がなく、冷却及び封水

が出来るような構造とする。

なお、パッキン押えは容易に調整出来、調整後は緩まない構造とする。

ただし、無注水軸封装置とする場合は、 によるものとする。設計図書

６．外部軸受

外部軸受は、ラジアル荷重及びスラスト荷重並びに設計寿命に対し十分な強度

を有するものとする。潤滑方式は、油浴式又はグリース潤滑構造とする。

７．水中軸受

水中軸受は、円筒すべり軸受とし、給油は、ポンプと連動して自給出来る構造

とする。

ただし、無潤滑軸受を使用する場合は、 によるものとする。設計図書

８．付属品

付属品は、主ポンプ１台に対して次のものを具備するものとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) 軸継手及び安全カバー １台分

(2) 連成計及びコック付導管 １台分

(3) 真空計及びコック付導管 １台分

(4) 自動給油装置 １台分

(5) 満水検知器 １台分

(6) 電磁弁又は電動弁（吸気、封水、真空破壊用等） １台分

(7) 軸封水検流器 １台分

(8) ポンプ取付台床 １台分

(9) 基礎ボルト・ナット １台分

(10) ポンプ廻り小配管、小弁類等 １台分

(11) 潤滑油 １台分

９．予備品

予備品は、１台のポンプに対し次に示す部品のうち当該設備に使用した部品を
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予備品として納品しなければならない。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) 軸封部用パッキン又はメカニカルシール １台分

(2) 軸受及びスリーブ（同一口径、同一形状ごと） １台分

(3) 自動グリスポンプ用ベルト １台分

６－２－４ 横軸（渦巻）ポンプ

１．ケーシングの内部形状

ケーシングの内部形状はボリュート構造で、羽根車から放出された水の速度水

頭を圧力水頭に効率よく変換する渦巻室を有し、流水による抵抗の少ないものと

する。

また、両吸込の場合は、ケーシングは軸芯面で上下に２分割出来る構造とする。

２．ケーシング

両吸込の場合は、ケーシング上部に満水検知器又はエアー抜き管、軸封水管、

計器用スタンド座、吊手等を設け、ケーシング下部には、水平吸込口、水平吐出

口、据付用脚・軸受箱、ドレン管等を設けるものとする。

３．羽根車

羽根車は、流水による摩擦損失を少なくするように、平滑な面に仕上げるもの

とし、回転に対しては回転機械－剛性ロータの釣合い良さ(ＪＩＳ Ｂ ０９０５)

のＧ６．３以上の精度を有するものとする。

４．主軸及び主軸継手

主軸及び主軸継手は、動力伝達、危険速度、撓み等を考慮した必要な強度を有

するものとする。

５．軸封部

軸封部には、グランドパッキンを挿入し、パッキン中間部にランタンリングを

設け、清浄水を注入したとき空気の漏れがなく冷却及び封水が出来る構造とする。

なお、パッキン押えは容易に調整出来、調整後は緩まない構造とする。

ただし、無注水軸封装置とする場合は によるものとする。、設計図書

６．軸 受

軸受は、ラジアル荷重又はスラスト荷重に対し連続運転に耐えるもので、潤滑

方式は、油浴潤滑又はグリース潤滑とする。

７．付属品

付属品は、主ポンプ１台に対して次のものを具備するものとする。
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なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) 軸継手及び安全カバー １台分

(2) 連成計及びコック付導管 １台分

(3) 圧力計及びコック付導管 １台分

(4) 自動給油装置 １台分

(5) 満水検知器又はエアー抜き配管 １台分

(6) 電磁弁又は電動弁（吸気、封水、真空破壊用等） １台分

(7) 軸封水検流器 １台分

(8) ポンプ取付台床 １台分

(9) 基礎ボルト・ナット １台分

(10) ポンプ廻り小配管、小弁類等 １台分

(11) 潤滑油 １台分

(12) 軸受温度計（接点付） １台分

８．予備品

予備品は、１台のポンプに対し次に示す部品のうち当該設備に使用した部品を

予備品として納品しなければならない。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) 軸封部用パッキン又はメカニカルシール １台分

(2) 軸受及びスリーブ（同一口径、同一形状ごと） １台分

(3) 自動グリスポンプ用ベルト １台分

６－２－５ 水中モータポンプ

１．水中モータポンプの形式

水中モータポンプの形式は、 によるものとする。設計図書

２．結合方法及び構造

ポンプはモータ直結形とし、伝達トルク及び捩り振動に対して十分な強度を有

し、延長したモータ軸端にキーと軸ねじを用いて羽根車を取付ける構造とする。

３．羽根車

羽根車は、強固な構造を持つものとする。

また、釣合いを取るとともに、表面を滑らかに仕上げるものとする。

なお、翼の枚数は、回転機械一剛性ロータの釣合い良さ(ＪＩＳ Ｂ ０９０５)

釣り合いの観点から２枚以上とする。
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４．ケーシング

ポンプケーシングは、吸込ケーシングと渦巻ケーシングにて構成し、流水による

抵抗が少ない構造とさせ、内部圧力及び振動等に対し十分な強度を有したものにす

るものとし、ケーシング上部には、水中モータ取付け用座を設けるとともに、メカ

ニカルシール室及び給油口を設けるものとする。

また、ケーシング内に浸水検知器を設置する独立した浸水溜まり室を設け、万一、

メカニカルシールが破損した場合でも、モータフレーム内に浸水する前に検知でき

る構造とする。

５．据付形式

据付形式は、着脱曲胴から垂直に設置された２本のガイドパイプに添って吊り

降ろすことによって、自動的に定位置に据付けられる構造とする。

着脱曲胴とポンプの接合面は、ポンプの自重によってシールされるものとし、

接合面はメタルタッチとする。

６．軸封装置

軸封装置は、取替の容易なカートリッジ式静止形ダブルメカニカルシールとし、

中間に油を封入し、摺動部の潤滑を行うとともに、原水の浸入を防ぐ構造とする。

なお、２箇所の摺動部は、各々独自のスプリングにて保持されているものとす

る。

また、メカニカルシールは、スリーブと一体なカートリッジ式とし、２箇所の

摺動部を分解することなくポンプへの着脱が可能なものとする。

その際、モータフレームを分解することなく、メカニカルシールを取外すこと

が可能なものとする。

７．水中ケーブル

水中ケーブルは、２種ＥＰゴム絶縁クロロプレンキャブタイヤケーブルとし、

ポンプケーシング貫通部は、ケーブル押さえの形状に合せてつばを一体成型にし

たモールド構造とする。

また、各ケーブル端は芯線シール構造にするものとし、ケーブルは十分な長さ

とし、接続は水没しない位置にて行うものとする。

８．水中モータ

水中モータは、乾式かご形三相誘導電動機とし、フレームは水圧に対して十分

な強度を有した耐水性構造にするものとし、モータ下部はフランジ形とし、ポン

プケーシングに堅固に取付けられるものとする。

また、水中モータの上部には水中ケーブルの取付け、取外しのための端子台を
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設けるものとし、端子台の水中ケーブル取付け側は、独立した室を有しケーブル

貫通部からの万一の浸水に対してもロータ、ステータを保護する構造とする。

なお、ケーブル貫通部は、完全な水密を確保する構造とし、ケーブルを強固に

締付けるものとする。

９．モータ回転子

モータ回転子は、平衡を取り振動を防ぐものとし、上下に設けられたグリース

潤滑式ころがり軸受によって支持するものとする。

10．軸 受

軸受は、回転部重量及び水カスラスト荷重に対しても強度を有するとともに、

連続運転にも耐え、円滑な運転が出来るものとする。

11．モータの冷却

モータの冷却は、運転範囲で連続運転可能な構造とする。

12．保護装置

水中ポンプには次の各項目に対し適切な保護装置を設けるとともに、必要に応

じて警報表示が可能な構造とする。

(1) 欠相

(2) 逆相

(3) 過電流

(4) 漏電

(5) 電動機浸水

(6) 電動機異常温度上昇

(7) 吸水槽水位異常低下

(8) 始動渋滞

(9) 吐出弁開閉異常

13．付属品

付属品は、主ポンプ１台に対して次のものを具備するものとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) 連成計及びコック付導管 １台分

(2) 自動空気抜弁 １台分

(3) ガイドパイプ（ＳＵＳ３０４） １台分

(4) ポンプ本体吊り金具 １台分

(5) 吊り上げ鎖（ＳＵＳ３０４） １台分

(6) キャブタイヤケーブル （必要長さ） １ 式
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(7) フロアプレート １台分

(8) 基礎ボルト・ナット １台分

(9) ケーブル押え・ケーブルホルダ １台分

(10) 梯 子 １台分

14．予備品

予備品は、１台のポンプに対し次に示す部品のうち当該設備に使用した部品を

予備品として納品しなければならない。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) メカニカルシール １台分

第３節 吸吐出管

６－３－１ 一般事項

１．吸吐出管の構造

(1) 吸吐出管は、 に明示された場合を除き、フランジ継手とする。設計図書

また、吸吐出管の形式、仕様、規格等については、 によるものとす設計図書

る。

(2) 吸吐出管は、自重や流体から受ける反力を主ポンプや主配管用弁類にかけな

いように適切な位置に支持台を設けるものとする。

(3) 吸吐出管には、ポンプや弁類などの保守管理が容易に行えるように必要に応

じて遊動フランジ管、又はそれに相当する伸縮管を設けるものとする。

(4) 曲管、分岐管、人孔管、漸縮拡管、Ｔ字管等の異形管は、有害な振動を生じ

ず、キャビテーションが発生しない構造とする。

なお、応力集中及び変形を生じる恐れのある場合は、補剛材を入れるものと

する。

２．付属品

付属品は、吸吐出管１台分に対して次のものを具備するものとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) フランジ用ボルト・ナット １台分

(2) フランジ用パッキン １台分

６－３－２ 吸 込 管

１．吸込口

吸込口において偏流や旋回流が生じない構造とする。
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２．配 管

配管は空気だまりができないような形とし、ポンプに向かって１／５０～１／

１００の上り勾配となるよう配管とするものとするが、やむを得ず空気だまりが

出来る部分は排気出来る構造とする。

３．接 合

吸込管内が大気圧以下となる場合は、フランジ継手により空気の漏れがないよ

う接合するものとする。

６－３－３ 吐 出 管

１．吐出管の構造

吐出管は、吐出圧力に対して安全な強度を有し、摩耗に対しても安全な構造と

する。

２．拡大管

吐出管の出口に拡大管を設ける場合は、拡大管の全広がり角度を１０～３０°

程度とする。

３．接続部

主ポンプと吐出管の接続部には、遊動フランジ付吐出管を設けるものとする。

なお、遊動部分はポンプ運転中の最高水圧による離脱等の生じない構造とする。

６－３－４ 可とう伸縮継手

１．可とう伸縮継手

ポンプ室から屋外配管に接続する部分及び附帯設備との連結部等には、不等沈

下、地震による沈下、捻れ等の吸収可能な可とう伸縮継手を設けるものとする。

２．規 格

フランジ部の寸法は、吐出し部の出口及び吸吐出管の規格に準ずるものとする。

３．水力スラスト

管内の水圧による水力スラスト対策を十分考慮するものとする。

第４節 主配管用弁類

６－４－１ 一般事項

１．主配管用弁類の構造

逆止弁、フラップ弁（逆流防止弁）は、損失が少なく、耐摩耗性、耐食性にす

ぐれ、円滑な動作が出来、欠陥のないものとする。
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２．主配管用弁類の強度

逆止弁及びフラップ弁（逆流防止弁）は、ポンプ停止時の衝撃荷重に耐える強

度を有するものでなければならない。

３．吸吐出弁の選定

吸吐出弁の選定は、キャビテーション特性の良好なものを選定しなければなら

ない。

なお、流量調整用の弁は、キャビテーション特性を考慮して選定するものとす

る。

４．仕切弁、蝶形弁

電動式の仕切弁、蝶形弁は、手動開閉機構を設けるものとし、その操作力は１

００Ｎ以下の人力で開閉可能なものとする。

なお、ロート弁についても同様とする。

５．取 付

弁類の取付は、パッキンを使用し、ボルト・ナットにより漏水等のないように、

確実に取付るものとする。

６．遮水弁

吐出側に遮水弁を設置する場合は、遮水性能に優れている仕切弁とする。

６－４－２ 逆止弁

１．逆止弁

逆止弁は、急閉、緩閉、普通スイング式及びリフト式弁で、逆止弁の選定は、

によるものとする。設計図書

６－４－３ フラップ弁（逆流防止弁）

１．フラップ弁の構造

フラップ弁は、配管接続用片面フランジ付の弁胴に弁体を取付けた構造とする。

また、速やかに自動閉鎖して逆流を防止するものとする。

なお、 で特に明示されてない場合は、ポンプ口径１，６５０㎜以下は設計図書

丸形とし、１，８００㎜以上は角形とし、フランジ寸法は、吐出しエルボ出口又

は吸吐出管に準ずるものとする。

２．抵抗損失

フラップ弁は、抵抗損失を考慮した構造とする。
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６－４－４ 仕 切 弁

１．仕切弁の開度

仕切弁は、全開、全閉での使用とし、中間開度における流量調整は行わないも

のとする。

２．構造及び強度

仕切弁の構造は、弁体及び弁座は堅牢で耐久性があり、弁棒は弁の開閉に対し

必要な強度を有するものとする。

３．弁箱底部

弁箱底部は、砂などの異物が推積しやすいためドレーンを設けるものとする。

４．付属品

付属品は、仕切弁１台に対して次のものを具備するものとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) 開度計（発信器付） １台分

(2) 本体付開度計（指針式） １台分

(3) トルクスイッチ １台分

(4) リミットスイッチ １台分

６－４－５ 蝶形（バタフライ）弁

１．蝶形弁の構造

(1) 操作方式は、ポンプ始動時に開動作させ、停止時に閉動作させる場合は電動

式によるものとし、開閉速度は によるものとする。設計図書

(2) 蝶形弁は、排水ポンプ用は砂やごみが混入しても作動可能な横形とする。

(3) 蝶形弁は、気密性又は水密性を必要とする主ポンプの吐出弁にはゴム弁座と

し、弁による流量制御を行い、キャビテーション、水質等などの耐食・耐摩耗

性を要する場合はメタル弁座とする。

２．付属品

付属品は、蝶形弁１台に対して次のものを具備するものとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) 開度計（発信器付） １台分

(2) 本体付開度計（指針式） １台分

(3) トルクスイッチ １台分

(4) リミットスイッチ １台分
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６－４－６ ロート（コーン）弁

１．ロート弁の構造

(1) ロート弁は、高揚程ポンプの吐出側に使用し、油圧操作にした場合、蝶形

（バタフライ）弁、逆止め弁の両方の機能を有するものとする。

(2) ロート弁は、電動式又は油圧式とし、手動操作も可能なものとする。

なお、操作方式の選定は、 によるものとする。設計図書

２．付属品

付属品は、ロート弁１台に対して次のものを具備するものとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) 開度計（発信器付） １台分

(2) 本体付開度計（指針式） １台分

(3) トルクスイッチ １台分

(4) リミットスイッチ １台分

６－４－７ フート弁

１．フート弁の構造

(1) フート弁は、吸込み管端部にフランジ接合又はねじ込み接合により確実に取

付けるものとする。

(2) フート弁は、中小形ポンプ用が主であり、口径の大きさや使用圧力により弁

体を分割するものとする。

(3) フート弁は、異物のかみ込みの除去、水落としのためにレバーを取付け、弁

の開閉が可能な構造とする。

２．フート弁の仕様

フート弁の仕様は、 によるものとする。設計図書

第５節 主ポンプ駆動設備

６－５－１ 一般事項

１．原動機の構造

(1) 原動機は、異常振動、異常音、過熱等の生じないもので、危険速度に達しな

い構造としなければならない。

(2) 原動機の危険な回転部分には取外し容易な安全カバー等を設け、不用意に触

れることのない構造にしなければならない。

２．潤滑油類
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潤滑油類について、国内で常時入手可能なものを選定するものとする。

３．排気管

内燃機関を複数台設置する場合は、単一排気管とする。

また、排気管に、ばい煙量等測定口を設ける場合は、諸法令を遵守するものと

する。

なお、排気温度による熱膨張に対して、可とう伸縮管を設けたり、室内温度を

高めないための断熱対策を行うものとする。

４．強度及び耐久性、耐摩耗性

内燃機関の内部は、高温、高圧に対し強度、耐久性及び耐摩耗性を有するもの

とする。

５．消音器

内燃機関の消音器は、ポンプ設備が設置される地域の騒音規制条例等を考慮し

た騒音レベルを満足するものを選択するものとする。

なお、騒音レベルは、 によるものとする。設計図書

また、消音器の排出口高さは、諸法令を遵守するものとする。

６．低温時の始動

内燃機関を寒冷地において使用する場合は、適切な凍結防止を施すものとし、

低温時における始動においても支障がない構造とする。

７．動力伝達装置

原動機の動力を主ポンプへ伝達する動力伝達装置については、軸継手を基本と

して、原動機の形式、諸元等により歯車減速機、クラッチ類より構成し、これら

の機器が動力の伝達を行うのに十分な容量を有し、各機器間の協調を保ち、安定

した運転が行えるものとする。

また、主ポンプ設備の逆転を許容しない場合には、最適な逆転防止機能を設け

るものとする。

６－５－２ 電動機（水中ポンプ用は除く）

１．電動機の仕様

電動機は、三相誘導電動機とする。

なお、同期電動機、整流子電動機を使用する場合においては、 による設計図書

ものとする。

２．電動機の構造

(1) 駆動されるポンプの所要動力及び特性に適合した性能のものとし、定格出力
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は、運転範囲において過負荷とならないものとする。

(2) 電動機は、定格周波数のもとで端子電圧が、定格値の±１０％の範囲で変化

しても定格出力で使用しても支障のないものとする。

(3) 電動機は、定格電圧のもとで電源周波数が、定格値の±５％の範囲で変化し

ても定格出力で使用しても支障のないものとする。

３．軸 受

軸受は、すべり軸受又はころがり軸受とし、予想される運転中の最大荷重・振

動等に対し耐えるものとする。

なお、スラスト荷重を電動機で受ける場合は、荷重条件に適したものとする。

４．始動方式

電動機の始動方式は、 によるものとする。設計図書

５．速度制御装置

速度制御を行う場合、速度制御装置は、 に明示された速度制御範囲内設計図書

で、安定した制御が出来るものとする。

６．構造、寸法、試験等

電動機の構造、寸法、試験等については、ＪＩＳ、ＪＥＣ、ＪＥＭに準拠した

ものとする。

７．付属品

付属品は、電動機１台に対して次のものを具備するものとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) 基礎ベース及びボルト・ナット １台分

(2) 出力軸軸継手 １台分

(3) 軸受温度計 １台分

(4) スペースヒータ １台分

８．予備品

予備品は、同一仕様（同一形式、同一出力）の電動機ごとに次に示す部品のう

ち当該設備に使用した部品を予備品として納品しなければならない。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) ブラシ（巻線形の場合） １台分

６－５－３ ディーゼル機関

１．ディーゼル機関の仕様

ディーゼル機関の仕様は、 によるものとする｡設計図書



207

２．ディーゼル機関の構造

ディーゼル機関の構造は、次によるものとする｡

(1) シリンダブロックは、良質な鋳鉄製とし湿式ライナを挿入する構造で、ライ

ナは、耐摩耗性の特殊鋳鉄品とし内面は精密ホーニング仕上げとする。

(2) シリンダヘッドは、良質な鋳鉄製で強度を有し、冷却水の循環が良好で加熱

部分を生じない構造とする。

(3) ピストンは、高温、高圧に対し強度、耐久性及び耐摩耗性を有すものとする。

(4) 軸系捻り振動を吸収するため、高弾性継手付とする。

(5) 内蔵潤滑油ポンプは、歯車形又はトロコイド形とし、圧力調整弁を設けるも

のとする。

(6) 過給機を設ける場合は、排気タービン形遠心式とする。

(7) 計器類は、可能な限り１箇所にまとめるものとし、正常域は緑色で表示する

ものとする。

３．始動方式及び初期潤滑

ディーゼル機関の始動方式は、電気式又は圧縮空気式によるものとし、始動に

先立ち初期潤滑が行えるものとする。

また、低温条件でも円滑に始動できるよう、必要に応じて温水ヒータ等の対策

を行うものとする。

４．圧縮空気式始動

圧縮空気式始動の場合は、機関は圧縮空気槽の弁操作により、手動でも始動出

来るものとする。

５．消音器

消音器の性能、騒音レベル、敷地境界線までの距離は、 によるものと設計図書

する。

６．付属品

付属品は、ディーゼル機関１台に対して次のものを具備するものとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) 潤滑油圧力計 １ 個

(2) 回転計 １ 個

(3) 冷却水圧力計 １ 個

(4) ターニングバー １ 個

(5) 排気消音器 １台分

(6) 排気管伸縮継手（エンジン廻り） １台分
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(7) 内蔵冷却水ポンプ １ 個

(8) 内蔵潤滑油ポンプ １ 個

(9) 初期潤滑油ポンプ １ 個

(10) 空気槽（常用、予備） ２本１組

(11) 外軸受及び延長軸 １台分

(12) 始動用空気制御装置 １台分

(13) 直流電源盤 １台分

(14) 機関保護用検出器類 １台分

(15) 出力軸軸継手及び延長軸軸継手 １台分

(16) 温度計（冷却水用、排気用、潤滑油用） １台分

(17) ミストタンク １台分

(18) エンジン廻り小配管コック及び配線類 １台分

(19) 潤滑油ウイングポンプ １台分

(20) 機関台床（防振仕様） １台分

(21) 基礎ボルト・ナット １台分

(22) 潤滑油（規定油量） １台分

(23) 燃料遮断弁 １台分

(24) 燃料積算流量計（こし器付直読式） １台分

(25) 過給機等（過給機関) １ 式

(26) 過給機及び空気冷却器等（空気冷却器付過給機関） １ 式

７．予備品

予備品は、同一仕様（同一形式、同一出力）のディーゼル機関ごとに次に示す

部品のうち当該設備に使用した部品を予備品として納品しなければならない。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) 吸気弁仕組 １気筒分

(2) 排気弁仕組 １気筒分

(3) ピストンリング仕組 １気筒分

(4) 始動弁 (付属の場合) １台分

(5) 燃料噴射ポンプ仕組 １気筒分

(6) 燃料噴射ノズル仕組 １気筒分

(7) 燃料高圧管仕組 １台分

(8) 燃料フィルターエレメント (ペーパーフィルタの場合) １台分

(9) 潤滑フィルターエレメント (ペーパーフィルタの場合) １台分
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(10) 過給機用フィルターエレメント（過給機付の場合） １台分

(11) シリンダヘッドパッキン １台分

(12) 排気マニホールドガスケット １台分

(13) 冷却水連絡管用パッキン １台分

(14) 温度計 (排気用、冷却水用、潤滑油用) 各１台分

(15) 予備品箱 １台分

６－５－４ ガスタービン

１．ガスタービンの仕様

ガスタービンの仕様は、 によるものとする。設計図書

２．ガスタービンの構造

ガスタービンの構造は､ 次によるものとする。

(1) ガスタ-ビンは圧縮機、タービン、燃焼器並びに減速装置より構成するものと

する。

(2) 圧縮機は、吸入空気を必要圧力まで効率よく圧縮出来るものとし、汚れに対

して性能低下の少ないものとする。

(3) タービン翼は、超耐熱合金製とし精密に機械加工され、燃焼ガスの運動エネ

ルギーを効率よく回転力に変換出来る形状とし、さらに、熱変化と遠心力に対

する強度を有するものとする。

(4) 燃焼器は、特殊耐熱合金製とし燃焼高温ガスに対する耐久性を有すると共に、

吸入空気と燃料の混合性能が最大限発揮出来る構造とする。

(5) 減速装置は、専用に設計された多段歯車式とし、タービン軸の高速回転を適

正回転数まで減速するものとする。

(6) 内蔵潤滑油ポンプは、歯車形又はトロコイド形とし圧力調整弁を設けるもの

とする。

３．防音性

ガスタ-ビンは、防音パッケ-ジ内に収納し、パッケージ周囲１ｍにおける運転

音は、 によるものとする。設計図書

４．消音器

消音器の性能、騒音レベル、敷地境界線までの距離は、 によるものと設計図書

する。

５．定格回転速度

減速機が内蔵されている立軸ガスタ－ビンは、ポンプ回転速度を定格回転速度
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とする。

なお、横軸の場合は、１，８００min 以下とし、大出力ガスタービン（３，０－１

００ｋＷ超)の場合は、 によるものとする。設計図書

６．付属品

付属品は、ガスタービン１台に対して次のものを具備するものとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) 圧力計 (潤滑油用、圧縮機出口用) １台分

(2) 温度計 (潤滑油用、排気用) １台分

(3) 回転計 １ 個

(4) 機関保護用検出器類 １台分

(5) 排気消音器 １台分

(6) 内蔵潤滑油ポンプ １台分

(7) 始動用直流電源盤 (電気式の場合) １台分

(8) 始動用空気槽 (圧縮空気式の場合) ２本１組

(9) 機関制御盤 １台分

(10) 出力軸軸継手及び延長軸軸継手 １台分

(11) 潤滑油冷却器 １台分

(12) 燃料こし器 １台分

(13) 潤滑油こし器 １台分

(14) 燃料積算流量計（こし器付直読式） １台分

(15) 機付換気ファン １台分

(16) 機関廻り小配管コック及び配線類 １台分

(17) 機関台床 １台分

(18) 基礎ボルトナット １台分

(19) 潤滑油 (規定油量) １台分

７．予備品

予備品は、同一仕様（同一形式、同一出力）のガスタ－ビンごとに次に示す部

品のうち当該設備に使用した部品を予備品として納品しなければならない。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) 点火栓 １台分

(2) 燃料こし器エレメント １台分

(3) 潤滑油こし器エレメント １台分

(4) 予備品箱 １台分
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８．工 具

工具は、ガスタ－ビン機関を保守点検するのに必要な工具を工具箱に収め納品

しなければならない。

第６節 動力伝達装置

６－６－１ 遠心クラッチ

１．遠心クラッチの仕様

遠心クラッチの仕様は、 によるものとする。設計図書

２．遠心クラッチの構造

(1) 遠心クラッチは、連続運転に耐え点検及び整備が容易で、動力の伝達が確実

に出来るものとする。

(2) 遠心クラッチの出力側には、軸受を設けるものとし、減速機との接続は、適

切な軸継手を設けて行うものとする。

(3) 遠心クラッチは、クッションスタートが可能で、出力側が逆転しても入力側

に伝達しないもので、オーバーロードの場合は、スリップし機器を保護する構

造とする。

(4) 遠心クラッチは、入力軸の回転により自動的に動力接合及び動力遮断される

ものとする。

また、原動機停止中に機側にて、手動レバーを操作することにより、動力を

完全遮断出来る構造とする。

(5) 遠心クラッチの手動レバーは、振動等により容易に移動することのないよう

にロック装置を有したものとし、操作力は１００Ｎ以下とする。

また、危険な回転部分には安全カバーを設けるものとする。

３．付属品

付属品は、遠心クラッチ1台に対して次のものを具備するものとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) 出力側軸受 １台分

(2) 出力側軸継手 １台分

(3) 切換装置 １台分

６－６－２ 油圧クラッチ

１．油圧クラッチの仕様

油圧クラッチの仕様は、 によるものとする。設計図書
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２．油圧クラッチの構造

(1) 油圧クラッチは、連続運転に耐え、点検、補修及び潤滑油交換の容易な構造

とし、動力の伝達が確実に出来るものとする。

(2) 油圧クラッチは、主原動機運転中においても操作が可能な構造とする。

６－６－３ 流体継手

１．流体継手の仕様

流体継手の仕様は、 によるものとする。設計図書

２．流体継手の構造

(1) 駆動側回転体部は、羽根車と被駆動軸のランナをお互い向かい合わせ、内部

に適当量の流体を充填することによって、駆動軸の動力を一旦流体の速度エネ

ルギーに変換して被駆動軸側に伝達する構造とする。

(2) 流体継手は、連続運転に耐えるもので点検、補修及び潤滑油交換の容易な構

造とする。

(3) 一定充填式充排油形は、回転部の作動油を給油ポンプと切換によって充填・

排油出来る構造で、クラッチ作用を兼ね備えたものとする。

(4) 可変充填式充排油形は、流体継手内の羽根車内作動油量を変えることによっ

て駆動側の回転速度を一定のままで被駆動側の回転速度を変えることが出来る

ものとする。

(5) 回転体は、カバーにより保護されている構造とし、カバーは強度と剛性を有

するものとする。

(6) 流体継手は、カバー合せ面、軸貫通部、管接手等からの油漏れが無く、ごみ

の侵入を防ぐ構造とする。

３．充油方式

流体継手の充油方式は強制充油とし、軸受部は強制潤滑方式とする。

なお、潤滑油冷却装置が必要な場合は、連続運転に耐える信頼性の高いものと

し、必要な場合はユニットにまとめ設置するものとする。

４．付属品

付属品は、流体継手１台に対して次のものを具備するものとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) 油温度計 １台分

(2) 出力側軸継手 １台分

(3) ウイングポンプ １ 個
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(4) 保護用検出器類 １台分

(5) 初期潤滑油ポンプ １ 個

(6) 内蔵潤滑油ポンプ １ 個

(7) 潤滑油 (規定油量) １台分

(8) 潤滑油冷却装置 １台分

第７節 減 速 機

６－７－１ 減 速 機

１．減速機の仕様

減速機の仕様は、 によるものとする。設計図書

２．減速機の構造

(1) 減速機は、原動機の動力を主ポンプに確実に伝達すると共に、主ポンプの必

要回転速度に減速するものとする。

(2) 歯車減速機は、連続運転に耐え、点検・補修及び潤滑油交換の容易な構造と

する。

なお、冷却方式は によるものとする。設計図書

３．減速機の歯車

歯車は、 で指定された寿命時間に十分耐えるもので、歯車は精密な加設計図書

工を行い、有効な歯当り、バックラッシを有するものとする。

４．ケーシング

ケーシングは、油溜りを兼ねた全閉構造とし、遊星形を除いては内部点検用の

透明な窓を設けるものとする。

なお、潤滑は強制潤滑方式とし、必要な場合は、潤滑油冷却装置をユニットと

してまとめ設置するものとし、これ以外の潤滑方式の場合は、 によるも設計図書

のとする。

６－７－２ 平行軸歯車減速機

１．平行軸歯車減速機の構造

(1) 平行軸歯車減速機の構造は、入出力軸が同軸上にない為、機場レイアウト等

に注意しなければならない。

(2) スラスト荷重を減速機で受ける場合は、荷重条件に適した軸受を使用するも

のとし、連続運転に耐える構造及び容量とする。

２．付属品
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付属品は、平行軸歯車減速機１台に対して次のものを具備するものとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) 初期潤滑油ポンプ（必要な場合） １ 個

(2) 内蔵潤滑油ポンプ（必要な場合） １ 個

(3) 油冷却器（必要な場合） １台分

(4) ストレーナ（必要な場合） １ 個

(5) 潤滑油圧力計（必要な場合） １台分

(6) 潤滑油温度計 １台分

(7) 油面計（必要な場合） １ 個

(8) ウイングポンプ １ 個

(9) 保護検出器類 １台分

(10) スラスト軸受温度計 １台分

(11) 潤滑油（規定油量） １台分

６－７－３ 遊星歯車減速機

１．遊星歯車減速機の構造

スラスト荷重を減速機で受ける場合は、荷重条件に適した軸受を使用するもの

とし、連続運転に耐える構造及び容量とする。

２．ケーシング

ケーシングは、油溜りを兼ねた全閉構造とする。

３．付属品

付属品は、遊星歯車減速機１台に対して次のものを標準とし、具備するものと

する。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) 初期潤滑油ポンプ １ 個

(2) 内蔵潤滑油ポンプ １ 個

(3) 油冷却器（必要な場合） １台分

(4) ストレーナ １ 個

(5) 潤滑油圧力計 １台分

(6) 潤滑油温度計 １台分

(7) 油面計 １ 個

(8) ウイングポンプ １ 個

(9) 保護検出器類 １台分
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(10) スラスト軸受温度計 １台分

(11) 潤滑油（規定油量） １台分

６－７－４ 直交軸傘歯車減速機

１．直交軸傘歯車減速機の構造

スラスト荷重を減速機で受ける場合は、荷重条件に適した軸受を使用するもの

とし、連続運転に耐える構造及び容量とする。

２．ケーシング

ギヤボックスのケーシングは、十分剛性のあるものとする。

３．付属品

付属品は、直交軸傘歯車減速機１台に対して次のものを具備するものとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) 初期潤滑油ポンプ １ 個

(2) 内蔵潤滑油ポンプ １ 個

(3) 潤滑油圧力計 １台分

(4) 潤滑油温度計 １台分

(5) 油面計 １ 個

(6) ウイングポンプ １ 個

(7) スラスト軸受温度計 (ポンプスラストを支持する場合) １台分

(8) 保護用検出器類 １台分

(9) 潤滑油（規定油量） １台分

(10) 油冷却器 １台分

６－７－５ 直交軸傘歯車減速機（流体継手内蔵）

１．直交軸傘歯車減速機（流体継手内蔵）の構造

スラスト荷重を減速機で受ける場合は、荷重条件に適した軸受を使用するもの

とし、連続運転に耐える構造及び容量とする。

２．ケーシング

流体継手とギヤボックスのケーシングは、十分剛性のあるものとする。

３．付属品

付属品は、直交軸傘歯車減速機（流体継手内蔵）１台に対して次のものを具備

するものとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書
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(1) 初期潤滑油ポンプ １ 個

(2) 内蔵潤滑油ポンプ １ 個

(3) 潤滑油圧力計 １台分

(4) 潤滑油温度計 １台分

(5) 油 面 計 １ 個

(6) ウイングポンプ １ 個

(7) スラスト軸受温度計 (ポンプスラストを支持する場合) １台分

(8) 保護用検出器類 １台分

(9) 潤滑油（規定油量） １台分

(10) 油冷却器（必要な場合） １台分

６－７－６ 直交軸傘歯車減速機（油圧クラッチ内蔵）

１．直交軸傘歯車減速機（油圧クラッチ内蔵）の構造

スラスト荷重を減速機で受ける場合は、荷重条件を満足する軸受を使用するも

のとし、連続運転に耐える構造及び容量とする。

２．油圧クラッチ

油圧クラッチは、湿式多板構造とし、電磁弁によりクラッチの操作が可能なほ

か、機側においても手動の非常操作が可能なものとし、連結ボルト、ピン等によ

る機械的な直結が可能なものとする。

３．付属品

付属品は、直交軸傘歯車減速機（油圧クラッチ内蔵）１台に対して次のものを

標準とし、具備するものとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) 初期潤滑油ポンプ １ 個

(2) 内蔵潤滑油ポンプ １ 個

(3) 潤滑油圧力計 １台分

(4) 潤滑油温度計 １台分

(5) 油面計 １ 個

(6) ウイングポンプ １ 個

(7) スラスト軸受温度計 (ポンプスラストを支持する場合) １台分

(8) 保護用検出器類 １台分

(9) 潤滑油（規定油量） １台分

(10) 油冷却器（必要な場合） １台分
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第８節 系統機器設備

６－８－１ 一般事項

１．系統機器設備の構造

(1) 系統機器設備は、使用環境及び機場規模等に適応したもので振動、騒音が少

なく、連続運転に耐えるものとする。

(2) 系統機器設備は、点検及び整備等を考慮して、側壁等から適切な空間を保持

して据付を行い適宜分解出来る構造とし、計器類等は、運転操作及び点検等を

考慮し見易い位置に取付けるものとする。

(3) 機器の運転で振動を発生する空気圧縮機等は、基礎ボルトに緩み止めを施す

ものとする。

２．表 示

配管経路にあるフィルター、クーラ等については、流体の入口と出口を表示し、

バルブ等については、「常時開」、「常時閉」又は「調整済み」等の名札を付し、

バルブ開閉方向を表示する。

３．水位検知器

各水槽（冷却水槽、清水槽、原水槽、屋内排水槽、温水槽等）には、各々に水

位検知器を設けるものとする。

なお、水位検知器は、清掃等に際して引き上げ可能な構造とする。

４．危険分散

複数台の主ポンプ及び自家発電設備の運転に共通に使用される共通系統機器に

ついては、危険分散を考慮し、重要度により予備機を設けるかバックアップ機能

を有した構造とする。

６－８－２ 満水系統設備

１．満水（呼水）系統設備の構造

満水系統設備は、気密性に優れたものとし、主ポンプを必要時間内で満水可能

な容量とする。

また、満水時間は極力短いことが望ましく、真空ポンプ吸込及び吐出し管の呼

び水時間が５分以内となる容量とする。

ただし、吸込管、吐出管が長い場合及び口径２，０００㎜以上のポンプ等で充

水量が多い場合は、電動機容量等を考慮し呼び水時間は１０分以内とする。

２．真空ポンプ

(1) 真空ポンプの選定は、 によるものとする。設計図書
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(2) 付属品は、真空ポンプ1台に対して次のものを具備するものとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

① 共通ベース １台分

② 真空計及びコック付導管 １台分

③ 弁 類（ポンプ回り） １台分

④ 基礎ボルト・ナット １台分

⑤ 軸継手及び安全カバー １台分

３．補水槽

(1) 補水槽の仕様は、 によるものとする。設計図書

６－８－３ 給水系統設備

１．共通事項

(1) 給水系統設備は、各機器へ必要な水を供給するもので、冷却水系統、潤滑水

系統、封水系統で構成されるものとする。

２．ポンプ類

(1) 冷却水ポンプ

① 冷却水ポンプは、各機関及び減速機等を冷却し得る揚程と容量を有するもの

とする。

② 冷却水ポンプの仕様は、 によるものとする。設計図書

(2) 潤滑水ポンプ

① 潤滑水ポンプは、立軸ポンプの封水部及び水中軸受がゴム軸受の場合に潤滑

水供給用として設けるポンプとする。

② 潤滑水ポンプは、主ポンプ軸受を潤滑し得る揚程と容量を有するものとする。

③ 潤滑水ポンプの仕様は、 によるものとする。設計図書

(3) 封水ポンプ

① 封水ポンプは、主に横軸ポンプの軸封部への注水用に設置するポンプとする。

② 封水ポンプの揚程は、実揚程、小配管系統の圧力損失のほかに、給水部入口

で必要注水圧力ヘッド１０ｍ以上を見込むものとする。

封水ポンプは、主ポンプの軸封水を供給し得る揚程と容量を有するものとす

る。

③ 封水ポンプは、主ポンプの軸封水を供給し得る揚程と容量を有するものとす

る。

④ 封水ポンプの仕様は、 によるものとする。設計図書
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(4) 給水ポンプ

① 給水ポンプは、主に小規模な機場の給水系統において使用するポンプとする。

② 給水ポンプの仕様は、 によるものとする。設計図書

(5) 温水ポンプ

① 温水ポンプは、ディーゼル機関の冷却方式に冷却塔（クーリングタワー）方

式を採用した場合、各部の冷却後に温水槽へ戻った温水を冷却塔へ圧送するた

めに設置するポンプとする。

② 温水ポンプは、必要な冷却水量を冷却塔に圧送し得る揚程と容量を有するも

のとする。

③ 温水ポンプの仕様は、 によるものとする。設計図書

(6) 取水ポンプ

① 取水ポンプは、二次冷却などの原水取水用に設置するためのポンプとする。

② 取水ポンプは、冷却水量に対して、排水し得る揚程と容量を有するものとす

る。

③ 取水ポンプの仕様は、 によるものとする。設計図書

(7) 井戸ポンプ

① 井戸ポンプは、主ポンプの潤滑水、軸封水及びディーゼル機関の一次冷却水

等の清水補給用に設置するポンプとする。

② 井戸ポンプは、給水系統、清水槽の容量、許容温度、主機の運転時間から決

定される揚程と容量を有するものとする。

③ 井戸ポンプの仕様は、 によるものとする。設計図書

(8) 場内排水ポンプ

① 場内排水ポンプは、ポンプ室等で自然排水が不可能な場所に設置するポンプ

とする。

② 場内排水ポンプの仕様は、 によるものとする。設計図書

３．冷却装置

(1) 一般事項

① 冷却装置は、原動機及び動力伝達装置に冷却水を必要とする場合、それを

供給・循環する装置とする。

② 冷却装置は、揚排水機場の立地条件、水量、水質及び水温を考慮し、主ポン

プの計画連続運転時間内に確実に供給が継続出来るものとする。

(2) 管内クーラ・槽内クーラ

① 管内クーラ及び槽内クーラは、水質条件等を十分に考慮し、腐食、ごみ詰り
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等に対し安全な構造とする。

② 管内クーラ及び槽内クーラ設置にあたっては設置スペース及び位置について

十分検討を行うものとする。

③ 管内クーラ及び槽内クーラの仕様は、 によるものとする。設計図書

(3) クーリングタワー

① クーリングタワーは、放水形直接冷却方式の系統にクーリングタワーを付加

して水の循環使用を行う装置とする。

② クーリングタワーには、冷水槽と温水槽を必要とし、冷却水にて蒸発分を補

給出来る構造とする。

③ クーリングタワーの仕様は、 によるものとする。設計図書

(4) ラジエータ

① ラジエータは、機関の外部に冷却器の熱交換部を設置し、機関の冷却水を冷

却器の内部に循環させ、機関の動力を使ってファンを廻し冷却器の熱交換部を

空冷する装置とする。

② ラジエータの仕様は、 によるものとする。設計図書

４．水槽類

(1) 一般事項

① 水槽類は、水位をボールタップバルブ、水位検知等により検知し、規定水位

で給水開始あるいは停止出来る構造とする。

② 付属品は、水槽１基に対して次のものを具備するものとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

・ ボールタップバルブ １基分

・ 水位検知器 １基分

・ 点検用梯子、架台（架台式の場合） １基分

・ 上 蓋 １基分

・ ドレンバルブ １基分

・ オーバーフロー管 １基分

・ 相フランジ １基分

・ 基礎ボルト・ナット １基分

(2) 膨張タンク

① 膨張タンクは、十分な強度と剛性を有するとともに、漏水の無いもので、水

抜きが出来る構造とする。

なお、アクリル製等の水位表示器を設けるものとする。
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(3) 高架水槽

① 高架水槽は、十分な強度と剛性を有するとともに、漏水が無いもので、水抜

きが出来る構造とする。

なお、アクリル製等の水位表示器を設けるものとする。

５．水処理装置

(1) 共通事項

二次冷却などに原水を使用する場合、原水の水質により取水ポンプの吐出側

にオートストレーナ等の水処理装置を施すものとする。

(2) オートストレーナ

オートストレーナは、ゴミを除去する場合に用いるもので逆洗浄出来る構造

とし、バイパス配管及びバルブを設けるものとし、仕様は によるもの設計図書

する。

(3) サイクロンセパレータ

サイクロンセパレータは、砂等を除去する場合に用いるもので、仕様につい

ては、 によるものとする。設計図書

(4) 凝集沈殿装置

凝集沈殿装置は、河川水の水質が相当悪く、しかも大量の水を必要とする場

合に用いるもので、仕様については、 によるものとする。設計図書

６－８－４ 燃料系統設備

１．一般事項

(1) 燃料系統設備は、燃料移送ポンプ、燃料貯油槽、燃料小出槽等で構成するも

のとし、各機器の仕様は、 によるものとする。設計図書

① 燃料貯油槽は、地下式、屋外式、屋内式等に分類され、危険物関係法令（消

防法、政令、都道府県市町村条例等）を遵守して設置するものとする。

② 燃料貯油槽の容量は、 に明示された連続運転に支障のない容量とす設計図書

る。

２．地下式燃料貯油槽

(1) タンクは、厚さ３．２㎜以上の鋼板で気密に製造するものとし、圧力タンク

を除くタンクにあっては、０．０７ＭＰａの圧力で、圧力タンクにあっては最

大常用圧力の１．５倍の圧力で、それぞれ１０分間行う水圧試験において、漏

れ、変形のないものとする。

設計(2) タンクの外面には、適切な被覆処理を行うものとし、仕様については、
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によるものとする。図書

(3) タンク頂部に無弁通気管を設けるものとし、通気管の直径は３０㎜以上とす

る。通気口は、地表面から４ｍ以上とし、建物の開口部からは１ｍ以上離すも

のとする。

なお、通気管先端は銅網等による引火防止装置を設けるとともに先端を水平

より下に４５°以上曲げて、雨水等の侵入が防止出来る構造とする。

(4) タンクの空間容積は、タンク内容積の５～１０％とするものとする。

(5) タンクの頂部は、地表面より０．６ｍ以上深くするものとする。

(6) タンクを地下タンク室に設ける場合、タンクとタンク室の壁内面との間は、

０．１ｍ以上の間隔を保つものとし、かつタンクの周囲には乾燥砂又はこれに

変わるものを充填するものとする。

(7) タンクの周囲に漏洩検査管を４ヶ所以上を設けるものとする。

(8) 付属品は、地下式燃料貯油槽１基に対して次のものを具備するものとする。

なお、これによらない場合は によるものとする。設計図書

① 注油口 １基分

② 送油口 １基分

③ 返油口 １基分

④ 圧油口 １基分

⑤ 計量口 １基分

⑥ 計量尺 １基分

⑦ 油量計 １基分

⑧ 油槽蓋及び点検用蓋 １基分

⑨ 漏洩検査管 １基分

⑩ 通気金物 １基分

⑪ タンクバンド、アンカーボルト等 １基分

⑫ 標識及び掲示板 １基分

⑬ 消 火 器 （数量は による）設計図書

３．屋外式燃料貯油槽

(1) タンクは、厚さ３．２㎜以上の鋼板で気密に製造するものとし、圧力タンク

の場合は、最大常用圧力の１．５倍の圧力で１０分間行う水圧試験において、

圧力タンクを除くタンクにあっては、水張試験において、漏れ、変形のないも

のとする。

(2) タンクの外面にさび止めのための塗装を行うものとする。
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(3) タンクに無弁通気管を設けるものとし、通気口は雨水の浸入のない構造とす

る。

(4) タンクに油量の確認が容易に出来る装置を設けるものとする。

(5) 配管に不等沈下や地震等によりタンクとの結合部分に損傷を与えないよう可

とう伸縮継手等を設けるものとする。

なお、タンクの弁は鋳鋼製または同等品以上とする。

(6) タンクは、「危険物の規制に関する政令」に定められた保安距離、保有空地

を確保するものとする。

(7) 防油堤は、鉄筋コンクリート造で、最大タンク容量の１１０％以上の容量を

もったものとし、防油堤の高さを０．５ｍ以上とする。

(8) 指定数量の１０倍以上の危険物を取扱うタンクについては、避雷設備を設け

るものとする。

ただし、周囲の状況によって安全上支障のない場合においては、この限りで

はない。

(9) 付属品は、屋外式燃料貯油槽１台に対して次のものを具備するものとする。

なお、これによらない場合は によるものとする。設計図書

① 注油口 １基分

② 送油口 １基分

③ 返油口 １基分

④ 油量指示計 １基分

⑤ 通気金物 １基分

⑥ 梯子（必要な場合） １基分

⑦ 基礎ボルト・ナット １基分

⑧ マンホール １基分

⑨ 標識及び掲示板 １基分

⑩ 消火器 （数量は による）設計図書

４．屋内式燃料貯油槽

(1) タンクは、厚さ３．２㎜以上の鋼板で気密に製造するものとし、圧力タンク

の場合は、最大常用圧力の１．５倍の圧力で１０分間行う水圧試験において、

圧力タンクを除くタンクにあっては、水張試験において、漏れ、変形のないも

のとする。

(2) タンクの外面にさび止めのための塗装を行うものとする。

(3) タンク（圧力タンク以外）に無弁通気管を設けるものとし、通気管の直径は
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３０㎜以上とする。先端は屋外にあって地上４ｍ以上の高さとし、かつ建築物

の窓、出入口等の開口部から１ｍ以上離し、水平より下に４５°以上曲げ雨水

の浸入を防ぎ、銅網等による引火防止装置を設けるものとする。

(4) タンクに油量の確認が容易に出来る装置を設けるものとする。

(5) 給油ホース又は給油管と結合可能な弁、又は蓋を有する注入口を屋外に設け

るものとする。

なお、タンクの弁は鋳鋼製とする。

(6) タンクの側板には、水抜管を設けるものとする。

(7) 配管は鋼製その他金属管とし、不等沈下や地震等によりタンクとの結合部に

損傷を与えないよう可とう伸縮継手等を設けるものとする。

(8) タンクは、「危険物の規制に関する政令」に定められた保安距離、保有空地

を確保するものとする。

(9) 平屋建の建築物に設けられたタンク専用室であること。ただし、引火点が４

０℃以上の燃料油(軽油・重油)などの場合は平屋以外のものでもよいものとす

る。

(10) タンクと壁との間及び２基以上のタンクを設置する場合のタンク相互間は０．

５ｍ以上の間隔を保つこととする。

(11) 屋内貯蔵タンクの最大容量は２０ｋＬ以下(燃料油・潤滑油などの場合)であ

ること。

また、同一の室内にタンクを２基以上設置する場合は、その合計が同様に２

０ｋＬ以下であること。

(12) 屋内式燃料貯油槽の仕様については、 によるものとする。設計図書

５．燃料移送ポンプ

燃料移送ポンプは、燃料貯油槽から燃料小出槽へ燃料を送るためのポンプで、

燃料小出槽と燃料移送ポンプの周囲には防油堤（高さ０．１５ｍ以上）を設けな

ければならない。

また、燃料移送ポンプの容量は、内燃機関の全台数（予備機を除く）運転時の

燃料消費量より大でかつ燃料小出槽を１時間以内で給油出来る容量とし、危険分

散を考慮した台数とする。

(1) 軸封部の構造は、メカニカルシール方式とする。

(2) 燃料移送ポンプの予備として手動ウイングポンプを機場に１組設けるものと

する。

(3) 燃料移送ポンプの仕様は、 によるものとする。設計図書
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６．燃料小出槽

(1) タンクは無弁通気管を設け、その先端の位置は地上４ｍ以上の高さとし、建

築物の窓等の開口部から１ｍ以上離し、雨水の侵入を防ぐ構造とする。

(2) 燃料小出槽は、鋼板溶接構造で堅牢で、変形等のないものにするものとする。

(3) 燃料小出槽には、空気抜き管、ドレン抜き管、燃料油入り口管、燃料計出口

管、オーバーフロー管及び戻り管を設けるものとする。

(4) 燃料小出槽には、油面の上昇、低下によって自動的に燃料移送ポンプの停止、

起動及び油面の異常を検知するためフロートスイッチ等の液面検出器を設ける

ものとする。

また、目視により油量の確認が出来るよう油面計を見易い位置に設置するも

のとする。

(5) 配管は、不等沈下、地震等による破裂、損傷の無いよう、隔壁の通過部及び

貯油槽との結合部等に可とう伸縮継手等を設置する。

(6) 燃料小出槽の設置箇所は、燃料小出槽容量の１１０％以上となる容積の防油

堤により仕切るものとし、万が一の漏油等に対し安全を期するものとする。

(7) 燃料小出槽の容量は、補給なしで全台数を３時間以上運転するのに必要な容

量とし、容量が大きい場合は２個以上に分割してもよいものとするが、特に大

容量の場合を除き少量危険物の指定数量以内とし燃料移送ポンプにより自動補

給するものとする。

(8) 燃料小出槽の仕様は、 によるものとする。設計図書

６－８－５ 始動系統設備

１．一般事項

(1) 始動方式は、ガスタービンにあってはセルモータ始動式を標準とし、内燃機

関にあっては、 に明示された方式によるものとする。設計図書

(2) 空気槽を設ける場合は内燃機関１台につき常用１本、予備１本を設けるもの

とする。

なお、空気槽１本の容量は、内燃機関１台を手動操作で５回以上、連続操作

で３回以上始動可能なものとする。

２．空気圧縮機

(1) 空気始動方式の場合、空気圧縮機は空気槽１本に対し、３０分以内に規定圧

力まで充填出来る容量とし、その仕様は によるものとする。設計図書

(2) 付属品は、空気圧縮機１台に対して、次のものを具備するものとする。
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なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

① 共通ベース １台分

② 水分離器 １台分

③ 安全弁 １台分

④ 潤滑油油面計 １台分

⑤ 圧力計 １台分

⑥ 軸継手又はＶベルト及び安全カバー １台分

⑦ 潤滑油（規定油量） １台分

⑧ 基礎ボルト・ナット １台分

３．空気槽

(1) 空気槽の仕様は、 によるものとする。設計図書

６－８－６ 潤滑油系統設備

１．共通事項

(1) 原動機及び動力伝達装置等に潤滑油を強制給油する場合は、十分な容量を有

する潤滑油系統設備を設置するものとする。

(2) 潤滑油系統設備は、潤滑油ポンプ、初期潤滑油ポンプ、潤滑油濾過器及び潤

滑油冷却器より構成するものとし、各機器の仕様は、 によるものとす設計図書

る。

６－８－７ 小 配 管

１．小配管の計画・設計・施工

(1) 小配管は、主要機器及び建屋などとの整合性、美観並びに運転操作性、保守

管理の容易さ、安全性、耐震性、経済性及び施工性等を十分に検討し配管する

ものとする。

(2) 小配管の位置、勾配、接続及び支持を確実に行い、機器の運転に伴う振動、

漏れ、緩みなどの異常が生じないよう確実な施工を行うものとする。

なお、屋外配管の支持にはステンレス鋼を使用するものとする。

(3) 凍結箇所に保温被覆、高温配管に熱被覆等の配慮をするものとする。

(4) 必要な箇所には、ドレン配管を設置するものとする。

(5) 消防法の適用を受ける燃料系統は、壁貫通部処理、可とう伸縮継手設置等に

ついて十分に配慮するものとする。

なお、口径４０㎜以上の油配管の接続は、ねじ継手を避けフランジ継手又は
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溶接継手を用い、パッキン並びにシール材は、耐油性のものを使用するものと

する。

(6) 流体種別による色分け、流向等については共通仕様書第３章第５節３－５－

１の１６配管系統の塗色によるものとする。

２．小配管の材質

小配管の材質は、次によるものとし、詳細については、 によるものと設計図書

する。

(1) 水系統及び満水系統は配管用ステンレス鋼鋼管で、管厚はスケジュール２０

とする。

(2) 空気系統は銅管（Ｃｕｔ）とし、管厚は外径８㎜で１．０㎜以上、１０㎜か

ら２０㎜で１．２㎜以上とする。

なお、口径２０㎜以上については、配管用ステンレス鋼鋼管・スケジュール

４０とする。

(3) 使用最高圧力１ＭＰａを超える作動油及び潤滑油系統には、圧力配管用炭素

鋼鋼管（ＳＴＰＧ）を使用するものとする。

口径３５０㎜～７００㎜の排気管系統の配管には、管厚６㎜の配管用アーク

溶接炭素鋼鋼管（ＳＴＰＹ）とする。

第９節 監視操作制御設備及び電源設備

６－９－１ 共通事項

１．監視操作制御設備等の仕様

監視操作制御設備及び電源設備の基本仕様は、 によるものとする。設計図書

２．一般事項

監視操作制御設備及び電源設備（以下、本節において「監視操作制御設備等」

という。）については、ＪＩＳ、ＪＥＣ、ＪＥＭ等の関係法規及び電気設備技術

基準による。

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

３．操作盤・監視操作制御設備

監視操作制御設備等については、整然と配置し、運転、操作、点検整備等に必

要な空間や通路の幅を確保しなければならない。

また、積雪地域に設置する操作盤については、積雪時においても点検出来るよ

う考慮するものとする。

４．監視操作制御設備等の構造
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監視操作制御設備等の構造については、地震及び振動に対して容易に転倒せず、

機器の脱落等が生じない構造にするとともに、屋外に設置するものについては、

風雨等に対しても安全なものとしなければならない。

５．監視操作制御設備等に使用する機器

監視操作制御設備等に使用する機器については、良質なもので、互換性、信頼

性、耐久性が高く、点検保守の容易な構造としなければならない。

６．電源容量

監視操作制御設備等の電源容量については、 によるものとする。設計図書

７．接地等

監視操作制御設備等については、電気設備技術基準により、接地を確実に行い、

盤、機器は、必要な絶縁抵抗、絶縁耐力を有し、かつ適切な容量のものにしなけ

ればならない。

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

８．高圧受電部等の危険部分

監視操作制御設備等の高圧受電部等の危険部分について、操作及び点検・補修

に対して安全な構造としなければならない。

９．保護装置

監視操作制御設備等の各保護装置については、保護協調を行い、確実な保護形

成を採用しなければならない。

10．絶 縁

監視操作制御設備等の絶縁については、絶縁協調を行い確実な保護を行なわな

ければならない。

11．各盤の配線及び構造

監視操作制御設備等の各盤の配線及び構造等については、ＪＥＭ １４２５（金

属閉鎖形スイッチギヤ及びコントロールギヤ）、ＪＥＭ １２６５（低圧金属閉鎖

形スイッチギヤ及びコントロールギヤ）、ＪＥＭ １４５９（配電盤、制御盤の構

造及び寸法）等の該当する規格による。

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

12．商用周波耐電圧

監視操作制御設備等の商用周波耐電圧は、次のとおりとする。

(1) ６ｋＶ回路 ： 対地間 １６，０００Ｖ（６号Ｂ）

(2) ６ｋＶ回路 ： 対地間 ２２，０００Ｖ（６号Ａ）

(3) ４００Ｖ回路 ： 対地間 ２，０００Ｖ
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(4) ２００／１００回路 ： 対地間 １，５００Ｖ

(5) 制御回路 ： 対地間 １，５００Ｖ

（半導体回路を除く） （６０Ｖ以下の場合は１，０００Ｖ）

13．配線方式

監視操作制御設備等の配線方式は、次のとおりとする。

(1) 電線の種類及び電線被覆の色別は、ＪＥＭ １４２５、ＪＥＭ １２６５等の

該当する規格による。

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

(2) 主回路に特殊な絶縁電線を使用する場合及びシールド電線を使用する場合は、

電線被覆の色別はこの限りでない。

(3) 電子回路や継電器等の器具の内部配線に対しては、本項を適用しない。

14．盤名称板

監視操作制御設備等の盤名称板は、ＪＥＭ １４２５によるもののほか、次によ

るものとする。

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

また、保護継電器や漏電遮断器等は、用途が分かるように名称板又はシールを

付けるものとする。

(1) 名称板の大きさ ： ６３×３１５（㎜）程度

(2) 材 質 ： プラスチック（非照光）

(3) 文字書体 ： 丸ゴシック体

(4) 記入文字 ： 監督員の による指示

15．ＰＬＣ機能

監視操作制御設備等にＰＬＣを用いた場合、仕様は次のとおりとする。

(1) プログラム演算を実行する機能を持つものとする。

(2) ＰＬＣ外部にある各種入力機器と電気的に接続するインターフェース機能を

持つものとする。

(3) 他のＰＬＣや装置と通信を介してデータの授受を行うネットワーク機能を持

つものとする。

(4) ＰＬＣを含む制御システムの統合的な稼働率を高める機能を持つものとする。

(5) プログラムの作成、保管、ドキュメント作成、制御状態等のモニタリング機

能を持つものとする。

(6) 複数台のＰＬＣにより制御を構築する場合は、１台の故障にて制御が不成立

とならないよう、制御の危険分散を考慮するものとする。
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16．電圧降下

監視操作制御設備等にＰＬＣ等を導入する場合には、制御電源の瞬間的な電圧

低下等に考慮し設計するものとする。

６－９－２ 盤構造及び形式

１．盤外箱板厚

盤は、形鋼、鋼板を使用するものとし、盤外箱の板厚は表６－９－１を標準と

する。

なお、屋外用盤には必要に応じてしゃ熱板等を設けるものとし、窓ガラスがあ

る場合は、防犯を考慮して網入りガラスとする。

（単位：㎜以上）表６－９－１ 盤外箱標準板厚

箇 所 扉 天井板 その他

盤形式 底面板

屋内自立形 扉に器具付 ３．２(３．０) １．６(２．０) １．６(２．０)

扉に器具無 ２．３(２．０) １．６(２．０) １．６(２．０)

コ ン ト ロ ー ル セ ン タ 形 １．６(２．０) １．６(２．０) ２．３(２．０)

屋 内 用 ス タ ン ド 形 ２．３(２．０) １．６(２．０) １．６(２．０)

屋 外 用 ス タ ン ド 形 ２．３(２．０) １．６(２．０) １．６(２．０)

屋 外 用 自 立 形 ３．２(３．０) １．６(２．０) ２．３(２．０)

壁 掛 形 １．６(２．０) １．６(２．０) １．６(２．０)

搭 載 形 １．６(２．０) １．６(２．０) １．６(２．０)

（注） （ ）内はステンレス鋼を使用した場合

２．盤内の配置

盤は、組立てた状態において金属部相互が電気的に連結しているものとし、盤

内は機器の配置、配線の処理等を考慮したものとする。

３．銘板・表示装置

盤には非照光式名称銘板を設けるとともに、 に明示された表示装置を設計図書

設けるものとする。

４．閉鎖自立形の盤

閉鎖自立形の盤（コントロールセンタ形等を除く）には、盤内照明灯を設ける

とともに、屋外盤及び に明示された盤には、スペースヒータを設けるも設計図書

のとする。

また、電子機器を有する場合には、適切な熱対策を施すものとする。

５．盤構造

高圧受電設備、高圧変電設備等の各盤は、断路器、しゃ断器、変圧器等の容量
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に応じた、段積、列盤等の構造とする。

６．台車等

盤内の各機器が単体で相当質量を有する機器で、かつ点検・保守管理を必要と

するものは、台車等を設け引出し又は押し込みが容易に行えるとともに、常時は

移動しないように構造とする。

７．施 錠

盤類は、施錠付とし前面扉を閉めた状態で、各種表示が確認出来るものとする。

なお、盤の施錠部は、テロおよび防犯対策を考慮したものとする。

８．盤下面

盤下面は、鋼板構造とし、電線等の貫通部はパテ等により密閉処理を行うもの

とする｡

ただし、フリーアクセスフロアに設ける場合はこの限りではない｡

９．塗 装

盤の塗装については、次によるものとする。

(1) 塗 料 メラミン樹脂系塗料

(2) 塗 装 色 マンセル５Ｙ７／１

６－９－３ 盤内機器構造

１．一般事項

盤内機器及び盤類は、 に明示された場合を除き、ＪＥＭ １４２５及び設計図書

ＪＥＭ １２６５の標準状態で支障のないものとする。

また、ポンプの操作盤の状態表示については、 に明示されない限り適設計図書

用する技術基準によるものとする。

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

２．盤内機器及び盤類

盤内機器及び盤類については、 で明示された場合を除き、次によるも設計図書

のとする。

(1) 計器用変圧器、変流器の確度階級は、１．０級又は１Ｐ級（ＪＩＳ Ｃ １１

０２（指示電気計器））以上とする。

(2) 指示計器は、角形、丸胴、埋込形、広角度目盛とし、誤差階級は、電圧計、

電流計、電力計については１．５級、周波数計は１．０級、力率計は位相角に

おいて±４°（ＪＩＳ Ｃ １１０２（指示電気計器））とする。

(3) 高圧交流しゃ断器の定格しゃ断時間は、５サイクル以下とし定格耐電圧は、
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ＪＩＳ Ｃ ４６０３（交流遮断器）による。

(4) 高圧断路器の絶縁階級は、６号Ａ又は３号Ａとする。

(5) 高圧用交流電磁接触器及び交流電磁開閉器は、絶縁階級を６号Ｂ又は３号Ｂ

、開閉ひん度の号列を５号、寿命の種別を３種とする。

(6) 高圧用変圧器の選定は、 によるものとする。設計図書

(7) モールド変圧器と乾式変圧器の場合には、１５０ＫＶＡ以上、油入変圧器の

場合には、５００ＫＶＡ以上のものにダイヤル式温度計（警報接点付）を付属

させるものとする。

(8) 高圧進相コンデンサ（直列リアクトル付）は、放電装置付とする。

(9) 避雷器は、保守のため引外し可能な構造とする。

(10) 零相変流器は、貫通形又はリード線付形とする。

(11) 計器用変成器は、高圧用については、エポキシ又は合成ゴムモールド形、低

圧用については、上記のほかポリエステルモールド形又は同等以上のものとす

る。

３．操作開閉器

各盤に設ける操作開閉器の形式は、 に明示された場合を除き次による。設計図書

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

(1) 動作形式

操作開閉器・・・スプリングリターン形

切換開閉器・・・手動復帰形

(2) ハンドル形状

ハンドル及びスイッチ形状は、表６－９－２によるものとする。

表６－９－２ ハンドル及びスイッチ形状

用 途 ハンドル及びスイッチ形状

系統機器（始動、停止） 菊平、ステッキ形又は釦

断路器、接触器（入、切） 卵形又は釦

電流計・電圧計切換スイッチ 菊平

バルブ（開、閉、停止） 卵形又は釦

ゲート（開、閉、停止） 卵形、菊平又は釦

切換開閉器 卵形又は釦

非常停止 釦

警報停止 釦

表示消灯又は表示復帰 釦

ランプ表示 釦
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６－９－４ 監視操作制御方式

１．一般事項

(1) 監視操作方式の各操作の定義は次によるものとする。

機側操作：機器の側からの操作

機場集中：機器から離れた場所からの操作

遠 隔：揚排水機場から離れた管理所からの操作

(2) 主ポンプ、系統機器等の監視操作場所は、機側操作及び機場集中操作による

ものとする。

また、遠隔操作は、機場集中操作と同様にポンプ設備周辺の安全を確認出来

るよう配慮したものとし、特に、機場の簡素化、合理化を図り、運転操作を簡

略化し、信頼性の高い監視操作機能を有したものとし、その詳細は に設計図書

よるものとする。

(3) 操作は、機側操作を優先としインターロックを行うものとする。

(4) ポンプ設備の操作方式は、運転員の熟練、維持管理の容易さ、信頼性の向上

等を目的とするために、同一形式は、同一操作方式とする。

(5) 排水ポンプ設備の操作は、始動時に多くの操作を必要としない連動運転操作

とし、機側での単独運転操作も可能なものとする。

(6) 揚水ポンプ設備の操作方法は、 に明示された場合を除き連動運転操設計図書

作とし、機側での単独運転操作も可能なものとする。

(7) 遠隔操作盤等を設置する場合は、機場集中又は遠隔で操作を行う場合のＣＣ

ＴＶ装置、音声警報装置、進入防止センサ等の機能を有効に発揮出来る場所に

設置するものとする。

また、機器故障に際し予備機に自動切替を行うなどのシステム構成及び始動

・停止時の信頼性向上の検討も十分に行うものとする。

(8) 定常的な状態保持を行う燃料移送ポンプ、空気圧縮機、屋内排水ポンプ及び

取水ポンプ等は、液面スイッチや圧力スイッチ等により自動運転が可能なもの

とする。

(9) に明示されてない限り主ポンプ及び自家発電設備は、運転中一時停設計図書

止した時には、再び始動操作を行わなければ始動しない回路を構成するものと

する。

ただし、 で自動開始方式が明示されている場合は、ポンプ設備及び設計図書

送水システムに支障がないことを確認する回路を構成し、安全な運転を続行出

来る方式とするものとする。
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(10) 直流電源設備及び自動運転を行う系統機器は、停電後、電源回復とともに機

能出来る状態に自動復帰するものとする。

(11) 「遠隔、機場集中」と「機側」の切換操作は機側のみ可能とする。

また、系統機器の「常用」と「予備」の切換操作、自動運転する系統機器の

「自動」と「単独」の切換は機側のみで可能とする。

なお、遠隔からの強制切換又は操作がある場合は によるものとする。設計図書

２．運転条件及び始動条件

機場集中操作及び機側操作を行う揚排水ポンプ設備の主ポンプ運転操作方式及

び始動条件は、 で明示された場合を除き、適用する技術基準等により決設計図書

定し、監督員の を得なければならない。承諾

３．監視操作制御機器

(1) 監視操作制御用機器の設置場所は、機器の機能が正しく発揮される場所で、

かつ取扱の容易なところとするものとする。

(2) 周囲の環境条件は、ＪＥＭ １４２５、ＪＥＭ １２６５等によるものとし、

これ以外の場合は、 によるものとする。設計図書

(3) 運転操作や故障保護用に用いるセンサ類の仕様は、 によるものとす設計図書

る。

(4) 運転操作用のセンサ電源は、ＡＣ１００Ｖ又はＡＣ２００Ｖ、故障保護用の

センサ電源は、ＤＣ１００Ｖ又はＤＣ２４Ｖとする。

(5) 精度及び設定値は、監督員の を受けるものとする。承諾

なお、設定値は、現地で変更が可能なものとする。

４．故障保護

主ポンプ設備及び自家発電設備等は、故障保護を講ずるものとし、重故障に対

しては、非常停止、ベル警報及び重故障表示を、軽故障に対しては、ブザー警報

及び軽故障表示を行うものとし、ベル警報又はブザー警報は警報時間の設定を調

節出来るものとする。

なお、故障項目は、 で明示された場合を除き、適用する技術基準等に設計図書

より決定し、監督員の を得なければならない。承諾

６－９－５ 監視操作制御設備

１．一般事項

(1) 監視操作制御設備は、次の機能等を持つ設備により構成し、用途、規模、主

原動機の種類、運転操作方式等を考慮し必要機能を有するもので、構成、仕様



235

等については によるものとする。設計図書

① 監視操作機能

② 制御機能

③ 運転支援機能

④ 動力供給機能

⑤ 計測機能

⑥ 安全確認機能

⑦ 遠隔監視操作機能

(2) 監視操作制御設備の雷対策、耐震対策、耐水又は浸水対策については、適切

な対策について配慮を行うものとする。

２．監視操作機能

(1) 機場集中機能は、 に明示された場合を除き、次によるものとする。設計図書

① 監視機能は、施設全体の状態を監視し易いように、機器の状態・故障表示や

各種計測値表示及びシステム系統などを表す機能を装備したもので、詳細は、

によるものとする。設計図書

② 始動、停止、操作方法の切換等を行う操作機能は、 に明示された場設計図書

合を除き、誤動作を防止する為に「選択」と「実行」の二挙動操作とし、操作

手順に合わせた操作スイッチの配置など操作性を配慮したものとする。

(2) 機側操作機能は、 に明示された場合を除き、次によるものとする。設計図書

① 主ポンプの機側操作機能は、各機器の状態を目視確認しながらポンプ１台ご

とに分散させるものとし、直属機器、吐出弁等の単独操作が可能なものとする。

② 系統機器の機側操作機能は、系統別機器ごとに分散させるものとする。

③ 機場集中での監視操作が機能しない場合でも、機側で単独運転が可能なもの

とする。

④ 機側操作盤の盤形式は、閉鎖自立形又はスタンド形とし、前面は扉構造、後

面は扉、固定又はビス止引掛式構造とする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(3) 設備の構成

① 機場集中による監視操作機能の構成は、監視機能と操作機能を一体化した構

成にするものとし、装置の種類については によるものとする。設計図書

また、施設規模に応じて大型スクリーン等の大画面監視装置が で明設計図書

示されている場合は、視認しやすい機器を選定するものとする。

② 機側は、監視機能と操作機能を一体化した構成とする。
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(4) 監視操作項目

主ポンプと自家発電装置における状態表示、計測、操作等の名称及び適用は、

に明示された場合を除き、項目については、適用する技術基準等によ設計図書

り決定し、監督員の を得なければならない。承諾

３．制御機能

(1) 保護・インターロック回路、表示回路等の機能を有し、操作指令を受けて各

設計機器の単独・半連動・連動・自動等の運転制御を行う制御機能の選定は、

に明示された運転制御方法に基づき、水位変化、管路抵抗の経年変化、並図書

列・直列運転等の運転台数、管路の合流・分岐等の条件がポンプ運転の特性上

の制約に干渉しないものとする。

(2) で遠隔操作機能、運転支援機能等他の機能と連携したシステム構成設計図書

のために、ＰＬＣ等により制御回路を構成することを明示された場合は、それ

ぞれの機器ごとに独立した制御機能に分割し、万一の不具合時に影響が拡大し

ないように配慮するものとする。

ただし、機側単独制御機能及び保護回路は、バックアップを考慮しハードリ

レーによる制御回路とするものとする。

４．運転支援機能

(1) 運転支援装置は、運転支援機能、故障対応支援、記録・情報管理を行うこと

によって、確実な施設の運転、異常時の速やかな対応、合理的な維持管理を可

能にするために設置されるものであり、必要な機能は によるものとす設計図書

る。

なお、運転支援装置は、運転支援機能の不具合によりポンプ設備の運用に影

響を与えないものとする。

(2) 運転支援機能に係る設備の構成は、次によるものとし、それぞれの設備構成

は によるものとする。設計図書

① データ処理機能・グラフィック処理機能

② ディスプレイ機能

③ 入力機能

④ 補助記憶機能

⑤ 印字出力機能

⑥ 無停電電源機能

⑦ インターフェース機能

５．動力供給機能
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(1) 動力供給に係る設備構成については、 に明示された場合を除き、次設計図書

によるものとする。

① 主機が電動機及び大容量の電動機の場合等には、電動機制御盤（ポンプ制御

盤）を採用するものとする。

② 系統機器盤は、制御が単純で電動機負荷も小さい場合は、一般閉鎖型とし系

統機器が多くなる場合は、コントロールセンタ形を採用するものとする。

③ 盤内に収納する配線用遮断器、電磁接触器等は、主ポンプ直属あるいは共通

系統機器ごとに系列化して配置するものとする。

(2) 電動機の過負荷は、 に明示されてない場合は、次によるものとする。設計図書

① 低圧電動機の場合は、過負荷継電器（サーマルリレー）とする。

なお、水中モータポンプ等の始動時間が短く、過負荷耐量の小さい電動機に

は、２Ｅ又は３Ｅリレーを使用する。

② 高圧電動機の場合は、過電流継電器又は２Ｅ、３Ｅ継電器を使用する。

③ 各継電器は、電動機の始動電流で誤動作せず、電動機定格の１２０％～１３

０％負荷で確実に動作するものを選定するものとする。

(3) 回転速度制御のために一次周波数制御（インバータ制御、ＶＶＶＦ制御）を

行う場合は、適切な高調波対策を行うものとする。

また、高調波は、電源供給元にも影響を及ぼすので関連規制に準じた対策を

施すものとする。

(4) 電動機の回路には、力率が９０％以上になるように、力率改善コンデンサを

設置するものとする。

(5) 始動制御用機器は次の構造とし、その選定は、 によるものとする。設計図書

① かご形電動機は、Ｙ－△始動、リアクトル始動、コンドルファ始動とし、イ

ンバータ制御を行う場合は、インバータ始動とする。

また、自家発電装置による水中モータポンプの場合は、コンドルファ６５％

タップを採用するものとし、その時の電圧降下は２０％以下とする。

なお、始動用のリアクトルや変圧器は、電動機制御盤内に収納するものとす

る。

② 巻線形電動機は二次抵抗器始動とし、金属抵抗器又は液体抵抗器とする。

６．計測機能

(1) 計測機能については、 に明示された場合を除き、次の項目を満足す設計図書

るものとする。

① 排水ポンプ設備では、内外水位、圧力、温度、運転時間、運転回数、燃料消
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費量、燃料貯油量、吐出弁開度の測定が出来るものとする。

② 揚水ポンプ設備は、吸・吐出槽水位、揚水量、圧力、温度、運転時間、運転

回数、電圧、電流、電力、力率、周波数、吐出弁開度の測定が出来るものとす

る。

(2) 計装装置の設置位置については、地形条件、施設の構造及び環境条件に配慮

するものとし、検出部の特性劣化、防錆を考慮した機器・材料を選定するもの

とし、監督員の を得なければならない。承諾

なお、 で特に耐雷保護用の保安器の設置、耐雷性に優れた光ファイ設計図書

バーケーブルの採用について明示された場合は、適切な機器を選択するものと

する。

① 水位測定装置は、 及び次に場合を除き、共通仕様書第４章水門設設計図書

備による。

ア．水位計盤は、水位を中央監視盤等にデジタル表示出来る構造のものとす

る。

イ．水位計用の電源を独立して設ける場合は、盤内に組み込むものとし、自

設計動充電装置で蓄電池は、鉛蓄電池又はアルカリ蓄電池とし、選定は、

によるものとする。図書

ウ．水位計盤に吐出量演算装置を設ける場合は、誤動作等が生じにくい信頼

性の高いものを使用する。

エ．水位計盤の構造は、閉鎖自立形の前面は扉構造、後面は扉 固定又はビ、

ス止引掛式構造とし、内部ののぞき窓を前面扉に取付けたものとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

② 流量計については、 に明示された場合を除き、共通仕様書第４章水設計図書

門設備第７節４－７－９によるものとする。

７．安全確認機能

(1) に明示された安全確認装置については、設置条件を考慮の上、設置設計図書

個所等を選定し、監督員の を得なければならない。承諾

(2) 画像監視機能は、 で明示された場合を除き、ＣＣＴＶを用い、監視設計図書

対象・監視目的に応じてハウジング構造や旋回・ズーム等の機能の付加や感度、

照明による道路交通への影響・周辺住民への支障等について十分に配慮しなけ

ればならない。

(3) 画像伝送は、 によるものとする。設計図書

なお、 に明示された場合を除き、光ファイバーネットワークとする。設計図書
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８．遠隔監視操作機能

(1) 遠隔監視操作機能は、遠隔監視操作場所と機場間の監視情報と操作情報を相

互に確実に伝送する方式とし、必要に応じて機場側の画像・音声情報を遠方遠

隔監視操作場所側へ送信出来るものとし、次を基本とする。

① 遠隔化システムにおける各施設の制御回路は、機場側で設置するものととす

る。

② 施設－遠隔の操作切換スイッチは、施設側に設け、操作は施設側機側を最優

先するものとする。

③ 遠隔からの設備操作は、水門、樋門、主ポンプ、自家発電装置、除塵設備の

みとし、これらの機器と連動運転する補機や自動運転する補機の単独操作は行

わないものとする。

④ 遠隔操作は、二挙動方式あるいはＣＲＴ上における対話方式等を採用するも

のとする。

⑤ 遠隔操作において、始動条件が満足しない場合の対応策として、始動インタ

ーロック項目の一部を解除する「強制」モードを設けても良いものとする。

ただし、この場合は状況確認に必要な監視・計測情報が得られる場合とする。

⑥ 遠隔により運転制御、自動運転を行う場合は、遠隔側にも緊急停止機能を持

たせるものとする。

(2) 遠隔監視操作機能を設置する場合は、運用管理体制に配慮して、状況を的確

に把握するためのセンサの配置計画を行うものとし、次の事項に留意するもの

とする。

① センサで検知出来ないトラブル。

② 発生したトラブルの、遠隔での修復の可能性と修復が出来ない場合の手段。

③ 遠隔監視操作装置運用後のトラブルシューティングのあり方。

④ 万が一故障が発生した場合の温度、圧力、流量、水位等のデータ記録。

６－９－６ 高圧電動機盤

１．一般事項

高圧電動機盤は、高圧受電設備等からの高圧電源を開閉し、駆動用主電動機を

安全、確実に操作出来るものとする。

２．しゃ断器等

高圧電動機盤は、電動機ごとに区分した回路とし、それぞれに、しゃ断器又は

それに代わるものを設けるとともに、電磁接触器及び必要な保護装置を設けるも
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のとする。

３．電動機用進相コンデンサ

高圧電動機盤は、電動機用進相コンデンサを設け、改善後の力率を９０％以上

にするものとする。

なお、コンデンサには、残留電荷放電のために放電抵抗等の適切な装置を設け

るとともに、必要に応じて直列リアクトルを設けて高周波対策を行うものとする。

４．始動装置・速度制御装置

高圧電動機盤に設ける始動装置、速度制御装置は、 によるものとする。設計図書

５．変成器・継電器

高圧電動機盤は、監視又は制御に必要な変成器、継電器等を設けるものとする。

６．規格

高圧電動機盤は、ＪＥＭ １２２５（高圧コンビネーションスタータ）によるも

のとし、選定は によるものとする。設計図書

７．盤構造

高圧電動機盤は、閉鎖自立形とし、前面は扉構造、後面は扉、固定又はビス止

引掛式構造とする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

６－９－７ 高圧受電設備

１．一般事項

高圧受電設備は、商用の高圧電線路から電源を引込受電し、安全、確実に二次

側へ引渡しが出来る構造とする。

２．避雷器

高圧受電設備には、避雷器を設けるものとする。

３．避雷器の接地

避雷器の接地は、単独接地とし、他の接地極から２ｍ以上離すものとする。

４．地絡保護

高圧受電設備は、地絡継電器及び零相変流器を設け、地絡に対して保護する構

造とする。

なお、方向地絡継電器を設ける場合は、 によるものとする。設計図書

５．電路・機器の保護

高圧受電設備は、過電流継電器を設け、電路及び機器を保護する構造とする。

６．取引用積算電力量計及び変成器
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高圧受電設備は、電力会社支給の取引用積算電力量計及び変成器を取付けられ

る構造とする。

７．断路器・しゃ断器

高圧受電設備の引込主回路には、断路器及びしゃ断器を設けなければならない。

なお、 に明示された場合を除き、断路器は遠方手動操作方式とし、し設計図書

ゃ断器は電磁又は電動操作方式真空しゃ断器とする。

８．計測機器等

高圧受電設備には、電圧計、電流計、電力計、力率計を設けるとともに監視又

は制御に必要な変成器、継電器を設けなければならない。

９．盤構造

高圧受電設備に使用する盤は、閉鎖自立形とし、前面は扉構造、後面は扉、固

定又はビス止引掛式構造とする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

６－９－８ 高圧変電設備

１．一般事項

設計図高圧変電設備は、高圧受電設備又は高圧自家発電設備からの高圧電源を

に明示された電圧に降圧するとともに保護を行い、分岐しなければならない。書

ただし、分岐は によるものとする。設計図書

２．変圧器の容量

変圧器の容量は、 に明示された負荷に対して余裕を持ったものとしな設計図書

ければならない。

設なお、変圧器形式は、油入自冷式、乾式自冷式又はモールド式とし選定は、

によるものとする。計図書

３．油入自冷式変圧器

油入自冷式変圧器を使用する場合は、油面計及び排油栓等を設けなければなら

ない。

なお、油劣化防止装置を設ける場合は、 によるものとする。設計図書

４．回路の分岐

主電動機用回路、系統機器動力用回路、照明用回路への分岐は、それぞれ独立

した構造とする。

なお、分岐した主回路に設ける変圧器の一次側には、しゃ断器又はヒューズ付

交流負荷開閉器を設けるものとし、その選定は によるものとする。設計図書
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５．盤構造

高圧変電設備に使用する盤は、閉鎖自立形とし、前面は扉構造、後面は扉、固

定又はビス止引掛式構造とする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

６－９－９ 高圧切換設備

１．一般事項

高圧切換設備は、高圧受電設備と高圧自家発電設備からの電源を確実に切換え

を行い、二次側へ引渡しが出来る構造とする。

２．電路の切換

電路の切換は、電源の種類に応じてしゃ断器等の適切な機器により行い、確実

に相互インターロックを行わなければならない。

３．継電器

高圧切換設備は、監視、制御、保護に必要な継電器等を設けなければならない。

４．盤構造

高圧切換設備に使用する盤は、閉鎖自立形とし、前面は扉構造、後面は扉、固

定又はビス止引掛式構造とする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

６－９－１０ 低圧受電設備

１．一般事項

低圧受電設備には、商用の低圧電線路から引込受電し、安全、確実に二次側へ

引渡しが出来る構造とする。

２．受電

動力用と照明用の受電については、各々で独立させなければならない。

３．配線用しゃ断器

動力用引込主回路、照明用引込主回路には、各々に配線用しゃ断器を設けなけ

ればならない。

４．分岐回路

低圧受電設備に負荷系統ごとの分岐回路を設ける場合は、系統ごとに配線用し

ゃ断器を設けなければならない。

なお、低圧受電設備から直接機器に電源を供給する動力用回路及び照明用回路

には、配線用しゃ断器又は漏電しゃ断器を設けなければならない。
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５．電源の切換え

商用と発電機設備からの電源を切換える場合は、確実に切換えを行い、二次側

へ引渡しが出来る構造とする。

６．変圧器

発電機からの低圧電源を変圧する変圧器については、 に明示された場設計図書

合を除き、乾式自冷式とし、耐湿性の高い構造とする。

７．変成器・継電器

低圧受電設備については、監視、制御及び保護用変成器、継電器等を設けなけ

ればならない。

８．盤構造

低圧受電設備に使用する盤は、閉鎖自立形又は壁掛形とし、前面は扉構造、

後面を自立形の場合は、扉、固定又はビス止引掛式構造とし、壁掛け型の場

合は、固定構造とする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

６－９－１１ 発 電 機

１．一般事項

発電機は、 に明示された場合を除き、次によるものとする。設計図書

これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

(1) 過電流耐力は、定格出力に対応した定格電流の１５０％を１５秒間、定格電

流の１１０％を３０分間通じても実用上故障のないものとする。

(2) 過速度耐力は、無負荷定格回転数の１２０％で２分間運転しても機械的に耐

えるものとする。

(3) 総合電圧変動率は、定格力率の状態で、無負荷及び全負荷から負荷を漸次変

動させた場合の電圧変動率が最大値で定格電圧の±３．５％以内となるよう設

計しなければならない。

(4) 最大電圧降下率は、発電機が定格周波数で、無負荷運転中、定格電圧で定格

電流の１００％（力率０．４以下）に相当する負荷（１００％インピーダン

ス）を突然加えた場合の電圧変動率の最大値とし、投入したとき定格電圧の３

０％以下に収まり、２秒以内に最終の定常電圧の－３％以内に復帰するものと

する。

ただし、この場合、原動機の速度変動率を考慮し励磁装置の特性を含むもの

とする。
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(5) 耐電圧は定格周波数において電機子各巻線と大地間には発電機定格電圧の２

倍に１，０００Ｖを加えたもの（最低１，５００Ｖ）を、界磁巻線と大地間に

は励磁定格電圧の１０倍（最低１，５００Ｖ）をそれぞれ１分間印加しても異

常のないものとする。

(6) 発電機の仕様は次によるものとする。

① 形 式 （キュービクル外）交流同期開放防滴保護形

（キュービクル内）交流同期開放保護形

② 方 式 三相３線式

③ 冷却方法 自己通風

④ 絶縁種類 Ｅ種以上

⑤ 励磁方法 ブラシレス又は静止励磁

２．付属品

付属品は、発電機１台に対して次のものを具備するものとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) 軸受温度検出装置及び温度計 １台分

(2) 固定子温度検出装置 １台分

(3) 共通ベース １台分

(4) 基礎ボルト・ナット １台分

３．燃料貯油槽

自家発電設備の燃料貯油槽については、共通仕様書第６章第８節６－８－４に

よるものとする。

６－９－１２ 発電機用ガスタービン機関

１．一般事項

設計図書自家発電設備のガスタービン駆動同期発電機（ＪＥＣ ２１３１）は、

に明示された場合を除き、次による。

これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

なお、主原動機の仕様詳細、構造については、共通仕様書第６章第５節６－５

－４によるものとする。

(1) 過速度耐力は発電機を直結した場合で、無負荷にて定格回転数の１０５％で

１分間運転しても異常のないものとする。

(2) 大気温度３７℃、９２０ｈＰａにて定格負荷運転が出来るものとする。

(3) 定格負荷しゃ断した場合１５秒以内で復帰するものとする。
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(4) 発電機用ガスタービン機関の具備するものについては共通仕様書第６章第５

節６－５－４に準ずるものとする。

６－９－１３ 発電機用ディーゼル機関

１．一般事項

自家発電設備のディーゼルエンジン駆動陸用交流発電機（ＪＥＭ １３５４）は、

次によるものとする。

これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

なお、ディーゼル機関の仕様詳細、構造については、共通仕様書第６章第５節

６－５－３によるものとする。

(1) 過速度耐力は、発電機を直結した状態において、無負荷にて定格速度の１１

０％で１分間運転しても異常のないものとする。

(2) 過負荷耐力は、発電機を直結した状態で、定格出力の１１０％で３０分間運

転しても異常のないものとする。

(3) 定格負荷をしゃ断した場合、負荷しゃ断時の速度変動率は、回転速度が９０

０min 超過のとき８秒以内に、９００min 以下のとき１５秒以内で復帰する－１ －１

ものとする。

(4) 発電機用内燃機関の具備するものについては、共通仕様書第６章第５節６－

５－３に準ずるものとする。

６－９－１４ 発電機盤

１．一般事項

発電機盤は、 に明示された場合を除き、発電機ごとに独立した構造の設計図書

ものとする。

２．機器類

発電機盤には、操作場所切換開閉器、運転方式切換開閉器、操作開閉器、非常

停止開閉器、電圧計、電流計、周波数計を設けるものとする。

なお、発電機を自動始動とする場合は、 によるものとする。設計図書

３．保護継電器類

発電機盤については、保護継電器類を設けるとともに、監視又は制御に必要な

変成器、継電器を設けるものとする。

４．表示器

発電機盤については、状態表示器、故障表示器（一括形重故障及び軽故障）を
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設けるものとする。

５．盤構造

発電機盤は、閉鎖自立形、スタンド形、壁掛形又は搭載形とし、前面は扉構造、

後面は扉、固定又はビス止引掛式構造とする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

６－９－１５ 直流電源設備

１．一般事項

直流電源設備の容量は、負荷に対し余裕のあるものとしなければならない。

２．充電方式

充電方式は、入力電源が復帰したとき自動的に回復充電を行い、浮動充電に移

行するものとし、手動操作により均等充電が行える方式としなければならない。

３．整流装置

整流装置は、自動定電圧定電流装置付サイリスタ整流装置とし、整流は全波整

流としなければならない。

４．蓄電池

蓄電池は、ＪＩＳ Ｃ ８７０４、ＳＢＡ ３００７「据置鉛蓄電池」（ＨＳＥ）、

ＳＢＡ ３０１８「陰極吸収式シール形据置鉛蓄電池」（ＭＳＥ）、ＳＢＡ ５０

０５「ベント形アルカリ蓄電池（ＡＨ）（ＡＨＨ）」、ＳＢＡ ５００６「シール

形置きアルカリ電池（Ａ）（ＡＨＨ）」（ＡＨＨ－Ｅ）に適合するものとし、陰

極吸収シール形据置鉛畜電池（ＭＳＥ）又は、シール形置きアルカリ蓄電池(Ａ)

(ＡＨＨ)を使用する場合を除き、減液警報装置を設けなければならない。

なお、選定は によるものとする。設計図書

５．銘 板

蓄電池の形式、容量、製造者名、製造年月日、期限を記入した銘板を設けなけ

ればならない。

６．構 造

直流電源設備は、蓄電池の保守点検を考慮した盤内スペースを確保しなければ

ならない。

ただし、補水、液面の点検を行う必要がある蓄電池を設置している場合は、蓄

電池を台車に載せ容易に引出し又は押し込み可能なものとし、常時は、固定した

構造とする。

なお、これによらない場合は によるものとする。、設計図書
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７．負荷電圧補償装置・継電器

直流電源設備は、負荷電圧補償装置を設けるとともに、電圧計、電流計及び監

視、制御に必要な継電器等を設けなければならない。

８．回 路

直流電源設備の交流入力回路及び出力分岐回路は、開閉器等を設けなければな

らない。

９．盤構造

直流電源設備の盤は、閉鎖自立形とし、前面は扉構造、後面は扉、固定又はビ

ス止引掛式構造とする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

10．直流電源設備の付属品

設計シール形蓄電池を使用する場合を除き直流電源設備は付属品は、次のうち

に明示したものを具備するものとする。図書

(1) 温度計 １個

(2) スポイト １個

(3) ロート １個

(4) 吸込比重計 １個

(5) 取びん １個

(6) 付属品収納箱 １個

(7) 精製水（シール形又は触媒方式の場合を除く） １８Ｌ

６－９－１６ 無停電電源設備

１．一般事項

無停電電源装置の切替回路は、 に明示されてない限り、常時インバー設計図書

タ給電、同期切替方式とする。

２．整流器

整流器は、１０ＫＶＡ以下の容量の場合には、トランジスタ方式とし、１０Ｋ

ＶＡを超える容量の場合には、トランジスタ方式又はサイリスタ方式とする。

３．容 量

無停電電源装置の容量は、 に明示されてない限り、ＰＬＣ、運転支援設計図書

装置の消費電力合計に２０％の余裕を見込んだものとする。

なお、停電時の保持時間は１００％負荷時約１０分間とし、自家発電設備がな

い場合は、これ以上の保持時間をとるものとする。
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４．盤形式

無停電電源装置の盤形式は、 に明示されてない限り、小型パッケージ設計図書

の汎用品を使用するものとする。

６－９－１７ 系統機器盤

１．系統機器盤は、商用又は自家発電設備からの低圧電源を、各系統機器に分岐す

るとともに、補助継電器盤等からの制御信号により各補助動力回路の開閉等を行

うものとする。

２．主ポンプ直属系統機器と共通系統機器用動力制御回路は、盤内において区分整

理して配置するものとする。

３．系統機器盤は、操作対象の電動機毎に配線用しゃ断器及び電磁接触器等を設け

るものとし、配線用しゃ断器は、過負荷、短絡の保護が確実に行えるものとする。

なお、漏電保護は電気技術基準に基づいて行うものとする。

４．電動機は、個々に進相コンデンサを設け改善後の力率を９０％以上にするもの

とする。

５．電動機容量が３．７ｋＷを超える回路には、始動電流を抑制する始動器クロー

ズドトランジェントタイプスターデルタ始動器を設けるものとするが、ＯＮ－Ｏ

ＦＦ頻度が激しい場合はこの限りではない。

ただし、開放形スターデルタ又は直入始動とした場合でも、自家発電設備等の

容量が増加しない場合はこの限りでない。

６．負荷容量が１１ｋＷ以上のものについては、電流計を設けるものとする。

７．系統機器盤には、必要な保護装置、継電器類を設けるものとする。

８．系統機器盤は、ＪＥＭ １２６５（低圧閉鎖配電盤）又はＪＥＭ １１９５（コ

ントロールセンタ）によるものとし、選定は によるものとする。設計図書

なお、盤の構造は、低圧閉鎖配電盤は閉鎖自立形の前面は扉構造、後面は扉、

固定又はビス止引掛式構造とし、コントロールセンタは多段積閉鎖自立形前面引

出し式とする。

６－９－１８ 予 備 品

予備品は、監視操作制御設備及び電源設備に対して、次の予備品のうち当該設備で

使用した機器等を納品するものとする。

１．ランプ､ 制御回路ヒューズ 現用の１０％（最低１個）

２．ＬＥＤランプ 現用各種ごとに１個
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３．補助継電器類 現用各種ごとに１個

４．電力ヒューズ（設置している場合） 各種ごとに１組（三相分）

５．予備品取替に必要な専用工具（必要な場合） １式

６．予備品箱 １式

第１０節 角落し設備

６－１０－１ 一般事項

１．角落しの構造

角落しは、 に明示された水位等の荷重条件に対して強度、剛性を有す設計図書

るものとし、運搬及び保管等を考慮し、適宜分割した構造とする。

２．角落しの形式

角落しの形式は、スライド式とし、水密方式は によるものとする。設計図書

３．角落しの材料

角落しに使用する材料は、使用条件、水質等を考慮したものとする。

４．スキンプレート

スキンプレ-トの方向は、 に明示された場合を除き、水圧側とする。設計図書

５．角落しの仕様

角落しの仕様は、 及び共通仕様書第４章水門設備による。設計図書

６－１０－２ 構造計算

１．構造計算

構造計算は、「ダム・堰施設技術基準（案）」による。

６－１０－３ 吊込装置

１．吊込装置

(1) 角落し設備に設ける吊込装置は、自動着脱可能で操作の容易なものとする。

(2) 吊込装置は、角落しの１ブロック重量に適合した容量のものとする。

第１１節 クレーン設備

６－１１－１ 一般事項

１．天井クレーンの設計

(1) 天井クレーンは、「クレーン等安全規則」、「クレーン構造規格」、ＪＩＳ

等に準拠したものとし、安全でかつ正確な運転が出来るとともに、耐久性が高
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く、維持管理の容易な構造とする。

製作は、労働基準監督署の製造認可を受けた工場で行うものとし、詳細設計

に当たっては、設置箇所の状況を調査検討の上行うものとする。

(2) 主桁は、 によるものとする。設計図書

なお、手動式の場合はプレートガーダ構造とし、電動式の場合は箱桁構造、

プレートガーダ構造又はトラス桁構造とする。

なお、撓みは、定格荷重を中央で吊った時にスパンの１／８００以下とする。

２．走行レール

(1) 走行レールは、ＪＩＳに規定のレールを使用するものとし、全負荷運転に対

しても安全なものとする。

(2) 走行レールは、レールガーダ上に水平、平行に芯出し調整し、フックボルト

等により安全かつ堅固に取付けるものとする。

３．横行レール

横行レールは、角鋼又はＪＩＳに規定のレールを使用するものとし、全荷重に

対しても安全なもので主桁上に水平、平行に芯出し調整し、溶接又はクリップボ

ルト等により安全かつ堅固に取付けるものとする。

４．各装置の配置

各装置の配置は、全荷重を吊った時、車輪にかかる荷重が出来るだけ均一にな

るようにするものとする。

６－１１－２ 手動式天井クレーン

１．手動式天井クレーンの設計

手動式天井クレーン(トロリ形、チェーンブロック付形等)は、走行、横行、巻

上下の操作がすべて手動で行えるものとする。

２．巻上装置

巻上装置は、 によるものとする。設計図書

なお、主桁に上載又は懸垂する形式とする。

３．操作チェーン

操作チェーンは、走行、横行、巻上下とも各々独立したもので、チェーン下端

と操作床面との間隔は３０㎝程度とし、チェーン操作時に、はずれのない構造と

する。

４．軸 受

軸受は、ころがり軸受を使用するものとし、無給油で１年間の操作が可能なも
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のとする。

なお、給油が必要な場合、各軸受は給油が容易に行える構造とする。

５．安全装置

(1) 走行レール、横行レールに、車輪止めを設けるものとする。

(2) 巻上装置には、自然落下防止の機構を設けるものとする。

６．手動式天井クレーンの材料

手動式天井クレ-ンに使用する材料は、 に明示された場合を除き、表６設計図書

－１１－１によるが、これにより難い場合は、監督員の を得なければならな承諾

い。

表６－１１－１ 手動式天井クレーンの主要材料

使 用 箇 所 材 料 名 材料記号

主桁、サドル、フレーム 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

歯 車 機械構造用炭素鋼材 Ｓ４５Ｃ

軸 機械構造用炭素鋼材 Ｓ４５Ｃ

ド ラ ム 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

７．付属品

手動式天井クレーンには、次のうち に明示されたものを具備するもの設計図書

とする。

(1) 給油器具（トロリ形のみ） １基分

(2) グリース（１８Ｌ入・トロリ形のみ） １ 缶

(3) 玉掛用ワイヤ １基分

(4) 標準付属工具､ 工具箱 (トロリ形のみ) １基分

(5) 走行レール及び取付具 １基分

６－１１－３ 電動式天井クレーン

１．電動式天井クレーンの構造

(1) 電動式天井クレーン（トロリ形、ダブルレールホイスト形等）は、走行、横

行、巻上下がすべて電動機で駆動出来るものとする。

操作は、ポンプ場内の床面にてクレーンクラブ又はホイストから吊り下げた

押釦スイッチ又は無線装置により操作が行えるものとする。

(2) クラブフレーム又はホイストフレームは、溶接枠組構造とし、横桁に巻上装

置を堅固に取付けるものとする。
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２．巻上装置

巻上装置は、電動機より制動用ブレーキ、減速装置を経てドラムを駆動する構

造とする。

なお、ブレーキは荷重の保持に適合した容量とし、速度制御用のブレーキを設

ける場合は、 によるものとする。設計図書

３．ロープ溝

ドラムのロープ溝は、機械切削としドラムの直径はロープ径の２０倍以上とす

る。

なお、余長は３巻以上をとるものとする。

４．電動機

電動式天井クレーンに使用する電動機は、 に明示された場合を除き、設計図書

次によるものとする。

(1) 巻上下用

巻線形三相誘導電動機 (抵抗器付) ・・・・トロリ形

かご形又は特殊かご形三相誘導電動機・・ダブルレールホイスト形

(2) 横行、走行用

かご形又は特殊かご形三相誘導電動機・・ブレーキ内蔵形

５．制御盤

電動式天井クレーンには、制御盤を設けるものとし、制御盤は第９節監視操作

制御設備及び電源設備に準拠したものとする。

盤には、しゃ断器、電磁接触器、継電器類等を設け操作が確実に行えるものと

する。

６．集電方式

集電方式は、トロリ形の場合トロリホイル式又はシュー方式とし、機械の動揺

などにも脱線の恐れがなく、一定の接触圧力をもって安全に電流を伝えるものと

する。

また、ダブルレールホイスト形の場合は、カーテンレール式、トロリホイル式、

ケーブルキャリア式等とし、その選定は によるものとする。設計図書

７．トロリ線

トロリ線は、絶縁トロリとする。

８．安全装置

(1) 走行レール、横行レールには車輪止めを設けるものとする。

(2) 過巻防止装置、通電確認ランプ等を設けるものとする。
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９．電動式天井クレーンの材料

電動式天井クレーンに使用する材料は、 に明示された場合を除き、表設計図書

６－１１－２によるが、これにより難い場合は、監督員の を得なけらばなら承諾

ない。

表６－１１－２ 電動式天井クレーンの主要材料

使 用 箇 所 材 料 名 材 料 記 号

主桁、サドル、フレーム 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

歯 車 機械構造用炭素鋼材 Ｓ４５Ｃ

軸 機械構造用炭素鋼材 Ｓ４５Ｃ

ドラム 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

10．電動式天井クレーンには、次のうち設計図書に明示されたものを具備するもの

とする。

(1) 走行レール及び取付具 １基分

(2) クレーン電源箱 （２次側ケーブル含む） １基分

(3) 集電装置 １基分

(4) 桁 下 灯 １基分

(5) 給油装置 １基分

(6) グリース（１８Ｌ入り） １ 缶

(7) 玉掛用ワイヤ １基分

(8) 移動指示板（東西南北） １基分

(9) 標準付属工具、工具箱 １基分

第１２節 据 付

６－１２－１ 据付準備

１．事前確認及び調査等

(1) 受注者は、据付にあたり機器、部品等の有無を確認するとともに、輸送によ

る破損箇所、不具合等の有無を点検するものとする。

(2) 受注者は、据付基礎、壁、床の貫通穴等の形状、寸法、箱抜及び差し筋の位

置について、据付に支障がないよう事前に調査を行うものとする。

６－１２－２ 据付作業

１．据付高さ等の確認
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受注者は、据付にあたり据付基準点、副基準点、基準線等を基に、図面寸法に

より主ポンプその他各機器類の軸芯を通る中心線、据付高さ等の確認を行うもの

とする。

また、主ポンプを複数台据付る場合は、ポンプ相互の関連についても確認する

ものとする。

２．副基準点の保護

副基準点を設定した場合は、据付完了後、移動又は変形しないよう強固な保護

等を施すものとする。

３．施工計画

施工計画は、据付機材の能力、据付場所による制約条件を考慮し、安全で経済

的な工法を選定すること。特にクレーン等による吊上げ、吊り下げは慎重に行い、

ワイヤサイズの選定、ワイヤ掛けの位置、保護の方法にも注意し、機器に損傷を

与えないように施工するものとする。

４．運搬方法の留意点

運搬は、据付の精度確保上、輸送可能な限り大型ブロックに組立てた製品を現

地へ運搬し、据付るものとする。

５．据付用ライナ

主ポンプその他各機器類に据付用ライナを使用する場合は、次によるものとす

る。

(1) 仮設ライナは、基礎ボルト用箱抜き穴へコンクリートを流し込む前に、本ラ

イナを設置することが困難な場合に設けるものとする。

(2) レベリングパットを設置する場合には、基礎コンクリート面のチッピングを

行った後、十分に清掃し、はく離又は亀裂が生じないように適切な処置を講ず

るものとする。

(3) ライナは、基礎ボルトの両側に設置し、基礎ボルトの間が５００㎜以上の場

合は、中間にも設置するものとする。

(4) ライナは、各ベースの大きさに適合するものを使用し、使用するライナの枚

数は勾配ライナ２枚、平行ライナ１枚及び補助ライナ１枚以内とする。

(5) ライナの勾配は、１／２０～１／５０とし、芯出し終了後のライナ重なり代

は７０％以上とする。

(6) ライナは、芯出し後点溶接又はタップ溶接により接合するものとする。

６．据付用基礎ボルト

主ポンプその他各機器類の据付用基礎ボルトの施工は、次によるものとする。
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(1) 箱抜穴の清掃を入念に行うものとする。

(2) 基礎ボルトは、ナット面からねじ山が３～５山出るよう固定据付を行うもの

とする。

(3) 基礎ボルトは、箱抜穴へのコンクリートの充填作業中に傾かないよう処置し、

基礎ベースのボルト孔の中心に位置するよう施工するものとする。

(4) 基礎ボルト選定及び据付については、地震を十分に考慮したものにするもの

とする。

７．芯出し

主ポンプその他の各機器類の据付に際しては、各部の水平及び鉛直の芯出しを

行い、その結果について監督員の確認を受けるものとする。

８．維持管理性の配慮

主ポンプその他各機器類の据付については、水抜き、油脂交換、排水、点検・

保守管理が容易に行えるものとする。

９．気象条件

据付に伴う溶接、塗装及びコンクリート打設の際は、気象条件に留意して施工

を行うものとする。

10．構造物及び建屋等のはつり

据付に伴いコンクリート構造物、建屋等をはつる場合は、監督員の を得な承諾

ければならない。

11．天井クレーンの据付

天井クレーンを据付ける場合、機器据付架台の修正をモルタル仕上げのみによ

り行ってはならない。機器据付の芯出しの高さ修正が必要な場合はライナーによ

り行うものとする。

12．デフレクション測定

主原動機用ディーゼル機関及び自家発電設備（ディーゼル機関）のエンジンデ

フレクション測定は、機械設備工事施工管理基準に沿って行うものとする。

13．弁類の据付

弁類の据付に際しては、次の事項に留意するものとする。

(1) 流水方向の確認を行うものとする。

(2) 弁内部の異物混入の有無の確認を行うものとする。

(3) ボルトは、片締めしないよう反対側と交互に均一に締付けるものとする。

14．吸吐出管の据付

吸吐出管の据付に際しては、次の事項に留意するものとする。
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(1) 主ポンプを基準として、流れ方向に管接続を行うものとする。

なお、遊動フランジ短管は、規定の遊動量を確保するものとする。

(2) 吸吐出管を据付る場合には、配管自重を主ポンプ、弁類等に負担させないも

のとする。

(3) フランジ面は良く清掃し、フランジ面で偏心が生じないようにパッキンを取

付けるものとする。

(4) ボルトは一方向から片締めせず、反対側と交互に均一に締付けるものとする。
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第７章 除塵設備

第１節 総 則

７－１－１ 適 用

この章は、除塵設備とその付帯設備（搬送・貯留設備）に適用する。

なお、対象となる除塵設備の形式は、レーキ形定置式、レーキ形移動式及びネット

形とする。

７－１－２ 一般事項

１．構造及び性能は、 に明示された設計条件、仕様に対して十分な機能を設計図書

有し、耐久性、安全性、操作性及び保守管理を考慮したものとしなければならな

い。

２．使用する機器、部品等は、ＪＩＳ又はその他関係する規格、基準に合格した機

器、部品等で容易に調達出来るとともに、設置場所の気象条件等に適合したもの

を使用するものとする。

３．除塵設備及び付帯設備は、高頻度、長時間運転における高い信頼性を確保した

ものでなければならない。

７－１－３ 準拠基準等

除塵設備の施工にあたっては、 によるほか、共通仕様書第６章６－１－３設計図書

準拠基準等及び次の基準等による。

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

(1) 除塵設備設計指針 （水門鉄管協会）

(2) 鋼構造物計画設計技術指針（除塵設備編） （農林水産省）

７－１－４ 銘 板

１．銘板の明示内容

除塵設備には形式、開閉方式、水路幅、水路高、製造年月、設置会社名等を明

示した銘板を設けなければならない。

２．銘板の仕様

銘板は、ＪＩＳ Ｚ ８３０４（銘板の設計基準）に準ずるものとし、仕様は表

７－１－１を標準とする。
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表７－１－１ 銘 板

仕 様 エッチング（凸式）銘板又は機械彫刻式銘板

寸 法 ２００×３１５（㎜）、２５０×４００（㎜）

３１５×５００（㎜）、４００×６３０（㎜）

材 質 黄銅板又はステンレス鋼板

７－１－５ 操作要領説明板

除塵設備の操作室又は操作盤には、操作の手順等を記入した「操作要領説明板」を

設けなければならない。

なお、「操作要領説明板」の材質は、アクリル製とする。

ただし、ポンプ設備と一体的に設置される場合は、共通仕様書第６章揚排水ポンプ

設備によるものとする。

７－１－６ 付属工具

受注者は、除塵設備の保守管理に必要な付属工具を納品するものとする。

なお、付属工具数量表を工具納品時に添付するものとする。

第２節 除塵設備

７－２－１ 一般事項

１．除塵設備の仕様

除塵設備の仕様は、 によるものとする。設計図書

２．除塵設備の設計

(1) 輸送限界、経済性、施工性等を十分に検討の上、設計を行うものとする。

(2) 除塵設備は流入する塵芥を確実に除去出来、堅牢で安全確実な操作が出来る

ものとする。

また、歩廊、手摺、階段、踊場等を設け保守管理が容易な構造とする。

(3) 除塵設備回転部等の危険箇所には、接触防止のために安全カバー等を設ける

ものとし、取外し可能な構造で必要に応じて点検窓を設けるものとする。

(4) 除塵設備各部の強度は、安全率を考慮し、腐食、摩耗の恐れがある部材につ

いては、余裕厚を考慮するものとする。

(5) 掻上げ装置は、水中に浮遊する塵芥の掻上げ及び搬送設備への投入が確実に

出来る構造とする。

(6) 除塵設備上流に設置される網場、防塵柵、一次スクリーンは、 によ設計図書
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るものとする。

(7) 点検用マンホールや除塵設備水位検出装置用の孔は、 によるものと設計図書

する。

７－２－２ バースクリーン

１．バースクリーンの仕様

バースクリーンの仕様は、 によるものとする。設計図書

２．バースクリーンの構造

(1) バースクリーンは浮遊物の衝突、水位差による水圧等に耐えられる構造とす

る。

(2) バースクリーンの傾斜角度は、 によるものとする。設計図書

なお、 に明示されてない場合は、傾斜角度（θ）は定置式除塵機で設計図書

７５°、手掻き式で４５°～６０°を基本し、監督員の を受けるものとす承諾

る。

(3) バースクリーンは、最高内水位の状態で１ｍ水位差が生じても支障がないも

ので、スクリーン自重及び水位差によるたわみは支間の８００分の１以下とし、

最小板厚は９㎜とするものとする。

７－２－３ レーキ形定置式除塵機

１．レーキ形定置式除塵機の構造

(1) レーキ形定置式除塵機は、水路ごとに独立した掻上げ装置を有し、逆転可能

な構造とする。

なお、レーキ形定置式除塵機のうち往復式は、所定のストロークに対し開閉

が確実であるものとする。

(2) レーキ形定置式除塵機は、駆動装置、ガイド、レーキ、レーキチェーン、軸、

スプロケット、バースクリーン等から構成され、塵芥をレーキにて連続的に掻

上げ、コンベヤ上に排出する構造とする。

２．駆動装置

(1) 駆動装置には、電動機、減速機等を使用し、駆動軸への伝達はローラチェー

ン等の確実な方法により行うものとする。

また、ローラチェーンは、張り調整の出来る構造とする。

(2) スプロケットホイールの歯は、機械切削とし耐摩耗性に優れたものとする。

３．ガイド、補助スクリーン
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(1) ガイドは、形鋼､ 鋼板製とし、溶接又はボルトで組立て、ひずみ、変形等の

ないものとする。

(2) 回動式のガイドレールは、掻上げ側及び戻り側に設け レーキガイドに堅固、

に固定するものとする。

(3) ガイド上端部には、レーキチェーンの張り調整が容易に行える機構を設ける

ものとする。

(4) ガイド部は、塵芥が付着しにくい構造とする。

(5) 本体スクリーンの前面下部には、補助スクリーンを設け、除塵機本体下部の

塵芥を掻上げやすい構造とする。

４．エプロン及びシュート

(1) エプロンは、裏面に適切な補強を行い、ひずみのないものでガイド及び桁材

に強固に取付けるものとする。

(2) シュートは、塵芥の排出後、塵芥が円滑に搬送設備上に導かれる構造とし、

塵芥落下による衝撃、腐食、摩耗等に耐えられるものとする。

５．レーキ及びレーキチェーン

(1) レーキは、レーキチェーンに堅固に取付け、等間隔に配置するものとする。

(2) レーキには、バースクリーンのピッチに合った爪を設け、能率良く塵芥を掻

上げることが出来るものとする。

なお、レーキのかみ込み寸法は、微調整が出来るものとする。

(3) レーキは、両壁に設けたガイドレールに沿って、円滑に移動出来る構造とす

る。

(4) レーキチェーンは、ローラ及びリンクプレート等から構成され、ガイドレー

ル及びスプロケットから脱輪することのないようにするとともに、十分な強度

を有するものとする。

６．開閉装置

(1) ワイヤロープ式のレーキ開閉装置はレーキ昇降、レーキ開閉とも兼用のドラ

ム軸にて駆動し、所定の位置で開閉用のロープだけを電動シリンダで伸縮させ

る構造とする。

(2) レーキアーム開閉装置は、電動シリンダ又は油圧シリンダを用い、レーキア

ームをスクリーン面に対し、所定の角度に保持できる構造とする。

レーキ下降時、水面付近におけるレーキ爪先とバースクリーン面との間隔は、

レーキ奥行きと同等以上とする。

７．主要軸受部の給油
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主要軸受部の給油は、 で特に明示されてない限り個別給油とする。設計図書

８．安全装置

駆動装置には、安全装置としてトルクリミッタ等の過負荷防止装置及び保護継

電器を設けるものとする。

９．電動機

電動機の仕様は、 によるものとする。設計図書

10．主要材料

主要材料は、 によるほか、適用する技術基準に準拠するものとする。設計図書

７－２－４ レーキ形移動式除塵機

１．レーキ形移動式除塵機の構造

(1) レーキ形移動式除塵機は、各水路を移動し、除塵作業を自動運転により行う

ことが出来るものとする。

(2) レーキ形移動式除塵機は、車体及び駆動装置、ケーブル巻取装置、レーキ、

搬送装置、走行レール、ガイドレール付スクリーン等で構成し、塵芥をレーキ

で掻上げ、車体内のホッパに貯え、搬出する作業が順次行える構造とする。

２．車体及び駆動装置

(1) 車体は、形鋼及び鋼板製のものとし、溶接又はボルトで組立て、塵芥の掻上

げ及び移送に耐えうるものとする。

(2) 車体には、 に明示された量の塵芥を貯留出来るホッパを内蔵し、ホ設計図書

ッパはレーキからの塵芥をエプロンに落下することなく受け入れることの出来

る構造とする。

(3) ホッパ底部に取付ける排出用のコンベヤは、引継ぎに適した速度で塵芥を搬

出することが出来るものとする。

(4) 車体の前部には作業に適した運転室を設け、操作員による操作が出来るもの

とする。

(5) 駆動装置には、電動機、減速機等を使用し、駆動輪への伝達は、ローラチェ

ーン等の確実な方法により行うものとする。

また、ローラチェーンは、張り調整の出来る構造とする。

なお、走行速度の制御方式については、 によるものとする。設計図書

(6) 車体には、転倒防止装置を設けるものとする。

(7) 車体には、移動に伴いレール面が清掃されるようスクレーパを設けるものと

する。
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なお、車体の移動時には、警戒音を発する音響装置等を設置するものとする。

３．ケーブル巻取装置

ケーブル巻取装置は、車体の走行に合わせてケーブルに無理な張力を与えない

で、引出し及び巻取りが出来るものとする。

４．レーキ

レーキは、車体停止位置で正確にガイドレール及びバースクリーンに合わせる

ものとし、掻上げ時に、ガイドレールから脱落しない構造とする。

また、ガイドレールは、車体にも設け、エプロンに沿ってレーキを誘導するも

のとする。

５．搬送装置

搬送装置は、貯留塵芥をホッパから車体外へ搬出するものとする。

６．安全装置

駆動装置には、安全装置としてトルクリミッタ等の過負荷防止装置及び保護継

電器を設けるものとする。

７．電動機

電動機の仕様は、 によるものとする。設計図書

８．主要材料

主要材料は、 によるほか、適用する技術基準に準拠するものとする。設計図書

７－２－５ ネット形除塵機

１．ネット形除塵機の構造

(1) ネット形除塵機は、水路ごとに独立して設け、チェーンに取付けられたスク

リーンフレーム等を回転させ、上部で噴射水により逆洗する構造とする。

(2) ネット形除塵機は、ハウジングフレーム、駆動装置、チェーン、スプロケッ

ト、スクリーンフレーム、ガイドレール、洗浄ポンプ等で構成し、塵芥をスク

リーンにより連続的に引上げ、逆洗して洗浄水とともに床溝等から外部に搬出

するものとする。

(3) ハウジングは、フレーム上部、上部スプロケット等を固定密閉して、洗浄水

及び逆洗された塵芥を床溝等に導く構造とし、点検窓を設けるものとする。

また、ストレートフロー式のネット形除塵機は、ネット間に溜まる塵芥の除

去が出来る構造とする。

２．駆動装置

駆動装置は、ハウジングの上部に設け、電動機、サイクロ減速機等を使用し、
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駆動軸への伝達は、ローラチェーンによるものとする。

また、ローラチェーンは、張り調整の出来る構造とする。

３．ガイドフレーム

ガイドフレームは、スプロケットとチェーンガイドを支持し、スクリーンフレ

ームからの水圧を受け止めるとともに、水路下部でスクリーンフレームと水路底

の隙間をカバーする構造とする。

また、チェーンガイドの上部には、チェーンの張り調整が行える機構を設ける

ものとする。

４．チェーン

チェーンは、ローラ及びリンクプレートで構成し、耐摩耗性と強度を有するも

のとする。

５．スプロケットホイール及びチェーンの歯

スプロケットホイール及びチェーンの歯は、滑らかな動作伝達を行い耐摩耗性

に優れたものとする。

また、スプロケットホイール軸は、ねじれに対して所要の強度を有するととも

に、異常負荷に対する保護装置としてシャーピン等を設けるものとする。

６．スクリーン及びスクリーンフレーム

スクリーン及びスクリーンフレームはチェーンに固定し、スプロケットホイー

ルにより支障なく回転出来るものとし、塵芥の掻上げ、逆洗に適合した構造とす

る。

７．洗浄ポンプ

洗浄ポンプは、水中モータポンプをネット形除塵機の下流側に設置し、逆洗ノ

ズルにより全幅を洗浄し得る揚程及び容量を有するものとし、仕様は に設計図書

よるものとする。

８．駆動装置

駆動装置には、安全装置としてトルクリミッタ等の過負荷防止装置及び保護継

電器を設けるものとする。

９．電動機

電動機の仕様は、 によるものとする。設計図書

10．主要材料

主要材料は、 によるほか、適用する技術基準等に準拠するものとする。設計図書



264

第３節 搬送設備

７－３－１ 一般事項

１．搬送設備の仕様

搬送設備の仕様は、 によるものとする。設計図書

２．搬送設備の設計

(1) 輸送限界、経済性、施工性等を十分に検討の上、設計を行うものとする。

(2) 搬送設備は除塵機により掻上げ、投入された塵芥を確実に貯留設備等まで搬

送し、堅牢で安全確実な操作が出来るものする。

(3) 搬送設備の回転部等の危険箇所には、接触防止のために安全カバー等を設け

るものとし、取外し可能な構造で必要に応じて点検窓を設けるものとする。

また、コンベヤ側部には、非常時、直ちにコンベヤを停止出来る非常停止用

引綱スイッチを備えるものとする。

(4) 各部の強度は、安全率を考慮し、腐食、摩耗の恐れがある部材については、

余裕厚を考慮するものとする。

(5) 搬送設備に設けるキャリアローラ、リターンローラ及びサイドローラは転が

り軸受けを使用し、円滑な転動をするもので強固なものとする。

なお、各ローラ間隔は、適切な間隔に配置するものとする。

(6) 歩廊、手摺、階段、踊場等は、保守管理が容易な構造とする。

(7) ベルトコンベヤ以外の搬送装置の形式及び仕様は、 によるものとす設計図書

る。

７－３－２ ベルトコンベヤ

１．ベルトコンベヤの構成

水平ベルトコンベヤ及び傾斜ベルトコンベヤは、コンベヤフレーム、駆動プー

リ、テールプーリ、テークアップ、コンベヤベルト、スカート、キャリアローラ、

リターンローラ等から構成し、保守管理が容易なものとする。

２．搬送設備の仕様

搬送設備の仕様は、次によるものとする。

(1) 水平ベルトコンベヤの仕様は、次によるものとする。

① 形 式 ２０°トラフ形

② ベルト速度 によるものとする。設計図書

③ 電 動 機 三相誘導電動機

④ 駆動方法 によるものとする。設計図書
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(2) 傾斜ベルトコンベヤの仕様は、次によるものとする。

① 形 式 ヒレ付ベルトコンベヤ

旋回装置付は、 によるものとする。設計図書

② ベルト速度 によるものとする。設計図書

③ 傾 斜 角 ３０°以内

④ 電 動 機 三相誘導電動機

⑤ 駆動方法 によるものとする。設計図書

３．ベルトコンベヤの構造

ベルトコンベヤ各部の構造は、次によるものとする。

(1) 駆動プーリは、ゴムラッキングを施しスリップが少なく、動力伝達効率の良

いものとする。

(2) キャリアローラ、リターンローラ及びサイドローラは、ころがり軸受を使用

した円滑な転動をするもので強固なものとする。

設計なお、キャリアローラ、リターンローラ及び自動調芯ローラの間隔は、

によるものとする。図書

(3) ゴムベルトは、３プライ以上としエンドレス加工を施したものとする。

なお、テールプーリには、テークアップ機構を設けるものとする。

(4) 駆動プーリの下側には、スクレーパを取付けるものとする。

また、ベルトの両側面には、塵芥落下防止用の当て板と調節可能なボルト止

めしたゴム板を全長にわたって取付けるものとする。

(5) 傾斜ベルトコンベヤ下部には、塵芥落下防止カバーを設置するものとする。

また、傾斜コンベヤからホッパへ確実に搬送できるよう振動ローラ等を設置

するものとする。

(6) コンベヤフレームは、形鋼、鋼板製とし溶接又はボルトで結合し、据付面に

取付け、全荷重に対して耐えられる構造とする。

また、風圧、雪荷重等の外力に対しても考慮するものとする。

(7) スカートは、除塵設備からの塵芥排出時、円滑に搬出コンベヤ上に導かれる

構造とし、塵芥落下による衝撃、腐食、摩耗等に耐えられるものとする。

４．主要材料

ベルトコンベヤに使用する主要材料は、 によるものとする。設計図書

５．付属品

付属品は、ベルトコンベヤ１基に対して次のものを具備するものとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書
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(1) スカート及びシュート １基分

(2) 付属工具 １基分

(3) 非常停止用引綱スイッチ １基分

(4) 基礎ボルト・ナット １基分

第４節 貯留設備

７－４－１ 一般事項

１．貯留設備の仕様

貯留設備の仕様は、 によるものとする。設計図書

２．貯留設備の設計

(1) 輸送限界、経済性、施工性等を十分に検討の上、設計を行うものとする。

(2) 貯留設備は、搬送設備により搬出された塵芥を確実に貯留し、堅牢で安全確

実な操作が出来るものとする。

(3) 各部の強度は、安全率を考慮し、腐食、摩耗の恐れがある部材については余

裕厚を考慮するものとする。

(4) 歩廊、手摺、階段、踊場等は、保守管理が容易な構造とする。

７－４－２ ホ ッ パ

１．ホッパの構造

(1) ホッパは、コンベヤから搬送された塵芥を貯留し、下部より排出する装置を

有するもので、ホッパ本体、支柱、横桁、点検歩廊、階段、ホッパゲート及び

開閉装置等から構成され、保守管理が容易なものとする。

(2) ホッパ本体は、アーチング現象防止のための角錐角度を６０°以上とする。

また、ホッパ搬出口の高さは、トラック等による搬出を考慮したものとする。

(3) ホッパ本体、支柱、横桁、歩廊、階段及びホッパゲートは、鋼製溶接構造と

し、支柱は、コンクリート基礎上に基礎ボルトで強固に取付けるものとする。

(4) ホッパは、保守管理を容易に行うための階段及び踊場を必要に応じて設ける

ものとする。

(5) ホッパ下部には排水口を設けるものとし、排水管又は排水ホースを取付ける

ものとする。

２．排出ゲート開閉装置

ホッパ排出ゲート開閉装置の仕様は、 によるものとする。設計図書

なお、 で明示されてない場合は、屋外形の電動形パワーシリンダとす設計図書
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る。

３．付属品

付属品は、ホッパ１基に対して次のものを具備するものとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) 基礎ボルト・ナット １基分

(2) ホッパゲート操作箱 １基分

(3) 水切とい １基分

第５節 据 付

７－５－１ 据付準備

１．事前確認及び調査等

(1) 受注者は、据付にあたり機器、部品等の有無を確認するとともに、輸送によ

る破損箇所、不具合等の有無を点検するものとする。

(2) 受注者は、据付基礎、壁、床の貫通穴等の形状、寸法、箱抜及び差し筋の位

置について、据付に支障がないよう事前に調査を行うものとする。

７－５－２ 据付作業

１．据付高さ等の確認

受注者は、据付にあたり据付基準点、副基準点、基準線等を基に、図面寸法に

より除塵設備その他各機器類の軸心を通る中心線、据付高さ等の確認を行うもの

とする。

２．副基準点の保護

副基準点を設定した場合は、据付完了後、移動又は変形しないよう強固な保護

等を施すものとする。

３．施工計画

施工計画は、据付機材の能力、据付場所による制約条件を考慮し、安全で経済

的な工法を選定することとする。特にクレーン等による吊り上げ、吊り下げは慎

重に行い、ワイヤサイズの選定、ワイヤ掛けの位置、保護の方法にも注意し、機

器に損傷を与えないように施工するものとする。

４．運搬方法の留意点

運搬は、据付の精度確保上、輸送可能な限り大型ブロックに組立てた製品を現

地へ運搬し、据付るものとする。

５．据付用ライナ
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除塵設備その他各機器類に据付用ライナを使用する場合は、共通仕様書第６章

第１２節６－１２－２によるものとする。

６．据付用基礎ボルト

除塵設備その他各機器類の据付用基礎ボルトの施工は、共通仕様書第６章第１

２節６－１２－２によるものとする。

７．除塵設備の基礎部の施工

除塵設備の基礎部の施工は、次によるものとする。

(1) あと施工アンカ工法は、土木構造物に機器を取付け、アンカボルト箇所の芯

出しを行い、ハンマドリルなどで所定の径、深さに孔あけし、孔内の切粉をき

れいに排出・清掃した後に、アンカボルトを打込機器で固定するものとする。

(2) あと施工アンカ工法における孔径は、基礎ボルト種類により、適切に選定す

るものとする。

(3) あと施工アンカ工法におけるアンカボルトの必要強度を確保するため、アン

カの中心から作用応力の直角方向におけるコンクリート端部までの寸法は、適

切な間隔を選定するものとする。

(4) 箱抜き工法は、差し筋とアンカボルトを強固に溶接固定するものとする。

(5) はつり工法における基礎ボルトの施工は、引張等の荷重に十分耐えるよう躯

体鉄筋にアンカボルトを溶接するものとする。

(6) アンカパット工法は、土木構造物施工時に埋設されたアンカパットにライナ

ー等で調整後、正確にボルトで固定するものとする。

(7) 基礎ボルト選定及び据付については、地震を十分に考慮したものとする。

８．芯出し

除塵設備その他の各機器類の据付に際しては、各部の水平及び鉛直の芯出しを

行い、その結果について監督員の確認を受けるものとする。

９．維持管理性の配慮

除塵設備その他各機器類の据付については、水抜き、油脂交換、排水、保守管

理が容易に行えるものとする。

10．気象条件

据付に伴う溶接、塗装及びコンクリート打設の際は、気象条件に留意して施工

を行うものとする。

11．構造物及び建屋等のはつり

据付に伴いコンクリート構造物、建屋等をはつる場合は、監督員の を得る承諾

ものとする。
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第８章 ダム施工機械設備（設備工事）

第１節 総 則

８－１－１ 適 用

この章は、ダム施工機械設備（骨材製造・貯蔵・輸送設備、コンクリート製造設備、

コンクリート打込み設備、濁水処理設備（濁水・中和処理設備、脱水処理設備）、給

水設備、コンクリート冷却及び加熱設備、セメント輸送及び貯蔵設備、コンクリート

運搬設備（以下「施工機械設備」という｡）に適用する。

８－１－２ 一般事項

１．施工機械設備

施工機械設備は、 に明示された設備能力、容量の性能を有するととも設計図書

に、耐久性、維持経済性、安全性等を考慮した構造とし、運転が確実で操作の容

易なものとする。

８－１－３ 準拠基準等

施工機械設備の施工にあたっては、共通仕様書第１章総則、第２章機器及び材料に

よるほか、次の基準等による。

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

(1) ダム施工機械設備設計指針（案） （ダム技術センター）

(2) 機械設備工事施工管理基準 （水資源機構）

８－１－４ 使用材料

施工機械設備に使用する材料は、 に明示された気象及び荷重条件のほか、設計図書

骨材等による衝撃、堆積圧等の想定される荷重に対して必要な強度、安全性、剛性、

耐疲労性、耐摩耗性を有するものとする。

８－１－５ 機 能

１．一般事項

施工機械設備は、所定のメンテナンスを実施することにより、当該ダム施工期

間に機能低下がなく、 に明示された能力を維持出来るものとする。設計図書

２．構成機器

施工機械設備の構成機器は、耐久性、安全性及び機能を考慮し選定する。
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８－１－６ 構 造 等

１．容易性の確保

施工機械設備の構造は、運転操作、調整、点検・整備及び損耗部品等の交換補

修が容易なものとする。

２．規制値等の遵守

設施工機械設備は、騒音、振動、粉塵、水質汚濁等に対し、公的規制値並びに

に明示された規制値又は構造を満足しなければならない｡計図書

３．転用への配慮

施工機械設備は、転用を前提とした据付、解体、撤去及び輸送が容易な構造と

する。

４．具備品

施工機械設備には、消耗部品の交換補修及び資材荷役用等として、電動ホイス

ト等を具備するものとする。

その設置する設備等は、 によるものとする。設計図書

８－１－７ 安全装置

施工機械設備は、機器の破損防止及び誤操作による危害防止のため、作動が確実な

安全装置を具備するものとする。

８－１－８ 付属工具

施工機械設備には、点検・整備に必要な標準工具及び特殊工具を納品するものとす

る。

なお、付属工具数量表を工具納品時に添付するものとする。

８－１－９ 予 備 品

１．施工機械設備の電気機器には、次のものを具備するものとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) ランプ 現用の１０％（最低１個以上）

(2) 制御回路ヒューズ（設置している場合） 現用の１０％（最低１個以上）

(3) Ｌ Ｅ Ｄ 現用各種ごとに１個以上

(4) 補助リレー類 現用各種ごとに１個以上

(5) 電力ヒューズ（設置している場合） 現用各種ごとに１組(三相分)以上

(6) 予備品箱 １式
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８－１－１０ 環境対策

施工機械設備の設置にあたっては、共通仕様書第８章第１節８－１－６の２による

ほか、必要に応じて、自然生態系への影響を緩和する夜間照明及び風致景観を配慮し

た外観色彩等について周辺地域の環境保全に努めなければならない。

その対策等については、 によるものとする。設計図書

第２節 骨材製造・貯蔵・輸送設備

８－２－１ 一次破砕設備

１．グリズリバー及びグリズリホッパ

(1) グリズリバーは、形鋼、鋼板製又は鋼管製とし、供給原石がダンプトラック

から落下する際の衝撃を吸収又は衝撃に耐える構造とする。

(2) グリズリバーは、閉塞を起こしにくく、通過しない原石の除去が容易な構造

とし、かつ容易に補修可能な構造とする。

なお、目開きは、 によるものとする。設計図書

(3) グリズリホッパは、供給原石を円滑にフィーダ等へ供給出来る構造とし、関

連機器との取合、寸法及び容量は によるものとする。設計図書

(4) ホイスト、ブレーカ等を設置する場合は、 によるものとする。設計図書

(5) 防塵装置等を設置する場合は、 によるものとする。設計図書

２．エプロンフィーダ

(1) エプロンフィーダは、グリズリホッパから供給される原石の最大寸法、比重

及び粒度を考慮し、 に明示された粒度構成の原石をグリズリホッパか設計図書

ら安定かつ円滑に引出し、破砕機へ投入出来るものとする。

(2) エプロンフィーダは、グリズリホッパより原石落下の際に発生する衝撃及び

摩耗等に耐える構造とし、ガイド側板内面の原石通過面には全面にライナを内

張りするものとする。

なお、原石落下部には、衝撃吸収用のローラを配置し、エプロン及び本体を

保護する構造とする。

(3) エプロンフィーダの駆動装置用電動機は、全閉外扇かご形（屋外形）とし、

周波数変換式の可変速装置又は可変速モータを具備するものとする。

(4) 潤滑方式は、グリース潤滑とし、給油方法は手動集中給油装置とする。

(5) エプロンフィーダの主要材料は、表８－２－１によるものとし、これにより

難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾
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表８－２－１ エプロンフィーダの主要材料

使 用 箇 所 材 料 名 材 料 記 号

上部ローラ 機械構造用炭素鋼鋼材､一般構造用圧延鋼材、 Ｓ３５Ｃ、 ＳＳ４００

硬質ゴム

ガイド側板 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

エプロン 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

スプロケット 機械構造用炭素鋼鋼材、構造用高張力炭素鋼 Ｓ３５Ｃ、ＳＣＣ３

鋳鋼品

ラ イ ナ 一般構造用圧延鋼材、機械構造用炭素鋼鋼材 ＳＳ４００、Ｓ５５Ｃ

３．グリズリ付機械式振動フィーダ

(1) グリズリ付機械式振動フィーダは、グリズリホッパから供給される原石の最

大寸法、比重及び粒度を考慮し、目開き以上の原石を安定かつ円滑に破砕機へ

供給出来るものとする。

(2) グリズリ付機械式振動フィーダは、グリズリホッパより原石落下の際に発生

する衝撃及び摩耗等に耐える構造とし、ガイド側板内面の原石通過面には全面

にライナを内張りするものとする。

(3) グリズリ付機械式振動フィーダの駆動装置用電動機は、全閉外扇かご形（屋

外形）とし、周波数変換式の可変速装置又は可変速モータを具備するものとす

る。

(4) グリズリ付機械式振動フィーダの主要材料は、表８－２－２によるものとし、

これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

表８－２－２ グリズリ付機械式振動フィーダの主要材料

使 用 箇 所 材 料 名 材 料 記 号

側 板 溶接構造用炭素鋼鋼材、一般構造用圧延鋼材 ＳＭ４００、ＳＳ４００

グリズリバー 炭素鋼鋳鋼品、一般構造用圧延鋼材 ＳＣ４５０、ＳＳ４００

ば ね ばね鋼鋼材 ＳＵＰ９

ラ イ ナ 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

４．ジョークラッシャ

(1) ジョークラッシャは、フィーダから供給される原石を に明示された設計図書

能力を有し、骨材粒度の製品を安定して生産出来るものとする。

(2) ジョークラッシャは、原石の破砕で生じる衝撃、摩耗、振動等に耐える構造

とする。

(3) ジョ－プレートは、交換が容易な構造とし、破砕室の側部にはライナを取付
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けるものとする。

(4) ジョープレートの摩耗による出口間隙のひろがりは、ディスタンスピースに

より容易に調節出来るのとする。

(5) 偏心軸受の潤滑は、グリス又は潤滑油とし、粉塵等が混入しない構造とする。

(6) ジョークラッシャの安全装置は、トッグルプレート破断式とする。

(7) ジョークラッシャの駆動装置用電動機は、閉鎖防滴巻線形（屋外形）とし、

これによらない場合は によるものとする。、設計図書

(8) ジョークラッシャの主要材料は、表８－２－３によるものとし、これにより

難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

表８－２－３ ジョークラッシャの主要材料

使 用 箇 所 材 料 名 材 料 記 号

固定ｼﾞｮｰﾌﾟﾚｰﾄ 高マンガン鋼鋳鋼品 ＳＣＭｎＨ１１

ｽｲﾝｸﾞｼﾞｮｰﾌﾟﾚｰﾄ 高マンガン鋼鋳鋼品 ＳＣＭｎＨ１１

摩 耗 板 一般構造用圧延鋼材、高マンガン鋼鋳鋼品 ＳＳ４００、ＳＣＭｎＨ１１

ｻｲﾄﾞﾌﾚｰﾑﾗｲﾅ 高マンガン鋼鋳鋼品 ＳＣＭｎＨ１１

フレーム 一般構造用圧延鋼材、溶接構造用圧延鋼材 ＳＳ４００、ＳＭ４００

スイングジョー 炭素鋼鋳鋼品 ＳＣ４５０

スイング軸 機械構造用炭素鋼鋼材、炭素鋼鍛鋼品 Ｓ３５Ｃ、ＳＦ５４０

偏 心 軸 機械構造用炭素鋼鋼材 Ｓ３５Ｃ、ＳＣＮ４４０

クロムモリブデン鋼鋼材、 炭素鋼鍛鋼品 ＳＦ５４０、ＳＦＣＭ８３０Ｓ

ピットマン 炭素鋼鋳鋼品、一般構造用圧延鋼材 ＳＣ４５０、ＳＳ４００

ﾃﾝｼｮﾝｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ ばね鋼鋼材 ＳＵＰ９、ＳＵＰ１１Ａ

５．ジャイレートリクラッシャ

(1) ジャイレートリクラッシャは、 に明示された能力を有し、骨材粒度設計図書

の製品を安定して生産出来るものとする。

(2) ジャイレートリクラッシャは、原石の破砕で生じる衝撃、摩耗、振動等に耐

える構造とする。

(3) ジャイレートリクラッシャの本体は、堅牢でフルチョーク運転が可能なもの

とする。

(4) ジャイレートリクラッシャは、負荷状態で起動可能な機構を有するものとす

る。

(5) 主軸は油圧機構で支持し、出口間隙の調節は主軸の上下により容易に行える

構造とする。
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(6) ジャイレートリクラッシャは、操作及び消耗品取替等の点検・整備が容易な

構造並びに機構とする。

(7) ジャイレートリクラッシャは、出口間隔が短時間で容易に調節出来る構造及

び機構とする。

(8) ジャイレートリクラッシャの駆動装置用電動機は、閉鎖防滴巻線形（屋外

形）とし、これによらない場合は、設計図書によるものとする。

(9) ジャイレートリクラッシャの主要材料は、表８－２－４によるものとし、こ

れにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

表８－２－４ ジャイレートリクラッシャの主要材料

使 用 箇 所 材 料 名 材 料 記 号

上部胴体 炭素鋼鋳鋼品 ＳＣ４５０

下部胴体 炭素鋼鋳鋼品 ＳＣ４５０

コーンケーブ 高マンガン鋼鋳鋼品 ＳＣＭｎＨ１１

主 軸 炭素鋼鋳鋼品 ＳＦＣＭ８３０Ｆ

マントル 高マンガン鋼鋳鋼品 ＳＣＭｎＨ１１

スパイダ 炭素鋼鋳鋼品 ＳＣ４５０

ｽﾊﾟｲﾀﾞｱｰﾑﾗｲﾅ 高マンガン鋼鋳鋼品 ＳＣＭｎＨ１１

ピニオン軸 機械構造用炭素鋼鋼材 Ｓ４５Ｃ

８－２－２ 骨材洗浄設備

１．ドラムスクラバ

(1) ドラムスクラバは、原石に混入する粘土、有害物及び骨材に付着している微

粒分を確実に分離、除去し、その能力、使用水量、滞留時間等は、 に設計図書

よるものとする。

(2) ドラムスクラバは、原料ホッパ、供給シュート、洗浄ドラム、排出トロンメ

ル及び駆動部で構成し、衝撃、摩耗、振動に耐える構造とし、かつ洗浄ドラム

及び駆動部は水密性を保持出来る構造とする。

(3) 洗浄ドラム内面には、ライナを内張りするものとし、ラバー製か鋼製の選定

は、 によるものとする。設計図書

(4) 供給シュートは、骨材通過の際に閉塞をおこさない形状とし、内面にはライ

ナを内張りするものとする。

(5) 排出トロンメルの網は、容易に交換出来る分割構造とし、ラバー製か鋼製の

選定及び網目寸法は、 によるものとする。設計図書
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(6) ドラムスクラバ駆動装置用電動機は、閉鎖防滴巻線形（屋外形）とし、これ

によらない場合は、 によるものとする。設計図書

(7) 給水配管には、 に明示された能力の流量計を設けるものとする。設計図書

(8) ドラムスクラバの主要材料は、表８－２－５によるものとし、これにより難

い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

表８－２－５ ドラムスクラバの主要材料

使 用 箇 所 材 料 名 材 料 記 号

ド ラ ム 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

ブレード 機械構造用炭素鋼鋼材、高マンガン鋼鋳鋼品 Ｓ５５Ｃ、ＳＣＭｎＨ１１

ドラムギヤ 炭素鋼鋳鋼品 ＳＣ４５０

排出トロンメル 機械構造用炭素鋼鋼材 Ｓ５５Ｃ

供給ｼｭｰﾄ部ﾗｲﾅ 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

本体ライナ 機械構造用炭素鋼鋼材、高マンガン鋼鋳鋼品 Ｓ５５Ｃ、ＳＣＭｎＨ１１

８－２－３ ふるい分け設備

１．バイブレーティングスクリーン

設計図書 設計(1) バイブレーティングスクリーンは、 に明示された能力を有し、

に明示された粒度を安定かつ正確に選別するとともに骨材の洗浄、水切り図書

が円滑に行える構造とする。

(2) バイブレーティングスクリーンは、 に明示されたふるい面積及びふ設計図書

るい角度を有し、衝撃、摩耗、振動等に耐える構造とし、 に明示され設計図書

たスプレパイプ本数、水量及び水圧を考慮した水密構造とする。

(3) バイブレーティングスクリーンには、振動絶縁に優れた防振ばねを使用する

ものとし、側面にはライナを内張りするものとする。

(4) スクリーンの交換は、容易に行える構造とし、ふるい目とスクリーンフレー

ムが重ならない構造とする。

なお、ふるい目の寸法は、 によるものとする。設計図書

(5) バイブレーティングスクリーンの駆動装置用電動機は、全閉外扇かご形（屋

外形）とし、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(6) ふるい分け設備を乾式とした場合は、集塵装置を設けるものとする。

(7) 給水配管には、 に明示された能力の流量計を設けるものとする。設計図書

(8) バイブレーティングスクリーンの主要材料は、表８－２－６によるものとし、

これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾
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なお、騒音規制等でラバー製ふるい面を使用する場合は、 によるもの設計図書

とする。

表８－２－６ バイブレーティングスクリーンの主要材料

使 用 箇 所 材 料 名 材 料 記 号

本 体 溶接構造用圧延鋼材、一般構造用圧延鋼材 ＳＭ４００、ＳＳ４００

側 板 溶接構造用圧延鋼材、一般構造用圧延鋼材 ＳＭ４００、ＳＳ４００

ｽｸﾘｰﾝ(80mm以上) 一般構造用圧延鋼，、硬鋼線材材 ＳＳ４００、ＳＷＲＨ

ｽｸﾘｰﾝ(40～80mm未満） 一般構造用圧延鋼材、硬鋼線材 ＳＳ４００、ＳＷＲＨ

ｽｸﾘｰﾝ(40mm未満） 硬鋼線材 ＳＷＲＨ

ば ね ばね鋼鋼材 ＳＵＰ

ラ イ ナ 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

２．スクリーンタワー

(1) スクリーンタワーは、塔形鉄骨階層式とし、 に明示された荷重のほ設計図書

か、搭載する機器の自重及び機器の振動等にも耐える構造とする。

(2) 各層の床は、エキスパンドメタル又は縞鋼板とし、スクリーンタワー全周に

わたり手摺を設けるものとする。

(3) 屋根材は、波板亜鉛鉄板又は波板着色亜鉛鉄板とし、側壁を設ける場合は、

によるものとする。設計図書

(4) 各階には、連絡用階段又は梯子を設けるものとする。

３．湿式分級機

湿式分級機はスパイラル分級機、ベルト式分級機、水平バケット排出型分級機

等とし、選定は によるものとする。設計図書

また、湿式分級機は、供給された骨材及び洗浄水に含有される砂を確実に分級

出来る構造とし、 に明示された能力及び分級点を安定かつ確実に分級出設計図書

来る構造とする。

(1) スパイラル分級機

① スパイラル分級機は、 に明示された容量、径、長さ及び傾斜角度設計図書

を有するものとする。

また、任意にタンク内水位を調節出来る水密構造とする。

② スパイラルリボンには、交換可能なライナを張付けるものとする。

③ スパイラル軸受は、運転中の潤滑油の漏洩及び泥水の浸入を防止するシー

ル構造とする。
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また、水面上よりグリースの補給が出来る構造とする。

④ スパイラル分級機駆動装置用電動機は、全閉外扇かご形（屋外形）とし、

これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

⑤ スパイラル分級機の主要材料は、表８－２－７によるものとし、これによ

り難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

表８－２－７ スパイラル分級機の主要材料

使 用 箇 所 材 料 名 材 料 記 号

スパイラルリボン 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

側 板 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

スパイラル軸 圧力配管用炭素鋼鋼管、一般構造用炭素 ＳＴＰＧ３７０、ＳＴＫ４００

鋼鋼管

平 歯 車 炭素鋼鋳鋼品、機械構造用炭素鋼鋼材 ＳＣ４５０、Ｓ３５Ｃ

下部軸受 高炭素クロム軸受鋼鋼材 ＳＵＪ２

ラ イ ナ 機械構造用炭素鋼鋼材 Ｓ５５Ｃ

８－２－４ 二次・三次破砕設備

１．コーンクラッシャ

(1) 二次及び三次破砕機は、コーンクラッシャ（油圧式）とし、これによらない

場合は、 によるものとする。設計図書

(2) コーンクラッシャは、 に明示された能力を有し、骨材粒度の製品を設計図書

安定して生産出来るものとする。

(3) コーンクラッシャは、砕石の破砕に十分適応した破砕室を有し、砕石の破砕

で生じる衝撃、摩耗、振動等に耐える構造とする。

(4) 主軸は油圧機構で支持し、出口間隙の調節は主軸の上下により容易に行える

構造とする。

(5) コーンクラッシャは、破砕原料の中に削岩ビット、その他の鉄片や異物が混

入しても機械を停止することなく、かつ、機械を損傷することなく自動排出、

復元が行われ、連続運転出来る構造とする。

設計図書(6) 骨材の安定供給と有効な運転を行うために調整槽を設ける場合は、

によるものとする。

(7) 二次及び三次破砕機のマントルの偏摩耗を防止するために骨材供給装置を設

ける場合は、 によるものとする。設計図書

(8) 主軸及びピニオン軸受は、粉塵の混入を防止する完全シール構造とし、各軸
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受の潤滑は自動給油とする。

(9) コーンクラッシャ駆動装置用電動機は、閉鎖防滴巻線形（屋外形）とし、こ

れによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(10) コーンクラッシャの主要材料は、表８－２－８によるものとし、これによ

り難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

表８－２－８ コーンクラッシャの主要材料

使 用 箇 所 材 料 名 材 料 記 号

トップセル 炭素鋼鋳鋼品 ＳＣ４５０、ＳＣ４８０

下部フレーム 炭素鋼鋳鋼品 ＳＣ４５０、ＳＣ４８０

主 軸 低マンガン鋼鋳鋼品、クロムモリブデン鋼 ＳＣＭｎ２、ＳＣＭ４４０

鋼材、炭素鋼鋳鋼品、炭素鋼鍛鋼品 ＳＣ４５０、ＳＦ５９０

エキセントリック 炭素鋼鋳鋼品 ＳＣ４５０、ＳＣ４８０

マントル 高マンガン鋼鋳鋼品 ＳＣＭｎＨ１１

ヘッドセンタ 炭素鋼鋳鋼品、低マンガン鋼鋳鋼品 ＳＣ４８０、ＳＣＭｎ２

ｺｰﾝｹｰﾌﾞﾘﾝｸﾞ 高マンガン鋼鋳鋼品 ＳＣＭｎＨ１１

スパイダ軸受 アルミニウム青銅鋳物、ねずみ鋳鉄 ＡｌＢＣ３、ＦＣ２５０

油圧シリンダ 炭素鋼鋳鋼品、 溶接構造用圧延鋼材、 ＳＣ４５０、ＳＣ４８０

一般構造用圧延鋼材 ＳＭ４００、ＳＳ４００

ラ イ ナ 高マンガン鋼鋳鋼品、一般構造用圧延鋼材 ＳＣＭｎＨ１１、ＳＳ４００

８－２－５ 製 砂 設 備

１．ロッドミル

(1) ロッドミルは、製砂用原料を に明示された量、粒度を安定かつ円滑設計図書

に破砕するとともに粒度調整が容易な構造とする。

(2) ロッドミルは、ロッド及び原料による衝撃に耐える構造とし、ドラム裏板の

交換が行えるものとする。

(3) 大歯車及び小歯車は密閉式とし、潤滑油の漏洩及び粉塵等の混入を防止する

構造とする。

(4) ロッドミルには、胴体内部の点検及び胴体裏板交換のために２箇所マンホー

ルを取付けるものとする。

(5) ロッドミル駆動装置用電動機は、閉鎖防滴巻線形（屋外形）とし、これによ

らない場合は、 によるものとする。設計図書

(6) ロッドミルには、粒度調整試験用としてのロッドを具備するものとし、その

量及び寸法は、 によるものとする。設計図書
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(7) 各軸受には、ロッドミル起動時の軸受摺動面油膜形成用高圧給油ユニットを

設けるものとする。

(8) 主軸受には接点付温度計を設け、軸受温度が設定値以上に上昇した場合、警

報を発するものとする。

(9) ロッドミルは、ロッドを円滑に供給及び交換出来る架台を設け、電動チェー

ンブロック又は電動ホイストの選定は、 によるものとする。設計図書

(10) 給水配管には、 に明示された能力の流量計を設けるものとする。設計図書

(11) ロッドミルの主要材料は、表８－２－９によるものとし、これにより難い

場合は、監督員の を得なければならない。承諾

表８－２－９ ロッドミルの主要材料

使 用 箇 所 材 料 名 材 料 記 号

大 歯 車 炭素鋼鋳鋼品、低マンガン鋼鋳鋼品、高 ＳＣ４５０、ＳＣＭｎ１、

張力炭素鋼鋳鋼品 ＳＣＣ３Ａ

小 歯 車 クロムモリブデン鋼鋼材 ＳＣＭ４３５

胴 体 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

ヘ ッ ド 炭素鋼鋳鋼品、一般構造用圧延鋼材 ＳＣ４５０、ＳＳ４００

エンドライナ マンガン鋼鋳鋼品 ＳＣＭｎＨ１１

胴体裏板 マンガン鋼鋳鋼品 ＳＣＭｎＨ１１

主 軸 受 素鋼鋳鋼品、高炭素クロム軸受鋼鋼材 ＳＣ４５０、ＳＵＪ２Ｓ

ロ ッ ド 機械構造用炭素鋼鋼材、マンガン鋼鋼材 Ｓ５５Ｃ 、ＳＭｎ

２．湿式分級機

湿式分級機はスパイラル分級機、ベルト式分級機、水平バケット排出型分級機

等とし、選定は によるものとする。設計図書

なお、ロッドミルより供給された原料から に明示された能力及び分級設計図書

点の砂を安定かつ確実に分級出来る構造とする。

８－２－６ 骨材輸送設備

１．構 造

設(1) ベルトコンベヤは、輸送中に骨材の落下、分離及び破砕が生じることなく

に明示された能力で安定かつ確実に輸送を行うものとする。計図書

(2) ベルトコンベヤは、 に明示された荷重のほか、地震、風雨及び積雪設計図書

を考慮した構造とする。
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(3) ベルトコンベヤの機長、座標、標高、トラフ角、駆動装置位置、電動機出力、

各ローラ間隔、テークアップの方式と位置及び速度は、 によるものと設計図書

する。

２．駆動装置

(1) 駆動装置は、上り又は水平コンベヤではヘッド部、マイナス動力を生じる下

りコンベヤはテール部に取付けるものとする。

(2) 駆動方式は電動機の動力を減速機を介して駆動する方式とし、電動機出力が

５５ｋＷ以上のものには流体継手を使用するものとする。

なお、駆動部の危険個所には保護カバーを取付けるものとする。

(3) 駆動装置の動力は、緊急停止時に積載物を除去することなく、再起動可能な

容量とする。

(4) 駆動装置用電動機の形式は、 によるものとする。設計図書

３．プーリ類

(1) プーリ類の軸受は、ボール又はローラベアリングとし、オイルシールを施し

た防水防塵形でグリース密封式とする。

(2) 駆動プーリはスリップを防止するため、溝付ゴムラッキングを施すものとす

る。

４．ローラ類

(1) キャリヤ及び緩衝ローラのトラフ角は、３０°とする。

(2) キャリヤローラは３ローラ式、リターンローラは直線形１ローラ式とする。

(3) ローラの軸受は、ボールベアリングを使用した防水防塵形とする。

(4) ベルトコンベヤには、ベルト片寄り及び蛇行防止のため自動調心ローラ又は

サイドローラを取付けるものとする。

(5) 中砂利以上のベルトコンベヤの荷受部には、３組以上のインパクトローラを

設置するものとし、取付間隔は３００㎜とする。

(6) 各ローラの取付間隔は、 によるものとする。設計図書

５．ベルト

(1) ベルトはＪＩＳ規格品とし、安全率はベルトの心体張力の１０～１５とする。

(2) ベルトの構造はカバーゴム、耳部及び心体で構成された構造とする。

(3) ベルトは耐摩耗性に優れたものとし、現場接合はすべて加硫エンドレス加工

とする。

なお、接合効率は１００％とする。

６．逆転・疾走防止装置
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(1) 停止時に逆転する恐れのあるベルトコンベヤには、作動確実な逆転防止装置

を取付けるものとする。

なお、逆転防止装置は機械式逆転防止機又は電動油圧式ブレーキ装置とする。

(2) 停止時に疾走する恐れのある下り傾斜等を有するベルトコンベヤでは、疾走

防止装置として電動作動式ブレーキを設けるものとする。

７．テークアップ装置

(1) テークアップ装置は、ベルトコンベヤの機長が３０ｍ未満の場合はスクリュ

ー式、３０ｍ以上の場合はカウンターウェイト式とする。

なお、カウンターウェイトで対応できない長距離のベルトコンベヤ等は、パ

ワー式とする。

また、カウンターウェイト式の場合は、ベルト切断時において、カウンタウ

ェイトが落下しないよう対策を講じるものとする。

(2) テークアップ装置のストロークは、ベルトコンベヤ機長の２％以上とし確実

に作動する構造とする。

(3) テークアップ装置には、ベルトコンベヤ歩廊又は地上等から点検用鋼製足場

を設けるものとする。

(4) テークアッププーリへの落石は、コンベヤに思わぬ衝撃を与えるため落石防

護板を設置するものとする。

８．ベルトクリーナ

(1) ベルトクリーナは、ベルトの表面に残っている付着物を確実に取り除ける構

造とする。

(2) ベルトクリーナは、ゴム板製重錘式又はチップ式とする。

なお、骨材に多くのシルト類を含んでおり、ベルトへの付着物が取り除けな

い恐れのある場合は、高圧水洗式又は回転ブラシ式とし、選定は によ設計図書

るものとする。

(3) テールプーリ及びテークアップ装置用プーリ前方には、噛込み防止用のゴム

板製スクレーパを取付るものとする。

９．落下防止板

公道又は作業員通路上を横切るベルトコンベヤには、輸送中の骨材の落下を防

止するスカート、鋼板製等の落下防止板を取付けるものとする。

10．ベルトあおり止め

ベルトカバーが設置されないコンベヤフレーム上には、突風又は暴風時にベル

トのあおりを防ぐため約６ｍ間隔に丸棒で円弧状のベルトのあおり止めを取付る
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ものとする。

11．シュート及びスカート

(1) ベルトコンベヤの乗り継ぎ部には、輸送物の荷こぼれ及び片寄りがなく、安

定した輸送を確保するため鋼板製のシュート及びスカートを設けるものとする。

(2) ベルトコンベヤ間の乗り継ぎ部シュートには、鋼板製のライナ又はクッショ

ンポケットを設けるものとし、クッションポケットは、ベルト速度に応じた各

骨材の落下放物線を考慮した寸法、構造とする。

また、シュート側板又はライナは、摩耗による落下により、ベルトの切断等

を起こさない構造とする。

(3) スカートには、交換可能な耐摩耗性ゴム板を取付けるものとする。

(4) 分配シュートのダンパは、電動式又はレバーによる手動操作式とし、選定は

によるものとする。設計図書

12．ベルトカバー

製品輸送用（ストックパイルからバッチャープラントの間）のベルトコンベヤ

には、ベルトカバーを取付けるものとする。

なお、ベルトカバーには、約１０ｍごとに点検窓を設けるものとする。

13．トリッパ

(1) トリッパは前後進が可能で、 に明示された位置で輸送物の放出がで設計図書

きる構造とする。

(2) トリッパの走行は電動駆動式とし、走行速度は１０～２０ｍ／minとする。

(3) トリッパへの電力供給方式は、 によるものとする。設計図書

14．コンベヤフレーム

(1) コンベヤフレームはトラス構造とし、１フレーム内は溶接接合、フレーム間

はボルト接合とする。

(2) 地上１ｍ以下のコンベヤフレームは、ストリンガ構造とし、３ｍ間隔程度に

形鋼製の脚を設けるものとする。

(3) コンベヤフレームの最大たわみ量は、支間に対し６００分の１以下とする。

(4) コンベヤフレームは、両側歩廊を設け、歩廊面はエキスパンドメタル又は縞

鋼板とし、片側歩廊とする場合は、 によるものとする。設計図書

また、１００ｍ以内ごと及びメンテナンス上必要な箇所に両側歩廊の連絡用

として渡り歩廊を設けるものとする。

なお、歩廊等の寸法は、共通仕様書第８章第２節８－２－６の１５によるも

のとする｡



283

(5) 傾斜コンベヤの点検歩廊には、点検者等の安全対策として滑り止めを設ける

ものとする。

15．点検歩廊及び階段等

(1) ベルトコンベヤには、点検用として点検歩廊及び階段等を設けるものとする。

なお、多雪区域の点検歩廊は、積雪対策を行うものとする。

(2) 点検歩廊の幅は６０㎝以上とする。

ただし、建屋の柱に接する部分についてはその幅を４０㎝以上とする。

(3) 手摺は、高さ９０㎝以上、転落防止用は１１０㎝とし、中さんの間隔は３０

㎝以下とする。

(4) 階段の内幅は６０㎝以上とし、取付角度は５０°以下とする。

16．支 柱

支柱は、形鋼の静定トラス又は鋼管のラーメン構造とし、選定は によ設計図書

るものとする。

17．自動連続計量器

(1) 自動連続計量器は電子式とし、計量精度の検定はテストチェーン方式による。

また、計量範囲は最大運搬量の２５％～１１０％を目安とし、計量精度はフ

ルスケールに対して±０．５％とする。

(2) 自動連続計量器のコントロールユニットは、遠隔累積質量表示計及び遠隔瞬

間質量表示計を具備するものとする。

(3) 自動連続計量器の設置箇所は、 によるものとする。設計図書

18．金属片検出装置

(1) 検出方式は、励磁電流方式とする。

(2) 金属片を検出した場合は、直ちに関連する機器及びベルトコンベヤを停止さ

せる構造とする。

19．ベルト切断検出装置

(1) ベルト切断検出は、ベルト接触式速度検出器又は従動プーリ取付式回転検出

器等により検出するものとし、取付るベルトコンベヤは、 によるもの設計図書

とする。

(2) ベルトが切断した場合は、直ちに関連する機器及びベルトコンベヤは停止さ

せる構造とする。

20．照明装置

ベルトコンベヤフレーム、ベルトコンベヤ乗継部には、夜間運転及び点検・整

備に支障のないよう、照明装置を設けるものとする。
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21．ベルトコンベヤの主要材料

ベルトコンベヤの主要材料は、表８－２－１０によるものとし、これにより難

い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

表８－２－１０ ベルトコンベヤの主要材料

使 用 箇 所 材 料 名 材 料 記 号

フレーム 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

スカート 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

プ ー リ 圧力配管用炭素鋼鋼管、一般構造用圧延鋼材 ＳＴＰＧ３７０、ＳＳ４

一般構造用炭素鋼鋼管 ００、ＳＴＫ４００

プーリ軸 機械構造用炭素鋼鋼材、一般構造用圧延鋼材 Ｓ３５Ｃ、ＳＳ４００

ｷｬﾘｱ､ﾘﾀｰﾝﾛｰﾗ 配管用炭素鋼鋼管、一般構造用炭素鋼鋼管 ＳＧＰ、ＳＴＫ４００

ベルトカバー 波板鉄板、ＦＲＰ製

手摺､階段､歩廊､脚 一般構造用圧延鋼材、配管用炭素鋼鋼管 ＳＳ４００、ＳＧＰ

８－２－７ 骨材貯蔵及び引出し設備

１．サージパイル及びストックパイル

(1) サージパイル及びストックパイルの引出し部は、コンクリート製又はコルゲ

ートパイプ製とし、選定は によるものとする。設計図書

なお、片側閉塞構造の場合は、非常用脱出口を設けるものとする。

(2) サージパイルは野積方式とし、製品ストックパイルには屋根を設けるものと

し、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

２．ロックラダ

(1) 粗骨材（最大粒径３０㎜以上）の製品ストックパイルには、ロックラダを設

けるものとし、これによらない場合は によるものとする。、設計図書

(2) ロックラダは、骨材の落下による再破砕及び閉塞等がない構造とする｡

(3) ロックラダの主要材料は、一般構造用圧延鋼材とする。

(4) ロックラダには、供給ベルトコンベヤの荷重を負担させないものとする。

３．砂貯蔵

設計図(1) 砂貯蔵は、野積式又はコルゲートパイプ製とし、屋根を設け、選定は

によるものとする。書

(2) 砂貯蔵をコルゲートパイプ製とする場合は、 に明示された容量を有設計図書

するとともに、脱水効果に優れ凍結及びアーチング防止を充分考慮した構造と

する。
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(3) 砂貯蔵の引出しは、閉塞の起きない構造とする。

４．調整槽

(1) 調整槽は、鋼製又はコルゲートパイプ製とし、屋根を設けるものとし、選定

は によるものとする。設計図書

(2) 調整槽は、 に明示された容量を有するとともに、骨材の閉塞が起き設計図書

ない構造とする。

５．引出し装置

(1) サージパイル、ストックパイル、砂貯蔵及び調整槽には、 に明示さ設計図書

れた能力で安全かつ正確に行える引出し装置を設けるものとする。

(2) 引出し装置は、振動フィーダとする。

なお、２０㎜以下の製品骨材及び製品砂の引出し装置は、カットオフゲート

（空気又は電動式）とし、製品輸送ベルトコンベヤに水が落下しない構造とす

る。

(3) 引出し装置の直前には、引出し機器の点検・整備用として、作動確実な手動

式ゲートを設けるものとする。

また、引出し装置には、点検・整備するための点検用架台を設けるものと

する。

８－２－８ 建 屋 等

１．機械設備用建屋

(1) 建屋を設置する設備は、 によるものとする。設計図書

(2) 建屋は鉄骨構造とし、収容する機械、機器、付属装置の分解整備が出来る構

造とする。

なお、建屋に騒音・振動対策を行う場合は、 によるものとする。設計図書

(3) 建屋の屋根は切妻又は片流れで、外板は波板亜鉛鉄板又は波板着色亜鉛鉄板

等とし、選定は によるものとする。設計図書

なお、多雪区域では、屋根からの落雪により建屋周辺の機器等を破損させな

い配置とする。

(4) 建屋には、各機器に具備するチェーンブロック等の取付けが可能な構造とす

る。

２．電気室建屋

(1) 盤類及び操作室用建屋は耐火性、積雪荷重等を考慮した組立式ハウスとし、

風雨、小動物の侵入を防止する構造とする｡
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(2) 建屋は、運転監視のための視界を確保するものとする。

３．照明装置

建屋には、各設備の夜間運転及び点検・整備に支障のないよう、照明装置を設

けるものとする。

８－２－９ 付属設備

１．ホッパ

(1) ホッパは、 に明示された容量を有し、内面には鋼板製のライナを設設計図書

けるものとする。

(2) ホッパは、骨材の引出しが安定かつ円滑に行えるものとし、本体及びライナ

は、取扱う骨材粒径に応じた耐久性を有するものとする。

(3) ホッパに使用するダンパは、電動式又はレバーによる手動操作式とし、選定

は によるものとする。設計図書

(4) 供給量のアンバランス調整及び下流側機器停止時の骨材貯留用のホッパを設

ける場合には、 によるものとする。設計図書

２．配 管

(1) 潤滑油ユニットなどの冷却水配管及び洗浄、ふるい分け、製砂用給水配管は、

流量を確保出来る管径を有するものとする。

(2) 配管には、 に明示された流量計及び容量を調整出来る弁類を取付け設計図書

るものとする。

(3) 各配管には点検・整備用の弁及び継手を設けるものとする。

(4) 配管の凍結防止については、 によるものとする。設計図書

３．連絡用階段及び梯子

(1) 骨材製造設備には、機器の稼働状態を確実に目視及び指触確認出来る連絡用

階段又は梯子を設けるものとする。

(2) 階段等の寸法は、共通仕様書第８章第２節８－２－６の１５によるものとす

る。梯子は幅４０㎝以上とし、高さが５ｍ以上ある場合は、高さ２．５ｍ以上

の部分に転落防止用の背もたれを設けるものとする。

８－２－１０ 電気機器

１．電 源

骨材製造設備に使用する電力は別途供給するものとし、一回線の受電容量及び

供給電圧は、 によるものとする。設計図書
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２．配電盤類

受電盤及び高圧電動機盤は、自立型とする。

設なお、電動機盤は移設が容易なように各負荷単独とし、構成等については、

によるものとする。計図書

３．付属機器

巻線形誘導電動機の自動起動器には、電動制御器、起動用抵抗器等の機器を具

備するものとする。

４．操作及び運転方式

(1) 操作及び運転方式は、「機側単独」「遠方単独」「遠方連動」とする。

なお、「機側」「遠方」の切換は機側操作盤の切換スイッチにより選択し、

「単独」「連動」の切換は遠方操作盤の切換スイッチにより選択出来るものと

する。

(2) 操作は機側優先とし、機側単独で運転中は、同一系列内の他の機器が遠方操

作出来ない構造とする。

また、遠方単独の場合の起動時には、骨材の流れの下流側の機器から順次操

作しなければ操作出来ないインターロックを設け、通常停止時は起動時とは逆

方向とする。

(3) 連動運転

同一系列内の連動運転は、次によるものとする。

① 起 動

機器の起動は、起動時間を考慮して設定し、骨材の流れの下流から上流の

順でタイマ等により順次起動するものとする。

② 通常停止

通常停止は、タイマ等により起動順序と逆の方向で順次停止させ、時間の

設定は骨材の払出しを待って停止するものとする。

③ インターロック停止

過負荷又は機側操作等で機器が停止した場合は、骨材の流れの上流側の機

器は直ちに停止するものとする。

(4) 非常停止

① 非常の場合は、操作盤（機側、遠方）及び現場内の非常停止スイッチによ

りすべての機器を一斉に停止するものとする。

② 機側非常停止スイッチは、各機器ごとに点検通路から操作出来る所に設置

するものとする。
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③ 非常停止スイッチは、誤操作のないよう配慮した構造とする。

(5) 起動警報

① 「遠方単独」操作時には、対象機器の始動完了までベル、ブザー又はサイ

レンにより自動警報するものとする。

② 連動運転では、系統内機器の始動完了までベル、ブザー又はサイレンによ

り自動警報するものとする。

③ 連動運転時に通常停止以外の原因で停止した場合は、遠方操作盤にベル、

ブザー又はサイレンにより警報表示するものとする。

５．操作盤

(1) 機側操作盤の構造は、 によるものとする。設計図書

(2) 機側操作盤は、点検・整備時の安全を確保するため、原則として錠付とする。

(3) 遠方操作盤の構造は、 によるものとする。設計図書

また、正面に模擬表示（グラフィックパネル又はＣＲＴ方式）及びＣＣＴＶ

表示装置を取付け、運転に必要な切換スイッチ、操作スイッチを配置するもの

とする。

なお、模擬表示方式及びＣＣＴＶ表示装置の設置個所は、 によるも設計図書

のとする。

(4) 機側操作盤の非常停止スイッチが押された時は、運転方法に関係なく当該機

器を一斉に停止するものとする。

(5) 操作盤には、各設備毎に積算時間計及び度数計を備えるものとし、リセット

出来ないものとする。

６．安全スイッチ類

(1) ドラムスクラバ及びロッドミルには、点検・整備時の安全をさらに確保する

ためにキー付安全スイッチを設け、このスイッチを作動させた時は、機側操作

盤及び遠方操作盤からは起動出来ないものとする。

(2) ベルトコンベヤには、ロープスイッチを設け、ロープスイッチを作動させた

時は、当該ベルトコンベヤを即時停止させるとともに、上流側の機器も直ちに

停止するものとする。

７．電話器具

骨材製造・貯蔵・輸送設備内の相互連絡用として、電話機又はインターホンを

次の箇所に設置するものとする。

なお、設置台数は各室に１台とする。

また、設置台数及び設置場所が下記によらない場合は、 によるものと設計図書
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する。

(1) 遠方操作室

(2) 各機側操作部

(3) 金属片検出装置部

第３節 コンクリート製造設備

コンクリート製造設備は、 に明示された能力を有し連続運転に耐えるとと設計図書

もに、均一なコンクリートを安定かつ連続して製造出来るものとする。

８－３－１ 受 材 部

１．一般事項

受材部は供給される骨材、砂、セメント等を確実に各貯蔵槽へ分配出来るもの

とする。

２．設置位置

受材室は骨材貯蔵ビン頂部に設け、材料の搬入及び管理に便利な構造とする。

３．構 造

受材室は鉄骨構造とし、室内にはターンヘッド、供給ベルトコンベヤ及びセメ

ント輸送装置並びに各操作盤を設置出来るスペースを設けるものとする。

４．ターンヘッドの落下部

ターンヘッドの落下部は、全面に耐摩耗性ライナ（ゴム又は鋼鈑）を内張りし

た鋼板溶接構造とし、操作室からの遠隔操作で骨材の受入口及び貯蔵槽の投入口

に確実に停止出来る構造とする。

５．駆動方式

ターンヘッドの駆動は、電動式とする。

８－３－２ 貯 蔵 部

１．骨材貯蔵槽

(1) 骨材貯蔵槽は、解体運搬を考慮して主要接合部はボルト締め構造とする。

また、各室とも骨材の自然流下が円滑に行われる形状及び構造とする。

(2) 各貯蔵槽は、骨材質量及び骨材落下により生ずる衝撃等の荷重に対して強度

と剛性を持たせた構造とする。

(3) 各貯蔵槽には、骨材の空、満を検知するレベルスイッチを設けるとともに、

監視用ののぞき窓を設けるものとする。
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(4) 各貯蔵槽からの骨材の引出しは、カットオフゲートより行い、その開閉はエ

アシリンダ式とする。

なお、正確な計量を行うため切出し終了は、ジョギングモーションにより行

うものとする。

(5) 各カットオフゲートの直前には、手動式スライドゲートを設けるものとする。

(6) 粗骨材用ゲートには、噛込防止を設けるものとする。

(7) 粗骨材（最大粒径３０㎜以上）の槽には、ロックラダを設けるものとする。

(8) 各骨材貯蔵槽の排出部には、全面に耐摩耗性鋼板ライナを内張りするものと

する。

(9) 砂貯蔵槽の排出部外面には、エアバイブレータ等を設けるものとする。

(10) 貯蔵槽内部には、点検・整備用の梯子を設けるものとする。

(11) 骨材貯蔵槽に貯蔵する骨材の種類及び各貯蔵槽の容量等は、 による設計図書

ものとする。

２．セメント貯蔵槽

(1) セメント貯蔵槽は、セメント貯蔵及び排出が安定かつ確実に行える構造とす

る。

(2) セメント貯蔵槽は、円筒形又は角柱形の鋼板溶接構造の防水防塵構造とする。

(3) セメント貯蔵槽の上部には、セメント投入口、マンホール及びエア抜きを設

けるものとする。

なお、エア抜きは、エアとセメントを確実に分離させるとともに雨水の浸入

を防ぐ構造とする。

(4) セメント貯蔵槽の排出部には、エアレーション装置を設け、計量バルブによ

り自動微量供給操作をしながら引き出せるものとする。

(5) セメント貯蔵槽内部の上下２箇所に防塵形のビンレベルスイッチを設け、表

示灯及び警報により空・満を検知出来る構造とする。

(6) 計量バルブの直前には、手動スライドゲートを設けるものとする。

(7) セメント貯蔵の容量は、 によるものとする。設計図書

３．水貯蔵槽

(1) 水貯蔵槽は、鋼板溶接構造の横置き円筒形又は角柱形とする。

(2) 水貯蔵槽には、マンホール、水位計又は水位検出センサーを設けるものとす

る。

(3) 水貯蔵槽は、上部にマンホールを、下部にドレン抜きを設けるものとする。

(4) 水貯蔵槽の容量は、 によるものとする。設計図書
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４．混和剤貯蔵槽

混和剤貯蔵槽は、鋼板溶接構造とし、放出バルブ及び過計量防止装置を設ける

ものとする。

８－３－３ 計 量 部

１．計量器

(1) 計量器は、振動等の影響を受けることなく、 に明示された時間内で設計図書

正確かつ安定して計量出来るものとする。

(2) 各材料の計量は質量計量方式とし、各計量器は計量器検定試験に合格したも

のとする。

なお、各材料の計量誤差は、ＪＩＳ Ａ ５３０８（レディーミクストコンク

リート）に準ずるものとし、各材料の計量誤差は次のとおりとする。

① 骨 材 : ±３％

② セメント : ±１％

③ 水 : ±１％

④ 混 和 剤 : ±２～３％

(3) 各計量器の運転は、運転室からの遠隔操作とする。

(4) 水分測定器を設ける場合は、 によるものとする。設計図書

(5) 計量器には、静荷重試験を行うためのテストウェイト及びこれに代わる設備

を設けるものとする。

２．骨材計量

(1) 骨材計量器は、貯蔵槽下部のスケールフレームにロードセル機構を介して計

量槽を懸垂し、全自動個別質量計量方式とする。

(2) 計量槽は鋼板溶接構造とし、内面傾斜部には全面に耐摩耗性鋼鈑ライナ又は

ゴムライナの内張りを施すものとし、選定は によるものとする。設計図書

(3) 計量槽下端には、カットオフゲートを設け、その開閉はエアシリンダ式とす

る。

なお、出口には平ゴムを設け完全に密閉出来るものとする。

(4) 玉砂利計量槽には、バッフルビームを取付けるものとする。

(5) 計量槽の容量は、骨材配合変更に対応出来るものとし、容量は によ設計図書

るものとする。

３．セメント・フライアッシュ計量

(1) セメント・フライアッシュ計量器は、貯蔵槽下部のスケールフレームにロー
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ドセル機構を介して鋼板溶接構造の計量槽を懸垂させるものとする。

なお、下部にはエアバイブレータ等を取付けるものとする。

(2) セメント・フライアッシュ計量槽下部には放出ゲートを設け、その開閉はエ

アシリンダ方式とする。

なお、投入シュートとの接続は、キャンバスを使用し防塵対策を施すものと

する。

４．水計量

(1) 水計量器は、独立架台にロードセル機構を介して計量槽を懸垂するものとす

る。計量槽は鋼板溶接構造で、内部は防錆処理を施し、下部にはエアシリンダ

式の放出バルブを設けるものとする。

(2) 水の計量は、エアシリンダ２段カット式バタフライバルブで自動的に行うも

のとする。

(3) 水の計量槽からの払出しは、専用の管を設けて途中で他の材料と混合するこ

となくミキサに投入出来るものとする。

５．混和剤計量

(1) 混和剤計量器は、水計量器架台上に独立したもので、かつロードセル機構を

介して計量槽を懸垂するものとする。計量槽はステンレス製鋼板溶接構造で、

下部にはエアシリンダ式の放出バルブを設けるものとする。

(2) 混和剤計量は、エアシリンダによる２段カット式バルブで自動的に行うもの

とする。

(3) 混和剤計量槽で計量された混和剤は、下部放出用ボールバルブを介して水計

量槽に放出され、水と一緒に再計量出来るものとする。

８－３－４ 集合ホッパ及びシュート

１．集合ホッパ

(1) 集合ホッパは、鋼板溶接構造で内面には耐摩耗性鋼板ライナの内張りを施し、

各種骨材の集合及び放出が容易に出来る形状とする。

(2) 集合ホッパにはカバーを取付け、各骨材放出時の飛散防止のためのバッフル

を設けるものとする。

また、セメントは別シュートでスイベルシュート又は２ウェイシュートへ投

入出来る構造とする。

(3) 材料放出時のホッパ内の集塵は、ファン及びバグフィルタにより行うものと

する。
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(4) ファンの運転操作は計量制御盤で行い、バグフィルタの運転は自動払落とし

タイマ付のバグフィルタ盤により行うものとする。

(5) 集合ホッパへの玉砂利放出口には、衝撃緩和装置を設けるものとする。

(6) 集合ホッパの容量は、 によるものとする。設計図書

２．シュート

(1) スイベルシュート又は２ウェイシュートは、鋼板溶接構造で内面には全面に

耐摩耗性ライナを内張りを施し、所定のミキサに確実に投入出来る構造とする。

(2) スイベルシュートの駆動は電動機駆動とし、所定の位置に定着出来るものと

する。

(3) ２ウェイシュートの切換ダンパの駆動はエアシリンダ式とし、所定の位置に

定着出来るものとする。

(4) 先端シュートは、ミキサの傾胴又は起胴と同期してエアシリンダにて押出し

・引込みが確実に出来る構造とする。

また、シュート先端にはゴム製のシールリング付スナウトを取付け、ミキサ

口と密着して材料の円滑な投入ができ、かつセメントの噴出が起こらない構造

とする。

８－３－５ 混 練 部

１．重力式ミキサ

(1) ミキサは、 に明示されたコンクリートを均一な品質で、連続して製設計図書

造出来るものとする。

(2) ミキサフレーム及びチルティングフレーム等は、一体構造とする。

(3) ミキサドラムの胴内部及び羽根は、全面を耐摩耗性鋼板ライナで内張りを施

すものとする。

(4) ミキサは、チルティングフレーム上のスピンドルにローラベアリングを介し

て支持させる構造とする。

(5) ミキサ駆動は、チルティングフレームに取付けられた電動機により、減速装

置を介して駆動されるものとする。

(6) ミキサの傾胴及び起胴は、エアシリンダ式又は油圧シリンダ式とし、クッシ

ョン機能を有するものとする。

(7) ミキサは、コンクリートホッパを中心に配置し、各ミキサの運転は操作室か

らの遠隔操作による自動運転又は機側にて単独運転が行えるものとする。
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(8) ミキサの傾胴、起胴は、操作室からの遠隔操作による自動運転又は機側にて

単独運転が行えるものとする。

(9) ミキサは緊急時、機側及び遠隔にて非常停止出来るものとする。

(10) ミキサ容量等は、 によるものとする。設計図書

(11) 重力式ミキサの主要材料は、表８－３－１によるものとし、これにより難い

場合は、監督員の を得なければならない。承諾

表８－３－１ 重力式ミキサの主要材料

使 用 箇 所 材 料 名 材 料 記 号

ミキサドラム 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

胴 内 部 マンガンクロム鋼鋼材 ＳＭｎＣ４２０

産業機械用耐磨耗鋼鈑 ＣｒＭｎ６０

羽 根 マンガンクロム鋼鋼材 ＳＭｎＣ４２０

産業機械用耐磨耗鋼鈑 ＣｒＭｎ６０

主 軸 溶接構造用鋳鋼品、機械構造用炭素鋼鋼材 ＳＣＷ４８０、Ｓ３５Ｃ

２．強制式ミキサ

(1) ミキサは、 に明示されたコンクリートを均一な品質で、連続して製設計図書

造出来るものとする。

(2) ミキサの駆動は、電動又は油圧式の二軸式とする。

(3) ミキサドラムは鋼板製溶接構造とし、ミキサドラムの内面及び羽根は、全面

に耐摩耗性鋼板ライナを内張りをするものとする。

(4) ミキサの運転は、操作室からの遠隔操作による自動運転及び機側操作による

単独運転が行えるものとする。

(5) ミキサドラム内のライナ・羽根等の摩耗部品は、交換、補修が容易な構造と

する。

(6) ミキサは緊急時、機側及び遠方にて非常停止が出来るものとする。

(7) ミキサドラムには、混練状態が監視出来るのぞき窓を設置するものとする。

(8) ミキサの容量等は、 によるものとする。設計図書

(9) 強制式ミキサの主要材料は、表８－３－２によるものとし、これにより難い

場合は、監督員の を得なければならない。承諾
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表８－３－２ 強制式ミキサの主要材料

使 用 箇 所 材 料 名 材 料 記 号

ミキサドラム 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

胴内部(側面部) マンガンクロム鋼鋼材 ＳＭｎＣ４２０

―胴内部(底面部) 高クロム系鋳鉄

―羽 根 高クロム系鋳鉄

主 軸 機械構造用炭素鋼鋼材、クロムモリブデン鋼鋼材 Ｓ３５Ｃ、ＳＣＭ４３５

３．コンクリートホッパ

(1) コンクリートホッパは、コンクリート及びモルタルの貯蔵、排出に適合した

形状とし、容量等は によるものとする。設計図書

(2) コンクリートホッパは、鋼板溶接構造とし、内面には耐摩耗性鋼板ライナを

施すものとする。

(3) コンクリートホッパの排出ゲートは、ダブルカットオフゲート又はラバーゲ

ートとし、開閉はエアシリンダ式とする。

(4) 排出ゲートは、ジョギングモーションにて排出が可能なものとする。

(5) コンクリートホッパ及び排出ゲートは、コンクリートの排出が確実な構造と

し、排出ゲートの操作は積込室又は操作室で行うものとする。

４．サンプリング装置

(1) 排出ゲートの下部には、練り上がりコンクリートのサンプリング装置を設け

るものとする。

(2) サンプリング装置は電動走行式とし、サンプリング時に排出ゲートが誤操作

されないための安全装置を設けるものとする。

５．クーリング及びヒーティング装置

クーリング及びヒーティング装置を設置する場合は、 によるものと設計図書

する。

８－３－６ 建 屋

１．建 屋

(1) 建屋は塔型鉄骨階層式とし、その構成は上部より受材部、貯蔵部、計量部、

混練部、積込部に区分されたものとし、移設が容易な構造とする。

なお、建屋に防音対策を行う場合は、 によるものとする。設計図書

(2) 建屋の外板は、積込部及び貯蔵部を除き外面を波板着色亜鉛鉄板張りとする。

また、建屋張出部屋根も波板着色亜鉛鉄板張りとする。
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なお、多雪区域では、屋根からの落雪により建屋周辺の機器等を破損させな

い配置とする。

(3) 各部の床は原則として縞鋼板とし、計量部又は混練部に設ける操作室は、不

燃性のボードで内張りし防音、防塵構造とする。

(4) 受材部、計量部及びコンクリート混練部には、アルミサッシの窓を、各階の

出入口にはアルミドアを設け、採光と換気が出来る構造とする。

(5) 建屋には、機器の稼働状態を確実に目視及び指触確認出来る連絡用階段又は

梯子を設けるものとする。

なお、寸法及び構造は共通仕様書第８章第２節８－２－９の３によるものと

する。

(6) 貯蔵部には、遮光カーテン取付用ブラケットを予め具備しておくものとする。

(7) 強制式ミキサのコンクリート混練部建屋は、電動ホイスト又は電動チェーン

ブロックの取付が可能な構造とする。

(8) 建屋には、夜間運転及び点検・整備に支障のないよう、照明装置を設けるも

のとする。

(9) 運転室は、騒音、振動、粉塵等考慮して建屋外に設けるものとし、設置場所

は によるものとする。設計図書

また、運転室には、空気調和装置を設けるものとし、容量は による設計図書

ものとする｡

８－３－７ 付属設備

１．給気・給水配管

(1) 配管は、 に明示された径及び材質の管を使用するものとする。設計図書

(2) 給気の圧力計は、操作室内に設けるものとする。

(3) 給気配管には、ウォータトラップ又はエアドライヤ、オイラ、ストップバル

ブ、圧力計及びフィルタ等を設けるものとする。

(4) 給水配管の凍結防止については、 によるものとする。設計図書

２．混和剤攪拌槽

(1) 混和剤攪拌槽は、鋼板溶接構造とする。

(2) 混和剤攪拌槽より混和剤貯蔵槽への供給は、自吸式ポンプとする。

８－３－８ 電気機器

１．電 源
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設備に使用する電力は別途供給するものとし、供給電圧は によるもの設計図書

とする。

２．配電盤類

設(1) 受電盤及び動力配電盤の構造は屋内閉鎖自立形とし、構成等については、

によるものとする。計図書

(2) 受電用の動力盤は、骨材及びセメントの受材に係る動力盤の配線用しゃ断器

を含むものとする。

３．制御装置

(1) 計量制御装置

① 自動運転の自動計量機構は、手動により設定した規定質量値に各材料を計

量出来るものとする。

② 自動放出機構は、各材料を予め定められた順序でミキサに投入出来るもの

とする。

③ 計量制御装置にはバッチ数設定器を備え、設定バッチ数を自動かつ連続的

に運転出来るものとする。

(2) 混練制御装置

① あらかじめ設定された混練時間は、自動的に混練出来るものとする。

なお、混練時間は、 によるものとする。設計図書

② 混練時間完了直前に、完了信号のチャイムを鳴らすものとする。

③ 混練終了後、放出ゲートを開き（二軸強制式）又は傾胴し（重力式）コン

クリートホッパへ自動的に放出するものとする。

(3) 自動操作のインターロックは、次のとおりとする。

① 計量指令

ア．放出タイマが復帰していること。

イ．混和剤は水に先行した計量後、水計量ホッパに放出し、かつ水計量値に

含まれること。

② 投入指令

ア．全計量値は、過不足なく適量であること。

イ．所定のミキサが空で、放出ゲートが全閉（二軸強制練）又は起胴状態

（重力式）であること。

ウ．スイベルシュート又は２ウェイシュートが所定のミキサ位置にあること。

スナウトを装着している場合は、スナウトが完全に密着していること。

エ．各材料は定められた順序に従って投入すること。
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オ．ミキサが運転中であること。

カ．計量、放出ユニットがすべて自動にセットされていること。

③ ミキサ放出指令

ア．混練が設定時間行われていること。

イ．重力式ミキサでスナウトを装着している場合は、スナウトが完全に上昇

していること。（手動の場合も含む。）

④ そ の 他

ア．スイベルシュートの旋回は、スナウトが完全に上昇していること。（手

動の場合も含む。）

イ．スナウトの下降は、所定のミキサが起胴していること。（手動の場合も

含む。）

(4) 盤を設ける場合は鋼板製防塵形とし、表示パネル、制御パネル等により構成

するものとする。

(5) ミキサには、点検・整備時の安全をさらに確保するためにキー付安全スイッ

チを設けるものとし、このスイッチを作動させた時は、機側操作盤及び遠方操

作盤からは起動できないものとする。

(6) 表示パネルは、表示計又はＣＲＴ、ＩＴＶモニター等を配置する。

また制御パネルは、セメント及び骨材の供給スイッチ、計量用操作スイッチ、

テンキー等の必要機器を配置するものとする。

なお、ＣＣＴＶ表示装置の設置個所は、 によるものとする｡設計図書

(7) 盤内は、保守点検が容易なものとする。

４．盤構成

制御盤各部の構成及び仕様は、次のとおりとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) 制御盤

① 設定器

ア. 設定器数（素子数） ： による設計図書

イ. 荷重値伝達 ： 電 気 式

ウ. 計量方式 ： 連続－単独切換

エ. 設定方式 ： テンキー式

オ. 水分補正 ： ０～１９％連続可変

カ. 容量変更 ： による設計図書

キ. 放出ゲート開閉 ： 自動－手動切換式（ミキサ傾胴起胴）
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ク. ミキサタイマ ： ０～９９９秒

ケ. 混練完了信号 ： チャイム約３秒間

コ. バッチカウンタ ： 最大バッチ９９９９

サ. バッチ設定数 ： による設計図書

シ. 放出タイマ ： 最大９０秒連続可変

ス. ジョギングタイマ ： 開閉時間調整式

② 表面水補正装置

表面水補正装置は自動を標準とし、ダイヤルにより表面水補正値を簡単に

調整出来るもので、調整範囲は０～１９％とする。

なお、水分計の形式及び演算方式等は、 によるものとする。設計図書

③ 印字記録装置

印字記録装置は、制御部とプリンタにより構成し、仕様は次のとおりとす

る。

ア. プリンタ形式 ： レーザプリンタ

イ. 重量印字素子数 ： による設計図書

ウ. アクセサリ素子数 ： による設計図書

エ. 印字桁数 ： による設計図書

④ コンシステンシー記録計

ミキサ内コンクリートのコンシステンシーをミキサモータの電源又は電力

量変化により検出記録出来るもので、次のとおりとする。

ア. 記録計素子数 ： ミキサ台数

イ. 記録紙送り速度 ： による設計図書

ウ. アクセサリ記録 ： による設計図書

⑤ サンプリング制御盤

構造は、屋外壁掛形とする。

なお、サンプリング装置はリミットスイッチにより所定の位置に自動停止

させるものとする。

⑥ バグフィルタ操作盤（集塵装置用）

構造は、屋内壁掛形とする。

なお、プレートファン用運転停止ボタンは計量制御に組込み、計量操作室

で操作出来るものとし、バグ払落としはタイマによる自動とする。

５．機側操作盤

機側操作盤は、点検・整備時の安全を確保するため鍵付とする。
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６．電話器具

コンクリート製造設備内の相互連絡用として、電話機又はインターホンを次の

箇所に設置するものとする。

なお、設置場所、設置台数が下記によらない場合は、 によるものとす設計図書

る。

(1) 受 材 室 １台

(2) 計 量 室 １台

(3) 操 作 室 １台

(4) 積 込 室 １台

第４節 コンクリート打込み設備

８－４－１ 一般事項

コンクリート打込み設備は、 に明示された能力を有し、連続運転に耐える設計図書

とともに、コンクリートの品質を低下させることなく、迅速かつ安全確実に所定のコ

ンクリート打込みが出来るものとする。

コンクリート打込み設備は、弧動式ケーブルクレーン、走行式ジブクレーン、タワ

ークレーンに適用し、両端固定式ケーブルクレーン、両端走行式ケーブルクレーン、

固定式ジブクレーン、軌索式ケーブルクレーン、インクライン等は本節に準ずるもの

とする。

８－４－２ 弧動式ケーブルクレーン

１．構 造

ケーブルクレーンは、固定塔、移動塔、機械室、主索、巻上・横行・走行装置、

ワイヤロープ、シーブトロリ、フック、ロープハンガ、コンクリートバケット、

運転室、電気機器等で構成され、信頼性が高く耐久性に富んだものとする。

２．固定塔

(1) 固定塔は、固定塔本体、サイドステー、バックステーで構成し、主索の端末

を確実に固縛するものとする。

また、巻上、横行及びハンガー用のシーブ類を取付けるものとする。

(2) 固定塔は、形鋼及び鋼鈑の溶接又はボルト接合構造とし、主索張力、ロープ

張力、風力及び自重に対して、クレーン構造規格に従った強度と剛性及び安全

率を有するものとする。

(3) 固定塔には、主索回転装置を設けるものとする。
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(4) 固定塔には、トロリ乗移り用プラットホーム及び各機器の点検歩廊、梯子、

踊り場等を設けるものとする。

また、夜間の運転及び点検・整備に支障がないよう照明装置を設けるものと

する。

３．移動塔

(1) 移動塔は、本体、軌条、走行装置、バランスウェイト等で構成し、主索の端

末を確実に固縛するとともに、荷重が各車輪に均等に分担され、 に明設計図書

示された走行が円滑に行えるものとする。

また、横行及びハンガ用シーブ類を取付けるものとする。

(2) 移動塔には、主索回転装置を搭載するものとする。

また、固定塔、移動塔の何れかには、主索調整装置を設けるものとする。

(3) 移動塔は、走行装置、バランスウェイト、制御装置その他の機器を合理的に

配置するとともに、主索張力、ロープ張力、風力及び自重に対して、クレーン

構造規格に従った強度と剛性及び安全率を有するものとする。

(4) 移動塔には、トロリ乗移り用プラットホームを設けるものとする。

また、各機器の点検歩廊、梯子、踊り場等を設けるものとする。

(5) 移動塔に機械室を設置する場合には、採光窓、出入口、換気装置及び夜間の

運転及び点検・整備に支障がないよう照明装置を設けるものとする。

(6) 走行路の上下流端には、エンドバッファを設けるものとする。

４．主 索

(1) 主索は、ロックドコイルロープとする。

また、主索の両端は、ソケットに確実に合金止めを行い、長期にわたる作業

に耐えるものとする。

なお、主索径は、 によるものとする。設計図書

(2) 主索サグ量（たわみ度）は、定格荷重時に径間の５％、定格荷重での横行範

囲は、径間の７０％以下で、片側の寄りは１５％とする。

ただし、特殊な場合は、 によるものとする。設計図書

(3) 定格荷重は、コンクリートバケット、コンクリート及び吊り金具の合計荷重

とする。

(4) 主索は、プレテンション加工を施したものとする｡

５．機械室

(1) 機械室は巻上装置、横行装置、主索調整装置、電気機器等を合理的に配置す

るものとする。
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(2) 機械室は軽量鉄骨構造で、風雪等の外力に耐える構造とし、出入口、採光窓、

換気装置及び休憩室を設けるものとする。

(3) 機械室には、夜間の運転及び点検・整備に支障がないよう照明装置を設ける

ものとする。

また、高圧電気機器その他危険な箇所には、保護カバー等の安全装置を設け

るものとする。

６．巻上及び横行装置

(1) 巻上及び横行装置は、電動機、制動機、減速機、ドラム、オープンギヤ、安

全カバー及びフレーム等で構成し、フレームは各機器を支持するための剛性を

有するものとする。

(2) 巻上及び横行装置は、 に明示された速度を確保し、速度変化、微調設計図書

整に確実に対応し、共通仕様書第８章第４節８－４－２の１６に示す安全装置

が確実に作動する構造とする。

(3) 巻上及び横行装置の制動機として、通常ブレーキと非常用ブレーキの２系統

を設け、１系統はドラムを直接制動するものとする。

また、緊急停止も可能な構造とし、次の装置を取付けるものとする。

① 巻上装置

ア．過巻防止用リミットスイッチ

イ．過速防止用リミットスイッチ

ウ．コンクリートバケット位置表示用発信器

② 横行装置

ア．過横行防止用リミットスイッチ

イ．トロリ位置表示用発信器

(4) 制動機は、ドラムブレーキ又は電磁ブレーキとし、制動トルクは負荷トルク

の１５０％以上とする。

(5) 各制動機及びリミットスイッチは、通電開放形又は常時通電形とし、停電時

又は電源断時には電動機が停止するものとする。

(6) 減速部は、減速機とオープン歯車の組合せとし、減速機の歯面の潤滑は、全

閉油浴式とする。

また、軸受は転がり軸受とする。

(7) 歯車は、 に明示された能力を発揮するために必要とされる動力容量設計図書

の伝達に応じた強度、硬度及び耐摩耗性を有するものとする。

(8) ドラムは、ワイヤロープ径に対してクレーン構造規格に定める径を有し、溝
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付きドラムとする。

(9) 巻上装置用ドラムは、１層巻き又は２層巻きとし、選定は によるも設計図書

のとする。

(10) 横行装置用ドラムは、１ドラム又は２ドラムとし、選定は によるも設計図書

のとする。

(11) 多層巻きドラムには、乱巻防止のためリバースドラム又はガイドシーブを使

用するものとする。

(12) 揚程は、コンクリートバケットの巻下最低位置から巻上最高位置までの距離

に、構造及び保安上必要な余裕を見込んだものとする。

(13) 電動機の仕様は、次のとおりとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする｡設計図書

① 形 式 ： 直流分巻電動機

② 保護方式 ： 屋内開放形他力強制通風式

③ 絶 縁 ： Ｅ種以上

④ 定 格 ： 連 続

７．走行装置

(1) 走行装置は、電動機、制動機、減速機、オープンギヤ、安全カバー、ロッカ

ビーム及び車輪等により構成するものとする。

(2) 走行路の上下流端には、エンドバッファを設けるものとする。

(3) 走行装置は、 で明示された速度での確実な走行、起動・停止及び微設計図書

動走行が可能な構造とし、共通仕様書第８章８－４－２の１６に示す安全装置

が確実に作動する構造とする。

なお、エンドバッファへの衝突防止等の装置には、次のものを取付けるもの

とする。

① 手動式レールクランプ

② 過走行防止用リミットスイッチ

③ 走行時の警報装置

(4) 制動機は、ドラムブレーキ又はディスクブレーキとする。

(5) 減速部は、減速機とオープンギヤの組合せとし、減速機の歯面の潤滑は全閉

油浴式とする。

また、軸受は転がり軸受とする。

(6) 走行路は、垂直荷重を受ける山側及び谷側レールと水平荷重を受ける山側側

面レールの３本で構成するものとする。
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(7) 電動機の仕様は、次のとおりとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

① 形 式 ： 交流巻線形電動機（２次抵抗制御方式）

② 保護方式 ： 全閉外扇形自冷式

③ 絶 縁 ： Ｅ種以上

④ 定 格 ： ４０％ＥＤ

８．主索調整装置

(1) 主索調整装置は、電動機、減速機、ギヤ、ドラム等で構成するものとする。

(2) 電動機の仕様は、次のとおりとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

① 形 式 ： 交流かご形電動機（直入起動方式）

② 保護方式 ： 全閉外扇形自冷式

③ 絶 縁 ： Ｅ種以上

④ 定 格 ： ３０分

９．給油装置

巻上、横行、走行及び主索調整装置には、作動確実な自動集中給油装置を具備

するものとする。

10．ワイヤロープ及びシーブ

設計図(1) ワイヤロープは、キンク、素線切れ、錆、傷等のないものを使用し、

に明示された荷重に対して、表８－４－１に定める安全率を有するもので、書

いかなる位置においてもねじれや回転等がないものとする。

(2) 各シーブは、各々のロープ径によりクレーン構造規格に定めたものとする。

(3) 各シーブは、点検又は交換が容易に行える構造とし、取付ブラケット及び架

台については、偏荷重に対しても十分な強度を有する構造とする。

(4) ワイヤロープのドラムへの固定方法はコッタ止めとし、余巻数は３巻以上と

する。

(5) 電纜索は、固定塔と移動塔間に固定し、照明器具、動力及び操作ケーブルの

自重、風雪に対して、表８－４－１に定める安全率を有するものとする。

表８－４－１ ワイヤロープの種別と安全率

区 分 種 別 安 全 率

主索 ロックドコイル ３．０以上

巻上用ワイヤロープ ６×Ｆｉ又は６×Ｗｓ ５．０以上
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横行用ワイヤロープ ６×Ｆｉ又は６×Ｗｓ ５．０以上

ハンガ用ワイヤロープ ６×Ｆｉ ５．０以上

主索調整用ワイヤロープ ６×３７ ４．０以上

電纜用ワイヤロープ ７×７ ２．５以上

(6) ワイヤロープは、製作完了時にプレテンション加工を行うものとする。

11．トロリ及びフック

(1) トロリは、全荷重をロッカビームに取付けた車輪で支持し、主索の曲率変化

に順応し、かつ主索に局部的な応力を生じさせない構造とする。

なお、車輪の硬度は、主索硬度より小さいものを使用する。

(2) トロリの両面には、点検用歩廊及び手摺を設け、点検・整備の容易な構造と

する。

(3) トロリの下面には、フックの過巻に備えて衝突緩和装置を設けるものとし、

上部には主索用自動給油装置を設けるものとする。

(4) フックは、吊り荷ロープの外れ止め金具を備え回転可能とし、吊り荷の回転

が巻上索に伝わらないものとする。

12．ロープハンガ

(1) ロープハンガは、トロリの横行に際し、巻上、横行索を等間隔に支持しなが

ら走行するとともに、両塔付近において、法面と接触させない構造とする。

(2) ロープハンガには、衝突緩和装置を設けるものとする。

13．コンクリートバケット

(1) コンクリートバケットは、 に明示されたコンクリート量を運搬出来設計図書

る容量を有し、コンクリートの排出が容易な構造とする。

(2) コンクリートバケットは、水密構造とし、下部は逆円錐構造とする。

なお、内面は耐摩耗性鋼板を使用するものとする。

(3) 排出ゲートは両開きとし、リモコン等により遠隔操作可能な構造とする。

また、非常時には手動でも開閉出来るものとする。

(4) コンクリートバケットは、吊り金具との脱着が容易かつ確実なものとする。

14．運転室

(1) 運転室は、視界及び操作性のよい形状、構造とし、前方窓には電動式ワイパ

を設けるものとする。

なお、設置場所は によるものとする。設計図書
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(2) 運転室には操作卓の他、コンクリートバケットの位置を確認出来る表示装置

及びコンクリート打込み場所その他 に明示された箇所との通信、信号設計図書

装置を設けるものとする。

また、警報装置（サイレン及びスピーカ）を設けるものとする。

(3) 警報用、非常用のスイッチ類は、操作の容易な箇所に設置するものとする。

(4) 運転室の装備品は、次のとおりとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

① 空調機器（冷暖房）

② 休 憩 室（休憩スペース）

③ 風向風速計

④ 照明器具

15．ケーブルクレーンの主要材料

ケーブルクレーンの主要材料は、表８－４－２によるものとし、これにより難

い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

表８－４－２ ケーブルクレーンの主要材料

使 用 箇 所 材 料 名 材 料 記 号

ウオームホイール軸 りん青銅鋳物、機械構造用炭素鋼鋼材、 ＣＡ５０Ｃ－、Ｓ－Ｃ

およびピン 一般構造用圧延鋼材、炭素鋼鍛鋼品、 ＳＳ－、ＳＦ－、

クロムモリブデン鋼鋼材 ＳＣＭ－

ボ ス 一般構造用圧延鋼材、機械構造用炭素鋼鋼 ＳＳ－、Ｓ－Ｃ

材､炭素鋼鍛鋼品 ＳＦ－

軸受本体 ねずみ鋳鉄品、炭素鋼鋳鋼品、 ＦＣ－ 、ＳＣ－

一般構造用圧延鋼材 ＳＳ－

軸受裏金 鉛青銅鋳物、アルミニウム青銅鋳物、 ＣＡＣ６０－、ＣＡＣ７

りん青銅鋳物 ０－、ＣＡＣ５０－

歯 車 箱 ねずみ鋳鉄品、一般構造用圧延鋼材 ＦＣ－、ＳＳ－

ロープドラム 一般構造用圧延鋼材、溶接構造用圧延鋼材 ＳＳ－、ＳＭ－

熱間圧延ステンレス鋼鈑 ＳＵＳ－

ロープシーブ 機械構造用炭素鋼鋼材、ねずみ鋳鉄品、炭 Ｓ－Ｃ、ＦＣ－

素鋼鋳鋼品、鉄道車両用炭素鋼一体圧延車 ＳＣ－、ＳＳＷ－

輪、シリコンマンガン鋼鋳鋼品 ＳＣＳｉＭｎ－

ロープ受ローラ 機械構造用炭素鋼鋼材 Ｓ－Ｃ

走行装置車輪 シリコンマンガン鋼鋳鋼品、炭素鋼鋳鋼品 ＳＣＳｉＭｎ－、ＳＣ－

鉄道車両用炭素鋼一体圧延車両 ＳＳＷ－

トロリー車輪 炭素鋼鋳鋼品 ＳＣ－
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ワイヤクリップ 炭素鋼鍛鋼品 ＳＦ－

フ ッ ク 炭素鋼鍛鋼品 ＳＦ－

コンクリートバケッﾄ 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ－

鉄骨構造部 一般構造用圧延鋼材、溶接構造用圧延鋼材 ＳＳ－、ＳＭ－

一般構造用炭素鋼鋼管 ＳＴＫ－

小 歯 車 機械構造用炭素鋼鋼材、ﾆｯｹﾙｸﾛﾑﾓﾘﾌﾞﾃﾞﾝ鋼 Ｓ－Ｃ、ＳＮＣＭ－

鋼材、クロムモリブデン鋼鋼材 ＳＣＭ－

大 歯 車 低マンガン鋼鋳鋼品、クロムモリブデン鋼 ＳＣＭｎ－、ＳＣＭ－

鋼材、機械構造用炭素鋼鋼材 Ｓ－Ｃ

軸 機械構造用炭素鋼鋼材、ﾆｯｹﾙｸﾛﾑﾓﾘﾌﾞﾃﾞﾝ鋼 Ｓ－Ｃ、ＳＮＣＭ－

鋼材、クロムモリブデン鋼鋼材 ＳＣＭ－

ピ ン 機械構造用炭素鋼鋼材、一般構造用圧延鋼 Ｓ－Ｃ、ＳＳ－

材クロムモリブデン鋼鋼材 ＳＣＭ－

ブレーキドラム ねずみ鋳鉄品、球状黒鉛鋳鉄 ＦＣ－、ｆｃｄ－

メタルおよびブッシ 鉛青銅鋳物、りん青銅鋳物 ＣＡＣ６０－、ＣＡＣ５

ュ ０－

16．電気機器

(1) 電 源

設計図書設備に使用する電力は別途供給するものとし、供給場所及び電圧は

によるものとする。

(2) 配電盤類

設計図書受電盤及び動力配電盤は、屋内閉鎖自立形とし、構成等については

によるものとする。

(3) 操作及び運転方式

① 操作及び運転場所は、「機械室」「運転室」の２箇所とし、その切換は機械

室操作盤の切換スイッチにより選択出来るものとする。

ただし、主索調整装置は「機械室」のみとする。

② 操作は機械室優先とし、機械室で運転中は運転室で操作出来ないものとする。

なお、機械室操作盤は点検・整備時の安全を確保するため錠付とする。

③ 巻上及び横行制御は、 によるものとする。設計図書

④ 走行装置の制御は、２次抵抗制御方式とする。

⑤ 各操作レバーは、不測の事故等を防止するため、デッドマンコントロール方

式等のジョイスティックレバーを採用するものとする。
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⑥ 操作盤には、巻上、横行、走行装置毎に積算時間計を備えるものとする。

(4) ケーブルクレーンには、次の安全装置を備えるものとする。

① 非常停止スイッチ

② 常用リミットスイッチ（巻上、巻下、横行、走行）

③ 非常用リミットスイッチ（巻上、巻下、横行）

④ 減速開閉機（設定値は定格の１１５％）

⑤ 過負荷保護装置

⑥ 巻上、巻下用非常ブレーキ

⑦ 張 力 計

⑧ 荷 重 計

⑨ 移動塔及びフックには、警音器、警色灯を備えるものとする。

⑩ 運転室には、警報サイレンのスイッチを備えるものとする。

⑪ 二重操作を行うと危険のある機構及びスイッチ類は、すべてインターロック

を設けるものとする。

(5) 操作卓の構成は、次のとおりとする。

① 巻上、巻下用制御器

② 横行、走行用制御器

③ 電源入、切スイッチ

④ 非常停止用スイッチ

⑤ 張力表示計

⑥ 荷重表示計

⑦ 電源表示灯

⑧ 故障表示灯

⑨ 故障、警報用ブザー及びリセット用スイッチ

⑩ リミットスイッチ短絡用スイッチ

⑪ 走行位置表示計

⑫ バケット位置表示器

８－４－３ 走行式ジブクレーン

１．構 造

走行式ジブクレーンは、門形走行体、旋回フレーム、機械室、運転室、ブーム、

巻上装置、起伏装置、旋回装置、走行装置、ワイヤロープ及びシーブ、フック及

びコンクリートバケット、電気機器等で構成され信頼性が高く、耐久性に富んだ
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ものとする。

２．門形走行体

(1) 門形走行体は、構造用圧延鋼材をボルト接合又は溶接したプレートガーダ式

とし水平、垂直及び旋回各種の外力に対してクレーン構造規格に定める剛性と

強度を有するものとする。

なお、作業時及び非作業時の転倒モーメントに対する安定度は、クレーン構

造規格に従い転倒しないものとする。

(2) 門形走行体の上部中央に旋回ローラパス又は旋回ベアリングを有し、下部は

４点で走行ロッカビームに取付けるものとする。

(3) 門形脚下は、コンクリートバケットを搭載した台車又はトランスファーカが

並行して通過出来るスペースを有するものとする。

(4) 門形走行体には、点検用歩廊、梯子、踊り場を設けるものとする。

また、夜間運転及び点検・整備のための照明装置を設けるものとする。

３．旋回フレーム

(1) 旋回フレームは台枠上に枠組を組立て、ブームをピンにより接合した構造と

する。

(2) 旋回フレームには、巻上、旋回、起伏装置及びバランスウェイトを取付ける

ものとする。

４．機械室

(1) 機械室は旋回フレーム上に設け、巻上、起伏、旋回装置及び各種電気機器を

合理的に配置するものとする。

なお、その他の構造は、共通仕様書第８章８－４－２の５によるものとする。

５．運転室

(1) 運転室は、旋回フレーム上前部に設けるものとする。

なお、その他の構造は、共通仕様書第８章８－４－２の１４によるものとす

る。

(2) 運転室と機械室間には、連絡用通路を設けるものとする。

６．ブーム

(1) ブームは、垂直荷重、旋回時の水平荷重、風圧に対してクレーン構造規格に

定める剛性と強度を持つパイプトラス構造とする。

(2) ブームの旋回フレームへの取付部は二股に構成し、ピンにて確実に取付ける

ものとする。

(3) ブームには、点検梯子等を設けるものとする。
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７．巻上装置

(1) 巻上装置は、共通仕様書第８章第４節８－４－２の６によるものとする。

(2) 安全装置は、共通仕様書第８章第４節８－４－２の１６（４）によるものと

する。

(3) 巻上装置用ドラムは、１層巻とする。

８．起伏装置

(1) 起伏装置の巻上装置、潤滑方式、減速機、制動機、電動機、軸受等について

は、巻上装置に準ずるものとする。

(2) 作業半径の範囲以外にブームが倒伏した場合は、自動的に動力路をしゃ断し

て運転を停止するものとする。

ただし、起立に関しては直ちに起動出来るものとする。

９．旋回装置

(1) 旋回装置は、電動機、減速機、制動機、ピニオンギヤ等により構成するもの

とする。

(2) 旋回装置は、旋回フレームに取付け、旋回フレームは門形脚フレーム上面に

設けられたローラパス上、又は旋回ベアリング上に乗り、センターポスト又は

ボルトにて堅固に取付けるものとする。

(3) 旋回方式は、旋回装置のピニオンギヤを駆動して旋回するものとする。

(4) 制動機は足踏式ディスクブレーキとし、長時間保持出来る保持ブレーキを設

けるものとする。

(5) 電動機の仕様は、共通仕様書第８章第４節８－４－２の６によるものとする。

10．走行装置

走行装置は、共通仕様書第８章第４節８－４－２の７によるものとする。

11．給油装置

巻上、起伏、旋回、走行装置には、作動確実な自動集中給油装置を具備するも

のとする。

12．ワイヤロープ及びシーブ

(1) ワイヤロープ及びシーブは、共通仕様書第８章第４節８－４－２の１０によ

るものとする。

(2) 各ワイヤープの種別及び安全率は、表８－４－３によるものとする。
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表８－４－３ ワイヤロープの種別と安全率

区 分 種 別 安 全 率

巻上用ワイヤロープ ６×Ｆｉまたは６×Ｗｓ ５．０以上

起伏用ワイヤロープ ６×Ｆｉまたは６×Ｗｓ ５．０以上

13．フック及びコンクリートバケット

フック及びコンクリートバケットは、共通仕様書第８章第４節８－４－２の１

１及び１３によるものとする。

14．ジブクレーンの主要材料

ジブクレーンの主要材料は、表８－４－４によるものとし、これにより難

い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

表８－４－４ ジブクレーンの主要材料

使 用 箇 所 材 料 名 材 料 記 号

ウォームホイール りん青銅鋳物、機械構造用炭素鋼鋼材、一般構造 ＣＡＣ５０－、

軸およびピン 用圧延鋼材、炭素鋼鍛鋼品、クロムモリブデン鋼 Ｓ－Ｃ、ＳＳ－ 、

鋼材 ＳＦ－、ＳＣＭ－

ボ ス 一般構造用圧延鋼材、機械構造用炭素鋼鋼材、炭 ＳＳ－、Ｓ－Ｃ

素鋼鍛鋼品 Ｓｆ－

軸受本体 ねずみ鋳鉄品、炭素鋼鋳鋼品、 ＦＣ－、ＳＣ－

一般構造用圧延鋼材 ＳＳ－

歯 車 箱 ねずみ鋳鉄品、一般構造用圧延鋼材 ＦＣ－、ＳＳ－

ロープドラム 一般構造用圧延鋼材、溶接構造用圧延鋼材熱間圧 ＳＳ－、ＳＭ－

延ステンレス鋼鈑 ＳＵＳ－

ロープシーブ 機械構造用炭素鋼鋼材、ねずみ鋳鉄品、炭素鋼鋳 Ｓ－Ｃ、ＦＣ－

鋼品、鉄道車両用炭素鋼一体圧延車輪、シリコン ＳＣ－、ＳＳＷ－

マンガン鋼鋳鋼品 ＳＣＳｉＭｎ－

ローラ受ローラ 機械構造用炭素鋼鋼材 Ｓ－Ｃ

車 輪 シリコンマンガン鋼鋳鋼品、炭素鋼鋳鋼品鉄道車 ＳＣＳｉＭｎ－、

両用炭素鋼一体圧延車輪 ＳＣ－、ＳＳＷ－

ワイヤクリップ 炭素鋼鍛鋼品 Ｓｆ－

フ ッ ク 炭素鋼鍛鋼品 Ｓｆ－

ｺﾝｸﾘｰﾄバケット 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ－

鉄骨構造部 一般構造用圧延鋼材、溶接構造用圧延鋼材一般構 ＳＳ－、ＳＭ－

造用炭素鋼鋼管 ＳＴＫ－

小 歯 車 機械構造用炭素鋼鋼材、ﾆｯｹﾙｸﾛﾑﾓﾘﾌﾞﾃﾞﾝ鋼鋼材、 Ｓ－Ｃ、ＳＮＣＭ

クロムモリブデン鋼鋼材 －、ＳＣＭ－

大 歯 車 低マンガン鋼鋳鋼品、ｸﾛﾑﾓﾘﾌﾞﾃﾞﾝ鋼鋼材、機械構 ＳＣＭｎ－、ＳＣ

造用炭素鋼鋼材 Ｍ－、Ｓ－Ｃ
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軸 機械構造用炭素鋼鋼材、ﾆｯｹﾙｸﾛﾑﾓﾘﾌﾞﾃﾞﾝ鋼鋼材、 Ｓ－Ｃ、ＳＮＣＭ

クロムモリブデン鋼鋼材 －、ＳＣＭ－

ピ ン 機械構造用炭素鋼鋼材、一般構造用圧延鋼材､ ク Ｓ－Ｃ、ＳＳ－

ロムモリブデン鋼鋼材 ＳＣＭ－

ブレーキドラム ねずみ鋳鉄品、球状黒鉛鋳鉄 ＦＣ－、ＦＣＤ－

メタルおよびブッシ 鉛青銅鋳物、りん青銅鋳物 ＣＡＣ６０－、

ュ ＣＡＣ５０－

15．電気機器

(1) 電 源

設備に使用する電力は、共通仕様書第８章第４節８－４－２の１６によるも

のとする。

(2) 配電盤類

配電盤類は、共通仕様書第８章第４節８－４－２の１６によるものとする。

(3) 操作及び運転方式

① 操作及び運転場所は、「機械室」「運転室」の２箇所とし、その切換は機械

室操作盤の切換スイッチにより選択出来るものとする。

② 操作は機械室優先とし、機械室で運転中は運転室で操作出来ないものとする。

なお、機械室操作盤は点検・整備時の安全を確保するため、鍵付きとする。

③ 操作盤には、巻上、走行、旋回装置ごとに積算時間計を備えるものとする。

④ 巻上、旋回及び起伏制御は、 によるものとする。設計図書

⑤ 走行装置の制御は、２次抵抗制御方式とする。

(4) ジブクレーンには、次の安全装置を備えるものとする。

① 非常停止スイッチ

② 常用リミットスイッチ（巻上、巻下、起伏、走行）

③ 非常用リミットスイッチ（巻上、巻下、起伏）

④ 減速開閉機（設定値は定格の１１５％）（巻下、起伏）

⑤ 過負荷保護装置

⑥ 巻上、巻下用非常ブレーキ

⑦ フックには、警音器、警色灯を備えるものとする。

⑧ 運転室には、警報サイレンのスイッチを備えるものとする。

⑨ 二重操作を行うと危険のある機構及びスイッチ類は、全てインターロックを

設けるものとする。
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(5) 操作卓の構成は、次のとおりとする。

① 巻上、巻下用制御器

② 起伏、旋回、走行用制御器

③ 電源入・切用スイッチ

④ 非常停止用スイッチ

⑤ 電源表示灯

⑥ 故障表示灯

⑦ 故障、警報用ブザー及びリセット用スイッチ

⑧ リミットスイッチ短絡用スイッチ

⑨ 走行位置表示計

８－４－４ タワークレーン（油圧定置式）

１．一般事項

タワークレーンは、架台、マスト、ガイドマスト、旋回フレーム、機械室、運

転室、ブーム、巻上装置、起伏装置、旋回装置、昇降装置、ワイヤロープ及びシ

ーブ、フック及びコンクリートバケット、電気機器等で構成され、信頼性が高く

耐久性に富んだものとする。

２．架台及びマスト

(1) 架台は、構造用圧延鋼材を溶接及びボルト接合した箱形構造で、クレーン全

質量を支えるとともに転倒モーメントを基礎ボルトに伝達出来る剛性と強度を

有するものとする。

(2) 架台中央部には、マストを連結するフランジを設けるものとする。

(3) マストは、構造用圧延鋼材を溶接した円形断面構造で、車両による一般道路

の運搬が可能な大きさとする。

(4) マストの上下には、連結用フランジを設け、高張力ボルトで連結するものと

する。

(5) マストは、昇降時に使用する昇降ピン用穴を設け、内部には運転者の昇降用

梯子、踊り場を設けるものとする。

３．ガイドマスト及び昇降フレーム

(1) ガイドマストは、構造用圧延鋼材を溶接及びボルト接合した円形断面構造で、

マストの外周を昇降可能なものとする。

(2) ガイドマストには、昇降ピン、ガイドローラ、昇降装置等昇降に必要な装置

を設けるほか、上端に旋回ベアリングを設け旋回フレームを支えるものとする。
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(3) 昇降フレームは、構造用圧延鋼材を溶接及びボルト接合した鋼鈑構造で、マ

スト外周を昇降可能なものとする。

(4) 昇降フレームには、昇降ピン及びガイドローラを設け、ガイドマストと油圧

シリンダで連結することにより昇降動作を行うとともに、作業時にはガイドマ

ストの質量を昇降ピンによりマストへ伝達することにより、直接支えるもの

とする。

４．旋回フレーム

(1) 旋回フレームは、構造用圧延鋼材を溶接及びボルト接合した鋼鈑構造で、ブ

ームをピンにより接合した構造とする。

(2) 旋回フレーム上には、巻上、旋回、起伏装置及びバランスウェイトを取付け

るものとする。

５．機械室

機械室は、共通仕様書第８章第４節８－４－３の４によるものとする。

６．運転室

運転室は、共通仕様書第８章第４節８－４－３の５によるものとする。

７．ブーム

(1) ブームは、共通仕様書第８章第４節８－４－３の６によるものとする。

(2) ブームは、マストを旋回中心まで吊り込むため、半径０ｍの位置まで起こせ

るものとする。

８．巻上装置

巻上装置は、共通仕様書第８章第４節８－４－２の７によるものとする。

９．起伏装置

起伏装置は、共通仕様書第８章第４節８－４－３の８によるものとする。

10．旋回装置

旋回装置は、共通仕様書第８章第４節８－４－３の９によるものとする。

11．昇降装置

(1) 昇降装置は、油圧ユニット、油圧シリンダ、昇降ピン、配管等で構成するも

のとする。

(2) 昇降装置は、ガイドポスト上に取付け、２本のシリンダと上下の昇降ピンの

抜き差しにより昇降動作を行うものとする。

12．ワイヤロープ及びシーブ

ワイヤロープ及びシーブは、共通仕様書第８章第４節８－４－３の１２による

ものとする。
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13．フック及びコンクリートバケット

フック及びコンクリートバケットは、共通仕様書第８章第４節８－４－２の１

１及び１３によるものとする。

14．タワークレーンの主要材料

タワークレーンの主要材料は、共通仕様書第８章第４節８－４－３の１４によ

るものとする。

15．電気機器

電気機器は、共通仕様書第８章第４節８－４－３の１５によるものとする。

第５節 濁水処理設備

濁水処理設備は、 に明示された能力を有し、連続運転に耐えるとともに、設計図書

濁水の処理が安定かつ連続して行えるものとする。

８－５－１ シックナ

１．一般事項

シックナは、濁水中のスラッジと清澄水との分離及びスラッジの引抜きが容易

に行える構造とする。

２．形 状

シックナは、鋼製円形又は鋼製角形とする。

３．構 成

シックナは、沈殿槽本体、レーキ、レーキ駆動装置及びその支持フレームで構

成する。

４．容 量

シックナの容量は、 によるものとする。設計図書

５．スラッジ

沈殿槽底部に沈降したスラッジは、レーキ等により確実にピットにかき集めら

れるものとする。

６．鋼製円形集泥レーキ

設計鋼製円形集泥レーキは、中央駆動懸垂形又は中央駆動支柱形とし、選定は

によるものとする。図書

７．角形集泥レーキ

角形集泥レーキは、スクリュー形又はフライトコンベヤ形とする。

８．鋼製円形の集泥レーキ
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鋼製円形の集泥レーキは、昇降装置を備えるものとする。

９．レーキの駆動用電動機

レーキの駆動用電動機は、全閉外扇かご形（屋外用）とし、減速機はサイクロ

減速機又はウォーム減速機とする。

10．沈殿槽底部

沈殿槽底部には、スラッジ引抜きポンプに適した引抜管を設けるものとする。

11. シックナの主要材料

シックナの主要材料は、表８－５－１によるものとし、これにより難い場合は、

監督員の を得なければならない。承諾

表８－５－１ シックナの主要材料

使 用 箇 所 材 料 名 材 料 記 号

沈殿槽本体 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

架台類等 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

８－５－２ 脱 水 機

１．フィルタプレス

(1) フィルタプレスの仕様は、次のとおりとする。

① 形 式 ： 半自動式又は自動式（選定は による）設計図書

② 濾室の構造 ： 単 式

③ 脱水方式 ： ポンプによる圧入

④ ケーキの厚さ ： ３０ｍｍ～５０ｍｍ

⑤ ケーキの含水率 ： ３５％以下

⑥ 脱水サイクル ： ６０分～１２０分

(2) 濾枠は、硬質木材又は鋼板とする。

(3) 濾枠の締付けは、油圧シリンダ式又は電動式とする。

(4) 油圧回路には、圧力スイッチを設け、濾枠締付け終了後油圧ポンプが自動的

に停止するものとする。

(5) 濾布は、強じんで濾過性が良く、目詰まりしにくい布製又はナイロン製とす

る。

(6) 濾枠内の未脱水スラッジの排出は、ドレン弁又はエアブロー装置を備えるも

のとする。

(7) フィルタプレスの下部には、動力駆動によるスライド式の水受けを設置し、
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濾過水及び濾布洗浄水を原水槽等へ送水するものとする。

(8) 中型以上のフィルタプレスには、濾枠の吊り上げ用として電動ホイストを設

置するものとする。

(9) フィルタプレスには、プレス運転回数計を設けるものとし、リセット出来な

い構造とする。

２．脱水ケーキ積込みホッパ

(1) 脱水ケーキ積込みホッパは、フィルタプレスからのケーキの貯留及び搬出機

への積込みが円滑な構造とする。

(2) 脱水ケーキ積込みホッパの容量、構造等は によるものとする。設計図書

８－５－３ ポンプ類

１．一般事項

各ポンプは、 に明示された濁水等を安定かつ確実に輸送出来るものと設計図書

し、ポンプには予備機（１台）を具備するものとする。

なお、濁水を輸送する箇所に設ける逆止弁は、ボールタイプを標準とする。

２．原水ポンプ

(1) 原水ポンプは、水中サンドポンプ又はスラリーポンプとする。

(2) 原水ポンプは、原水槽水位による自動運転とする。

３．中和原水ポンプ

(1) 中和原水ポンプは、水中サンドポンプ又はスラリーポンプとする。

(2) 中和原水ポンプは、中和原水槽の水位による自動運転とする。

４．凝集剤注入ポンプ

(1) 凝集剤注入ポンプは、注入量の調節が可能なものとし、凝集剤の特性により

耐食性及び粘性等について考慮するものとする。

(2) 凝集剤注入ポンプは、原水ポンプ又は中和原水ポンプと連動運転とする。

５．スラッジ引抜きポンプ

(1) シックナの底部に設置するスラッジ引抜きポンプは、スラリーポンプとする。

(2) スラッジ引抜きポンプは、スラッジ濃度検出器（タイマ付）に設定された濃

度又はタイマにより作動するものとする。

６．スラッジ圧送ポンプ

(1) スラッジ圧送ポンプ（打込みポンプ）は、スラリーポンプとする。

(2) スラッジ圧送ポンプの運転は、手動式とする。

７．濾布洗浄ポンプ
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濾布洗浄ポンプは、高圧プランジャポンプ又は多段渦巻ポンプとする。

８．スラッジ輸送ポンプ

スラッジ輸送ポンプは、スラリーポンプとする。

９．給水ポンプ

(1) 給水ポンプは、渦巻ポンプ又は水中ポンプとする。

(2) 給水ポンプは、次の用水に給水するものとする。

① 濾布洗浄水

② 清掃水

③ 高分子溶解水

④ スラリーポンプ軸封水

10．雑排水ポンプ

(1) 雑排水ポンプは、シックナ地下ピット等の排水及び清掃用として設けるもの

とする。

(2) 雑排水ポンプは、水中ポンプとする。

11．配 管

(1) 配管は、使用条件に適応した材料と口径を有するものとし、適所に継ぎ手、

フランジを設けるものとする。

(2) 配管材料は、表８－５－２によるものとし、これにより難い場合は、監督員

の を得なければならない。承諾

表８－５－２ 配 管 材 料

使 用 箇 所 材 料 名 材 料 記 号 等

原水、処理水 配管用炭素鋼鋼管 ＳＧＰ（黒）

給水、雑排水

スラッジ輸送 配管用炭素鋼鋼管又は ＳＧＰ（黒）

水道用ポリエチレン管 ＪＩＳ Ｋ ６７６２ ２種

薬品注入 硬質塩化ビニル管 ＶＰ: ＪＩＳ Ｋ ６７４１

８－５－４ 槽 類

１．一般事項

各槽は、使用目的に適応した水密構造で、 に明示された反応、中和、設計図書

沈降、溶解等が安定かつ確実に行えるものとする。

なお、容量及び取扱い液等は、 によるものとする。設計図書

また、各槽には、ドレン抜き配管及びバルブ（手動）を具備するものとする。
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２．原水槽

原水槽は流入濁水の変動に対し、凝集反応槽への供給の定量化に適応した構造

とする。

(1) 原水槽に攪拌機を設ける場合は、 によるものとする。設計図書

(2) 原水槽での原水滞留時間は、５～１０分間とする。

３．凝集反応槽

(1) 凝集反応槽での原水の滞留時間は、１～５分間とする。

(2) 凝集反応槽には、攪拌機を設けるものとする。

また、必要に応じバッフルを取付けるものとする。

４．中和原水槽

中和原水槽には、攪拌機を設けるものとする。

５．処理水槽

処理水槽の容量は、シックナからの上澄流入量の１０分～２０分間とし、容量

は によるものとする。設計図書

なお、処理水は用水及び循環使用とする。

６．スラッジ貯留槽

スラッジ貯留槽には、攪拌機を設けるものとする。

７．凝集剤貯留槽（ＰＡＣ貯留槽）

ＰＡＣ貯留槽は、タンクローリから原液を直接受け入れられるよう、継手等を

設けるものとする。

８．高分子凝集剤溶解槽

高分子凝集剤溶解槽には、攪拌機を設けるものとする。

９．攪拌機

槽類に設ける攪拌機は、次のとおりとし、これによらない場合は、 に設計図書

よるものとする。

(1) 原水槽、凝集反応槽、中和原水槽、スラッジ貯留槽用攪拌機

① 形 式 ： 立形翼式

② 回 転 数 ： １０min 以上－1

③ 電 動 機 ： 全閉外扇かご形（屋外形）電動機

連続定格

絶縁種別 Ｅ種以上

(2) 凝集剤溶解槽用攪拌機

① 形 式 ： 立形又は可搬式
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② 回 転 数 ： ２００min 以上－1

③ 材 質 ： 接液部はステンレス製

④ 電 動 機 ： 全閉外扇かご形（屋外形）電動機

連続定格

絶縁種別 Ｅ種以上

10．槽類の主要材料

槽類の主要材料は、表８－５－３によるものとし、これにより難い場合は、監

督員の を得なければならない。承諾

表８－５－３ 槽類の主要材料

使 用 箇 所 材 料 名 材 料 記 号

原 水 槽 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

凝集反応槽 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

中和原水槽 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

処理水槽 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

スラッジ貯留槽 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

ＰＡＣ貯留槽 ポリエチレン製

高分子凝集剤熔解槽 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

高分子凝集剤貯留槽 ポリエチレン製

８－５－５ 中和処理装置

１．一般事項

中和処理装置は、 に明示された処理能力、排水基準を確保し安全で確設計図書

実な運転が行えるものとする。

設計中和処理の方法は、炭酸ガス法又は酸性液法によるものとし、その選定は

によるものとする。図書

２．構成機器（炭酸ガス法）

(1) 炭酸ガス貯留方式は、貯留槽又はボンベ方式とする。

① 炭酸ガス貯留槽方式：定置式真空断熱式

② 炭酸ガスボンベ方式：選定ボンベにあった集合装置を設けるものとする。

(2) 炭酸ガス気化装置は、サーモスタット付ヒータにより自動的に気化し、必要

圧力に調整出来るものとする。

(3) 中和反応槽での滞留時間は１～２分間とし、容量は によるものとす設計図書

る。
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(4) 中和反応槽は密閉式とし、原水と炭酸ガスが効率よく混和され内部にスラッ

ジが溜まらない構造とする。

(5) 炭酸ガス貯留槽、ボンベ及び気化装置は、「高圧ガス保安法」に適合したも

のとする。

(6) 中和反応槽には、ドレン抜き用の配管及びバルブを具備するものとする。

３．構成機器（酸性液法）

(1) 中和剤貯留槽はＦＲＰ製とし、関係法規に適合したコンクリート防酸堤を設

けるものとする。

(2) 中和剤貯留槽の容量は、 によるものとする。設計図書

(3) 中和剤注入ポンプは、原水ｐＨの変動に対応出来るよう注入量の調整が可能

なものとする。

なお、中和剤の移送については、耐食性を考慮したポンプ、配管等を選定す

るものとする。

(4) 中和反応槽には、攪拌機を設けるものとする。

(5) 中和反応槽での滞留時間は３０～４０分間とし、容量は によるもの設計図書

とする。

(6) 中和反応槽は鋼板製とし、内面は耐酸性塗装を行うものとする。

(7) 中和反応槽の段数は、 によるものとする。設計図書

４．ｐＨ制御装置

(1) ｐＨ制御装置は自動制御方式とし、中和反応槽で処理されたｐＨ値を検出し、

この指示調節計の設定値により中和剤を添加するものとする。

(2) 制御方式は、ＯＮ－ＯＦＦ方式とする。

(3) ｐＨ計は制御用及び監視用とし、監視用には記録計を設けるものとする。

(4) ｐＨ調整後のｐＨ値に異常値が検出された場合には警報ベルを作動させると

ともに、原水送水ラインを停止するものとする。

８－５－６ 建 屋

１．電気室建屋

(1) 電気機器及び高分子凝集剤溶解槽には、建屋を設けるものとする。

(2) 建屋はプレハブ式とし、合理的に配置するとともに運転操作、点検・整備が

出来るものとする。

２．脱水機建屋

(1) 脱水機建屋は、１階には脱水ケーキ処理スペースを設け、２階は脱水機室と
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する。

(2) ２階床板は、脱水機の重量及び振動に耐える構造とする。

３．炭酸ガスボンベ集合装置建屋

(1) 炭酸ガスボンベ集合装置には、建屋を設けるものとする。

(2) 建屋はプレハブ建屋とし、炭酸ガスボンベの取替に必要な広さを有するもの

とする。

４．照明装置

建屋には、夜間運転及び点検・整備に支障がないよう、照明装置を設けるもの

とする。

８－５－７ 付属設備

１．計測装置

(1) 濁水処理設備の計測装置は、当該都道府県条例等の環境基準等に則したもの

を計画しなければならない｡

(2) 計測装置の指示及び記録は、中央操作盤で行うものとする。

(3) 計測装置の形式は、表８－５－４によるものとし、これによらない場合は、

によるものとする。設計図書

表８－５－４ 計測装置の形式

計 測 装 置 形 式 計 測 対 象

流 量 計 堰式、パーシャルフリューム式、電磁式 原水及び処理水

濁 度 計 表面散乱光式、透過光式 原水及び処理水

ｐＨ 計 浸漬形（超音波式洗浄装置付） 原水及び処理水

(4) 運転時間計

運転時間計の指示方式及び設置個所は、 によるものとする。設計図書

なお、運転時間計はリセット出来ない構造とする。

(5) 薬品流量計

薬品流量計の指示方式及び設置個所は、 によるものとする。設計図書

２．保温装置

(1) 厳冬期に水及び薬品溶液の凍結を防ぐために、保温対策を講じるものとする。

(2) 配管及び弁の保温対策は、保温筒又は電熱ヒータで行い、ポンプ及び薬品槽

は白熱灯照射による保温を行うものとする。
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３．連絡用階段及び梯子

(1) 濁水処理設備には、機器の稼働状態を確実に目視及び指触確認出来る連絡用

階段及び梯子を設けるものとする。

(2) 連絡用階段及び梯子の寸法は、共通仕様書第８章第２節８－２－９の３によ

るものとする。

８－５－８ 電気機器

１．電 源

設計図設備に使用する電力は別途供給するものとし、供給容量及び供給電圧は

によるものとする。書

２．配電盤類

配電盤類は屋内又は屋外閉鎖自立形とし、構成等については によるも設計図書

のとする。

３．操作盤

(1) 現場操作盤の構造は、屋外壁掛形又はポスト形とし、これによらない場合は、

によるものとする。設計図書

なお、現場操作盤には、点検・整備時の安全を確保するため、錠付とする。

(2) 中央操作盤は、次のとおりとする。

① 中央操作盤の構造は により、グラフィック表示が可能な機器を取付設計図書

けるものとする。

なお、表示方法は によるものとする｡設計図書

② 中央操作盤には、原水及び処理水のｐＨ、流量及び濁度の測定値を表示する

ものとする。

(3) その他操作盤については、共通仕様書第８章第１０節によるものとする。

４．運転及び操作

(1) 機器操作は、連動操作及び機側単独操作が可能なものとし、その切換は機側

操作盤で行うものとする。

(2) 高分子凝集剤の溶解及び脱水機の操作は、現場操作盤での手動操作又は自動

操作とする。

(3) 連動運転の始動順序は、処理工程の末端機器から前段に向けて行い、始動時

間を考慮して運転に支障を生じないものとする。

なお、通常停止の場合は始動順序と逆方向に順次停止させるものとする。

(4) 連動運転で機器が故障した場合、処理工程前段の機器は直ちに停止させるも
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のとする。

(5) 中央操作盤及び現場の指定箇所には非常用停止スイッチを設け、非常の場合

は、すべての機器を一斉に停止するものとする。

第６節 給水設備

８－６－１ 一般事項

１．給水設備

給水設備は、 に明示された設計条件に対してその能力を有し、運転が設計図書

確実で操作の容易なものとする。

２．ウォーターハンマ

送水配管が比較的に長く地形の変化が激しい場合は、ウォーターハンマを検討

し、必要に応じて対策を行うものとする。

８－６－２ ポンプ設備

１．ポンプ

(1) ポンプは、偏流や旋回流が生じないもので振動、騒音が少なく に明設計図書

示された条件に対して有害なキャビテーションが発生しないものとする。

(2) ポンプの構造は、連続及び断続運転に耐える堅牢なもので、空気流入等の現

象が生じないものとする。

(3) ポンプは、点検・整備が容易なものとする。

(4) ポンプには、形式、口径、揚程、吐出量、ポンプ回転速度、製造年月、製造

会社名等を明記した銘板を設けるものとする。

(5) ポンプの仕様は、 によるものとする。設計図書

２．ポンプ駆動装置

(1) ポンプ駆動装置は三相誘導電動機とし、異常振動、異常過熱が生じないもの

で、ポンプの連続及び断続運転に耐えるものとする。

(2) 電動機は、定格周波数の下で端子電圧が定格値の±１０％の範囲で変化して

も使用に支障のないものとする。

(3) 電動機は、定格電圧の下で電源周波数が定格値の±５％の範囲で変化しても

支障のないものとする。

(4) 水中ポンプ用電動機を除く電動機の仕様は次によるものとし、これによらな

い場合は、 によるものとする。設計図書

① 形 式 ： 特殊かご形又は巻線形三相電動機
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② 保護方式 ： 開放防滴保護形（屋外形）

③ 絶縁の種類 ： 高圧電動機Ｆ種

低圧電動機Ｅ種

④ 定 格 ： による設計図書

⑤ 電動機の始動方式は、次のとおりとする。

ア. 特殊かご形誘導電動機の始動方式は、「直入始動」、「Ｙ－△始動」、

設計「リアクトル始動」又は「補償器始動」のいずれかとし、その選定は

によるものとする。図書

イ. 巻線形誘導電動機の始動方式は、 に明示された場合を除き、二設計図書

次抵抗始動方式とする。

８－６－３ 配 管

１．送水管

(1) 配管材料は、配管用炭素鋼鋼管、圧力配管用炭素鋼鋼管、配管用アーク溶接

鋼鋼管、一般構造用炭素鋼鋼管又はツル巻鋼管とし、選定は によるも設計図書

のとする。

(2) 配管の接続は、可とう伸縮継手によるものとし、その形式、許容伸縮量、許

容偏心量及び材質は、 によるものとする。設計図書

２．弁 類

弁類については、共通仕様書第６章揚排水ポンプ設備によるものとする。

３．水 槽

水槽の構造、材質、容量等については、 によるものとする。設計図書

８－６－４ 電気機器

１．電 源

設給水設備に使用する電力は別途供給するものとし、供給容量及び供給電圧は

によるものとする。計図書

２．配電盤類

設計配電盤類は、屋内又は屋外閉鎖自立形とし、その選定、構成等については

によるものとする。図書

３．操作盤

(1) 現場操作盤の構造は、屋外壁掛形又はポスト形とし、これによらない場合は、

によるものとする。設計図書
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なお、現場操作盤には、点検・整備時の安全を確保するため、錠付とする。

(2) 中央操作盤の構造は、屋内又は屋外閉鎖自立形とし、その選定、表示等につ

いては によるものとする。設計図書

４．運転及び操作方式

(1) 機器操作は「遠方自動」「遠方手動」「機側手動」とし、「遠方」と「機

側」の切換は現場操作盤にて行い、「自動」と「手動」の切換は中央操作盤で

行えるものとする。

(2) 自動操作は、水槽に設置した水位検知器によりポンプを制御するものとする。

５．照明装置

ポンプ設備には、夜間運転及び点検・整備のための照明装置を設けるものとす

る。

第７節 コンクリート冷却及び加熱設備

８－７－１ 一般事項

コンクリート冷却及び加熱設備は、 に明示された冷却能力及び加熱容量を設計図書

有し、連続運転に耐えるとともに に明示された冷却及び加熱が安定かつ連続設計図書

して行えるものとする。

８－７－２ 冷凍設備

１．冷凍機

(1) 冷凍機は、 に明示された冷凍容量を有し、冷水を安定かつ確実に製設計図書

造するとともに、還水温度の変動に対し冷水の温度が規定温度になるよう調節

出来るものとする。

(2) 圧縮式冷凍機に使用する冷媒は、 によるものとする。設計図書

２．冷却塔

(1) 冷却塔は、冷凍機の冷却水を安定かつ確実に冷却出来るものとし、冷凍機の

冷水温度の変動にも対応出来るものとする。

(2) 冷却塔は丸形又は角形とし、構造部の主要材料はＦＲＰ製とする。

(3) 冷却塔の容量、冷却水温度等能力に関する仕様は、 によるものとす設計図書

る。

(4) 冷却水は、清水で循環方式とする。

３．ポンプ

(1) 冷温水用ポンプは、渦巻ポンプとする。
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(2) ポンプの仕様は によるものとする。、設計図書

４．冷温水槽・原水槽

(1) 冷温水槽・原水槽は、蓋付の丸形槽又は角形槽とする。

(2) 冷温水槽は丸形水槽の場合、冷水槽を中心部に置き周囲を原水槽で囲む２室

構造とする。

(3) 冷温水槽の頂部には、手摺、マンホール及び昇降用タラップを設けるものと

する。

(4) 冷温水槽には、水位警報器を設置するものとする。

(5) 冷温水槽及び原水槽の容量は、 によるものとする。設計図書

(6) 冷温水槽の主要材料は、一般構造用圧延鋼材とする。

５．配 管

設計図(1) 配管は、配管用炭素鋼鋼管又はポリエチレン管の使用を原則として、

に明示された性能を確保するための圧力及び流量を確保出来る管径を有する書

ものとする。

(2) ダム送水管又は還水管には、流量計及び流量を調節出来る弁類を取付けるも

のとする。

(3) 各配管には、点検・整備用の弁類及び継手を設けるものとする。

６．保 温

冷温水の通水配管、冷凍機及びボイラの必要箇所には保温対策を施し、保温材

料はグラスウール材又はホームポリエチレン材とする。

なお、保温の必要箇所は、 によるものとする。設計図書

７．製氷機

製氷機は、コンクリート練上り温度を抑えるために混練水の一部に使用する氷

を製造する機器である。その製氷能力は、 によるものとする。設計図書

８．送 風 機（冷風機）

送風機は、骨材を冷却するために製造された冷風を搬送する送風機で遠心送風

機とする。送風機能力は、 によるものとする。設計図書

９．建 屋

(1) 建屋は軽量鉄骨構造で、冷凍機、配電盤等を収容する広さを有するものとす

る。

(2) 建屋の出入口はアルミ製両引戸とし、採光換気用のアルミ製引違い窓を設け

るものとする。

(3) 建屋には、夜間の運転及び点検・整備に支障のないように照明装置を設ける
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ものとする。

10．電気機器

(1) 電 源

設設備に使用する電力は別途供給するものとし、供給容量及び供給電圧は、

によるものとする。計図書

(2) 配電盤類

設計受電盤及び高圧電動機盤は、屋内閉鎖自立形とし、構成等については、

によるものとする。図書

(3) 操作盤

設計図機側操作盤の構造は、屋内閉鎖自立形とし、これによらない場合は、

によるものとする｡書

(4) 操作及び運転方式

操作及び運転方式は、自動及び手動とし、自動操作のインターロックは、次

のとおりとする。

① 冷凍機の運転は、冷却塔及びポンプ類等の付属機器が正常に作動しているこ

と。

② 冷水・原水槽の水位が規定値内であること。

８－７－３ 加熱設備

１．ボイラ

ボイラは、 に明示された加熱容量を有し、温水を安定かつ確実に製造設計図書

するとともに、還水温度の変動に対し温水の温度が規定温度になるよう調節出来

るものとする。

２．燃料貯油槽

設燃料貯油槽は、共通仕様書第６章揚排水ポンプ設備によるものとし、形式は

によるものとする。計図書

３．燃料移送ポンプ

燃料移送ポンプは、共通仕様書第６章揚排水ポンプ設備によるものとする。

４．燃料小出槽

燃料小出槽は、共通仕様書第６章揚排水ポンプ設備によるものとする。

８－７－４ 熱交換器

熱交換器は、骨材を加熱するために温風を製造する熱交換器であり、その形式、能
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力は によるものとする。設計図書

８－７－５ ダ ク ト

送風ダクトは、 によるものとする。設計図書

第８節 セメント輸送及び貯蔵設備

８－８－１ 一般事項

セメント輸送及び貯蔵設備は防湿構造で、セメントの品質を低下させることなく、

に明示された輸送能力、容量を確保し安定かつ確実な運転が行えるものとす設計図書

る。

８－８－２ セメント輸送設備

１．セメント輸送装置の種類

(1) セメント運搬車よりセメントサイロまでの輸送は、セメント運搬車に装備さ

れた空気圧送（ジェットパック）とする。

(2) セメントサイロよりコンクリートプラントまでの輸送は、スクリュコンベヤ

とバケットエレベータの組合せ又は空気輸送装置、エアスライダとし、選定は

によるものとする。設計図書

２．空気輸送装置

空気輸送装置は、 によるものとする。設計図書

３．エアスライダ

(1) エアスライダは、５゜～８゜の下り勾配とし最小半径は１．８ｍとする。

(2) エアスライダは角形とし、断面形状及びキャンバスはセメント輸送に適した

構造とする。

(3) エアスライダのケースは一般構造用圧延鋼材とし、上下の仕切材は綿帆布と

する。

設計(4) エアスライダの空気源は、ターボブロア又はルーツブロアとし、選定は

によるものとする。図書

４．スクリュコンベヤ

(1) スクリュコンベヤの機長は１５ｍ以下とし、傾斜角度は水平又は２０゜以

下の上り勾配とする。

(2) スクリュは、一般構造用圧延鋼材をねじ状に曲げて、機械構造用炭素鋼鋼管

製の軸に溶接接合されたもので、ピッチはスクリュの直径（Ｄ）に対し０．５
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Ｄ～１．０Ｄとする。

(3) トラフは、一般構造用圧延鋼材製の円形断面とし、スクリュとのすきまは、

３～５㎜とする。

(4) スクリュ軸貫通部は、セメントの漏洩のないシール構造とし、二重隔壁とす

る。

(5) スクリュ軸受は、トラフ両端支持とする。

なお、中間支持を設ける場合は、セメントの輸送に支障のない構造とする。

(6) スクリュコンベヤの駆動は、電動機駆動とする。

５．バケットエレベータ

(1) バケットエレベータは、ベルト形の間隔バケット遠心排出式とする。

(2) バケットエレベータの機長は３０ｍ以下とし、傾斜角度は垂直又は６０゜以

上とする。

(3) バケットの形状は、セメントの輸送及び能力に適したものとする。

(4) ベルトは必要な強度を有するとともに、回転に支障のないしなやかさを有す

るものとする。

(5) バケットエレベータの駆動装置は上部に設置し、下部にはテークアップ装置

を設けるものとする。

(6) バケットエレベータの主要材料は、一般構造用圧延鋼材とする。

(7) バケットエレベータの駆動は、電動機駆動とする。

８－８－３ セメント貯蔵設備

１．セメント貯蔵設備

(1) セメント貯蔵設備は、鋼製セメントサイロとする。

(2) セメントサイロは気密性を有し、上部は円筒形、下部は逆円錐形で４～８本

支柱とする。

(3) 下部逆円錐形勾配は、５５゜～６０゜とする。

(4) セメントサイロの主要材料は一般構造用圧延鋼材とし、全溶接構造又はボル

ト接合とする。

(5) セメントサイロとコンクリートプラント内のセメント貯蔵槽間には、ダクト

を設けるものとする。

(6) セメントサイロ上部には、バグフィルタを設けるものとする。

(7) 逆円錐部下部には、セメントのアーチアクション防止用のバッフルビームを

設けるものとする。
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(8) セメントサイロには、貯蔵量の空満を確認できる表示計を設けるものとする。

(9) セメントサイロ下部の引出しフィーダは、ロータリフィーダとする。

(10) ロータリフィーダの上部には、エアレーション装置及び点検・整備用のスル

ースゲートを設けるものとする。

(11) セメントサイロには、バグフィルタ及びセメントサイロ内部の点検用階段、

手摺等を設けるものとし、その寸法等は共通仕様書第８章８－２－６の１５に

よるものとする。

８－８－４ 電気機器

１．電 源

設計設備に使用する電力は別途供給するものとし、供給容量及び供給電圧は、

によるものとする。図書

２．配電盤類

受電盤及び高圧電動機盤は、屋内閉鎖自立形とし、構成等は によるも設計図書

のとする。

３．操作及び運転方式

(1) 操作及び運転方式は、「機側単独」「遠方単独」「遠方連動」とする。

なお、「機側」「遠方」の切換は、機側操作盤の切換スイッチにより選択出

来るものとし、「単独」「連動」の切換は遠方操作盤の切換スイッチにより選

択出来るものとする。

(2) 遠方操作盤は、コンクリート製造設備の運転室に設置するものとする。

(3) 操作は機側優先とし、機側単独で運転中は他の機器は遠方で操作できないも

のとする。

(4) 連動運転は、次のとおりとする。

① 始 動

機器の始動は、始動時間を考慮して設定するものとし、セメントの流れの下

流から上流の順でタイマ等により順次始動させるものとする。

② 通常停止

機器の停止は、タイマ等により始動順序と逆の方向で順次停止させるものと

し、時間の設定はセメントの払出しを待って停止するものとする。

③ インターロック停止

過負荷又は機側操作等で機器が停止した場合は、セメントの流れの上流側

の機器は直ちに停止するものとする。
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４．操作盤

(1) 操作盤（機側、遠方）は、屋外用鋼板製壁掛形又はポスト形とし、これによ

らない場合は、 によるものとする。設計図書

(2) 機側操作盤は、点検・整備時の安全を確保するため、錠付とする。

第９節 コンクリート運搬設備

８－９－１ 一般事項

コンクリート運搬設備は、コンクリートの受渡しを安全迅速に行い、かつ材料の分

離が少ない構造とし、コンクリート製造設備及びコンクリート打込み設備に対応する

形状、構造及び能力を有するものとする。

８－９－２ トランスファーカ

１．構 造

(1) トランスファーカの走行方式はウインチ式又は自走式、駆動方式は電動式又

はエンジン式とし、仕様は によるものとする。設計図書

設計図(2) コンクリートホッパは、シュート式又はリフトダンプ式とし、仕様は

によるものとする。書

また、コンクリートホッパ及びシュート部は、材料の分離が少ない形状・構

造とする。

(3) コンクリートホッパをシュート式とする場合は、作動確実な排出ゲートを設

けるものとする。

なお、排出ゲートは、エアシリンダ式のカットオフゲートとする。

(4) トランスファーカは、 に明示されたサイクルタイムを満足するもの設計図書

とする。

(5) 走行速度、コンクリートホッパ容量等は、 によるものとする。設計図書

(6) トランスファーカに使用する材料は、 によるものとする。設計図書

(7) 軌条には、疾走防止のためのエンドバッファを設けるものとする。

２．操作及び運転方式

(1) 操作及び運転方式は、 によるものとする。設計図書

(2) トランスファーカには、走行中に設備付近の作業員の安全を確認する安全装

置を具備するものとする。

また、警音器、警色灯を備えるものとする。

(3) トランスファーカには、関連設備及び荷受け・排出・走行間のインターロッ
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クを設けるものとする。

(4) トランスファーカには、夜間運転及び点検・整備のための照明設備を設ける

ものとする。

８－９－３ コンクリート運搬台車及び機関車

１．構 造

(1) コンクリート運搬台車は、コンクリートバケットの積み卸しに適した形状と

し、所要の剛性及び強度を有するものとする。

(2) 機関車は、 に明示されたサイクルタイムを満足するものとする。設計図書

(3) 走行速度、コンクリートバケット容量等は、 によるものとする。設計図書

(4) コンクリート運搬台車に使用する材料は、 によるものとする。設計図書

(5) 軌条には、疾走防止のためのエンドバッファを設けるものとする。

２．操作及び運転方式

(1) 操作及び運転方式は、 によるものとする。設計図書

(2) コンクリート運搬台車及び機関車には、走行中に設備付近の作業員の安全を

確保する安全装置を具備するものとする。

また、警音器、警色灯を備えるものとする。

(3) 機関車には、関連設備及び荷受け・排出・走行間のインターロックを設ける

ものとする。

(4) 機関車には、夜間運転及び点検・整備のための照明設備を設けるものとする

第１０節 操作制御設備

８－１０－１ 共通事項

共通事項は、共通仕様書第６章第９節６－９－１を参照するものとする。

８－１０－２ 盤構造及び形式

盤構造及び形式は、共通仕様書第６章第９節６－９－２を参照するものとする。

８－１０－３ 盤内機器構造

盤内機器構造は、共通仕様書第６章第９節６－９－３を参照するものとする。

８－１０－４ 予 備 品

予備品は、共通仕様書第６章第９節６－９－１８を参照するものとする。
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第９章 ダム施工機械設備（無指定仮設）

第１節 総 則

９－１－１ 適 用

この章は、ダム施工機械設備（骨材製造・貯蔵・輸送設備、コンクリート製造設備、

コンクリート打込み設備、濁水処理設備（濁水・中和処理設備、脱水処理設備）、給

水設備、コンクリート冷却及び加熱設備、セメント輸送及び貯蔵設備、コンクリート

運搬設備（以下「施工機械設備」という。）に適用する。

９－１－２ 一般事項

１．施工機械設備

施工機械設備は、 に明示された施工条件を満足する設備能力、容量の設計図書

性能を有するとともに、耐久性、維持管理、安全性等を考慮した構造とする。

なお、能力及び構造等については「ダム施工機械設備設計指針（案）」による

ものとする。

９－１－３ 準拠基準等

施工機械設備の施工にあたっては、共通仕様書第１章総則、第２章機器及び材料に

よるほか、次の基準等による。

(1) ダム施工機械設備設計指針（案） （ダム技術センター）

(2) 機械設備工事施工管理基準 （水資源機構）

９－１－４ 使用材料

施工機械設備に使用する材料の品質規格は、各機器の使用目的に適合したもので、

十分な強度を持つとともに耐久性に富んだものとする。

９－１－５ 機 能

施工機械設備は、新品又は転用に際して施工期間中の運転に耐える整備を実施した

ものとし、施工計画を満足する運転に耐え、その能力を維持出来るものとする。

９－１－６ 機種改造・変更

施工機械設備の改造又は機種の変更を行うときは、事前に監督員と しなければ協議

ならない。
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９－１－７ 運転・保守

１．施工機械設備は、運転、点検・整備及び安全面等について十分に配慮されたも

のとする。

２．施工機械設備には、消耗部品の交換補修及び資材荷役用等として、必要な設備

にチェーンブロック等を具備するものとする。

３．施工機械設備には、点検・整備に必要な付属工具を具備するものとする。

９－１－８ 電気機器

施工機械設備に使用する電力設備の負荷については、 によるものとする。設計図書

また、施工機械設備には、機器の破損防止及び誤動作による危害防止のため、動作

が確実な安全装置及び保護装置を具備するものとする。

９－１－９ 環境対策

施工機械設備の設置にあたっては、騒音、振動、粉塵、水質汚濁に対し公的規制値

並びに に明示された規制値を満足するほか、自然生態系への影響を緩和する設計図書

夜間照明及び風致景観を配慮した外観色彩等について周辺地域の環境保全に努めなけ

ればならない。

その対策等については、 によるものとする。設計図書

第２節 骨材製造・貯蔵・輸送設備

９－２－１ 一般事項

骨材製造・貯蔵・輸送設備は、施工計画を満足する能力を有し、連続運転に耐える

とともに、所要の骨材を連続して製造出来るものとする。

９－２－２ 一次破砕設備

１．グリズリバー及びグリズリホッパ

(1) グリズリバーは、形鋼、鋼板製又は鋼管製とし、供給原石がダンプトラック

から落下する際の衝撃を吸収又は衝撃に耐える構造を有するものとする。

(2) グリズリバーは、閉塞を起こしにくく、通過しない原石の除去が容易な構造

とし、かつ容易に補修可能な構造とする。

(3) グリズリホッパは、供給原石を円滑にフィーダ又は破砕機へ供給できる構造

とする。

２．エプロンフィーダ
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(1) エプロンフィーダは、グリズリホッパから供給される原石の最大寸法、比重

及び粒度を考慮し、施工計画を満足する原石引出量を連続して引出し、破砕機

へ投入出来るものとする。

(2) エプロンフィーダは、グリズリホッパからの原石落下の際に発生する衝撃及

び摩耗等に耐える構造とする。

３．グリズリ付機械式振動フィーダ

(1) グリズリ付機械式振動フィーダは、グリズリホッパから供給される原石を選

別し、目開き以上の原石を安定かつ円滑に破砕機へ供給出来るものとする。

(2) グリズリ付機械式振動フィーダは、グリズリホッパより原石落下の際に発生

する衝撃及び摩耗に耐える構造とする。

４．ジョークラッシャ

(1) 一次破砕機は、ジョークラッシャを標準とする。

(2) ジョークラッシャは、施工計画の能力を満足し、適正な骨材形状の砕石を安

定して生産出来るものとする。

(3) ジョークラッシャは、原石の破砕で生じる衝撃、摩耗、振動等に耐える構造

とする。

(4) ジョークラッシャの摩耗による出口間隙のひろがりは、容易に調整出来るも

のとする。

９－２－３ 骨材洗浄設備

１．骨材洗浄設備

(1) 骨材洗浄設備は、原石に混入する粘土、有害物及び骨材に付着している微粒

分を確実に分離、除去出来るものとする。

(2) 骨材洗浄設備は、衝撃、摩耗、振動に耐える水密構造とする。

９－２－４ ふるい分け設備

１．バイブレーティングスクリーン

(1) ふるい分け機械は、バイブレーティングスクリーン（床置式）を標準とする。

(2) バイブレーティングスクリーンは、施工計画を満足する能力及び粒度を安定

かつ正確に連続して選別出来るものとする。

また、湿式の場合は、併せて骨材の洗浄、水切りが円滑に行える構造とする。

(3) バイブレーティングスクリーンは、骨材のふるい分けに適したふるい面積及

びふるい角度を有し、衝撃、摩耗、振動等に耐える構造とする。
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２．スクリーンタワー

(1) スクリーンタワーは、塔形鉄骨階層式を標準とし、 に明示された荷設計図書

重のほか、搭載する機器の自量及び機器の振動等にも耐える構造とする。

(2) 各層の床は、エキスパンドメタル又は縞鋼板とし、スクリーンタワー全周に

わたり手摺を設けるものとする。

(3) 各階には、連絡用階段及び梯子を設けるものとする。

３．分級機

(1) 分級機は、骨材及び洗浄水に含有される砂を確実に分級出来る構造とする。

(2) 分級機は、分級点の調節が容易な構造とする。

９－２－５ 二次、三次破砕設備

１．コーンクラッシャ

(1) 二次及び三次破砕機は、コーンクラッシャ（油圧式）を標準とする。

(2) コーンクラッシャは、施工計画を満足する能力及び骨材粒度の製品を安定し

て生産出来るものとする。

(3) コーンクラッシャは、砕石の破砕で生じる衝撃、摩耗、振動等に耐える構造

とする。

(4) コーンクラッシャは、出口間隙の調節が容易に行える構造とする。

９－２－６ 製砂設備

１．ロッドミル

(1) 製砂設備の破砕機は、ロッドミル（湿式）を標準とする。

(2) ロッドミルは、製砂用原料を施工計画を満足する量、粒度の砂を安定かつ円

滑に破砕するとともに粒度調整が容易な構造とする。

(3) ロッドミルは、ロッド及び原料による衝撃に耐える構造とする。

２．分級機

(1) 分級機は、共通仕様書第８章第２節８－２－３の３に準ずるものとする。

９－２－７ 骨材輸送設備

１．構 造

(1) ベルトコンベヤは、輸送中に骨材の落下、分離及び破砕が生じることなく施

工計画を満足する能力で安定かつ確実に輸送を行うものとする。

(2) ベルトコンベヤは、自重及び載荷荷重の他、地震、風雨及び積雪を考慮した
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構造とする。

(3) ベルトコンベヤの乗り継部落差は１．５ｍを標準とし、また最大傾斜角度は、

表９－２－１を標準とする。

表９－２－１ ベルトコンベヤの最大傾斜角度

上 り 原料骨材 １８゜ 下 り 原料骨材 １８゜

コ ン 製品骨材 １５゜ コ ン 製品骨材 １０゜

ベ ヤ ２０％～３０％含水砂 １０゜ ベ ヤ

(4) ベルトコンベヤ上の側角は、２０゜を標準とし、輸送能力は表９－２－２に

よるものとする。

表９－２－２ ベルトコンベヤの輸送能力

Ｑ＝６０・Ｋ（０．９Ｂ－０．０５） ・Ｖ
2

輸送能力（㎥／ｈ） Ｂ：ベルト幅（ｍ）

Ｖ：ベルト速度（ｍ／min）

積載物の側角Ｋの値 １０゜ ２０゜ ３０゜

０．０９６３ ０．１２４５ ０．１５３８

２．駆動装置

(1) 駆動装置は、上り又は水平コンベヤはヘッド部、マイナス動力を生じる下り

コンベヤはテール部を標準とする。

(2) 駆動方式は、電動機の動力を減速機を介したチェーン駆動を標準とし、駆動

部の危険個所には、保護カバーを取付けるものとする。

(3) 駆動装置の動力は、緊急停止時に積載物を除去することなく、再起動可能な

容量とする。

３．ローラ類

(1) キャリア及び緩衝ローラのトラフ角は、３０゜を標準とする。

(2) 各ローラの取付間隔は、表９－２－３を標準とする。

表９－２－３ ローラ取付間隔

ベルト幅 キャリア リターン 自 動 調 心 (m) サ イ ド

(㎜) (㎜) (㎜) キャリア リターン (ｍ)

４５０ １４００ ２８００ １５ ３０ １２

６００ １３００ ２６００ １５ ３０ １２
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７５０ １３００ ２６００ １５ ３０ １２

９００ １２００ ２４００ １５ ３０ １２

１０５０ １２００ ２４００ １５ ３０ １５

１２００ １２００ ２４００ １５ ３０ １５

４．逆転・疾走防止装置

停止時に逆転又は疾走する恐れのあるベルトコンベヤには、作動確実な逆転・

疾走防止装置を取付けるものとする。

なお、１００Ｎ・ｍ以上のトルクコンベヤの逆転・疾走防止装置は、電動油圧

式ブレーキを標準とする。

５．テークアップ装置

(1) テークアップ装置は、ベルトコンベヤの機長が３０ｍ未満の場合はスクリュ

－式、３０ｍ以上の場合はカウンターウェイト式を標準とする。

なお、カウンターウェイトで対応出来ない長距離のベルトコンベヤ等は、パ

ワー式とする。

(2) テークアップ装置の取付箇所は、水平ベルトコンベヤでは頭部の駆動プーリ

直後、傾斜ベルトコンベヤではテール部を標準とする。

なお、機長が１５０ｍ以上のベルトコンベヤは原則として駆動プーリ直後に

設置するものとする。

６．落石防止板

公道又は作業員通路上を横切るベルトコンベヤには、輸送中の骨材の落下を防

止するスカート、鋼板製等の落下防止板を取付けるものとする。

７．ベルトカバー

製品輸送用（ストックパイルからバッチャープラントの間）のベルトコンベヤ

には、雨避けのためのベルトカバーを取付けるものとする。

８．ベルトクリーナ

ベルトクリーナは、ベルトの表面に残っている付着物を確実に取り除ける構造

とする。

９．コンベヤフレーム

コンベヤフレームの長さは、６ｍ（又は７ｍ）の整数倍のスパンのものを組合

わせることを標準とする。

10. 支 柱
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(1) 支柱は、形鋼の静定トラス又は鋼管のラーメン構造を標準とする。

(2) 支柱の頂部の幅及び根開きは、表９－２－４を標準とする。

表９－２－４ 支柱頂部の根開き

ベルト幅 頂部の幅（ｂ） 根 開 き（ｂ ）０

４５０㎜ ８５０㎜ ｂ ＝ｂ＋０．２ｈ０

６００㎜ １０００㎜ ｈ：支柱の高さ（mm）

７５０㎜ １２００㎜ ・ただしｈが５ｍ程度までｂ ＝ｂ０

９００㎜ １３００㎜ としてもよい。

11. 自動連続計量器

(1) 自動連続計量器は電子式とし、計量精度の検定はテストチェーン方式による。

(2) 自動連続計量器のコントロールユニットには、遠隔累積質量表示計及び遠隔

瞬間質量表示計を具備するものとする。

12. 金属片検出装置

(1) 検出方法は、励磁電流方式を標準とする。

(2) 金属片を検出した場合は、直ちに関連する機器及びベルトコンベヤを停止さ

せる構造とする。

13. 照明設備

ベルトコンベヤフレーム、ベルトコンベヤ乗継部には、夜間運転及び点検・整

備に支障のないよう、照明装置を設けるものとする。

９－２－８ 骨材貯蔵及び引出し設備

１．サージパイル及びストックパイル

(1) サージパイル及びストックパイルは、野積方式とする。

(2) サージパイル及びストックパイルの引出し部は、コンクリート製又はコルゲ

ートパイプ製とし、片側閉塞構造の場合は、非常用脱出口を設けるものとする。

２．ロックラダ

(1) 粗骨材（最大粒径３０㎜以上）の製品ストックパイルには、ロックラダを設

けるものとする。

(2) ロックラダは、骨材の落下による再破砕及び閉塞等のない構造とする。

３．砂貯蔵

(1) 砂貯蔵を槽方式とする場合、砂貯蔵槽は、コルゲートパイプ製を標準とする。

(2) 砂貯蔵は、施工計画を満足する容量を有するとともに、脱水効果に優れ凍結
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及びアーチング防止を充分考慮した構造とする。

４．調整槽

(1) 調整槽は、鋼製又はコルゲートパイプ製とし、屋根を設けることを標準とす

る。

(2) 調整槽は、施工計画を満足する容量を有するとともに、骨材の閉塞が起きな

い構造とする。

５．引出し装置

(1) サージパイル、ストックパイル、砂貯蔵及び調整槽には、施工計画を満足す

る能力で安全かつ正確に行える引出し装置を設けるものとする。

(2) 引出し装置の直前には、引出し機器の点検・整備用として、作動確実な手動

式ゲートを設けるものとする。

９－２－９ 建 屋 等

１．機械設備用建屋

(1) 各設備には、必要に応じて建屋を設置することを標準とする。

(2) 建屋は、収容する機械、機器、付属装置の分解整備が出来る構造とする。

(3) 建屋には、各機器に具備するチェーンブロック等の取付けが可能な構造とす

る。

２．電気室建屋

(1) 盤類及び操作室用建屋は、耐火性、積雪荷重等を考慮した組立式ハウスとし、

風雨、小動物の侵入を防止する構造とする。

(2) 建屋は、運転監視のための視界を確保するものとする。

３．照明装置

建屋には、各設備の夜間運転及び点検・整備に支障のないよう、照明装置を設

けるものとする。

９－２－10 操作及び運転方式

１．操作及び運転方式

(1) 操作及び運転方式は、「機側単独」「遠方単独」「遠方連動」とする。

なお、「機側」「遠方」の切換は機側操作盤の切換スイッチにより選択出来

るものとする。

(2) 操作は機側優先とし、機側単独で運転中は、同一系列内の他の機器が遠方操

作出来ない構造とする。



342

また、遠方単独の場合の起動時には、骨材の流れの下流側の機器から順次操

作しなければ操作出来ないものとする。

(3) 連動運転

同一系列内の運転は、次によるものとする。

① 起 動

機器の起動は、起動時間を考慮して設定し、骨材の流れの下流から上流の順

でタイマ等により順次起動させるものとする。

② 通常停止

通常停止は、タイマ等により起動順序と逆の方向で順次停止させ、時間の設

定は、骨材の払出しを待って停止するものとする。

③ インターロック停止

過負荷又は機側操作等で機器が停止した場合は、骨材の流れの上流側の機器

は直ちに停止するものとする。

(4) 非常停止

① 非常の場合は、操作盤（機側、遠方）及び現場内の非常停止スイッチにより

すべての機器を一斉に停止するものとする。

② 機側非常停止スイッチは、各機器ごとに点検通路から操作出来るところに設

置するものとする。

③ 非常停止スイッチは、誤操作のないよう配慮した構造とする。

(5) 起動警報

①「遠方単独」操作時には、対象機器の始動完了までベル、ブザー又はサイレ

ンにより自動警報するものとする。

② 連動運転では、系統内機器の始動完了までベル、ブザー又はサイレンにより

自動警報するものとする。

③ 連動運転時に通常停止以外の原因で停止した場合は、遠方操作盤にベル、ブ

ザー又はサイレンにより警報表示するものとする。

(6) 安全スイッチ類

① ドラムスクラバ及びロッドミルには、点検・整備時の安全をさらに確保する

ためにキー付安全スイッチを設け、このスイッチを作動させた時は、機側操作

盤及び遠方操作盤からは起動出来ないものとする。

② ベルトコンベヤには、ロープスイッチを設け、ロープスイッチを作動させた

時は、当該ベルトコンベヤを即時停止させるとともに、上流側の機器も直ちに

停止するものとする。
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第３節 コンクリート製造設備

９－３－１ 一般事項

コンクリート製造設備は、施工計画を満足する能力を有し連続運転に耐えるととも

に、均一なコンクリートを安定かつ連続して製造出来るものとする。

９－３－２ 受 材 部

１．一般事項

受材部は、ベルトコンベヤから供給される骨材を各貯蔵槽に分配できるターン

ヘッドを設けるものとする。

２．設置位置

受材部は、材料の搬入及び管理に便利な構造とする。

３．構 造

受材部は鉄骨構造とし、室内にはターンヘッド、供給ベルトコンベヤ及びセメ

ント輸送装置を配置出来るスペースを設けるものとする。

９－３－３ 貯 蔵 部

１．骨材貯蔵槽

(1) 骨材貯蔵槽は、骨材の自然流下が円滑に行われる形状及び構造とする。

(2) 各貯蔵槽は、骨材質量及び骨材落下により生ずる衝撃等の荷重に対して強度

と剛性を持たせた構造とする。

(3) 粗骨材（最大粒径３０㎜以上）の槽には、ロックラダを設けるものとする。

２．セメント貯蔵槽

(1) セメント貯蔵槽は、セメントの貯蔵及び排出が安定かつ確実に行える構造と

する。

(2) セメント貯蔵槽は、防水防塵構造とする。

９－３－４ 計 量 部

１．計量器

(1) 計量器は、振動等の影響を受けることなく、施工計画を満足する時間内で正

確かつ安定して計量出来るものとする。

(2) 各材料の計量は、質量計量方式とし、各計量器は計量器検定試験に合格した

ものとする。

なお、各材料の計量誤差は、ＪＩＳ Ａ ５３０８（レディーミクストコンク
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リート）に準ずるものとし、各材料の計量誤差は次のとおりとする。

① 骨 材 ： ±３％

② セメント ： ±１％

③ 水 ： ±１％

④ 混 和 剤 ： ±２～３％

(3) 骨材計量器は、全自動個別質量計量方式を標準とする。

(4) 計量器には、静荷重試験を行うためのテストウェイト及びこれに代わる設備

を設けるものとする。

９－３－５ サンプリング装置

排出ゲートの下部には、練り上がりコンクリートのサンプリング装置を設けるもの

とする。

第４節 コンクリート打込み設備

９－４－１ 一般事項

コンクリート打込み設備は、施工計画を満足する能力を有し、連続運転に耐えると

ともに、コンクリートの品質を低下させることなく、迅速かつ安全確実に所定のコン

クリート打込みが出来るものとする。

コンクリート打込み設備は、弧動式ケーブルクレーン、走行式ジブクレーン、タワ

ークレーンに適用し、両端固定式ケーブルクレーン、両端走行式ケーブルクレーン、

固定式ジブクレーン、軌索式ケーブルクレーン、インクライン等は本節に準ずるもの

とする。

９－４－２ 弧動式ケーブルクレーン

１．構 造

ケーブルクレーンは、固定塔、移動塔、主索、機械室、巻上・横行・走行装置、

各ワイヤロープ及びシーブ、運転室、電気機器等で構成され、信頼性が高く耐久

性に富んだものとする。

２．固定塔

(1) 固定塔は、固定塔本体、サイドステー、バックステーで構成し、主索の端末

を確実に固縛するものとする。

また、巻上、横行及びハンガー用のシーブ類を取付けるものとする。

(2) 固定塔は、形鋼及び鋼鈑の溶接又はボルト接合構造とし、主索張力、各種ロ
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ープ張力、風力及び自重に対して、クレーン構造規格に従った強度と剛性及び

安全率を有するものとする。

３．移動塔

(1) 移動塔は、本体、軌条走行装置、バランスウェイト等で構成し、主索の端末

を確実に固縛するとともに、荷重が各車輪に均等に分担され、施工計画を満た

す走行が円滑に行えるものとする。

(2) 移動塔は、走行装置、バランスウェイト、制御装置その他の機器を合理的に

配置するとともに、主索張力、各種ロープ張力、風力及び自重に対して、クレ

ーン構造規格に従った強度と剛性及び安全率を有するものとする。

(3) 走行路の上下流端には、エンドバッファを設けるものとする。

４．主 索

(1) 主索は、ロックドコイルロープとし、安全率は３．０以上とする。主索の両

端は、ソケットに確実に合金止めを行い、長期にわたる作業に耐えるものとす

る。

(2) 主索のサグ量（たわみ度）は、定格荷重時に径間の５％、定格荷重での横行

範囲は、径間の７０％以下で、片側の寄りは１５％を標準とする。

(3) 定格荷重は、コンクリートバケット、コンクリート及び吊り金具の合計荷重

とする。

５．機械室

(1) 機械室は、巻上装置、横行装置、主索調整装置、電気機器等を合理的に配置

するものとする。

(2) 機械室は、軽量鉄骨構造で、風雪等の外力に耐える構造とする。

６．巻上及び横行装置

(1) 巻上及び横行装置は、施工計画を満足する速度を確保し、速度変化、微調整

に確実に対応し、共通仕様書第８章第４節８－４－２の６に示す安全装置が確

実に作動する構造とする。

(2) 巻上及び横行装置の制動機としては、通常ブレーキと非常用ブレーキの２系

統を設け、緊急停止も可能な構造とする。

(3) 揚程は、コンクリートバケットの巻下最低位置から巻上最高位置までの距離

に、構造及び保安上必要な余裕を見込んだものとする。

７．走行装置

走行装置は、施工計画を満足する速度での確実な走行、起動、停止及び微動走

行が可能な構造とし、共通仕様書第８章第４節８－４－２の７に示す安全装置が
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確実に作動するものとする。

８．ワイヤロープ及びシーブ

(1) ワイヤロープは、キンク、素線切れ、錆、傷等のないものを使用し、施工計

画上の荷重に対して共通仕様書第８章第４節表８－４－１に定める安全率を有

し、いかなる位置に置いてもねじれや回転がないものとする。

(2) 各シーブは、点検又は交換が容易に行える構造とし、取付ブラケット及び架

台については、偏荷重に対しても十分な強度を有する構造とする。

(3) ワイヤロープのドラムへの固定方法はコッタ止めとし、余巻数は３巻以上と

する。

(4) ワイヤロープは、製作完了時にプレテンション加工を行うものとする。

(5) 電纜索は、固定塔と移動塔間に固定し、照明器具、動力及び操作ケーブルの

自重、風雪に対して共通仕様書第８章第４節表８－４－１に定める安全率を有

するものとする。

９．操作及び運転方式

(1) 操作及び運転場所は、「機械室」「運転室」の２箇所とし、その切換は機械

室操作盤の切換スイッチにより選択出来るものとする。

(2) 操作は機械室優先とし、機械室で運転中は運転室で操作出来ないものとする。

10. 安全装置

ケーブルクレーンには、次の安全装置を備えるものとする。

(1) 非常停止スイッチ

(2) 常用リミットスイッチ（巻上、巻下、横行、走行）

(3) 非常用リミットスイッチ（巻上、巻下、横行）

(4) 減速開閉器（設定値は定格の１１５％）

(5) 過負荷保護装置

(6) 巻上、巻下用非常ブレーキ

(7) 張 力 計

(8) 荷 重 計

(9) 移動塔及びコンクリートバケットには、警音器、警色灯を備えるものとする。

(10) 運転室には、警報サイレンのスイッチを備えるものとする。

(11) 二重操作を行うと危険のある機構及びスイッチ類は、すべてインターロック

を設けるものとする。
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９－４－３ 走行式ジブクレーン

１． 構 造

走行式ジブクレーンは、門形走行体、旋回フレーム、機械室、運転室、ブーム、

巻上装置、起伏装置、旋回装置、走行装置、ワイヤロープ及びシーブ、電気機器

等で構成され信頼性が高く、耐久性に富んだものとする。

２．門形走行体

(1) 門形走行体は、構造用圧延鋼材をボルト接合又は溶接したプレートガーダ式

とし、水平、垂直及び旋回各種の外力に対してクレーン構造規格に定める剛性

と強度を有するものとする。

なお、作業時及び非作業時の転倒モーメントに対する安全率はクレーン構造

規格に従い転倒しないものとする。

(2) 門形脚下は、コンクリートバケットを搭載した台車又はトランスファーカが

並行して通過出来るスペースを有するものとする。

３．巻上装置

(1) 巻上装置は、施工計画を満足する速度を確保し、速度変化、微調整に確実に

対応し、共通仕様書第８章第４節８－４－２の６に定める安全装置が確実に作

動する 構造とする。

(2) 巻上装置には、通常ブレーキと非常用ブレーキの２系統を設け、緊急停止も

可能な構造とする。

(3) 揚程は、コンクリートバケットの巻下最低位置から巻上最高位置までの距離

に構造及び保安上必要な余裕を見込んだものとする。

４．起伏装置

起伏装置は、共通仕様書第８章第４節８－４－３の８に準ずるものとする。

５．走行装置

走行装置は、施工計画を満足する速度での走行、起動・停止及び微動走行が可

能な構造とし、共通仕様書第８章８－４－２の７に示す安全装置が確実に作動す

るものとする。

６．ワイヤロープ及びシーブ

(1) ワイヤロープは、キンク、錆、傷等素線切れのないものとし、施工計画上の

荷重に対して共通仕様書第８章第４節表８－４－１に定める安全率を有し、い

かなる位置に置いてもねじれや回転がないものとする。

(2) 各シーブの形状は、各々のロープ径によりクレーン構造規格に定めたものと
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する。

(3) ワイヤロープのドラムへの固定方法はコッタ止めとし、余巻数は３巻以上と

する。

(4) ワイヤロープは、製作完了時にプレテンション加工を行うものとする。

７．操作及び運転方式

(1) 操作及び運転場所は、「機械室」「運転室」の２箇所とし、その切換は機械

室操作盤の切換スイッチにより選択出来るものとする。

(2) 操作は機械室優先とし、機械室で運転中は運転室で操作出来ないものとする。

８．安全装置

ジブクレーンには、次の安全装置を備えなければならない。

(1) 非常停止スイッチ

(2) 常用リミットスイッチ（巻上、巻下、起伏、走行）

(3) 非常用リミットスイッチ（巻上、巻下、起伏）

(4) 減速開閉器（設定値は定格の１１５％）（巻下、起伏）

(5) 過負荷保護装置

(6) 巻上、巻下用非常ブレーキ

(7) コンクリートバケットには、警音器、警色灯を備えるものとする。

(8) 運転室には、警報サイレンのスイッチを備えるものとする。

(9) 二重操作を行うと危険のある機構及びスイッチ類は、すべてインターロック

を設けるものとする。

９－４－４ タワークレーン（油圧定置式）

１．構 造

タワークレーンは、架台、マスト、ガイドマスト、旋回フレーム、機械室、運

転室、ブーム、巻上装置、起伏装置、旋回装置、昇降装置、ワイヤロープ及びシ

ーブ、フック及びコンクリートバケット、電気機器等で構成され、信頼性が高く

耐久性に富んだものとする。

２．架台及びマスト

(1) 架台は、クレーン全質量を支えるとともに転倒モーメントを基礎ボルトに伝

達出来る剛性と強度を有するものとする。

(2) 架台中央部には、マストを連結するフランジを設けるものとする。

３．ガイドマスト及び昇降フレーム

(1) ガイドマストには、昇降に必要な装置を設けるほか、上端に旋回ベアリング
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を設け旋回フレームを支えるものとする。

(2) 昇降フレームには、昇降ピン及びガイドローラを設け、ガイドマストと油圧

シリンダで連結することにより昇降動作を行うとともに、作業時にはガイドマ

ストの質量を昇降ピンによりマストへ伝達することにより、直接支えるものと

する。

４．巻上装置及び起伏装置

巻上装置及び起伏装置は、各々共通仕様書第９章第４節９－４－３の３及び９

－４－３の４によるものとする。

５．ワイヤロープ及びシーブ

ワイヤロープ及びシーブは、共通仕様書第９章第４節９－４－３の６によるも

のとする。

６．操作及び運転方式

操作及び運転方式は、共通仕様書第９章第４節９－４－３の７によるものとす

る。

７．安全装置

安全装置は、共通仕様書第９章第４節９－４－３の８によるものとする。

第５節 濁水処理設備

９－５－１ 一般事項

濁水処理設備は、施工計画を満足する能力を有し、連続運転に耐えるとともに、濁

水の処理が安定かつ連続して行えるものとする。

９－５－２ シックナ

１．一般事項

シックナは、濁水中のスラッジと清澄水との分離及びスラッジの引き抜きが容

易に行える構造とする。

２．スラッジ

沈殿槽底部に沈降したスラッジは、レーキ等により確実にピットにかき集めら

れるものとする。

９－５－３ 脱 水 機

１．フィルタプレス

(1) フィルタプレスの仕様は、次を標準とする。
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① 形 式 ： 半自動式又は自動式

② 濾室の構成 ： 単 式

③ 脱水方式 ： ポンプによる圧入

④ ケーキの厚さ ： ３０ｍｍ～５０ｍｍ

⑤ ケーキの含水率 ： ３５％以下

⑥ 脱水サイクル ： ６０～１２０分

２．脱水ケーキ積込みホッパ

脱水ケーキ積込みホッパは、フィルタプレスからのケーキの貯留及び搬出機へ

の積込みが円滑な構造とする。

９－５－４ ポンプ類

１．ポンプ類

(1) 各ポンプは、施工計画上の濁水等を安定かつ確実に輸送出来るものとする。

なお、ポンプには原則として予備機（１台）を具備するものとする。

(2) 配管は、使用条件に適応した材料と口径を有するものとする。

９－５－５ 槽 類

１．槽 類

各槽は使用目的に適応した水密構造で、施工計画上の反応、中和、沈降、溶解

が安定かつ確実に行われるものとする。

９－５－６ 中和処理装置

１．中和処理装置

中和処理装置は、施工計画を満足する処理能力、排水基準を確保し安全で確実

な運転が行えるものとする。

９－５－７ 計測装置

１． 計測装置の指示及び記録は、中央操作盤で行うものとする。

２． 計測装置の形式は、表９－５－１を標準とする。

表９－５－１ 計測装置の形式

計測装置 形 式 計 測 対 象

流 量 計 堰式、パーシャルフリューム式、電磁式 原水及び処理水
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濁 度 計 表面散乱光式、透過光式 原水及び処理水

ｐ Ｈ 計 浸漬形（超音波式洗浄装置付） 原水及び処理水

第６節 給 水 設 備

９－６－１ 一般事項

１．給水設備

給水設備は、施工計画を満足する能力を有し、運転が確実で操作の容易なもの

とする。

２．ウォーターハンマ

送水配管が比較的に長く地形の変化が激しい場合、ウォーターハンマを検討し、

必要に応じて対策を行うものとする。

９－６－２ ポンプ設備

１．ポンプ

(1) ポンプは、偏流や旋回流が生じないもので振動、騒音が少なく施工計画上の

揚水条件に対して有害なキャビテーションが発生しないものとする。

(2) ポンプは、点検・整備が容易なものとする。

２．ポンプ駆動装置

ポンプ駆動装置は三相誘導電動機とし、異常振動、異常過熱が生じないもので、

ポンプの連続及び断続運転に耐えるものとする。

９－６－３ 配 管

配管は、使用条件に適応した材料と管径を有するものとする。

第７節 コンクリート冷却及び加熱設備

９－７－１ 一般事項

コンクリート冷却及び加熱設備は、施工計画を満足する冷却能力を有し、連続運転

に耐えるものとする。

９－７－２ 冷 凍 機

１．冷凍機の構造は、ターボ冷凍機又はスクリュー冷凍機を標準とする。

２．冷凍機は、施工計画を満足する冷凍容量を持ち、冷水を安定かつ確実に製造す
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るとともに、還水温度の変化に対し冷水の温度が規定温度になるよう調節出来る

ものとする。

３．冷凍機は、密閉形とする。

９－７－３ 冷 却 塔

１．冷却塔は、冷凍機の冷却水を安定かつ確実に冷却出来るものとし、冷凍機の冷

水温度の変動にも対応出来るものとする。

２．冷却水は、清水で循環方式を標準とする。

９－７－４ 加熱設備

１．混合水の加熱、骨材の温風加熱等の熱源設備としてボイラ又はヒータを標準と

する。

２．加熱設備は、施工計画書を満足する加熱容量を持ち、温水等を安定かつ確実に

製造するとともに還水温度の変動に対し温水の温度が規定温度になるよう調節出

来るものとする。

９－７－５ 燃料貯油槽

１．燃料貯油槽は、「危険物の規制に関する政令」等の関係法令及び該当する地方

公共団体の条例等を遵守しなければならない。

２．燃料貯油槽は、溶接構造で堅固なものとし、地震、風雨、落雷等に耐えるもの

で、漏油等の生じない構造とする。

第８節 セメント輸送及び貯蔵設備

９－８－１ 一般事項

セメント輸送及び貯蔵設備は防湿構造で、セメントの品質を低下させることなく、

施工計画上の輸送能力、容量を確保し安定かつ確実な運転が行えるものとする。

９－８－２ セメント輸送設備

１．セメント輸送装置の種類

(1) セメント運搬車よりセメントサイロまでの輸送は、セメント運搬車に装備さ

れた空気圧送を標準とする。

(2) セメントサイロよりコンクリートプラントまでの輸送は、スクリューコンベ

ヤとバケットエレベータの組合せ又は空気輸送装置、エアスライダを標準とす



353

る。

９－８－３ セメント貯蔵設備

１．セメント貯蔵設備は、鋼製セメントサイロを標準とする。

２．セメントサイロは、気密性を有するものとする。

第９節 コンクリート運搬設備

９－９－１ 一般事項

コンクリート運搬設備は、コンクリートの受渡しを安全迅速に行い、かつ材料の分

離が少ない構造とし、コンクリート製造設備及びコンクリート打込み設備に対応する

形状、構造及び能力を有するものとする。

９－９－２ トランスファーカ

１．構 造

(1) コンクリートホッパ及びシュート部は、材料の分離が少ない形状・構造とす

る。

(2) コンクリートホッパをシュート式とする場合は、作動確実な排出ゲートを設

けるものとする。

(3) トランスファーカは、施工計画を満足するサイクルタイムで運転出来るもの

とする。

(4) 軌条には、疾走防止のためのエンドバッファを設けるものとする。

２．操作及び運転方式

トランスファーカには、走行中に設備付近の作業員の安全を確保する安全装置

を具備するものとする。

９－９－３ コンクリート運搬台車及び機関車

１．構 造

(1) コンクリート運搬台車は、コンクリートバケットの積み卸しに適した形状と

し、所要の剛性及び強度を有するものとする。

(2) 軌条には、疾走防止のためのエンドバッファを設けるものとする。

２．操作及び運転方式

コンクリート運搬台車及び機関車には、走行中に設備付近の作業員の安全を確

保する安全装置を具備するものとする。
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第１０章 管理用機械設備

第１節 総 則

１０－１－１ 適 用

この章は、管理用機械設備として設置する昇降設備、係船設備、堤内排水設備、流

木止設備、水質保全設備（以下「管理用設備」という。）及び鋼製付属設備に適用す

る。

１０－１－２ 一般事項

管理用設備は、 に明示された条件に対して確実な性能を発揮するとともに、設計図書

耐久性に富み、保守管理が容易で安全な構造とする。

１０－１－３ 準拠基準等

管理用設備の施工にあたっては、 によるほか、次の基準等による｡設計図書

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

(1) 機械設備工事施工管理基準 （水資源機構）

(2) 河川管理施設等構造令および同令施行規則 （国土交通省）

(3) 国土交通省河川砂防技術基準 （国土交通省）

(4) ダム・堰施設技術基準（案） （ダム・堰施設技術協会）

(5) 揚排水ポンプ設備技術基準・設計指針（案）（同解説）

（河川ポンプ施設技術協会）

(6) 昇降機耐震設計・施工指針 （国土交通省）

(7) クレーン等安全規則 （厚生労働省）

(8) エレベーター構造規格 （厚生労働省）

(9) 小型船舶安全規則 （国土交通省）

(10) 電気設備に関する技術基準を定める省令 （経済産業省）

(11) 日本エレベータ協会基準 （日本エレベータ協会）

１０－１－４ 付属工具

１．付属工具

受注者は、管理用設備の保守管理に必要な付属工具を納品するものとする。

なお、付属工具数量表を工具納品時に添付するものとする。
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第２節 昇降設備

１０－２－１ 一般事項

１．本節の昇降設備とは、エレベータ、モノレール及びインクラインをいう。

２．昇降設備は、設置環境を考慮し、昇降が安全、確実であるとともに運転操作、

保守管理が容易なものとする。

１０－２－２ エレベータ

１．構 造

(1) エレベータは、駆動装置、かご、乗場、昇降路内機器及び操作制御設備等に

より構成する｡

(2) 駆動装置を上部据置形とする場合は、機械室を設けるものとする｡

(3) 昇降速度、積載質量、定員等は、 によるものとする｡設計図書

(4) 耐震措置について、設計用水平震度等は によるものとする。設計図書

２．駆動装置

駆動装置は、電動機、ブレーキ、減速機、駆動綱車（シーブ）、そらせ車等に

より構成されるものとする。

(1) 電動機

電動機は、エレベータ用とし、頻繁な始動停止に耐えられるものとする。

(2) ブレーキ

① ブレーキは、動力が断たれたとき又は電気的安全装置が作動したときに確実

に作動するものとする｡

制動力は、かごに積載質量の１２５％までの荷重を乗せて下降している場合

でも、かごを減速、停止させ、その状態を保持する能力を有するものとする。

② ブレーキは、２系列以上とする。

(3) 減速機

減速機に使用する歯車は、 に明示された動力容量の伝達に対してエ設計図書

レベータ構造規格を満足する強度、硬度及び耐摩耗性を有し、油槽中に収める

ものとする。

(4) 駆動綱車（シーブ）

駆動綱車（シーブ）は、主ロープに適応した特殊溝形を精密に機械加工した

もので、その径は主ロープの直径の４０倍以上とし、地震、かご揺れにより主

ロープがシーブより外れない構造とする｡

また、耐震クラスに応じて、ロープガイドを設けるものとする｡
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(5) そらせ車

そらせ車は、主ロープに適応した特殊溝形を精密に機械加工したもので、地

震、かご揺れにより主ロープがそらせ車より外れない構造とする。

(6) 主ロープ

主ロープは、エレベータ用ロープを使用するものとする。

(7) 張力平衡用ばね

主ロープの端末引き止め部には、張力平衡用ばねを設け、各主ロープの張力

が均一になる構造とする。

(8) ロープ質量の補償装置

エレベータには、巻上げロープの質量を補償する装置を設けるものとする。

３．か ご

かごは、かご枠、かご床、側板、戸、天井、幅木、前柱、敷居、かご内機器等

により構成されるものとし、かご構造については、エレベータシャフト内の水滴、

結露等による腐食及びかご内への水分の侵入を防ぐ構造とする｡

(1) かご枠

かご枠は、上梁、下枠、縦枠及び床枠から構成され、堅固な構造とする｡

(2) かごの床

床は、質量に対して均一な強度面を有し、不燃材を張るものとする。

(3) かご内機器等

① 室内板は、鋼板製とし裏面に補強を施したもので、ひずみを除去したものと

する。

② 天井に救出口を設ける場合は、 によるものとする｡設計図書

③ かご上には保守点検用として、かご上操作盤、手摺及びコンセント、保守運

転用押しボタンスイッチ及び運転停止用安全スイッチを取付けるものとする｡

④ かご室内には、かご内操作盤、照明器具、換気扇、乗過ぎ警報装置、インタ

ーホン、電話機、停電灯、かご内位置表示器、用途・積載質量及び最大定員を

明示した標識、保護マットを備えるものとする｡

⑤ かご内ボタンは、押しボタン点灯式で防滴形とする。

⑥ かご内照明は、常時にはＡＣ１００Ｖを電源とする蛍光灯とし、停電時には

蓄電池により点灯する非常灯を設けるものとする｡

⑦ 戸、側板、天井、幅木、前柱等は、ステンレス鋼板をヘアライン仕上げとす

るが、これによらない場合は、 によるものとする｡設計図書

⑧ 通常運転に使用しないスイッチ類は、かご内操作盤のスイッチボックスに収
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納し、カバーによる鍵付とする｡

⑨ 監視カメラ等を設ける場合は、 によるものとする｡設計図書

(4) かごの戸

かごの戸は、電動自動開閉式で静粛、かつ、円滑に開閉するものとする。

また、戸には、セフティシューを取付け、戸が閉まる際にセフティシューに

物体が触れたときは直ちに反転して開くものとする｡

４．乗 場

乗場は、三方枠、乗場の戸、敷居、乗場ボタン、乗場位置表示器等により構成

されるものとする｡

(1) 三方枠は、裏面に補強を施したステンレス製とし、ひずみを除去したものと

する。

(2) 乗場の戸は、電動開閉でかごの戸と連動するものとする。

(3) 戸及び三方枠は、防滴、防塵及び防錆には十分考慮するものとし、敷居は摩

耗に耐えるものとする｡

(4) 乗場ボタンは、押しボタン点灯式で防滴形とし、カバープレートはステンレ

ス鋼板にヘアライン仕上げ等を施したものとするが、これによらない場合は、

によるものとする｡設計図書

(5) 乗場位置表示器は点灯式とし、かごの位置及び進行方向を示すもので、各階

出入口の見易い位置に取付けるものとする｡

位置表示器は防滴形としカバープレートはステンレス鋼板にヘアライン仕上

げ等を施したものとするが、これによらない場合は、 によるものとす設計図書

る｡

５．昇降路内機器

昇降路内機器は、レール、レールブラケット、レールガイド、自動着床装置、

カウンタウエイト等により構成されるものとする。

(1) レールは、エレベータ用Ｔ形レールを使用し、レールブラケットに取付ける

ものとする｡

(2) レールの継目は、ほぞ継ぎとし、継目板で接続するものとする。

(3) レールブラケットは、アンカーボルトでコンクリート構造物に強固に取付け

るものとする。

(4) レールガイドは、スライディングガイドシュー又はガイドローラによるもの

とし、レール面への接触圧を調整出来るものとする｡

なお、強制潤滑を行う場合は、 によるものとする。設計図書
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(5) 自動着床装置は、積載質量の範囲内で正確に着床出来るもので、その精度は

によるものとする｡設計図書

(6) カウンタウェイトは、鋳鉄製又は鋼製で自重を容易に加減出来る構造とし、

鋼製の枠又は通しボルト等により強固に組立てるものとする｡

６．身体障害者用付加仕様

身体障害者用付加仕様については、 によるものとする｡設計図書

７．操作制御設備

エレベータの運転方式は、乗合全自動方式とし、以下の機器等を備えるものと

する。

(1) 制御盤は、屋内閉鎖自立形とし、エレベータの安全な運転に必要な電磁接触

器、継電器、進相コンデンサ、スペースヒータ、コンセント等を具備するもの

とする｡

(2) 電気機器には、防滴及び防湿対策を施すものとする｡

(3) 電気配線は、 で明示された場合を除き、制御盤から機械室内、かご、設計図書

昇降路内までとする。

(4) 管理所内に電源、進行方向、運行位置、故障を監視出来る監視盤を設ける場

合は、 によるものとする｡設計図書

８．安全装置及び保護装置

エレベータには、次の安全装置等を備えるものとする。

(1) 上下限リミットスイッチ

(2) ファイナルリミットスイッチ

(3) 過速度安全装置

(4) 非常止め装置

(5) 緩衡装置

(6) その他地震時管理制御装置、火災時管制運転、停電時救出運転、故障自動通

話装置等を設ける場合は、 によるものとする｡設計図書

９．予備品

操作制御設備には、次に示す部品のうち当該設備に使用した部品を予備品とし

て納品しなければならない。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) ランプ 現用の１０％以上（最低１個以上）

(2) 制御回路ヒューズ（設置している場合） 現用の１０％以上（最低１個以上）

(3) Ｌ Ｅ Ｄ 現用各種ごとに１個以上
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(4) 補助リレー類 現用各種ごとに１個以上

(5) 電力ヒューズ（設置している場合） 現用各種ごとに１個（三相分）以上

(6) 予備品箱 １ 箱

10．使用材料

エレベータの主要材料は、表１０－２－１によるものとし、これによらない場

合は、 によるものとする。設計図書

表１０－２－１ エレベータの主要材料

使 用 箇 所 材 料 名 材 料 記 号

駆動綱車、そらせ車 ねずみ鋳鉄品 ＦＣ２５０

駆 ウォーム 機械構造用炭素鋼鋼材 Ｓ４０Ｃ

動 ウォームホイール りん青銅鋳物２種Ａ ＣＡＣ５０２Ａ

装 マシンビーム 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

置 シーブビーム 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

主ロープ ＪＩＳ Ｇ ３５２５ １５号

Ａ種めっき

か かご枠、床(下地) ステンレス鋼 ＳＵＳ３０４

かごの戸、側板､天井､幅

木、前柱、かご上操作盤

ご かご内位置表示器敷居

乗 乗場の戸､三方枠､ ステンレス鋼 ＳＵＳ３０４

乗場位置表示器､

場 敷居

昇内 レール Ｔ形レール Ｓ４５Ｃ、ＳＳ４００

降機 レール取付アンカーボルト ステンレス鋼 ＳＵＳ３０４

路器 レールブラケット ステンレス鋼 ＳＵＳ３０４

11．保護対策

(1) 昇降路は、湿度が極めて高く、絶えず結露を生じ、水滴が落下することがあ

るので、金属の腐食対策、電気機器の防滴、防湿対策を施すものとする｡

(2) ドアインタロックスイッチ、リミットスイッチ、電話機箱、かご上部のスイ

ッチ等の器具類は、パッキン入りとする｡

１０－２－３ モノレール

１．構 造

(1) モノレールは、ラック・ピニオン方式で、レール、駆動装置、搬器及び操作
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制御設備等により構成され、これによらない場合は、 によるものとす設計図書

る。

(2) 走行速度は、 によるものとする。設計図書

(3) 用途、積載質量、定員等は、 によるものとする。設計図書

２．レール

(1) レールは、ベース板及びレールブラケットに溶接又はボルト接合する構造と

する。

(2) レールは、ラックギヤを配した構造で、搬器の走行に対して安全な強度を有

するものとする。

(3) ラックギヤは、騒音、振動を低減し、保守管理の容易なものとする。

(4) レールブラケットは、アンカーボルトでコンクリート構造物に強固に取付け

るものとする。

３．駆動装置

(1) 駆動装置は、搬器と一体となって駆動する構造で、電動機、減速機及び制

動機を設けるものとする。

(2) 駆動装置には、２系列以上の制動機を備え、停止状態を保持する能力を有す

るものとする。

(3) 駆動台車、連結アームなどの金属部分は、耐食性に優れたものとする。

(4) 電動機は、電磁ブレーキ内蔵の電動機とし、頻繁な始動停止に耐えられるも

のとする。

４．搬 器

(1) 搬器枠

枠骨は、形鋼、鋼板により構成し、積載質量、内外衝撃に対して剛性を有す

るとともに耐久性を考慮した安全構造とする。

(2) 搬器室

① 搬器には、走行路の断面勾配の変化に対応する水平保持機構を具備するもの

とする。

② 搬器床は、積載質量に対して均一な強度面を有するとともに滑り防止対策を

施すものとする。

③ 搬器内には、操作盤、照明器具、座席、安全ベルト、用途・積載質量及び最

大定員を明示した標識、その他 で明示されたものを設けるものとする。設計図書

④ 搬器には、前照灯及び回転灯を設けるものとする。

⑤ 搬器には、始動時及び走行中に警報を発することのできるホーン又はブザー



361

を設けるものとする。

⑥ 昇降口は手動式で、開閉方法は、 によるものとする。設計図書

⑦ 室内照明は常時ＡＣ１００Ｖを電源とする蛍光灯等を設けるものとする。

５．操作制御設備

(1) 操作盤

① 操作盤は、搬器室内と通廊内のステーションに設置するものとする。

② 操作盤には、運転操作に必要な、表示器、操作スイッチ類を取付けるものと

する。

(2) 制御盤

① 制御盤には、制御に必要な器具の他、スペースヒータ、コンセント等を取付

けるものとする。

② 速度制御は、交流インバータ制御とする。

(3) 監視盤

設管理所に運転、故障、搬器位置などを監視出来る監視盤を設ける場合は、

によるものとする｡計図書

６．安全装置及び保護装置

(1) 減速位置検出装置及び指定位置検出装置

搬器を自動停止させる停止位置直前部及び停止位置には、リミットスイッチ

又はセンサを設け、搬器が確実に指定位置で自動停止するものとする。

(2) 過走防止装置及び緩衝装置

走行レール端末部には、リミットスイッチ、ファイナルリミットスイッチ並

びに衝突時の緩衝装置を設け、搬器を確実に停止させるものとする。

(3) 非常停止装置

異常が生じたときは、搬器内外の非常停止スイッチを操作することにより、

確実に動力を遮断し搬器を停止させるものとする。

(4) 過速度安全装置

過速度安全装置は、定格速度の１３０％以上で調速機が作動し動力を遮断し、

搬器を確実に停止させるものとする。

(5) 非常時停止装置

常用停止装置、非常停止装置のほかに、機械的に搬器を停止させることの出

来る非常時停止装置を設けるものとする。

(6) 搬器接触防止装置

搬器前後には、タッチセンサを取付け、走行中障害物に接触した場合には自
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動的に停止する装置を設けるものとする。

(7) 各種インターロック

搬器内操作と呼出し操作の間には、各種インターロックを設けるものとし、

その内容は、 によるものとする。設計図書

(8) 出入口ドアスイッチ

出入口の扉が閉じていない場合には、運転ができないインターロックを設け

るものとする。

(9) その他必要な安全装置等は、 によるものとする。設計図書

７．予備品

操作制御設備には、次に示す部品のうち当該設備に使用した部品を予備品とし

て納品しなければならない。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) ランプ 現用の１０％以上（最低１個以上）

(2) 制御回路ヒューズ（設置している場合） 現用の１０％以上（最低１個以上）

(3) Ｌ Ｅ Ｄ 現用各種ごとに１個以上

(4) 補助リレー 現用各種ごとに１個以上

(5) 電力ヒューズ（設置している場合） 現用各種ごとに１個（三相分）以上

(6) 予備品箱 １ 箱

８．使用材料

モノレールの主要材料は、表１０－２－２によるものとし、これによらない場

合は、 によるものとする。設計図書

表１０－２－２ モノレールの主要材料

使 用 箇 所 材 料 名 材料記号

レ レ ー ル ステンレス鋼 ＳＵＳ３０４

| ラ ッ ク 高強度ナイロン樹脂

ル 支持金物 ステンレス鋼 ＳＵＳ３０４

ボ ル ト ステンレス鋼 ＳＵＳ３０４

搬 本 体 ステンレス鋼 ＳＵＳ３０４

器 保 護 板 ポリカーボネート

駆 軸 ステンレス鋼 ＳＵＳ３０４

動 車 輪 高強度ナイロン樹脂

装 歯 車 クロムモリブデン鋼鋼材 ＳＣＭ４４０

置 機械構造用炭素鋼鋼材 Ｓ４５Ｃ
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９．保護対策

(1) 昇降路は、湿度が極めて高く、たえず結露を生じ、水滴が落下することがあ

るので、金属の腐食対策、電気機器の防滴、防湿対策を施すものとする。

(2) ドアインターロックスイッチ、リミットスイッチ、搬器内のスイッチ等の器

具類及び給電用設備等の器具類には、防滴、防湿対策を施すものとする。

１０－２－４ インクライン

１．構 造

(1) インクラインは、走行レール、巻上装置、搬器及び操作制御機器により構

成し、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(2) 走行速度は、 によるものとする。設計図書

(3) 用途、積載質量、定員等は、 によるものとする。設計図書

２．走行レール

(1) 走行レールは、ベース板及びレールブラケットに溶接又はボルト接合する構

造で、使用する材料は、 によるものとする。設計図書

(2) レールブラケットは、アンカーボルトでコンクリート構造物に強固に取付け

るものとする。

(3) 走行レールの下限には、車輪止めを設けるものとする。

３．巻上装置

(1) 巻上装置は、ワイヤロープにて搬器と連結しドラム、歯車、減速機、電動機、

ブレーキ、フレーム等により構成する。

(2) 巻上装置は、 に明示された条件を満足する強度及び能力を有するも設計図書

のとする。

(3) ドラムは、溝付きとする。

(4) ブレーキは、２系列以上とする。

(5) 巻上装置には、過巻上げ、過巻下げを防止するため、リミットスイッチを設

けるものとする。

(6) 巻上装置には、休止装置（休止フック）を設けるものとする。

(7) 停電時には安全に停止し、復電後は停止状態を保持するものとする。

４．搬 器（台車）

(1) 搬器枠

枠骨は、形鋼、鋼板により構成し荷重、内外衝撃に対して十分な剛性を有す

るとともに耐久性を考慮した安全な構造とする。
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(2) 搬器室

① 搬器床は、積載荷重に対して均一な強度面を有するとともに滑り防止対策を

施すものとする。

② 室内は運行操作盤、照明器具、座席、安全ベルト、用途・積載質重及び最大

定員を明示した標識、その他 に明示されたものを設けるものとする。設計図書

③ 搬器には、前照灯、回転灯を設け、走行中の安全を図るものとする。

④ 搬器には、始動時及び走行中に警報を発することのできるホーン又はブザー

を設けるものとする。

⑤ 室内照明は、常時ＡＣ１００Ｖを電源とする蛍光灯を設けるものとする。

５．主ロープ

主ロープは、 に明示された条件に対して十分な強度を有するものとす設計図書

る。

６．操作制御設備

(1) 操作盤

① 操作盤は、搬器室内と通廊内のステーションに設置するものとする。

② 操作盤には、運転操作に必要な表示器、操作スイッチ類を取付けるものとす

る。

(2) 制御盤

① 制御盤には、制御に必要な器具の他、盤内灯、スペースヒータ、コンセント

等を取付けるものとする。

② 速度制御は交流インバータ制御とし、その設定は によるものとする。設計図書

(3) 監視盤

設管理所に運転、故障、搬器位置などを監視出来る監視盤を設ける場合は、

によるものとする｡計図書

７．安全装置及び保護装置

(1) 減速位置検出装置及び指定位置検出装置

搬器を自動停止させる停止位置直前部及び停止位置には、リミットスイッチ

又はセンサを設け、搬器が確実に定位置で自動停止するものとする。

(2) 過走防止装置及び緩衝装置

走行レール末端部には、リミットスイッチ、ファイナルリミットスイッチ並

びに衝突時の緩衝装置を設け、搬器を確実に停止させるものとする。

(3) 非常停止装置

異常が生じたときは搬器内外に非常手動停止スイッチを設け、確実に動力が
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遮断され停止するものとする。

(4) 非常時停止装置

ワイヤロープ切断等の非常時には、機械的に搬器を停止させることの出来る

非常時停止装置を設けるものとする。

(5) 搬器接触防止装置

搬器前後には、タッチセンサを取付け、走行中障害物に接触した場合に自動

的に停止する装置を設けるものとする。

(6) 各種インターロック

搬器内操作と呼出し操作の間には、各種インターロックを設けるものとし、

その内容は、 によるものとする。設計図書

(7) 出入口ドアスイッチ

出入口の扉が閉じていない場合には、運転が出来ないインターロックを設け

るものとする。

(8) その他必要な安全装置等は、 によるものとする。設計図書

８．予備品

操作制御設備には、次に示す部品のうち当該設備に使用した部品を予備品とし

て納品しなければならない。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) ランプ 現用の１０％以上（最低１個以上）

(2) 制御回路ヒューズ（設置している場合） 現用の１０％以上（最低１個以上）

(3) Ｌ Ｅ Ｄ 現用各種ごとに１個以上

(4) 補助リレー 現用各種ごとに１個以上

(5) 電力ヒューズ（設置している場合） 現用各種ごとに１個（三相分）以上

(6) 予備品箱 １ 箱

９．使用材料

インクラインに使用する材料は、 によるものとする。設計図書

10．保護対策

(1) 昇降路は、湿度が極めて高く、たえず結露を生じ、水滴が落下することがあ

るので、金属の腐食、電気機器の防滴、防湿対策を施すものとする。

(2) ドアインターロックスイッチ、リミットスイッチ、搬器内のスイッチ等の器

具類には、防滴、防湿対策を施すものとする。
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１０－２－５ 据 付

１．据付準備

(1) 据付にあたっては、機器、部品の有無を確認するとともに輸送による破損箇

所、不具合の有無を点検するものとする。

(2) 受注者は、据付に先立って、据付基礎、壁及び床の貫通孔の形状及び寸法並

びに箱抜き差し筋の位置について、据付に支障のないよう事前に調査しなけれ

ばならない。

２．据付作業

(1) 据付にあたっては、据付基準点、基準線を基に図面寸法により主たる構造物

及びその他各機器類の軸心を通る中心線、据付高さを設定するものとする。

(2) 据付に際しては、各部の水平及び鉛直の芯出し調整を行い、その結果につ

いて、監督員の確認を得るものとする。

(3) 据付に伴う塗装、コンクリート打設は、気象条件に留意して施工するものと

する。

承(4) 据付に伴いコンクリート構造物及び建屋にはつりを行う場合は、監督員の

を得るものとする。諾

第３節 係船設備

１０－３－１ 構 造

係船設備は、インクライン方式の船舶昇降専用設備及び水位追縦方式の浮桟橋係留

設備である。

１．インクライン方式

インクライン方式はワイヤロープ式で、昇降台車、走行レール、巻上装置、格

納クレーン、浮桟橋、操作制御設備等により構成する。

２．水位追従方式

水位追従方式は、浮桟橋、ガイドレール等により構成する。

１０－３－２ インクライン方式

１．巻上装置

(1) 巻上装置は、ワイヤロープにて台車と連結しドラム、歯車、減速機、電動機、

ブレーキ、フレーム等により構成する。

(2) 巻上装置は、 に明示された条件を満足する強度及び能力を有するも設計図書

のとする。



367

(3) ドラムは、溝付とする。

(4) ブレーキは、２系列以上とする。

(5) 巻上装置には、過巻上げ、過巻下げを防止するため、リミットスイッチを設

けるものとする。

(6) 巻上装置には、休止装置（休止フック）を設けるものとする。

(7) 停電時には、安全に停止し、復電後は停止状態を保持するものとする。

２．昇降台車

(1) 台車は、 に明示された荷重を積載できる構造で、車輪、フレーム船設計図書

台によって構成され、「ダム・堰施設技術基準（案）」に示す強度と剛性を有

する構造とする。

(2) 車輪は、 に明示された荷重に対して「ダム・堰施設技術基準(案)」設計図書

に示す支持力を有し、水中においても円滑に走行出来るように考慮し、排障器

及び脱輪防止装置を取付けるものとし、軸受は給油可能な構造とする。

(3) 非常用制動機構は、ワイヤロープの切損に対応して自動的に昇降台車が停止

するとともに、操作機構のトラブルによる停止不能の場合にも手動で停止でき

る機構を設けるものとする。

(4) フレームは、形鋼及び鋼板を主材とした溶接構造とする。

(5) 船台は、船底の形状に合わせて、確実に船底を支持出来るものとする。

なお、船舶と接触する恐れのある箇所には、緩衝材を取付けるものとする

(6) 台車上部には、手摺付踊場を設けるものとし、床板に滑り防止対策を施すも

のとする。

３．走行レール

(1) 走行レールは、普通軌条又は形鋼形成とし、うねり（上下、左右）、軸間

寸法に注意してアンカーボルトでコンクリート構造物に強固に取付けるものと

する。

(2) 走行レールの継目は、継目板をあて、ボルトで堅固に接続するものとする。

(3) 走行レールの下限には、車輪止めを設けるものとする。

４．ワイヤロープ

ワイヤロープは、 に明示された条件に対して、十分な強度を有するも設計図書

のとする。

５．ロープ受けローラ

(1) 走行路には、台車の移動に際して、ワイヤロープが直接、基礎コンクリート

に接触しないようロープ受けローラを設けるものとする。
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(2) ローラ及び軸受は、耐水性を考慮するものとし、材料は によるも設計図書

のとする。

６．保管船台

保管船台は、巡視船又は作業船を格納できる強度を有し、船舶との接触部に

は緩衝材を取付け、船体を安定させるものとする。

７．格納クレーン

(1) クレーンは、安全で確実な運転が出来るとともに、耐久性に優れ保守管理が

容易な構造とする。

(2) クレーンの仕様については、 によるものとする。設計図書

８．浮桟橋

(1) 浮桟橋は、 に示す荷重条件に対して十分な強度を有するものとし、設計図書

また、偏荷重時においても、機能上支障のない水平度を保持するものとする。

(2) 浮桟橋は、水位の変動に追従して稼働するものとする。

(3) 浮桟橋には、船舶を係留するために必要なクリート又は、ビット及び船舶を

保護するための緩衝材並びに転落防止用手摺を設けるものとする。

(4) 浮桟橋は、渇水等による急激な水位低下に対して容易に取り外し出来る構造

とする。

(5) 浮桟橋の床板は、滑らないようにスリップ止めを施すものとする。

９．安全装置及び保護装置

安全装置及び保護装置については、 によるものとする。設計図書

１０－３－３ 水位追従方式

１．浮桟橋

(1) 浮桟橋は、 に明示された荷重条件に対して十分な強度を有するもの設計図書

とし、また、偏荷重時においても、機能上支障のなく水平度を保持するものと

する。

(2) 浮桟橋は、常時、巡視船及び作業船等を係留した状態でガイドレールに沿っ

て水位追従出来る構造とする。

(3) 浮桟橋とガイドレールとの脱着操作は、容易な構造とする。

また、渇水時には自立出来る構造とする。

(4) 浮桟橋には、船舶を係留するために必要なクリート又はビット及び船舶を保

護するための緩衝材並びに転落防止用手摺を設けるものとする。

(5) 浮桟橋の床板は、滑らないようにスリップ止めを施すものとする。
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２．ガイドレール

(1) ガイドレールの取付方法は、 によるものとする。設計図書

(2) ガイドレールの構造は、 によるものとする。設計図書

１０－３－４ 使用材料

係船設備の主要材料は、表１０－３－１によるものとし、これによらない場合は、

によるものとする。設計図書

表１０－３－１ 係船設備の主要材料

使 用 箇 所 材 料 名 材 料 記 号

フ レ ー ム 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

昇 車 輪 構造用高張力炭素鋼及び低合 ＳＣＭｎ２

降 金鋼鋳鋼品

台 車 軸 ステンレス鋼 ＳＵＳ３０４

車 軸 受 オイルレスメタル

防 舷 材 合成ゴム

巻 ド ラ ム 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

溶接構造用圧延鋼材 ＳＭ４００

上 軸 機械構造用炭素鋼鋼材 Ｓ４５Ｃ

フレーム 一般構造用圧延鋼材 ＳＳ４００

機 ワイヤロープ ＪＩＳ Ｇ ３５２５ めっき

フロート ポロエチレン、ＦＲＰ ウ又は

浮 レタン樹脂

桟 床板 合成木材、ＦＲＰ

橋 フレーム ステンレス鋼 ＳＵＳ３０４

ガイドローラ 合成樹脂

緩衝材 合成ゴム

ガレ 本体 ステンレス鋼 ＳＵＳ３０４

イ| アンカボルト ステンレス鋼 ＳＵＳ３０４

ドル ワイヤロープ ステンレス鋼 ＳＵＳ３０４

１０－３－５ 操作制御設備

１．機側操作盤

(1) 運転は、機側操作と遠隔操作が出来るものとする。

(2) 機側操作盤は、屋内閉鎖自立形とし、運転操作に必要な計器、表示灯、操作

スイッチ等を取付けるものとする。
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(3) 巻上機主回路には、３Ｅリレー、進相コンデンサ等を設けるものとする。

(4) 機側操作盤には、操作に必要な器具の他、盤内灯、スペースヒータ、コンセ

ントを取付けるものとする。

(5) 操作回路には、誤操作による事故等を防止するため、必要なインターロック

を設けるものとする。

(6) 遠隔操作については、 によるものとする。設計図書

２．予備品

操作制御設備には、次に示す部品のうち当該設備に使用した部品を予備品とし

て納品しなければならない。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) ランプ 現用の１０％以上（最低１個以上）

(2) 制御回路ヒューズ（設置している場合） 現用の１０％以上（最低１個以上）

(3) Ｌ Ｅ Ｄ 現用各種ごとに１個以上

(4) 補助リレー 現用各種ごとに１個以上

(5) 電力ヒューズ（設置している場合） 現用各種ごとに１個（三相分）以上

(6) 予備品箱 １ 箱

第４節 堤内排水設備

１０－４－１ 一般事項

１．ポンプ設備

ポンプ設備は、ポンプ、吸吐出管、集水井、操作制御設備等で構成され、振動、

騒音が少なく円滑に運転出来るとともに、 に明示された条件に対して、設計図書

キャビテーションが発生しないものでなければならない。

２．ポンプ設備の耐久要件

ポンプ設備は、その用途に適し、長期間の断続運転に耐えうるもので、空気の

流入がないものとする。

また、保守管理が容易なものとする。

３．吸吐出管

(1) 吸吐出管は管路損失が少なく、耐摩耗性及び耐食性に優れているものとする。

(2) 遊離石灰等による管内閉塞の恐れがある場合は、２系統とするなどの対策を

施すものとする。

なお、その場合は、 によるものとする。設計図書

４．ポンプ台数
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設計図ポンプ台数は、１集水井当たり２台以上とし、これによらない場合は、

によるものとする。書

５．機側操作盤の設置位置

機側操作盤の設置位置は、ポンプ故障等で排水不能となった場合でも機側操作

盤が水没しない位置とし、その設置位置は、 によるものとする。設計図書

１０－４－２ ポンプ形式

ポンプ形式は水中モータポンプとし、これによらない場合は、 によるもの設計図書

とする。

１．水中モータポンプ構造

電動機は、水封式又は乾式水中形とし、ポンプと一体組込みとする。

２．ポンプ仕様

ポンプ仕様は、 によるものとする。設計図書

３．付属品

付属品は、ポンプ１台に対して、次のものを具備するものとする。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) 相フランジ １ 台 分

(2) 連成計及びコック付導管 １ 台 分

(3) ポンプ取付床 １ 台 分

(4) 弁 類 １ 台 分

１０－４－３ 吸吐出管

１．使用材料

吸吐出管に使用する材料は、 によるものとする。設計図書

２．給気口

長い吐出管の場合は、適切な箇所に給気口を設けるものとする。

また、必要に応じて、ウォータハンマ対策を考慮するものとする。

３．吐出管

吐出管は、内部清掃、補修等が容易な配管とする。

４．管支持金物

管支持金物は管の伸縮、横振れなどに適応するもので、管からの荷重に耐える

構造とし、その材質は によるものとする。設計図書
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１０－４－４ 集 水 井

水中モータポンプの集水井には、ポンプ整備のためにポンプ引上装置を設けるもの

とする。

１０－４－５ 水位検出装置

設計図集水井には電極式又はフロート式の水位検出装置を設けるものとし、選定は

によるものとする。書

１０－４－６ 操作制御設備

１．機側操作盤

(1) 機側操作盤は、屋外閉鎖壁掛形又は自立形を標準とする。

(2) 機側操作盤操作部には、運転操作に必要な計器、表示灯、操作スイッチ類を

取付けるものとする。

また、運転度数計、運転時間積算計を取付けるものとする。

(3) 機側操作盤には、操作に必要な器具のほか、盤内灯、スペースヒータ、コン

セントを取付けるものとする。

(4) 機側操作盤には、ポンプの運転に必要な保護装置を設けるものとする。

１０－４－７ 操作方式

操作方式は、集水井水位による自動交互運転、並列運転及び機側単独運転とする。

なお、自動運転で先行ポンプが不作動の場合又は水位が異常上昇した場合は、後続

ポンプが始動するもとする。

１０－４－８ 表 示

ポンプの運転、故障及び集水井の水位異常の場合には、機側操作盤に表示するとと

もに、管理所に表示及び警報出来る外部出力端子を設けるものとする。

１０－４－９ 配 線

配線に使用する材料は、 によるものとする。設計図書

１０－４－１０ 予 備 品

操作制御設備には、次に示す部品のうち当該設備に使用した部品を予備品として納

品しなければならない。
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なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) ランプ 現用の１０％以上（最低１個以上）

(2) 制御回路ヒューズ（設置している場合） 現用の１０％以上（最低１個以上）

(3) Ｌ Ｅ Ｄ 現用各種ごとに１個以上

(4) 補助リレー 現用各種ごとに１個以上

(5) 電力ヒューズ（設置している場合） 現用各種ごとに１個（三相分）以上

(6) 予備品箱 １ 箱

第５節 流木止設備

１０－５－１ 構 造

流木止設備は、網場、通船ゲートから構成されるものとする。

１０－５－２ 網 場

１．主ロープ

(1) 主ロープは、ポリエチレン被覆めっきワイヤロープ又は合成繊維製ロープで、

局部的に曲げや摩耗による損傷を受けやすい箇所には鋼製リンクチェーンを部

分的に使用するものとする。

なお、長期にわたる波浪、流木による曲げに対し、疲労伸びの少ないものを

使用し、紫外線、凍結による劣化防止を施したものとする。

また、主ロープの張力は、流木予想滞留量として水面下の０．５ｍを標準と

し、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(2) 主ロープは、フロートの安定を図るため２本とする。

なお、主ロープにかかる張力は主ロープ２本に分担させるものとするが、積

雪寒冷地で湖面が結氷する場合は張力１００％の主ロープ２本とする。

(3) 各端末は、取付が容易であるとともに、金具類は耐食性に優れたものとする。

(4) 主ロープの長さは、 に明示された貯水位変動に対応出来る長さのも設計図書

のとする。

２．フロート

(1) フロートは、 に明示された設計条件を満足する構造、形状とする。設計図書

(2) 材質はポリエチレン製で、強度、耐候性、耐食性に優れたものを使用し、内

部に発泡スチロールを充填したものとする。

(3) フロートの間隔は主ロープのたるみ、フロートの転倒を考慮し適正なものと

する。
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３．ネット

(1) ネットは合成繊維製とし、上網と下網から構成されたもので、目開き寸法、

材質、ロープ径等は によるものとする。設計図書

(2) 上網はフロート間に設置するもので、外周はロープにて縁取りをするものと

する。

(3) 下網は上網同様に縁取りを行い、縁取材と同等以上のロープで上下方向に補

強するものとする。

４．結束ロープ

各部材の結束ロープは、合成繊維製とし、結束部の滑り防止対策を施し、端末

は溶着処理を施し、ねじり戻りのないようにするものとする。

５．バランスウェイト

バランスウェイトは、耐食性に優れ、取外しの容易なものとする。

６．アンカ

左右岸に設置するアンカは、網場の張力に対して耐力を有するものとし、貯水

による崩壊、洗堀の恐れのないものとする。

１０－５－３ 通船ゲート

１．ゲート主枠

ゲート主枠は、網場の張力に耐えるものとし、かつ、耐食性に優れたものとす

る。

また、 に明示された船舶の幅員及び吃水に対し余裕のある寸法とする。設計図書

２．ゲート

ゲートは、箱形で必要に応じて内部に発砲スチロール板を施し、流芥物に対し

強度と剛性を有するものとする。

また、ゲートをネットで製作する場合は、網場と同一材料とする。

３．開閉装置

開閉装置の構造及び操作方式は、 によるものとする。設計図書

４．操作台

(1) 操作台は、浮桟橋方式とし、周囲には手摺を設け、滑り防止対策を施すもの

とする。

また、点検が容易なスペースを確保するものとする。

(2) 船舶と接触する恐れのある箇所には、緩衝材を取付けるものとする。

なお、操作台に使用する材料は、 によるものとする。設計図書
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１０－５－４ 据 付

据付にあたっては、機器、部品の有無を確認すると共に輸送による破損箇所、不具

合の有無を確認するものとする。

また、地上据付作業にあたっては、墜落、滑落対策を施すものとし、水上作業にあ

っては、船上からの転落対策を施すものとする。

第６節 水質保全設備

１０－６－１ 構 造

水質保全設備は、曝気・循環設備（浅層曝気、深層曝気、全層曝気）と噴水設備と

する。

１．曝気・循環設備

曝気・循環設備は、係留施設、給気設備、散気管、送気管及び操作制御設備等

により構成されるものとする。

２．噴水設備

噴水設備は、噴水ポンプ、噴水台船、係留施設及び操作制御設備等により構成

されるものとする。

１０－６－２ 曝気・循環設備

１．係留施設

(1) 係留方式については、 によるものとする。設計図書

(2) ワイヤロープは、 に明示された条件に対して所要の強度を有するも設計図書

のとする。

なお、ワイヤロープは、設備が水位の変動に追随出来るよう、係留長さを調

節出来るものとする。

２．給気装置

設計図(1) 空気圧縮機の型式、吐出圧力、吐出量及び潤滑油方式等については、

によるものとする。書

(2) 冷却方式については、空冷とする。

なお、コンプレッサ冷却用排気は、給気装置室に滞留することなく、外部に

排気出来るものとする。

(3) 空気圧縮機には、自動排気弁を設けるものとする。

(4) 供給空気量については、 によるものとする。設計図書
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３．散気管

(1) 散気管の支持方式については、 によるものとする。設計図書

(2) 散気管は、設置水深を十分考慮し、常に供給空気量を維持出来るものとする。

４．送気管

(1) 給気装置室内の送気管の仕様及び構造は、 によるものとする。設計図書

(2) 給気装置室外の送気管は、耐熱ホース等を用いて配管を行い、適切な保護を

施すものとし、施行範囲は によるものとする。設計図書

(3) 送気方式については、 によるものとする。設計図書

(4) 送気管の径は、圧力損失を十分考慮し決定するものとする。

５．操作方式

操作方式は、 によるものとする。設計図書

６．操作回路

操作回路には、誤操作による事故等を防止するため、必要なインターロックを

設けるものとする。

７．配 線

配線に使用する材料は、 によるものとする。設計図書

８．使用材料

曝気・循環設備に使用する材料は、 によるものとする。設計図書

１０－６－３ 噴水設備

１．噴水ポンプ

(1) 噴水ポンプの吐出量及び揚程等については、 によるものとする。設計図書

(2) ポンプ類は、連続運転に耐える堅牢な構造とし、運転時の振動、騒音が少な

いものとする。

(3) ポンプ類の駆動用電動機は、防水構造のものとする。

２．噴水台船

(1) 噴水台船は、船舶の係留が容易な構造とし、 に明示された荷重条件設計図書

に対して十分な強度を有するものとし、また、偏荷重時においても、機能上支

障のない水平度を保持出来るものとする。

３．係留施設

(1) ワイヤロープは、 に明示された条件に対して所要の強度を有するも設計図書

のとする。

(2) 係留ワイヤロープは、設備が水位の変動に追随出来るよう、係留長さを調節
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出来るものとする。

４．使用材料

噴水設備に使用する材料は、 によるものとする。設計図書

１０－６－４ 操作制御設備

１．機側操作盤

(1) 機側操作盤は、屋内閉鎖自立形とし、運転操作に必要な計器、表示器、操作

スイッチ等を取付けるものとする。

(2) 機側操作盤には、操作に必要な器具の他、盤内灯、スペースヒータ、コンセ

ント類を取付けるものとする。

(3) 運転、故障、制御不能の場合には、機側操作盤に表示させるとともに、管理

所に表示及び警報が出来る外部出力端子を設けるものとする。

２．操作方式

操作方式は、 によるものとする。設計図書

３．操作回路

操作回路には、誤操作による事故等を防止するため、必要なインターロック

を設けるものとする。

４．配 線

配線に使用する材料は、 によるものとする。設計図書

５．予備品

操作制御設備には、次に示す部品のうち当該設備に使用した部品を予備品とし

て納品しなければならない。

なお、これによらない場合は、 によるものとする。設計図書

(1) ランプ 現用の１０％以上（最低１個以上）

(2) 制御回路ヒューズ（設置している場合） 現用の１０％以上（最低１個以上）

(3) Ｌ Ｅ Ｄ 現用各種ごとに１個以上

(4) 補助リレー 現用各種ごとに１個以上

(5) 電力ヒューズ（設置している場合） 現用各種ごとに１個（三相分）以上

(6) 予備品箱 １ 箱

第７節 鋼製付属設備

１０－７－１ 適 用

鋼製付属設備とは、本共通仕様書に示す各種設備（主体となる）に付属して設置さ
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れる鋼材を主要構成部材及び主体となる設備とは独立して設置する小規模でかつ簡単

な鋼構造物をいう。

１０－７－２ 一般事項

１．構 造

鋼製付属設備は、 に明示された荷重条件に対して強度、剛性を有し、設計図書

耐久性に富み、安全な構造とする。

２．準拠基準

鋼製付属設備の施工にあたっては、 によるほか、主体となる設備の基設計図書

準等に準拠するものとする。

１０－７－３ 使用材料

１．主要部材

鋼製付属設備に使用する主要部材の材質については、 によるものとす設計図書

る。

２．防食対策

設計据付後の塗装が不可能な部分、その他保守管理の困難な部材については、

に明示された防食対策を施すものとする。図書

１０－７－４ 構造計算

鋼製付属設備の構造計算は、 によるものとする。設計図書

１０－７－５ 鋼製付属設備

１．一般事項

鋼製付属設備の形状及び寸法は、 によるものとする。設計図書

２．操作管理橋（人道用）・歩廊・点検歩廊

(1) 溜水対策

操作管理橋（人道用）・歩廊・点検歩廊には、溜水が生じないよう排水孔や

水抜孔等を設けるものとする。

(2) 出入口

設操作管理橋（人道用）の出入口には、施錠可能な扉を設置するとともに、

に明示された場合には、立入禁止等の表示板を設けるものとする。計図書

(3) 操作管理橋（人道橋）・歩廊・点検歩廊の床には、 に明示された場設計図書
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合、すべり止め対策及び防音対策等を施すものとする。

３．手摺、階段、防護柵、梯子

(1) 手摺、階段、防護柵、梯子の基本寸法は、操作要員及び保守管理要員の移動

が容易に出来る構造とする。

(2) すべり止め対策等

階段・梯子には、 に明示された場合、すべり止め対策等を施すもの設計図書

とする。

(3) 景観対策

手摺、階段、防護柵、梯子は、設置する場所・施設と調和する構造とする。

(4) 保守管理

手摺、階段、防護柵、梯子は、今後の整備、更新及び撤去を考慮した構造と

する。

４．ピット蓋

(1) 寸法・重量

ピット蓋単体の寸法・重量は、設置・撤去を考慮したものとする。

また、ピット蓋は、人力で容易に開閉出来る構造で、人の出入りができる空

間（出入口幅）を確保するものとする。

(2) すべり止め対策等

ピット蓋には、 に明示された場合、すべり止め対策及び防音対策等設計図書

を施すものとする。

(3) 安全対策

開口部のピット蓋は、施錠可能な金具を設置するものとし、ヒンジ構造のピ

ット蓋は、開時に固定出来る構造とする。
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第１１章 水管橋設備

第１節 総 則

１１－１－１ 適 用

この章は、水管橋本体と水管橋付属物に適用する。

１１－１－２ 準拠基準等

水管橋設備の施工にあたっては、 によるほか、次の基準等による。設計図書

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

(1) 土地改良事業計画設計基準・設計「水路工」基準書・技術書 （農林水産省）

(2) 土地改良事業計画設計基準・設計「農道」基準書・技術書 （農林水産省）

(3) 水管橋設計基準 （日本水道鋼管協会）

(4) 水管橋設計基準（耐震設計編） （日本水道鋼管協会）

(5) 水管橋工場仮組立及び現場架設基準 （日本水道鋼管協会）

(6) 水管橋外面防食基準 （日本水道鋼管協会）

(7) 水門鉄管技術基準 （水門鉄管協会）

(8) 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編） （日本道路協会）

(9) 道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋編） （日本道路協会）

(10) 道路橋示方書・同解説（Ⅳ耐震設計編） （日本道路協会）

(11) 道路橋支承便覧 （日本道路協会）

１１－１－３ 銘 板

１．銘板の明示内容

水管橋設備には、橋名、完成年月（製造年月）、事業名等、計画流量、口径・

形式、使用鋼材・質量、施工会社等を明示した銘板を設けなければならない。

２．銘板の仕様

銘板の仕様は、共通仕様書第４章第１節４－１－６によるものとする。

第２節 水管橋製作

１１－２－１ 一般事項

１．鋳鉄品及び鉄鋼品

受注者は、鋳鉄品及び鉄鋼品の使用にあたり、 に明示された形状・寸設計図書

法のもので、有害な傷又は著しい歪み及び内部欠陥がないものを使用するものと
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する。

２．主要部材等

主要部材とは、主構造と床組、二次部材とは、主要部材以外の二次的な機能を

持つ部材をいう。

１１－２－２ 材 料

１．規格証明

材料の規格証明は、共通仕様書第２章第３節２－３－１によるものとする。

２．見本又は資料の提出

見本又は資料の提出は、共通仕様書第２章第３節２－３－２によるものとする。

３．工場塗装

工場塗装工の材料は、共通仕様書第３章第５節塗装によるものとする。

１１－２－３ 原 寸

原寸は、共通仕様書第３章第２節３－２－１によるものとする。

１１－２－４ 工 作

工作は、共通仕様書第３章第２節３－２－２によるものとする。

１１－２－５ 溶接施工

溶接施工は、次によるほか共通仕様書第３章第３節によるものとする。

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

１.重ねすみ肉溶接

(1) 重ね継手にすみ肉溶接を用いる場合には、２本以上のすみ肉溶接を用い、重

ね継手の各板に働く荷重の偏心により発生する応力が緩和するような適切な重

ねしろをとらなければならない。

(2) 前面すみ肉溶接の継手における重ねしろは、図１１－２－１に示す（ｂ）の

ように薄い方の板厚の４倍以上とする。

(3) 側面すみ肉溶接のみを用いて軸方向力を受ける継手における重ねしろは、図

１１－２－１に示す(ｂ')のように溶接線の間隔(ｌ)より大きくし、間隔(ｌ)は

薄い方の板厚の１６倍以下とする。これを超えるときは板の浮き上がりを防止

するものとする。

ただし、引張力のみを受けるときは、上記の値を２０倍する。
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図１１－２－１ 側面すみ肉溶接の重ねしろ

１１－２－６ 仮 組 立

仮組立は、共通仕様書第３章第２節３－２－３によるものとする。

１１－２－７ ボルト結合

ボルト結合は、共通仕様書第３章第４節によるものとする。

１１－２－８ 工場塗装工

工場塗装工は、共通仕様書第３章第５節３－５－３によるものとする。

第３節 水管橋付属製作

１１－３－１ 一般事項

水管橋付属設備は、 に明示された保守点検用の歩廊・昇降梯子・手摺・進設計図書

入防止柵・歩行防止柵等を設けるものとする。

１１－３－２ 歩 廊 等

１．塗 装

受注者は、 に明示された場合を除き、原則として溶融亜鉛めっき処理設計図書

を行うものとする。

２．取付ピースの溶接

受注者は、歩廊等と桁本体との取付ピースは工場内で溶接を行うものとし、や

む得ず現場で取付ける場合は、監督員の を得て十分な施工管理を行うものと承諾
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する。

３．仮組立

受注者は、桁本体に仮組立時点で歩廊等を取付、取合いの確認を行うものとす

る。

４．ボルト取合い

受注者は、歩廊等と桁本体との取付ピースを介して、ボルト取合いをするもの

とする。

ただし、取合いは、製作誤差を吸収できる構造とする。

１１－３－３ 鋼製耐震連結装置

１．防 食

受注者は、ＰＣ鋼材定着部及び取付ブラケットの防食については、 に設計図書

よるものとする。

１１－３－４ 現場継手

１．締 付

受注者は、部材と連結板を、締付により密着させるようにするものとする。

２．準拠規定

受注者は、ボルトの締付について、次によるものとする。

(1) ボルト軸力の導入をナットまわして行うものとする。

やむを得ず頭まわしを行う場合は、トルク係数値の変化を確認するものとす

る。

(2) ボルトの締付をトルク法によって行う場合、締付ボルト軸力が各ボルトに均

一に導入されるよう締付ボルトを調整するものとする。

(3) トルシア形高力ボルトを使用する場合、本締付には専用の締付機を使用する

ものとする。

(4) ボルトの締付を回転法によって行う場合、接触面の肌すきがなくなる程度に

トルクレンチで締めた状態、あるいは組立用スパナで力いっぱい締めた状態か

ら次に示す回転角を与えるものとする。

ただし、回転法はＦ８Ｔ、Ｂ８Ｔのみに用いるものとする。

① ボルト長が径の５倍以下の場合：１／３回転（１２０度）±３０度

② ボルト長が径の５を越える場合：施工条件に一致した予備試験によって目

標回転角を決定する。
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(5) ボルトの締付耐力点によって行う場合は、ＪＩＳ Ｂ １１８６に規定する第

２種の呼びＭ２０、Ｍ２２、Ｍ２４を標準とし、耐遅れ破壊特性の良好な高力

ボルトを用い、専用の締付機を使用して本締付を行うものとする。

(6) ボルトの締付機、測量器具等の検定を現地施工に先立ち現地搬入直前に１回、

搬入後はトルクレンチは１ヶ月ごとに、その他の機器は３ヶ月ごとに点検を行

い、精度を確認するものとする。

３．トルク

セットボルトのトルク計数値は、０．１１～０．１６に適合するものとする。

４．締付方法

受注者は、ボルトの締付を、連結板の中央のボルトから順次端部ボルトに向か

って行い、２度締めを行わなければならない。順序は、図１１－３－１のとおり

とする。

なお、呼び締め後には締め忘れや共まわりを容易に確認できるようにボルトナ

ット及び座金にマーキングを行うものとする。

なお、これにより難い場合は、監督員の を得なければならない。承諾

図１１－３－１ ボルト締付け順序

５．包 装

受注者は、ボルトのセットを、工場出荷時の品質が現場施工時まで保たれるよ

うにその包装と現場保管に注意するものとする。

また、包装は施工直前に解くものとする。

６．高力ボルト

受注者は、溶接と高力ボルト摩擦接合とを併用する場合は、溶接の完了後に高

力ボルトを締付るものとする。

７．現場溶接

(1) 受注者は、溶接部の清掃、溶接材料の乾燥状態に注意し、それらを良好な状

態に保つに必要な諸設備を現場に備え付けるものとする。
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(2) 受注者は、現場溶接に先立ち、開先の状態、材片の拘束状態等について注意

を払うものとする。

(3) 受注者は、溶接材料、溶接検査等に関する溶接施工上の注意点については、

１１－２－５溶接施工を準じるものとする。

(4) 受注者は、溶接のアークが風による影響を受けないように防風設備を設置す

るものとする。

１１－３－５ 現場塗装工

現場塗装工は、共通仕様書第３章第５節３－５－４によるものとする。
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